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議　　事　　日　　程　第５号
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午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定第１号から認

定第23号まで（質疑）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定第１号か

ら認定第23号まで

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第２号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第３号議案　財産の取得について

乙第４号議案　債権の放棄について

乙第５号議案　訴えの提起について

乙第６号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第７号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第８号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

乙第10号議案　沖縄県土地利用審査会委員の任命について

認定第１号　平成21年度沖縄県一般会計決算の認定について

認定第２号　平成21年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認定第３号　平成21年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認定第４号　平成21年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認定第５号　平成21年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認定第６号　平成21年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認定第７号　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認定第８号　平成21年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認定第９号　平成21年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 10 号　平成21年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認定第 11 号　平成21年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 12 号　平成21年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 13 号　平成21年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認定第 14 号　平成21年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認定第 15 号　平成21年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認定第 16 号　平成21年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について
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認定第 17 号　平成21年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認定第 18 号　平成21年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認定第 19 号　平成21年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計決算の認定について

認定第 20 号　平成21年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 21 号　平成21年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認定第 22 号　平成21年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認定第 23 号　平成21年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について
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副議長　　玉　城　義　和　君
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19　番　　崎　山　嗣　幸　君
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38　番　　糸　洲　朝　則　君
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48　番　　大　城　一　馬　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１

号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定

第１号から認定第23号までを議題とし、質疑に入りま

す。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　おはようございます。

　民主党の上里です。

　早速ですが、一般質問に入ります。

　まず、現行の沖縄振興特別措置法にかわる新たな法

制度についてお伺いいたします。

　茨番目、現行の法制度と何が違うのか。

　芋番目、特別な自治制度を盛り込む意向があるのか

どうか。

　鰯番目、県が求めた沖縄振興一括交付金への政府の

対応についてお伺いいたします。

　続いて、新たな航空路線の開拓についてお伺いをい

たします。

　まず初めに、新規開設が見込まれる海外路線、とり

わけ仲井眞知事がことし８月に要請を行った中国路線

についてお聞かせください。また、開設後の経済効果

もお伺いいたします。

　次に、国内線において全日空が始める格安航空事業

（ローコストキャリア）を沖縄路線へ導入しようとす

る考えがあるのかどうかお伺いいたします。

　続いて、離島路線について、石垣―波照間路線の復

活及び県が建設を計画している伊平屋空港発着路線の

検討状況についてお伺いをいたします。

　さらに続きまして、国外観光客誘客のための石垣空

港発着の海外路線の開設の見込みについてお伺いをい

たします。

　続いて、図書館行政について。

　来月11月１日に、沖縄県立図書館100周年事業が行

われますが、この事業と山之口貘文庫開設についての

課題についてお伺いいたします。

　次に、現在、県立図書館及び教育委員会では、今後

の沖縄県立図書館のあり方の検証作業に着手しており

ますが、その作業を進める上でも図書館先進地事例調

査を実施すべきだと考えますがいかがでしょうか。

　続いて、雇用問題についてお伺いいたします。

　本定例会の補正予算案に計上されている生活に困窮

する求職者を支援する「パーソナル・サポート・サー

ビス」事業の内容についてお伺いいたします。

　同じく本定例会の補正予算案で計上されている安心

こども基金事業との違いは何かお答えください。ま

た、これまで県が実施した自立及び生活支援事業の実

績もお答えください。

　続きまして、「小児在宅医療基金てぃんさぐの会」

が医療的ケアに関するアンケートを取りまとめました

が、その内容の把握とその結果を見て最優先で取り組

むことを知事、病院事業局長及び教育長とそれぞれお

答えください。

　住宅行政についてお伺いいたします。

　昨年12月、政府は、「明日の安心と成長のための緊

急経済対策」を閣議決定し、地球温暖化対策と景気回

復の両立を目指すことを背景に住宅エコポイント制度

を創設いたしました。さらに先月10日、政府が閣議決

定した「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対

策」において住宅エコポイント制度延長を盛り込み、

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教育委員会委員　　中　野　吉三郎　君

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　幸　喜　銅　子　さん

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君
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景気回復につなげようとしております。

　そこで、お伺いいたします。

　ことし３月８日から住宅エコポイント制度の申請が

始まりましたが、県内における新築及び改築での申請

件数と、他の都道府県との比較した状況についてお答

えください。

　次に、沖縄の気候風土に適した環境共生住宅につい

ての考え方もお伺いをいたします。

　続きまして、文化と観光政策についてお伺いいたし

ます。

　まず、文化資源活用型観光戦略モデル構築事業の進

瀧と委員からの提言内容についてお伺いいたします。

　次に、私は、野外で伝統芸能が常時楽しめる空間が

県内に必要だと考えています。そのような場所が県内

にあるのかどうかお聞かせください。

　続いて、アート特区についてお伺いいたします。

　沖縄県は、文化・芸術など能力を秘めた人材が多数

おります。また、それをはぐくむよい環境がありなが

らも、その可能性を生かし切れてはおりません。新た

な産業創出の視野も入れながら制度面、資金面、そし

て人材育成面等の今後の特区化を含めての検討が必要

でありますが、見解をお伺いいたします。

　続きまして、「スポーツ合宿」等の推進について伺

います。

　まず、県内での「スポーツ合宿」誘致件数と経済波

及効果をお答えください。

　また、陸上競技場を有し、陸上競技での人材育成に

取り組む国頭村での「スポーツ合宿」誘致への県の支

援についてお伺いいたします。

　また、村内施設と合宿誘致等も生かして、村内小中

学校及び近隣の高校への競技者育成に向けた指導者配

置の取り組みについて、県はどのような支援を考えて

いるのか見解を聞かせてください。

　最後に、おもろまち１丁目の再開発によって首里城

が世界遺産登録リストから抹消される可能性があるの

かどうかお聞かせください。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　上里議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、新たな沖縄法についての中で、新たな

法律と現在の沖縄振興特別措置法との違いについてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン」そして総点

検、地域主権改革の進展を踏まえまして、現在の沖縄

振興特別措置法とは異なる「沖縄振興特別措置法に代

わる新たな法律の制定」を含む新しい沖縄振興の枠組

みが必要との考えを政府に伝えたところでございま

す。

　新たな沖縄振興の枠組みといたしまして、「沖縄21

世紀ビジョン」で示されております県民が望む将来像

の実現に向け、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」への

支援、そして第２に、「沖縄振興一括交付金（仮称）」

の創設によります自由度の高い財源措置や、国と沖縄

県の協議の場の法制化、そして一国二制度の地域振興

策、そして離島定住支援、交通・物流コストの抜本的

軽減、沖縄振興開発金融公庫の存続の必要な措置など

を求めているところでございます。

　次に、新たな沖縄法についての御質問の中で、一括

交付金制度などへの政府の対応いかんという御質問に

お答えいたします。

　政府は、平成22年６月22日閣議決定の「地域主権戦

略大綱」におきまして、平成23年度から一括交付金を

導入するといたしており、その配分については、現行

の条件不利地域等に配慮した仕組みを踏まえるとして

おります。一括交付金の制度設計は、国の予算編成作

業を通じまして決まるとされております。

　これまで沖縄県は、８月６日に沖縄及び北方担当大

臣を初め政府関係要路へ、また、９月10日に開催され

ました沖縄政策協議会におきましても「沖縄振興一括

交付金（仮称）」の創設による自由度の高い財源措置

を要請したところでございます。

　県の要望に対しましては、前原前沖縄担当大臣から

は、政府がやる場合は沖縄を先行して、原口前総務大

臣からは、しっかり検討させていただくという趣旨の

前向きな回答を得ております。

　今後とも、沖縄県が行う施策に必要な財源が確保で

きるようあらゆる機会をとらえ、同交付金の実現に向

け取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、新たな航空路線の開設に関する御質問の中

で、石垣空港の海外路線開設の見込みについてという

御質問にお答えいたします。

　現在、石垣空港には、台北から華信航空、そして台

北・花蓮経由で復興航空のチャーター便が就航いたし

ております。年間194便、約１万5000人の乗客を見込

んでいるところでございます。

　定期路線化に向けまして、県といたしましては、今

後とも石垣市や産業振興公社台北事務所などと連携を

しながら、台湾政府、航空会社及び国土交通省への要

請活動の支援を行っていきたいと考えておりますし、

さらにまた、花蓮経由ではなく台北松山空港との直行
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便の定期化についてもこれから要請活動が必要ではな

いかと考えております。

　次に、住宅行政に係る沖縄の気候風土に適した環境

配慮型の住宅についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、沖縄の気候風土に配慮した住宅の普及

を図っているところでありますが、現在、沖縄の伝統

的住宅に特徴的な赤がわらやアマハジ、自然風利用等

がどの程度の省エネルギー効果をもたらすかにつきま

して調査を行っているところでございます。

　今後、この調査結果に基づきまして、環境共生住宅

を一層普及促進し県民の快適な住環境の確保に努めて

まいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄法に関連をし

て、特別な自治制度の要求を盛り込む考えについての

御質問にお答えいたします。

　新たな法律の制定に当たっては、地域主権改革の確

立を目指す視点から、県が作成する「沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画」への支援の仕組み、自由度の高い財

源措置としての「沖縄振興一括交付金（仮称）」の創

設、国と沖縄県の協議の場の法制化など、地方の時代

にふさわしい新たな措置を求めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、新たな航空路線の開拓についての御質問の中

で、海外の新規路線開設によって見込まれる経済効果

についてお答えいたします。

　現在、那覇空港に定期就航している海外路線は、台

湾、ソウル、上海、香港の４路線であります。今年度

は、特に北京や成都などの中国方面を初め近隣アジア

地域からのチャーター便の就航も急増しており、全体

で221便、約４万1000人の乗客を見込んでおります。

　今後は、知事のトップセールスの際に就航表明のあ

りました海南航空の北京路線の開設が予定されてお

り、その経済効果は、仮に週３便の前提で試算します

と年間約20億円が見込まれます。なお、上海路線の週

５便への増便も含めた中国路線全体の経済効果は、年

間約46億円と見込んでおります。

　次に、新たな航空路線の開拓についての御質問の中

で、全日空の格安航空事業についての御質問にお答え

いたします。

　全日空は、関西国際空港を拠点に国内線と国際線を

運航する格安航空会社を今年度末に設立し、2011年度

下期に運航を開始することとしております。

　県としましては、国内及び国際観光客の増加につな

がり、観光産業の振興に資することから、他の航空会

社と同様、全日空に対し誘致活動を行ってまいりたい

と考えております。

　次に、波照間及び伊平屋の航空路線についてお答え

いたします。

　那覇―波照間路線は、琉球エアーコミューターが運

航していましたが、平成８年に高速船が就航したこと

に伴い利用客数が減少したことなどにより、平成19年

12月から廃止となっております。

　波照間路線の再開及び伊平屋路線については、今後

の航空需要や航空会社の意向等を勘案しながら検討す

る必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは図書館行政につ

いての御質問で、県立図書館100周年事業についてお

答えいたします。

　沖縄県立図書館は、明治43年に創立され、ことし８

月１日には100周年を迎えました。

　沖縄県立図書館では、100周年事業として平成22年

11月１日に記念式典や山之口貘の長女山口泉氏による

記念講演、「山之口貘文庫開設展」、「県立図書館所

蔵資料にみる100年の歩み展」、記念誌発行などを予

定しております。

　山之口貘文庫は、沖縄出身の偉大な詩人である山之

口貘の詩集「鮪に鰯」の草稿、未収録の詩や散文など

自筆の原稿約7500枚の貴重な資料を寄贈していただ

き、これらの貴重な資料を推敲や改稿の過程が確認で

きるよう詳細な分類、整理を行いまとめております。

今後、多くの県民に公開するとともに、県民の財産と

して大切に整理・保存し、後世に継承していくことが

県立図書館に課せられた課題だと考えております。

　次に、先進地事例調査の実施についてお答えいたし

ます。

　全国には、さまざまなすぐれた住民サービスを展開

している図書館があります。よりきめ細やかな図書館

サービスを実現するためには、先進的な事例を調査す

ることは大切なことであると考えております。

　今後とも、必要に応じ先進的事例を調査し、本県図

書館行政の充実を図ってまいりたいと思います。

　次に、「小児在宅医療基金てぃんさぐの会」のアン

ケートについての御質問で、障害ケアに関するアン

ケートについてお答えいたします。

　てぃんさぐの会が行った障害ケア（医療的ケア）に
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関するアンケート結果については、学習する権利や関

係機関との連携のあり方など学校教育の充実を求める

内容となっております。

　県教育委員会としましては、保護者等と理解を深め

ながら、児童生徒の健やかな成長とともに安心・安全

な学習環境を整備するため、関係機関と連携し、学習

する権利が保障されるよう取り組んでまいります。

　次に、スポーツ合宿等の推進についての御質問で、

小中学校及び高校への指導者配置についてお答えいた

します。

　県教育委員会におきましては、国民体育大会等に向

けた競技力向上のため、高校に強化推進運動部を指定

して指導者を派遣しております。また、中学校では、

運動部活動の活性化・適正化を目指した外部指導者の

派遣を行っております。

　小中学校及び高校への指導者配置については、地域

のニーズや市町村の取り組みを把握するとともに、ス

ポーツの果たす役割と重要性を踏まえ、競技者育成に

おける指導者の配置等を研究してまいりたいと思いま

す。

　次に、首里城の世界遺産登録についての御質問で、

首里城跡の世界遺産登録の抹消の可能性についてお答

えいたします。

　世界遺産リストへの記載に際しては、推薦区域と呼

ばれる遺跡や建造物自体が文化財保護法で守られてい

ることと、その周辺に推薦区域を保全するための緩衝

地帯（バッファーゾーン）を確保することが必須の条

件となっております。緩衝地帯については、建築基準

法等の法律や条例により建築物の高さなどが制限され

ています。おもろまち１丁目は、首里城跡を保全する

ために確保された緩衝地帯の外側にあり、首里城跡か

ら2.1キロメートル離れた距離に位置しております。

　世界遺産委員会では、遺産の保護・保全が十分でな

く、遺産の価値を著しく損なうような行為や価値が損

なわれたと判断された場合は世界遺産リストからの削

除も検討されることになります。これまでに世界遺産

リストに記載された遺産の登録区域及び緩衝地帯から

の眺望景観の影響から削除された前例はないと聞いて

おります。

　また、本件に関して、国、文化庁からも調査官が現

地視察を行っております。また、あわせて県としても

現況報告をしたところであり、今後、国からの指導助

言をまちたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　雇用問題についての

中で、パーソナル・サポート・サービスの内容と安心

こども基金事業との違いについての御質問にお答えし

ます。

　パーソナル・サポート・サービスは、非正規就業や

長期失業等によりさまざまな生活上の困難に直面して

いる人を対象にしております。当該事業では、パーソ

ナル・サポーターと呼ばれる専門の相談員が、支援対

象者の安定的な自立を目指して日常生活から就労まで

を一貫して支援していく事業であります。

　なお、当該事業は緊急雇用創出事業臨時特例基金を

活用し、沖縄県を含めて全国５カ所でモデルプロジェ

クトとして実施されるものであります。

　また、安心こども基金を活用した「ひとり親家庭等

在宅就業支援事業」は、ひとり親家庭の親、障害者及

び高齢者を対象に、ＩＴを用いた在宅就業を目標に必

要な訓練等を行う事業であります。

　次に、文化と観光政策についての中で、文化資源活

用型観光戦略モデル構築事業についての御質問にお答

えします。

　沖縄県では、平成21年度より地域の文化資源を活用

した新たな誘客イベントの創出を公募により支援する

「文化資源活用型観光戦略モデル構築事業」を実施し

ております。

　平成21年度は、南城市で開催されたストリートダン

スを活用したイベント「ハイ祭」など５件のイベント

について旅行商品化の支援を行いました。今年度は、

現代版組踊「肝高の阿麻和利」のバックステージツ

アーや「首里城祭」とあわせて実施される世界遺産関

連イベント等新たに６件の支援を行っております。

　さらに、これらイベントへの支援に加え、沖縄の特

色ある文化・芸能を観光資源として活用するための戦

略について検討を始めたところであります。検討委員

からは、ナイトカルチャーの開発や舞台芸術の創造、

発信、交流の拠点となる文化施設の必要性などさまざ

まな御意見をいただいているところであります。

　今後、さらに検討を深め、次年度に戦略として取り

まとめることとしております。

　同じく文化と観光政策の中で、野外で伝統芸能を常

時楽しめる空間についての御質問にお答えします。

　県内における野外で伝統芸能を常時楽しめる空間に

ついては、詳細には把握しておりませんが、首里城公

園では琉球舞踊が通年で鑑賞できるほか、玉泉洞のあ

る「おきなわワールド」や恩納村の「琉球村」などの

観光施設において創作エイサーなどが毎日行われてい

ると承知しております。
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　そのほか、常時ではありませんが、世界遺産の勝連

城跡や座喜味城跡などを利用して伝統芸能等のイベン

トなどが開催されております。

　同じく文化と観光政策について、アート特区などの

推進についてお答えします。

　沖縄県の多彩で豊かな芸能や工芸などの文化資源

は、新たな産業を興す高い可能性を有するものと認識

しております。そのため、これらを活用した文化産業

の創出に向けて、コンテンツ制作への投資とプロデュー

サーの育成を図る「沖縄文化等コンテンツ産業創出支

援事業」及び文化を活用した新たなビジネスプランの

掘り起こしを目的とした「文化産業ビジネスモデル支

援事業」を実施しているところであります。

　なお、アート特区の推進につきましては、これら事

業を推進する上で参考にさせていただきたいと思いま

す。

　次に、スポーツ合宿等の推進について、スポーツ合

宿誘致件数と経済波及効果についての御質問にお答え

します。

　プロ野球キャンプを初め各種スポーツに関する合宿

等のスポーツコンベンションの開催件数は、平成20年

度実績で327件、参加者数は5302人となっておりま

す。これらスポーツコンベンションの全体の経済効果

は把握しておりませんが、民間調査機関によると、

2010年のプロ野球春季キャンプは54億9400万円、2009

年のＮＡＨＡマラソンは16億8300万円、2008年から

2009年シーズンのバスケットｂｊリーグは16億2500万

円と試算されております。

　その他県内では、全日本クラスから社会人、大学な

ど多数のスポーツ合宿も行われており、沖縄県に相当

の経済的効果をもたらしております。

　同じくスポーツ合宿等の推進について、国頭村での

スポーツ合宿誘致への県の支援についての御質問にお

答えします。

　国頭村では、村内でのスポーツ合宿に対し補助金を

交付する積極的かつ先駆的な取り組みを行っていると

承知しております。

　沖縄県は、国頭村のスポーツ合宿誘致に特化した支

援は行っておりませんが、国頭村を含む官民105団体

で構成される「沖縄県スポーツコンベンション振興協

議会」を通じて、全県的にプロ野球や合宿などスポー

ツコンベンションの誘致や支援に積極的に取り組んで

いるところであります。

　県としては、同協議会の活動を通じて、役割を分担

しながら各市町村の取り組みを支援していきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　雇用問題について

の御質問の中の、生活困窮の求職者に対する自立及び

生活支援事業の実績についてお答えします。

　生活困窮の求職者については、住宅の確保や就労ま

での生活の支援が求められていることから、沖縄県で

は「住宅手当緊急特別措置事業」及び「生活福祉資金

貸付事業」を実施してきたところであります。

　住宅確保の支援策としては、平成21年10月から県内

14の福祉事務所に住宅確保・就労支援員を配置し住宅

手当の支給を行うとともに、ハローワークと連携して

就労支援を行っているところであります。平成22年８

月末現在の住宅手当実績は745件、8295万3000円で、

就労実績は172名となっております。

　「生活福祉資金貸付事業」については、住宅手当の

支給とあわせて貸し付けることにより生活の安定と求

職活動を支援しております。平成21年度の貸付実績は

1232件、５億547万8000円となっております。また、

相談業務として、求職者の再就職の促進を目的として

平成22年１月に沖縄県求職者総合支援センターを開所

し、生活・就労相談業務を行っております。

　次に、「小児在宅医療基金てぃんさぐの会」のアン

ケートについてお答えします。

　てぃんさぐの会が行った障害ケアに関するアンケー

ト結果については、医療的ケアを必要とする障害児と

家族が地域において安全な生活が営めるよう、訪問介

護や短期入所など福祉サービスの充実等を求める内容

となっております。

　県としては、重症心身障害児等の支援について、子

供の発達支援はもとより、家族を含めたトータルな支

援を行っていくことが重要であると考えております。

　このため、通園事業に加え巡回等による療育支援を

含め相談体制の整備促進や家族の負担感軽減のための

ショートステイの充実、専門的人材の育成など福祉

サービスの向上に向け、今後とも関係機関との連携を

強化し、取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　「小児在宅医療基金

てぃんさぐの会」のアンケートについての質問の中

で、障害ケアに関するアンケートについてお答えいた

します。

　てぃんさぐの会が行った障害ケアに関するアンケー
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ト結果については、入院患者の家族のケアや院内及び

関係機関との連携強化等を求める内容と理解しており

ます。

　県立病院においては、地域の保健、医療・福祉機関

との連携及び患者と家族の相談等に対応するための窓

口である地域連携室を中心に、今後とも関係機関との

連携の強化を図りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　住宅行政についての

御質問で、県内の住宅エコポイントについてお答えい

たします。

　国土交通省が所管する住宅エコポイント事務局の

データによれば、平成22年８月末現在の全国における

住宅エコポイント発行戸数は、新築４万843戸、リ

フォーム10万10戸となっており、本県では新築で36

戸、リフォームの実績はありません。

　全国の新築に係るエコポイント発行戸数が10万人当

たり32戸であるのに対しまして、本県では2.6戸と

なっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは「小児在宅医療基金てぃん

さぐの会」の医療的ケアに関するアンケートについて

の関係から再質問させていただきます。

　このアンケートを取りまとめた後に、このアンケー

トを取りまとめるに携わった皆さん方が県議会と県知

事に対して要請をされていますけれども、その内容に

ついて把握されているかどうかということについて確

認させていただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　はい、把握してお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは全体的にお話を聞きます

が、現在、国の医療的ケアに対する取り組みがどう

なっているのかということについて御説明ください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時38分休憩

　　　午前10時39分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今、自立支援法を

廃止して新たな制度をつくるという制度改革の中で、

その医療ケアも含めて、障害児も含めての検討を行っ

ているという状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　もう検討を進めているというか、次

の通常国会に法制度を含めて進めるというような法案

が出されようとしているし、今年度中にも介護職員に

医療的ケアが行えるような実習をするための整備をし

ようとしているというぐらい国の取り組みは進んでい

るんですよ。それからすると、県内における状態はど

うだろうかと見てみますと、今回のアンケートを通じ

て見ても、まだまだなんだろうなと思うんですね。

　それで基本的なことをお伺いしますが、病院事業局

長と教育長は、関係機関との連携を深めた取り組みを

したいとおっしゃっておりました。このアンケートを

受けた後の要請においても、まずは関係者との連携を

深めるような委員会、またはその調査をする、実態を

把握をする、そういうことにぜひ努めていただきたい

という要請があるんですけれども、福祉保健部長、ど

うでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　アンケートの中に

は、その実態を把握して、それを委員会を設けて検討

してほしいというのも要望の一つに挙げられておりま

して、その医療的ケアが必要な障害児等の生活実態の

把握について、今後どういうような形で進めていくか

という実施方向も含めて検討していきたいというふう

に考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　取り組まれるということで理解して

おきたいと思っています。

　ただ、その調査をしたり、実態把握をしたり、分析

をしたりする、これは非常に必要なんですが、実際に

はその医療的ケアを行う当事者も含めて保護者の皆さ

ん方も非常に負担に感じている。何とかしてくれとい

うのが実情だと思うんですね。

　それで個別にお聞きしたいんですが、今、福祉保健

部長が専門的人材の育成に取り組むとおっしゃってお

りました。介護職員が医療的ケアを行うための専門的

人材の育成を行うという云々の話をされていました

が、現在、県でそれを実施しているのか。もし実施を

していなければ、今後実施しようとするお考えはあり

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時42分休憩

　　　午前10時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（奥村啓子さん）　現在、看護ステー

ション等の中で研修等を行っているということで、国

がそれをどんなふうな形で深めていくかということも

今後出てくるということですので、そういうのを踏ま

えながら、今後そういう研修を充実していきたいとい

うふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　教育長にお尋ねしますが、特別支援

学校において、教員もたん吸引等における医療的ケア

については実施をするようにということで、文部科学

省から教育委員会に通達が来ているはずであります。

教員がそれをすべきかどうかということについてはま

だ意見があるでしょうし、いろんな考え方もあると思

います。ただ、教員に対しての研修というものはぜひ

実施すべきだろうというふうに思っていますけれど

も、教育長、見解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　学校では既に教員の医療

的ケアはやっておりまして、研修もやっております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは、今、特別支援学校に看護

師の派遣事業も実施をされております。もう資料もい

ただいておりますけれども、その看護師の数というの

は、現場の声からすると十分足りているのかどうか、

どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　生徒の数、それから生徒

のニーズ、その生徒の実態に応じて看護師を配置して

いますので、現在のところは、そのニーズに応じて配

置をしていると認識をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　私が聞いているのは、もう少し必要

じゃないかというような声がありますので、ニーズを

どういう形で把握しているかどうかは別としても、そ

の声はやっぱりきちっと聞いていただきたいというふ

うに思っています。

　病院事業局長にお尋ねいたしますけれども、今確か

に地域連携室のほうで相談も含めて対応されていると

おっしゃっておりますが、現在、訪問看護によって小

児対応の形でケアをするということで民間の皆さん方

に頼っている現状であります。

　そういう意味で、県立病院の中で訪問看護ステー

ションのようなものが設置ができないのかどうか。県

内において民間に頼るといっても非常に不安定だと思

いますので、ぜひやっぱり公で責任を持つべきだろう

と思いますけれども、病院事業局長、見解をお聞かせ

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院においての

いわゆる訪問看護、訪問診療というのは、一部の病院

ではやっております。しかしながら、やはり人材が十

分じゃないというところがありますので、本当に入院

した後の医療が必要な方々を中心にやっているという

状況でございます。

　それから私、小児のことはちょっと今把握しており

ませんけれども、大人のそういった人工呼吸器を使っ

ている方々の、例えば台風のときに一時的に病院に避

難するという形で入院をしてケアしているという状況

はございました。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　いずれにいたしましても、きょうお

尋ねした三者の皆さん方で連携して、必要な医療的ケ

アに関する委員会なのか、連携機関をぜひ早急に設置

を進めていただきたいと思っています。

　続きまして、一番最後の世界遺産登録についてお聞

きいたします。

　世界遺産登録リストから首里城が外れた場合の影響

というものは、観光にとってどうなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　今、世界遺産につい

てはグスク群が指定されていますので、その大元締め

といいますか、そういう拠点となる首里城が外れると

いうことは非常に大きな影響があると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　教育長が先ほど御答弁した中で、外

れる心配はないんだというふうにおっしゃっていまし

たけれども、私は、外れる心配もあるんだろうと、お

話しなきゃいけないんだろうなというふうに思ってい

るんですね。

　それで基本的なことをお聞きしますけれども、この

「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の登録の基準に

なった最も顕著な基準というものを御説明いただけま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時46分休憩

　　　午前10時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　世界遺産に登録される価値があるかどうかについて

は幾つかの基準がありまして、６点ほどありますけれ
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ども、その中で、人間の天才的創造力が生み出したす

ぐれた作品とか、芸術・技術の発展をもたらした重要

な文化交流を示すものとかありますけれども、その世

界遺産機構が評価したものについては２点ほどござい

ます。文化が持つ地域的固有性への配慮、２番目は、

記念工作物以外の遺産への配慮という形で、そういう

ことが評価されて世界遺産に登録されたと報告書に

載っております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　教育長、だからその中身を聞いてい

るわけであって、私が言いたかったのは、その２番目

の記念工作物以外の遺産への配慮なんですよ。

　登録をする前に視察をされた方がおっしゃっている

のも、近代においてもなお損なわれずに残っている自

然と、祖先崇拝の固有な形態をあらわす例外的な事例

だと位置づけているんですね。つまりこれは自然だと

か祖先崇拝とか形に見えないわけなんですよ。形に見

えないものを保存・継承するということの難しさとい

うのがあるんですね。だから私は問うているわけで

あって、今教育長がおっしゃっているバッファーゾー

ン云々というのは、バッファーゾーンは目に見えるわ

けなんですよ。目に見えない形の祖先崇拝だとか自然

というものをどう形成していくかというところの難し

さがあるから、これは注意しないといけないですよと

いうことを私は主張したいんですね。

　それで、これは世界遺産登録センターから、皆さ

ん、照会が来ているでしょう。これは重大な影響を及

ぼすような事由が出ているんじゃないですかとあるん

ですけれども、それはいつ照会が来て、どういう形で

お答えをしているのかお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　日付はちょっと確認できませんけれども、ユネスコ

の世界遺産委員会から外務省経由で文化庁に情報照会

がございます。文書の内容につきましては、バッ

ファーゾーン内か資産近辺であるかといった具体的な

場所は不明であるも、高層建築物の建築により資産の

視覚的完全性に影響がある旨の報告を受けているた

め、調査を行って回答するようにとのことでありま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時53分休憩

　　　午前10時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　まず、照会に関する件ですけれども、バッファー

ゾーン内か資産近辺であるかといった具体的な場所は

不明であるもということについて、これについては、

史跡首里城跡とそのバッファーゾーンの外の西のほう

にある計画施工中の３棟の高層建築物が該当するであ

ろうということを、まず１点回答しています。そし

て、それについてもう一つは、バッファーゾーン外で

あり、コアの史跡首里城跡の西端から直線距離にして

2.1キロメートル離れた位置に位置していますと、こ

れが１点の報告です。

　ほかの１点は、資産の視覚的完全性への影響に関し

てですけれども、これは視点場を４点設けまして、

ちょっと長くなりますけれども、まず１点目は正殿か

ら、そしてもう一つは御庭から、そして３つ目は西の

アザナから――アザナというのは高台で見張り台のこ

とですけれども――それから４点目は東のアザナとそ

の４点から確認をして、２点は視野に入らないと。あ

との２点については、景観の阻害要件とはならないと

いうことで報告をしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　知事に最後にお尋ねしますけれど

も、確かにいろんな問題ではクリアしているわけなん

ですね。しかし、首里城からさっきありました西のア

ザナ、島添アザナというところ、一番高いところなん

ですけれども、そこから眺めてこれが建つと水平線を

隠してしまうんですよ。琉球王国当時の今その風景が

残っているかというと、それはもう残ってはいないん

ですが、幸いにも那覇市内には数棟の高層建築物があ

るにせよ、島添アザナから眺める水平線、慶良間諸島

という、その創建当時の――創建からまた若干改築も

しましたけれども――風水の思想を取り入れた建築

物、またそこから見た眺望というものが今なお残って

いるわけなんですよ。

　そういう意味においては、やっぱりこれは基準内だ

から大丈夫だというわけじゃなくて、そういうことも

やっぱり視野に入れるべきだろうと思っているんで

す。だからそれが世界遺産登録の強調している理由な

んですね。その古くから残された自然だとか、その価

値だとか。

　ですから、ここは景観構想という話も、21世紀ビ

ジョンの中でも景観についても今回の議会で触れてい

ましたので、法律ではオーケーだけれども、しかし、

琉球の歴史を残すような風景、眺望というものの保存

についてぜひ取り組まれていただきたいと思いますけ
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れども、知事、見解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時57分休憩

　　　午前10時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　御指摘の点、大変勉強にも

なりましたが、今ビジョンの中では、文字どおり沖縄

の文化・芸能から始まる沖縄の伝統的な考え方も含め

て、そういうものを大切にしながら次の20年の絵を描

こうということになっています。

　今のお話は、非常に御指摘は当然の感じもあります

ので、私どももそういう方向でよく勉強もしながら、

次のビジョンの実現に向かってやってまいりたいと思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは別の質問をさせていただき

ます。

　新たな航空路線の開拓についてお伺いいたします。

　知事もこの８月に要請に行っておりますし、中国の

ほうですね、海外からの観光客誘客に向けてこの航空

路線の確保というのは必須の条件であります。しか

し、この尖閣沖の事件によってチャーター便がキャン

セルされるなど経済的な影響も発生をしております。

長期化するのか、すぐに解決するのかちょっとわから

ない中で、やっぱり旅行業界の皆さん方が非常に不安

に思っていらっしゃいますね。チャーター便のキャン

セルだとか旅行の取りやめだとか、そういうものが

あった場合の旅行業界に対する支援というのはどのよ

うに考えていらっしゃいますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　今、具体的な支援策

については、はっきり言ってありませんけれども、関

係業界ときのう、おとといからいろいろ議論しており

まして、その中で何が県が支援できるかということも

含めて相談しております。今後、さらに事例等をもと

に対応していきたいと考えてはおります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　御検討されているということなの

で、これはぜひやっていただきたいと思っています。

　あわせて、先ほど知事に答弁をいただいた石垣空港

発着の海外路線について、台湾との交流、また海外路

線ではありますが、当然中国人観光客の誘客も減少さ

れるだろうと、この八重山地域にもですね。現在、

チャーター便を誘客しても、県がこの６月の補正予算

で計上した海外客のキャンペーンというか、チャー

ター便の乗客１人当たりの助成事業というものに、ど

うも那覇空港を離発着しているその旅客便との差があ

るんですね。私は、１人を誘客するという意味におい

ては、別に差を設ける必要はないだろうと。さらに観

光業界の支援を考えると、この今の差をつけているも

のを同等にすべきだろうなというふうに思っていま

す。ぜひそうしていただきたいと思うんですけれど

も、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　差をつけるというこ

とではなくて、基準を設ける上で、県の予算の範疇の

中で、具体的には100名以上の飛行機に対して１人当

たり6000円、それ以下については経済効果も含めてそ

の半額としたところであります。もちろんその制度を

運営する上でいろんな意見を参考にしておりますの

で、議員の意見はちょっと参考にさせていただきたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　ぜひやってください。１機で100名

以下のところは１人3000円、100名を超える旅客機は、

チャーター便だと6000円という形で、当然、今空港の

容量というのがありますから、誘客する便にも限度が

あるわけであって、何もたくさん呼びたいという気持

ちはあるのであって、まずはこういう形でチャーター

便でも飛ばして来てもらって、そういうところから路

線開設につなげるというところだと思うので、ぜひ検

討してください。そのことは要請をしておきます。

　それで、時間も短いんですけれども、住宅エコポイ

ントについて土木建築部長、少し御答弁していただき

たいんですけれども、これは政府は力を入れているの

に、沖縄のリフォームはゼロ件なんですね。何でゼロ

件なのかということについて、知っていれば教えてく

ださい。

　もう一つ、これは沖縄に制度が合っていないんです

よ。合っていないか、またはその住宅を施工する場合

に、リフォームする場合にお金がかかってしまうわけ

なんですよ。それだけかけて環境共生型の住宅にする

かどうかというのは、利用者からしたら、これはやっ

ぱり割に合わないというか、住宅エコポイントが幾ら

あっても申請する気にならないんですよ。そういう制

度のはざまにあるということをぜひ理解していただい

て、これを沖縄型の住宅エコポイントの制度を枠には

まるようにぜひ検討していただけませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　県内に住宅エコポイ

ントが進まないということでございますが、これはま
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だ分析はしておりません、理由につきましてはです

ね。ただ、リフォームについてがゼロだということ

は、今後また事務局と、それから制度についても沖縄

型、沖縄はちょっとほかの都道府県と違うところがご

ざいますので、その辺の地域特性の面もあるかどうか

勉強させていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　住宅に関する事業が経済に与える影

響というのは大きいわけなんですよ。それが恩恵を受

けていないという事実は大きいわけなんですよ。やっ

ぱりこれはおかしいと。それは私のほうからも言うべ

きだろうと思うんですけれども、もっとやっぱり当事

者意識を持って住宅政策に取り組んでいただきたいと

いうふうに思っています。

　最後に１点だけ、知事、沖縄振興特別措置法にかわ

る新たな法制度、私は１つだけ提言して知事からの答

弁をいただきたいんですけれども、恒久法にできない

のかどうか、これは意見が分かれるんですけれども、

その辺の議論を多分県庁内でも相当されていると思い

ます。そういう意味で、軍転法については恒久法は望

ましいとおっしゃっていましたけれども、知事自身、

新たな法制度を恒久法でやることについて、現時点の

お考えをお聞かせいただけませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時５分休憩

　　　午前11時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　法律をつくる上でのテクニ

カルな議論も無論あります。ちょっとこれがまだ私た

ちの中でもおさめ切れていないんですが、そのプラ

ス、マイナスがそれぞれありまして、恒久法の形を

とった場合と今までの時限のほうがいいか、これは中

の制度的なのがむしろ長いと薄くなりはしないかと

か、それはその都度変えればいいじゃないかと。内容

によって恒久法的な性格があったほうがいいじゃない

か、内容によってはむしろ絶えず見直していくと、２

つ入りまじっている感じがあります。そういうわけで

我々も、実は長短いろんな面があって、まだ議論の結

論を出しておりません。まだ今そういう状況ですの

で、ぜひまたいろんなお知恵と御意見を下さい。そう

いう状況です。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　おはようございます。

　民主党の山内です。

　さて、きょうは10月１日、飲酒運転根絶条例の制定

から丸１年がたちました。残念ながら、この間飲酒運

転は増加傾向であり、20年連続ワーストワンからの脱

却は達成できておりません。とりわけ、公務員の事件

も多く、公僕として県民の見本となるようあらゆる機

会での研修、教育を徹底していただきたいと思いま

す。根絶に向け、県民総ぐるみでの運動の展開を再確

認する日としたいと思います。

　さて、運転といえば沖縄県民を乗せて走っておりま

す仲井眞号、４年間の実績、また２期目への思いをこ

れまでの質疑の中で聞いておりますと、進んだり、と

まったり、はたまたＵターンをしたり、ふらふらと、

まるで飲酒運転をしているような様子でございます。

私たち民主党政府にも一因はあるのではないかと強く

強くそれもありますので、強くは言えませんが、残り

任期どうぞ県民の安心・安全を運んで安全運転を願っ

ております。我々も居眠り運転から目覚めて、知事選

に向けて態度を決める時期が来ました。何よりも県民

の思いを優先に決断をしたいと思っております。

　それでは一般質問を行います。

　１点目の基地労働者の処遇問題について。

　今般、在日米軍の基地労働者は２つの重大な課題に

直面しております。１つ目は、日米間の２国間のはざ

まという中で変転してきたあいまいな立場、その地位

による賃金問題。また、２つ目は、近未来に必ず訪れ

るであろう米軍再編による雇用不安というすぐれて政

治的課題が横たわっています。県の取り組みについ

て、以下質問いたします。

　茨、特別協定が2011年に改定期を迎えます。基地従

業員の労働と生活の根幹にかかわるものでありますの

で、公正公平な従業員の処遇を確立するための県の姿

勢を伺います。

　芋、２点目に、米軍再編に伴い約4500人の基地従業

員の大量解雇が予測されます。大量解雇対策につい

て、後追い対策にならないためにも、総合的な施策、

プログラムが必要だが、その取り組み状況を伺いま

す。

　次に、大学院大学周辺整備事業について伺います。

平成24年の開学が近づいてまいりました。環境整備に

ついて伺います。

　茨、沖縄高速自動車道石川インターチェンジに結節

する交通センター整備の進瀧と課題について伺いま

す。

　芋点目に、恩納村での門前町構想の進瀧と課題につ

いて伺います。

　鰯点目に、研究者等の居住は当初の想定どおりに
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なっているのか伺います。

　允点目に、沖縄アミークスの建設、開学に向けての

進瀧状況を伺います。

　次に、スポーツ振興について伺います。

　興南高校の春夏連覇の感激。県民一体となって喜び

を感じ、今まだ興奮冷めきらぬという感じです。今、

千葉県で行われております国体での県代表の選手たち

にも大きな拍手を送りたいと思います。再三質問して

いますが、スポーツが沖縄を救うという私の信念のも

と、以下お尋ねいたします。

　茨、あらゆるスポーツでの競技レベルの向上のため

には大会出場及び用具購入など、金銭的な負担がか

かっております。これらの負担を軽減するための対策

はとられているのか。また、スポーツ奨学金などの制

度創設は検討できないのかお伺いします。

　芋点目に、高校時代の競技レベルを向上させるため

には、中学時代に適切な助言と指導を行うべきであり

ますが、これらのために指導者はどうなっているの

か、配置されているのか。公立中学校におけるボラン

ティア的な指導者は何名いるのか。それらの指導者の

待遇、管理体制について伺います。

　鰯点目に、高校総体で使用したうるま市のサッカー

場をＪリーグ対応として整備できないのか。また、県

サッカー協会から要請のある県総合公園の陸上競技場

改修についてはどのような対応をとるのかを伺いま

す。サッカー場整備は知事の公約でもありますので、

何らかの芽出しをするべきだと考えております。

　４点目に、カジノ・エンターテインメント構想につ

いて伺います。

　法整備がなされていない中、沖縄観光の起爆剤とし

てカジノ・エンターテインメント構想を推進してきた

この事業は、まさしく行政のギャンブルだと思ってお

ります。今後の姿勢を伺います。

　茨、カジノ反対の声に対して知事はどのように考え

ているのか。

　芋、うるま市内での設置を求める要請をどのように

受けとめているのか。

　鰯、調査検討を踏まえて次年度以降の展開を伺いま

す。

　５については、取り下げします。

　次に、６点目、平成23年度、新石川浄水場供用開始

が迫っています。建設工事も順調に進んでおり、地域

への開放施設も含め、うるま市にとりまして、その完

成に期待をしているところです。残る現石川浄水場跡

地利用計画の現状と課題について伺います。

　７点目に、ＤＶ・幼児・児童虐待問題についてで

す。悲惨なＤＶ・虐待の事件が連日報道されます。予

防と再発防止策をさらに強化しなければならないと考

えます。

　茨、過去５年間のＤＶ・児童虐待ごとの被害件数

と、通報件数について伺います。

　芋、通報後の警察の対応（教育）プログラムは策定

されているのか伺います。

　よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　山内末子議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、基地労働者の処遇問題についての御質

問にお答えいたします。

　特別協定の改定と基地従業員の処遇についての御質

問でございます。

　日本政府が負担する思いやり予算のうち、基地従業

員の労務費等の支出根拠となります在日米軍駐留経費

負担に関する特別協定の改定に向けた協議が現在、日

米両政府間で行われております。

　駐留軍従業員の給与及び諸手当につきましては、労

使間の交渉により決定すべきものではありますが、沖

縄県としましては、改定協議により駐留軍労働者の処

遇等へ影響することのないよう、予算の確保等につい

て必要に応じて国へ要請を行ってまいる所存でござい

ます。

　次に、大学院大学周辺整備事業に係る御質問の中

で、交通センター地区整備の進瀧と課題についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　交通センター地区につきましては、大学院大学に一

番近い石川インターチェンジに交通拠点機能、そして

地域振興機能などを整備し、大学院大学関係者、地域

住民、観光客などの移動利便性の向上を図る計画とい

たしております。そのうち、交通拠点機能につきまし

ては、インターチェンジ料金所近くに、高速バスから

路線バスやタクシーに乗り継ぐための結節施設を整備

することを目的として、県と道路管理者で平成21年12

月に協議をし、平成22年２月の周辺整備推進協議会専

門部会におきまして、整備計画案を提出いたしたとこ

ろでございます。地域振興機能につきましては、うる

ま市において、「道の駅」整備構想があり、県といた

しましては、その環境づくりに協力していきたいと考

えております。

　今後は、県と道路管理者の間で、整備や管理の主体

の確認、公安委員会を交えました乗り継ぎ施設の安全

性の検証などを行っていく予定でございます。
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　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　基地労働者の処遇問

題についての中の、米軍再編に伴う基地従業員の大量

解雇への対策についての御質問にお答えします。

　駐留軍従業員の雇用対策は、直接の雇用主である国

が責任を持って取り組むこととなっており、米軍再編

に当たっては、駐留軍従業員の雇用の継続を図るなど

雇用の安定の確保に努力することが法律や閣議決定等

で示されております。また、やむなく離職を余儀なく

された方々の再就職対策として、「駐留軍関係離職者

等臨時措置法」では離職前職業訓練のほか、最長で３

年間にわたる就職指導、特別給付金や就職促進手当の

支給等の措置が規定されております。

　沖縄県としましては、国及び関係市町村と連携を密

にし、駐留軍関係離職者等対策協議会の活用を図りつ

つ、駐留軍従業員の雇用対策に万全を期してまいりた

いと考えております。

　次に、カジノ・エンターテインメント構想について

の中の、カジノの反対の意見についての御質問にお答

えします。

　カジノ導入に反対の意見については、ギャンブル依

存症、犯罪の多発、青少年や地域に与える悪影響や沖

縄観光に対するイメージの影響などを懸念されるもの

と理解しております。アメリカ、カナダやシンガポー

ルなどの先進国に見られるような公的機関等による厳

格な管理体制を構築し十分な対策を講じれば、懸念事

項と想定されている事項については抑制が可能である

と認識しております。

　沖縄県としては、カジノ導入について慎重にするべ

きだとの意見や反対する意見もあることから、先進国

の事例や国のカジノを合法化する法律案の動向等も踏

まえ、カジノ・エンターテインメントについて、県民

のコンセンサスを得ながら推進していきたいと考えて

おります。

　同じくカジノ・エンターテインメント構想につい

て、うるま市へのカジノ導入についての御質問にお答

えします。

　去る９月13日、「うるま市にカジノエンターテイメ

ントを誘致する市民の会」から、うるま市へのカジ

ノ・エンターテインメント導入の実現について要請が

あったところであります。カジノ導入については、カ

ジノを合法化する法律の制定が必要であることや地域

の合意が得られることなどが必要であると考えており

ます。今回の要請については、中北部地域の経済振興

策の一つとして提案されたものと認識しております。

　同じくカジノ・エンターテインメント構想につい

て、次年度以降の展開についての御質問にお答えしま

す。

　現在、沖縄県では、平成20年度に構築した沖縄統合

リゾートモデルの再構築やシンガポールのカジノの研

究を行うほか、神奈川県、和歌山県との共同研究会に

ついても取り組んでいるところであります。次年度以

降については、今年度の検討成果や国のカジノを合法

化する法律案の動向等を踏まえながら、沖縄県にとっ

て望ましいカジノ・エンターテインメントのあり方に

ついてさらに検討を進め、県民のコンセンサスを得な

がら、カジノ・エンターテインメントについて推進し

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　大学院大学周辺整備事業

についての御質問の中で、門前町地区整備の進瀧と課

題についてお答えいたします。

　門前町地区については、恩納村の谷茶区に道路機

能、商業・サービス機能等を整備することを計画とし

ております。そのうち、道路については、国道58号南

恩納バイパスの一部と大学院大学のゲート空間となる

村道大袋原線が平成21年11月に供用開始されており、

村道沿いの村営団地の外壁についても改修を完了して

おります。また、商業・サービス機能や居住機能の整

備については、地元住民や地権者が参加した勉強会を

開催し、アドバイザーを派遣するなど、事業パート

ナーの確保、事業計画の作成に向けた取り組みを支援

しており、大型商業施設の誘致に向けて取り組んでお

ります。今後は、事業を実施していく地権者会の設立

に向けた対応を図る予定であります。

　公共・公益機能については、国庫補助で実施する河

川改修や下水道整備の事業スケジュールが示され、海

岸事業についても関係機関との協議を進めているとこ

ろであります。

　県では、今後とも同地域の事業を関係機関と連携を

して加速させていきたいと考えております。

　次に、研究者等の住居についてお答えいたします。

　研究者等の住居について、当初500戸程度を想定

し、研究者等の多様なニーズに対応するため、集合住

宅を含め戸建て住宅の建設も計画されておりました。

現状では、戸建て住宅より民間集合住宅の整備がふえ

ているなど、現時点において研究者などから特段の要
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望事項は聞こえておりませんけれども、今後住居の提

供については、沖縄科学技術研究基盤整備機構とも連

携を図りながら、そのニーズを把握をし、住宅情報を

提供する民間事業者との情報共有を図っていきたいと

考えております。

　次に、沖縄アミークスの進瀧状況についてお答えい

たします。

　沖縄アミークスインターナショナルについては、沖

縄国際学園設立準備財団が平成23年４月の開校に向け

て準備を進めております。校舎建設については、すべ

ての工事が着工され、来年３月までには竣工する見込

みであります。なお、工事の発注に際しては、地元業

者へ十分に配慮したところであります。また、学校の

設置などについては、カリキュラムや教育プログラム

の作成、教職員の採用、生徒募集の準備などが進めら

れているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それではスポーツ振興に

ついての御質問で、競技レベル向上のための負担軽減

等についてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、現在、中学校体育連

盟、高等学校体育連盟主催の九州大会や全国大会につ

いては、各体育連盟を通して旅費の補助を行うなど、

児童生徒のスポーツ活動への支援を行っております。

また、公共スポーツ施設につきましても、整備・充実

に向けて取り組んでいるところでありますが、各チー

ムや個人が使用する用具購入等については、受益者負

担で対応しております。

　なお、スポーツ奨学金などの制度創設については、

貴重な御意見として承りたいと思います。

　次に、中学校への指導者の配置等についてお答えい

たします。

　現在、高等学校の競技力向上のための中学校への指

導者配置は行っておりませんが、運動部活動の活性

化、適正化に向けた取り組みとして中学校へ10名、高

等学校へ10名のスポーツ指導者を派遣しております。

また、公立中学校におけるボランティアについては、

936名が外部指導者として登録し活動しております。

その待遇や管理体制については、各学校の校長の責任

において対応しているところであります。

　次に、サッカー場の整備等についてお答えいたしま

す。

　全国高校総体で使用したうるま市のサッカー競技場

につきましては、市の施設であることや、多種目球技

場として国の予算で整備されていることから、県とし

ての整備は困難であります。また、県総合運動公園陸

上競技場につきましては、Ｊリーグ規格への改修等を

含め、所管部局及び関係団体等と話し合ってまいりた

いと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企業局長。

　　　〔企業局長　宮城嗣三君登壇〕

○企業局長（宮城嗣三君）　現石川浄水場跡地利用計

画の現状と課題についてお答えいたします。

　新石川浄水場につきましては、平成23年４月から現

在の石川浄水場との併用運転を行い、平成23年７月に

は供用開始する予定であり、それに伴いまして現在の

石川浄水場は廃止する予定であります。

　現石川浄水場の跡地につきましては、企業局内に

「石川浄水場跡地利用検討委員会」を設置し検討しま

した結果、平成21年３月に有償で譲渡する方針を決定

したところです。譲渡について、知事部局及び県関係

機関に照会したところ、平成22年２月に県警察本部か

ら警察学校移転用地として使用したい旨申し入れがあ

りました。これらのことを含め、現在、検討を進めて

いるところであります。

　今後のスケジュールとしましては、平成25年度まで

に既存施設の撤去工事を行い、その後譲渡する予定で

ございます。現在のところ、特に大きな課題はござい

ません。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ＤＶ・児童虐待の

相談件数についてお答えいたします。

　県の配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談

件数は、平成17年度827件、18年度884件、19年度796

件、20年度1023件、21年度1320件と増加傾向にありま

す。また、県の児童相談所が対応した児童虐待相談処

理件数は、平成17年度451件、18年度364件、19年度

440件、20年度408件、21年度435件となっており、高

どまりの状況にあると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　まず初めに、ＤＶ事案

通報後の対応についてお答えいたします。

　ＤＶ事案の110番通報を受けた場合、通報内容によ

り、事案の軽重を判断し、時には重大事件に発展する

おそれがあるとして、サイレンを吹鳴し、緊急走行で
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現場臨場することもあります。現場臨場した警察官

は、当事者や通報者のプライバシーに配慮しつつも、

事案に応じ、直ちに逮捕する等捜査へ移行し、または

指導・警告等の措置を講ずることになります。また、

県警察といたしましては、現場臨場する警察官のため

に、「配偶者からの暴力事案への対応プログラム」を

作成し、措置要領の周知を図り、この種事案に的確に

対応するようにしているところであります。

　次に、児童虐待事案通報後の警察の対応についてお

答えいたします。

　児童虐待の通報に対する対応要領につきましても、

マニュアルとして「児童虐待認知時の判断フロー

チャート」を作成し、例えば通報者からの事情聴取

は、当事者、近隣者等から特定されないように配意す

ること。または、児童と保護者を別にして事情聴取を

行い、子供から得た情報をそのまま保護者に確認しな

いことなど、具体的な対応要領について現場で活動す

る警察官に対し周知を図っているところであります。

　また、早急に児童の保護が必要な場合には、積極的

な事件化や警察官職務執行法に基づく立ち入り、犯罪

の予防及び制止等の措置を講ずるとともに、児童相談

所に迅速に通告するなど、児童の安全確認と安全確保

を最優先とした対応を行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　再質問させていただきます。

　まず、基地従業員の大量解雇についてちょっとお伺

いいたします。

　せんだって報道の中で、基地従業員のほうから、こ

れからの再就職に向けまして職種別人数の開示を請求

してありますが、これが公開請求に対して沖縄防衛局

のほうはこれを不開示という報道がありましたけれど

も、この件に対しまして、まず知事公室長の見解をお

聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　県としては、在日米

軍再編の最終報告では、2007年３月までに統合のため

に詳細な計画を作成するとされていましたが、現時点

までは移転計画の詳細は明らかになっていないため、

具体的な従業員の雇用の影響は把握できておりませ

ん。

　県としましては、防衛施設局と情報交換会を行って

いるところでありますが、なかなかその情報を入手で

きない状況の中、御質問の公開請求についてこういう

新聞報告を受けており、県としても詳細な情報は入手

できていないというような状況にあります。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　そもそもこの問題に対して、こう

いう問題を防衛局に対しまして状況がわからないから

と言って個人で請求をすること自体、県として皆さん

どうお考えになりますか。もう今基地従業員にしまし

たら、確かに今その再編のめどが立っていないという

こともありますけれども、近未来に必ず訪れるであろ

う、その先について本当に皆さんからすると戦々恐々

としているのが現実なんです。ですから、その個人で

請求する前にしっかりと県のほうがそこはもう防衛局

あるいは米軍・政府に対してしっかりとした資料を請

求いたしまして、現時点ではこの資料に対して皆さん

に公表できるだけのこの時点だと思いますけれども、

そういう状況について大変これは甚だしく仕事が遅い

と思っておりますけれども、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　沖縄県として一応対

応しておりまして、海兵隊の米軍移転となればいろん

な問題、雇用関係発生する可能性がありますので、防

衛局に申し入れて、在沖米軍再編に伴う駐留軍等従業

員雇用問題連絡会議というのを設けております。その

中で情報交換を申し入れたり行っておりますけれど

も、平成18年にその１回会合が開かれて、その後の移

転計画自体の詳細が決まっていないということで、残

念ながら会議というものは開かれていない。状況が動

いていないということもあって、我々としてはそうい

う場を設けて情報収集に努めているところですけれど

も、現時点では正確な詳細計画がまだということで情

報を得ていないというような状況にございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　本当にこれ努力をしていただい

て、基地再編についてはこれまで跡地利用の中で、そ

の跡地利用の実績から見ても地域の皆さんたち新たな

機会、活力が伴っていくのは現実にもう見えています

よね。そういった観点からしますと、日米安保のもと

で本当にこの沖縄県が日本政府に対しましても、アメ

リカに対しましても、米軍駐留のための施設の提供

と、それから労務の提供、労務の調達はしっかりとこ

れまで提供してきたわけですから、その任務を負って

きたわけなんですから。必要がなくなったら、もう、

はいそれまでよ、ではなくて、そこのところをしっか

りとした対策を持って、公正公平な基地従業員の皆さ

んに対しましての、身分と生活権の獲得に向けまして

最善の努力をしていただきたいと思います。これは、

あらゆる機会でぜひ知事もこれからいろいろと政府の

方とも新しく政策が始まってくると思いますので、ぜ
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ひそういう中でも行っていただきたいと思います。

　先ほどの思いやり予算の件もそうですけれども、そ

の中で確かに今政府と米国との中できょうの報道にも

ありました。中国の問題も含めて思いやり予算につい

てしっかりまた増額を求められてくるような状況もあ

ります。その予算については確かに光熱費の問題です

とか、本当に出すべきなのかということをしっかりと

これは議論をしなければならないところもあると思い

ますけれども、そこは置いといてもしっかりとその従

業員の給料については確保していく。これは本当に先

ほどの件と一緒です。あらゆる機会を講じて知事の

おっしゃっていました必要に応じてではなくて、これ

は積極的な対応をぜひお願いしたいと思いますが、知

事のお考えをもう一回お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時41分休憩

　　　午前11時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　御承知のとおり、再編その

ものが今は進んでいるのか進んでいないのかわからな

い部分が現にあるわけですが、そういう中でおっ

しゃったように、基地の跡利用とそれから今の従業員

の不安の解消、そして基地従業員が基地が返ってきた

後もちゃんと安心して生活していけるようにというの

は、当然我々も強い関心を持ってやるべきものです。

今県庁の中で、対応の部が分かれておりますが、これ

もなるべく一本に連絡取り合うようにして対応してま

いりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　今、後ろの方から思いやり予算に

ついて民主党政権になってからだというふうなちょっ

とやじがありましたけれども、これは小泉政権のころ

から、この件についてはしっかりと継続の中で改定期

になっていくとどんどんこれが進められた状況がある

んです。そのことを確認の上でちょっとお話させてい

ただきました。

　次に移ります。

　大学院大学について、この件につきまして先ほど

来、石川インターの交通センターの件と、それから門

前町の件、それから居住地の問題がありました。茨、

芋、鰯と一括して伺いますが、皆さんは今大変順調に

進んでいるというような御答弁がありますけれども、

地元の皆さんからするとまだ様相が見えないと。交通

センターにおきましても、今、Ａ案、Ｂ案、Ｃ案と３

つの案がありまして、それを24年の開学に向けてあと

１年しか実際ないんですよね。そういう中で、何をど

う対処していっていいのかわからない、事業主体がど

こなのか。その予算はどこから持ってくるのか。また

事業者ですとかそれから民間レベルだとおっしゃって

いますけれども、そことの事業の作業が全然実態が見

えないというそういう皆さん方の不満の声、不安の声

があるんですね。その件に対しまして、企画部長、ど

ういうお考えを持っていますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　大学院大学周辺の整備に

ついては、さまざまな事業がございまして、そのまた

分野も多岐にわたるわけでございます。そういうふう

な意味合いにおきまして、公共で推進すべきものと

か、あるいはまた公民連携でやるべきものとか、それ

から民間主体で推進すべきものとかいろいろございま

すけれども、いずれにしても公民が密接な連携を図り

ながら、これはやはり段階的に進めていかなきゃいけ

ないものだと思います。先ほどいろいろ答弁させてい

ただきましたけれども、着実にやはり進んでいるとい

うふうに思います。また、大学院大学もいよいよ24年

に開学というふうなことで、これに対してその成果に

期待が非常に高まっているのが現実です。うるま市の

この周辺では既にバイオ関連産業、企業が約30社集結

をしておりまして、これに対してまた国・県はこの間

特別調整費等で知的クラスター形成の事業も行ってお

ります。当初の環境整備だけではなくてさまざまなも

のが今この大学院大学の開学に向けて作業が進められ

ているというふうな状況でございます。ただその形が

一気呵成にできるというふうなものではなくて、そう

いうものを関係市町村それから関係機関と十分に連携

をしながら、これから後、作業を加速をさせていきた

いというふうに考えているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　それぞれの個々の作業としては進

んでいるかもしれませんが、それをやはりそれぞれの

恩納村、うるま市、あるいは金武町、宜野座村そこら

あたりともしっかりと連携をとっていく、そして専門

部会をしっかりと開いていくということ、これが大変

必要だと思います。共通認識を持っていかなければ、

その地域の皆さんたちは、一体自分たちの大学院大学

だけではなくて自分たちの村づくり、まちづくりに対

してそれを絡めた総合的なプログラム、それもつくっ

ていく作業がありますので、その作業に大変支障を来

しているのが今の現実だと思います。

　そういう意味で、ぜひともしっかりとこれは共通認

識を図るための専門部会、ちなみにこの専門部会これ
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まで何回開いて、それで直近ではいつ開いたんでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今ちょっとすべてのもの

は手にしていないんですけれども、例えば、谷茶地区

あたりの勉強会等につきましては、これについては、

ことしに入っても７回程度、既にそういう勉強会なり

あるいはまた区の要職にある方々との意見交換、そう

いうふうなものを進めております。

　県としてあるいはまた地域としてやるべきものの役

割分担をしながら、また県の制度・事業で取り組むべ

きものについては着実に今進めているというふうに考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ぜひ財源の大変大きな問題がある

かと思います。それはもう大学院大学の予算だけで

は、絶対これ今国のほうも大変厳しい状況があります

ので、いろんなプロジェクトをかみ合わせながら、そ

ういった計画というものをやはりこれは組み立ててい

かなければ、この大学院大学の周辺整備は絶対これは

間に合わないと思っております。そういう意味でぜひ

その辺のところをしっかりと検討していただきなが

ら、しっかりと密に地元と連携をしていく、これがま

ず一番大きな成功への秘訣だと思っておりますので、

ぜひそこを先にやっていただきたいと思います。

　私もこの大学院大学については、実はもう有馬先生

と本当にもう最初のころからしっかりやっていこうと

いうことで進めてきた経緯がありますので、今、目の

前に来て大変本当にこの大学院大学については、今、

日本全体が科学技術に対して厳しい目がある、今の政

権もそうですけれども。実は、この間素粒子物理学で

ノーベル賞をいただいた益川敏英先生のお話の中で、

やっぱり科学政策が国家百年の計だと。この日本の基

礎科学をしっかりやっていくことがこの国をもう一度

再生していくための大きな原動力になるんだと。そう

いうことを考えますと、この沖縄からこういった科学

技術をしっかり推進をしていくとなりますと、沖縄が

日本を救っていくと。それぐらいの大きな夢を持って

ぜひ取り組んでいただきたいと思います。カジノとは

違ってこういう夢はぜひ一緒になって取り組んで頑

張っていただきたいと思います。

　次に、スポーツ振興につきまして、私は科学技術が

沖縄を救うと言いましたけれども、もう一つスポーツ

が沖縄を救うという、自分の公約の中にもスポーツ王

国沖縄ということでありますので、先ほどちょっと何

度も私この中でやりたい人ができる環境、させたい環

境をぜひ沖縄でつくっていくこと、とても大事だと

思っております。幸い今国でもスポーツ政策、これが

新しい芽出しを、スポーツ法もつくりながら予算も

たっぷりと立てながら、「スポーツ立国戦略」という

ことでことしの８月に文科省が出しております。そう

いう意味では、今私たちが言っているスポーツがとに

かく子供たちを救っていくという意味で、この沖縄に

対する期待も大変高いものがあると思います。特にこ

の沖縄県のスポーツの子供たちの身体能力にかけて

は、全国から注目されているところですので、先ほど

スポーツ奨学金のこと、前回も言いましたけれども、

ただ研究にとめておくと言っていましたけれども、実

はたくさん要素はあるんですよね。基金をつくればい

いじゃないですか、たくさんキャンプも来ているわけ

ですから。今、プロ野球でも19団、韓国からでもサム

スンとかそういったところが来ているわけですから、

そういうところに営業してください。営業してそうい

う皆さんたちからぜひ基金をつくって、それからまた

個人名を言ってあれですけれども、宮里藍ちゃんです

とか、プロ野球の選手ですとかたくさん世界で活躍し

ている皆さんたちにお願いをして、沖縄の子供たちの

スポーツのための基金をつくっていきましょうとそう

いう皆さんたちにも声をかけていって、これからは行

政だけで予算はもうないですから。そういう営業を

しっかりとやっていただきたいと思いますけれども、

その決意のほどをお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　山内末子議員のおっしゃ

る気持ちぜひ理解をしてみます。やはり今回、全国高

等学校総合体育大会でも高校生の活躍が大分ありまし

た。それから、興南の野球、春夏の連覇、沖縄県の子

供たちの夢、本当に大きく弾けるぐらいですね。県民

もそれに連動して大いに沸きました。やはりスポーツ

というのは青少年の健全育成、そして子供たちに夢や

希望を与えるというのは大きな意義があると思いま

す。山内先生が今おっしゃっている件につきましては

私たちも大事だと思っていますので、いろんな形で検

討して、そして国が動いていることについてもぜひ取

り入れて何らかの形をつくっていきたいと考えており

ます。努力をしていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　私も一緒になって頑張りますの

で、よろしくお願いします。

　それと知事、サッカー場、たしか知事の公約ですよ

ね。次の知事選には、これはどうなりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君）　頑張ります。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ぜひこの知事の「頑張ります。」

が４年後にしっかりと、だれが知事になっているかわ

かりませんが、もし知事がだめであれば次の知事に申

し送りをするぐらいのそういう気概で、ぜひ子供たち

の夢を育てられるサッカー場、それをぜひ建設に向け

て頑張っていただきたいと思います。

　以上です。終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時54分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　こんにちは。

　日本共産党の渡久地修です。

　通告に従い、知事の政治姿勢について質問します。

　基地問題について。

　米軍艦船の民間港への強行入港、嘉手納基地の米軍

機が普天間基地を使用するなど米軍の横暴は目に余る

ものがあります。知事は断固抗議してやめさせるべき

です。

　米軍は、米軍機の那覇空港の使用もあり得るとして

います。絶対に容認できません。知事は抗議し認める

べきではありません。那覇空港の滑走路増設は、自衛

隊との軍民共用空港の固定化と米軍使用につながるも

のであるとこれまでも指摘してきましたが、現実味を

帯びてきています。復帰時の約束である民間専用化を

実現すれば、需要は満たされるのではないか。知事は

民間専用化を求めるべきであります。

　県民の民意は一貫して辺野古新基地建設反対であっ

たことは各種の世論調査などでも明らかでした。しか

し、仲井眞県政は民意に逆行し、普天間基地の辺野古

移設を容認、推進し、県民の間に対立と混乱をもたら

してきました。このような県政運営を行ってきたこと

を厳しく反省すべきではないでしょうか。知事の真摯

な反省を求めます。

　アメリカ議会の重鎮などの間からも海兵隊不要論が

出ていますが、知事は今でも沖縄に海兵隊は必要とい

う認識に立っているのですか。

　普天間第二小学校など県内の小中学校で米軍機墜落

を想定した避難訓練が行われていることについて、少

なくとも学校上空、その周辺の飛行禁止を米軍に通告

ないしは申し入れを行うよう２月議会、６月議会で繰

り返し質問してきました。知事はその後、米軍に飛行

禁止の通告、申し入れを行ったか伺います。

　沖縄の米軍基地は沖縄経済発展の阻害要因であると

の６月議会での質問に対して、知事は、いろんな考え

があると答えましたが、そういう認識こそもはや沖縄

発展の桎梏だと思うが、知事の認識を問います。

　尖閣諸島問題について。

　尖閣諸島の日本の領有は歴史・国際法上も明確で正

当なものです。政府はこのことの大義を国際的に明ら

かにして再発防止の交渉を進めるべきであります。中

国側も事実に基づき緊張を高めない冷静な対応が必要

だと思いますが、知事の見解を伺います。

　第１次産業の振興・育成について。

　第１次産業の比率は現在1.9％と激減、復帰時から

農家数で３万6332戸、農業従事者数で11万5672人も激

減しています。県内食料自給率はさとうきびを除くと

６％という状況です。広大な面積を米軍基地にとられ

ていることと、長年の自民党農政の農産物輸入自由化

などの影響と、加えて県の本土からの企業誘致にだけ

目を向け、沖縄の第１次産業を基幹産業として位置づ

けて振興・育成することを後回しにしてきた結果では

ないか。

　県内食料自給率を仮に100％にすると、農業従事者

は幾ら増加するとの試算になるか。また、耕作放棄地

をすべて活用すると幾らの農業従事者がふえることに

なるか。

　県は地産地消運動を展開しているはずですが、学校

給食においての県産品利用が平成15年と比較して大幅

に落ち込んでいるのはなぜか。

　学校給食で100％県産品を活用するとどれぐらいの

経済効果になるか。

　林道問題について。

　知事は、去年の３月に現場を視察して、議会では、

やっぱりどうしても必要だと思います。ぜひ今度の林

道については御支援をと答弁して林道建設を推進して

きました。しかし、その後、ずさんな対費用効果の計

算などが発覚して休止に追い込まれました。そして、

県議会は前回の６月議会で林道建設の中止を求める陳

情を全会一致で可決しました。推進してきた知事の責

任は重く、反省が求められていると思いますが見解を

伺います。

　子供の福祉について。

　病児・病後児保育事業では、県は国の補助基準額の

38％しか設定していません。このように国の補助単

価・基準より県が低く補助単価・基準を設定している

事業について、具体的な事業名と国基準額に対する県
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基準額の割合、それによって削った額とその合計額に

ついて。また、今年度から市町村に移管された事業、

さらに他府県の状況などについて伺います。

　子供の福祉に冷たいやり方です。直ちに改め、国基

準並みに補助・基準を設定すべきであります。

　ウィルソン病とメニエール病の難病患者から高額な

医療費負担を軽減してほしいとの強い要望が寄せられ

ています。県の対応について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地修議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

移設問題をめぐる県政運営についての御質問にお答え

いたします。

　県としましては、去る５月の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入れる

ことは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたところ

であります。そして名護市長選挙や県議会の意見書議

決、そして県民大会など、昨年９月以降の県内の諸状

況を踏まえますと、地元の理解が得られない移設案を

実現することは極めて困難であると考え、政府に対し

県民の納得のいく説明と解決策を示すよう求めてまい

りました。しかしながら、政府からは、この間の県民

の怒りと失望にこたえ得る説明と方策は依然として示

されておりません。

　県としましては、このような状況にかんがみ、政府

に対し、日米共同発表を見直し普天間飛行場を県外に

移設することを求めてまいりたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、沖縄の海兵隊に係る

御質問にお答えいたします。

　県は、これまで日米両政府に対しあらゆる機会を通

じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による沖縄県

の過重な基地負担の軽減を求めております。とりわけ

海兵隊につきましては構成員が最も多いことから、そ

の削減に最優先に取り組む必要があると考えておりま

す。このため、米軍再編で示されました海兵隊司令部

及び約8000名の海兵隊将校、そして兵員のグアム移転

とそれに伴う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の

整理・統合・縮小等は、県民の要望している在沖米軍

兵力の削減及び米軍基地の整理縮小につながるもので

あり、確実な実施がなされる必要があると考えており

ます。

　同じく知事の政治姿勢の中で、米軍基地と経済振興

についてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　軍用地料などで構成されます軍関係受取が県経済に

占める割合は、復帰直後の15.5％から平成19年度は

5.3％と大幅に低下いたしております。また、米軍は

経済活動を主として行っていないので、沖縄県の経済

的な生産能力を抑制している可能性があります。さら

に、基地専用施設等として広大な土地などを排他的に

占有しており、特に都市部であります中南部圏域にお

いて土地利用上大きな制約となっている面もあると考

えております。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、これは尖閣に

係る御質問の中で、再発防止と中国側の冷静な対応に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　尖閣諸島は歴史的にも国際法上も我が国の領土であ

り、同諸島の領有権問題は存在しないというのが政府

の基本的見解であります。

　沖縄県といたしましても、領土問題は存在しないと

考えており、国際的に尖閣諸島の領有権に関する我が

国の毅然とした立場を示し、今後、このようなことが

起こらないように日本政府に対して外交上の適切な対

応を要望していきたいと考えております。また、中国

側に対しても冷静な対応をとられることを要望するも

のでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢の中

で、米軍艦船の民間港入港等に断固抗議することにつ

いての御質問にお答えいたします。

　民間空港・港湾は、民間航空機・船舶の運航施設と

して設置されたものであり、緊急時以外は、米軍は使

用すべきでないというのが県の一貫した方針でありま

す。県は当該方針を踏まえ、日米両政府に対し寄港の

自粛を要請したところであります。また、嘉手納基地

所属のＦ15戦闘機がダイバート訓練で普天間飛行場を

使用した件については、普天間飛行場周辺住民の過重

な負担を踏まえ、県としては、米軍に対し安全管理を

徹底しダイバートが発生することがないよう適切な運

用を要請したところであります。

　次に、学校上空の米軍機飛行についての御質問にお

答えいたします。

　県としましては、住宅地上空の飛行訓練等により県

民に被害や不安を与えることがあってはならないと考

えております。このような観点から、県は、去る９月

14日、米軍に対し、米軍機による航空機騒音の軽減措

置等について要請を行い、その際、学校を含む住宅地

上空の飛行を回避するよう強く申し入れたところであ
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ります。

　今後とも、軍転協などを通じ住宅地上空の旋回訓練

の中止や航空機騒音の軽減等について、米軍及び日米

両政府に対し粘り強く働きかけていきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、那覇空港の民間専用化についてお答

えいたします。

　那覇空港の滑走路増設は、民間航空の将来需要に対

応するとともに、航空機事故等による滑走路閉鎖によ

り空港機能が停止することを回避するために行われる

ものであり、国は、同空港を自衛隊が将来も現状のと

おり利用することを前提に検討しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　知事の政治姿勢の中

で、第１次産業の振興・育成についてお答えいたしま

す。

　農林水産業の振興については、３次にわたる沖縄振

興開発計画や、沖縄振興計画に基づき各種事業を実施

してきております。平成14年からは、沖縄振興計画の

分野別計画である沖縄県農林水産業振興計画を策定

し、各種施策に取り組んでいるところでございます。

　具体的には、消費者・市場等のニーズに対応したお

きなわブランドの確立と生産供給体制の強化、農林水

産業・農山漁村を支える担い手の育成確保、亜熱帯・

島嶼性に適合した農林水産業の基盤整備など、７つの

柱を基本として取り組んでおります。

　その結果、農業産出額、農業所得、農家所得などに

ついて復帰時と平成20年を比較すると、農業産出額は

451億円から920億円で469億円の増、農業所得は38万

6000円から134万9000円で96万3000円の増、農家所得

は123万2000円から224万2000円で101万円の増、農家

総所得は148万2000円から372万4000円で224万2000円

の増となっております。

　特に、地下ダムなど生産基盤の整備の進展やミバエ

根絶、オオシマダニ撲滅等の生産条件の整備により農

業振興が図られ、農家においては販売額が１億円を超

える菊生産農家やマンゴー生産法人のほか、40ヘク

タールの大規模さとうきび生産法人、飼養頭数500頭

以上の肉用牛繁殖経営等も育成されております。

　県としては、今後とも本県農林水産業の振興を図る

ため、市町村など関係機関と連携し、各種施策・事業

に取り組んでまいります。

　次に、食料自給率の向上に伴う農業従事者数の試算

についてお答えします。

　平成20年の食料自給率40％から100％に上昇させた

場合の農業就業者数は、約６万6000人の増加と試算さ

れます。この試算は、仮に米を増産したとして必要な

生産量、作付面積を算出した上で米農家１戸当たりの

平均規模が現状のまま変わらないと仮定して単純に試

算したものであります。また、耕作放棄地を活用した

場合の農業就業者数についても、米を増産したとして

同様に試算すると、平成21年の耕作放棄地面積2693ヘ

クタールに対して約3000人の増加となります。

　これら農業就業者数の試算は、あくまでもカロリー

ベースでの食料自給率の向上による単純試算であり、

米の作付に必要な水田面積の確保や農業所得の確保に

は極めて厳しい状況にあります。

　次に、林道建設休止の見解についてお答えします。

　林道につきましては、森林の適切な管理や造林・保

育・収穫等の森林施業の効率化、木材搬出等のために

必要であると考えており、地元の要望等を踏まえて整

備をしてきたところであります。平成21年度着工を予

定していた伊江Ⅰ号支線、伊江原支線については、国

との調整を行いながら費用対効果の検証を行い、その

結果について、沖縄県公共事業評価監視委員会へ諮問

し、その答申を得て工事を休止したところでございま

す。

　今後の林道建設については、自然環境との調和を図

る必要があると考えており、作業道の検討を含め施業

方法、環境保全対策の検討やゾーニングの実施など、

地元住民や県民、関係者等との合意形成を進めていき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは知事の政治姿勢

についての御質問で、学校給食における県産食材の使

用についてお答えいたします。

　本県の学校給食における県産農水産物の利用状況調

査によると、県産食材の利用率は、平成15年度は

39.0％、平成20年度は33.4％と5.6ポイントの減少と

なっております。畜産物と水産物の利用率は増加して

おりますが、野菜類の減少が大きく影響しており、特

にニンジンが18.1ポイント、キャベツが10.2ポイント

減少しております。

　なお、野菜類の利用率が減少した具体的な理由につ
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いてはさまざまな要因があることから、把握が困難で

あります。

　次に、100％県産品を活用した場合の経済効果につ

いてお答えいたします。

　学校給食で100％県産品を活用した場合の経済効果

については、価格変動等を含めたさまざまな要因があ

りまして算出することが困難であります。

　ちなみに、平成20年度の県の児童生徒の学校給食費

の総額は約63億円となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　知事の政治姿勢に

ついての御質問の中の、病児・病後児保育事業など国

の補助基準額以下で実施している事業の状況及び国基

準並みに設定することについて一括してお答えしま

す。

　平成22年度当初予算で国の基準以下で実施している

補助事業につきましては、特別保育事業と放課後児童

健全育成事業の２事業となっております。

　国基準額に対する県基準額の割合については、特別

保育事業における特定保育はおおむね90％、休日保育

はおおむね49％、夜間保育はおおむね55％、病児・病

後児保育はおおむね50％で、放課後児童健全育成事業

における長時間開設加算分についてはおおむね60％と

なっております。その差額については、特別保育事業

は3666万1000円、放課後児童健全育成事業は2647万

6000円となっており、合わせて6313万7000円となって

おります。

　県としましては、事業の運営状況等を見ながら必要

な予算額の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　なお、九州各県の状況については、特別保育事業は

本県を含めて３県、放課後児童健全育成事業は本県を

含めて４県が国基準額より低い単価設定がなされてお

ります。また、平成22年度から一時預かり事業、地域

子育て支援拠点事業については、次世代育成支援対策

交付金の対象事業となり、延べ利用児童数等に応じた

基準点数制に基づき、国から直接市町村に交付するこ

とになっております。

　次に、難病患者の医療費負担の軽減についてお答え

します。

　難病のうち、特定疾患治療研究事業の対象疾患とな

らない疾患については、現在のところ高額療養費制度

以外の医療費軽減の仕組みはありません。

　県としては、対象疾患の拡大、事業の法制化及び十

分な予算の確保等を全国衛生部長会議を通して国に要

望しているところであります。

　以上でございます。

○渡久地　修君　休憩、答弁漏れ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時48分休憩

　　　午後１時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　再度答弁いたします。

　最初から読み上げいたします。

　100％県産品を活用した場合の経済効果についてお

答えいたします。

　学校給食で100％県産品を活用した場合の経済効果

については、価格変動等を含めたさまざまな要因があ

り、算出することが困難であります。

　ちなみに、平成20年度の県の学校給食に係る総額で

すけれども、約63億3000万円ですね。それから教職員

の学校給食費の総額が４億6600万円となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、私が県議になって２年３カ月

余りになります。この２年余、基地のない沖縄という

ことを目指して知事と論戦を交わしてきました。きょ

う、一応任期の最後ですので、知事の認識について再

質問させていただきたいと思います。

　まず、戦後65年、復帰して38年であります。その中

で大きな歴史の節目というのは何度もあったと思うん

ですけれども、この４カ年間というのはそういう中で

も非常に私は大きく動いた４カ年じゃなかったかな。

そしてこの２カ年間、特に県議選挙、衆議院選挙、名

護市長選挙、県民大会、それから名護の市会議員選挙

と、私はもう激動といっていいぐらいの動きだと思う

んですよね。沖縄を今このように大きく動かしている

もの、それは知事は何だと認識しているんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時53分休憩

　　　午後１時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　極めて答弁が難しい御質問

で、答えるのをお断りしようかと思ったぐらいです

が、こういう個々の事象を取り上げて、この事象が衆
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議院選挙があった、名護市長選挙があった、県民大会

があった、何がと……、これはもともと決まっている

ものなんですね。そしてその結果のことをおっしゃっ

ておられるのか、これの動きをどういうふうにして見

るかはその人の価値観によるわけです。それと一般論

としてインターネットを初めＩＴを中心とした世界化

の話だとか、これを総称して時代の流れとか変化と

言ってみたり、人それぞれです。ですから、これを私

に今質問されて答えろと言われても、極めてお答えし

にくい。これは個々の事象の羅列を議員はおっしゃっ

た中に、何か意味を受け取ろうかという点は残念なが

ら私にその能力はありません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　質問のやり方がちょっとうまくな

かったかなと思いますけれども、私は今の沖縄の政

治、沖縄の歴史を動かしているのは県民の民意だと思

うんですよ。民意がやはりこういう政治にも大きく反

映していると思います。その民意というのは、戦後65

年の苦難の歴史、そしてそういう状況を変えたいとい

うのが１つ、そしてもう一つは、もう戦争で紛争を解

決するんじゃなくて平和で解決するんだという世界的

な平和の流れと、そして沖縄の米軍基地、海兵隊とい

うのがもう抑止力ではないんだという県民の認識の広

がりもあると思います。そして３つ目には、基地がな

いほうが沖縄は発展するんだということでの基地依存

からの脱却、こういう認識の高まりがあると私は思っ

ています。

　そこで知事にお尋ねしますけれども、基地をなくし

てこそ沖縄の経済も発展するんだということを、きょ

うお聞きしたいんですけれども、先ほども聞きまし

た。この38年間、振興予算、今年度までで９兆81億円

投入されています。しかし、今のような状況ですね。

その状況を述べたらたくさんあります。

　なぜ９兆81億円投入したけれども、この目指した方

向にまだ行き切れていないかというのは、１つには、

この膨大な米軍基地をそのまま置いてきたと、これを

大前提にやってきたということ。２つ目には、これは

学者が指摘していますけれども、その予算の大半が本

土に還流する仕組み、ざる経済という仕組みがつくら

れているんじゃないかと言う人もいます。そして、３

つ目が先ほど言った第１次産業など地場産業、地元産

業育成、これを後回しにしてきたんじゃないかという

ふうに私は思っています。

　そこで、きょうの質問でやったのは、この基地がも

はや沖縄経済発展の阻害要因だと、こういう認識に立

ちきれるかどうかというのを私は知事にきょう聞きた

かったわけです。知事は、この前の議会ではいろんな

考えがあるということで、これを認めようとはしませ

んでしたが、きょうはちょっと変わって生産性を抑制

している面もあるとか、そういったことを言っていま

したね。この基地が阻害要因になっているというのは

新都心、それからハンビーなどを見ても明らかです

ね。新都心では当時最高で196名だった従業員が現在

ではもう１万3000人、２万人近くになっているわけで

すよ。普天間基地が返されたらどうなるかというのは

皆さん方、沖縄県が試算したものでは、従業員現在

207名が３万2000人雇用がふえるという試算まで出さ

れて、そして県議会が出したこの資料では、基地がな

いほうが現在より4950億円、基地があるためにこれだ

け毎年損害を受けているという試算も出ているわけで

すよね。そういう意味では基地というのは経済的な生

産能力を抑制して、県土の利用をゆがませて、県経済

の成長力を押し下げていると、まさにこれこそもう沖

縄経済発展の阻害要因だと。この認識に立って県政運

営をやるかどうかというのが問われていると思います

けれども、知事、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時58分休憩

　　　午後１時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　何回かこの議会でも答弁さ

せていただいていますが、今の少なくとも思いやり予

算というような米軍基地を支える国からの支出という

か移転が約二千二、三百億円とこう言われております

が、こういうものが持つ県民所得なり県民総所得に占

める割合というのは、復帰時点の47年度でしたか15％

ぐらいから、19年度が最新でしたかね、5.3とか5.4、

こういうぐらいやはり米軍基地に係る政府支出の経済

効果を見ると明らかに５％台ですから、これは小さく

はありませんが５％ぐらいだと思います。ですから、

使っている従業員、使っている土地の広さ、そういう

ものからいえば明らかに経済活動としては十分ではな

いといえるだろうと思いますし、物理的な基地の置か

れているこの空間もかなり公共交通システムとか、土

地利用の合理性からはちょっとやはりいかがなものか

という面もあるというふうに思います。

　ただし、議員が今言われたようにハンビーといいま

すか北谷の話、それから天久、すべてがこのように発

展し得るかというのは、これはやってみないとわから

ぬところがありますが、はっきり都市部である、それ

から計画のよさ、やはり返ってくる基地の立地にもか
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なり影響してくると思いますが、ただ基地の持つ経済

的な効果というのは今や県民所得計算上から言えば

５％台だということは確かですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　私は阻害要因だと思うんですよ。企

画部長、皆さんが出した21世紀ビジョンの87ページの

７行目から18行目、今のもの、私が言ったのはこれで

言ったんですよ。これに何と書いてあるか、正確に示

してもらえませんか。７行目から18行目まで。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　このビジョンの第Ⅲ部の

部分ですね、「沖縄経済の現状と可能性」というふう

なものを分析をしてございます。この中で、地域特性

を生かす経済活動の話、それからまた産業構造、基地

経済、財政、社会資本、労働、県民所得等々さまざま

な角度から沖縄経済の状況を分析をしています。

　この中で、その基地経済の部分は「低下している基

地経済の比重」というふうな項目で整理をさせていた

だいています。ここでの議員のおっしゃる部分の分析

は、土地面積当たりの、平米当たりの生産性を算定を

したときに、この基地が占める部分というのは小さい

というふうな整理をしていると、そういうふうなこと

でございます。

○渡久地　修君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時２分休憩

　　　午後２時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　「このように、基地は経

済活動を主として行っていないので、本県の経済的な

生産能力を抑制しており、土地利用に歪みをもたらす

など経済的に不効率な土地利用となっている。復帰か

ら38年を経た現在においては、県経済の潜在成長力を

押し下げていると考えられる。」。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ここで生産能力を抑制している、土

地利用にゆがみをもたらす経済的に不効率な土地利

用、それから県経済の潜在成長力を押し下げていると

考えられるということで、そして返還後の那覇新都心

なども県経済を牽引する活発な経済活動が展開されて

いると。そして、先ほどあったように、もはやもう軍

関係受取の比重の低下により、その動向が県経済を大

きく左右することはなくなったということで、皆さん

方書いているんですよね。そういう意味ではこれはも

う明らかに経営者協会の会長さんもこう言っているん

ですよ。沖縄の経済にとって基地依存は総体的に低

く、むしろ阻害要因になっているということを経営者

協会の会長も言っているわけですよ。そういう立場に

立って県政運営を本当に今後やっていくおつもりです

かと。こういう立場に立たないと、沖縄の経済問題を

語ることはできないんじゃないですかということを言

いたいんですよ。知事、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさにそういうことで審議

会を通じそのレポートができているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　繰り返しますけれども、知事、この

米軍基地は沖縄発展の重要な阻害要因であるというこ

とを直視すべきじゃないですか、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　十把一からげの基地の対応

について、阻害要因であるということを断定的に言え

るかどうかは、ちょっとこれは単純化し過ぎだと思い

ます。しかし、総体として空間の大きさに比べて今の

ビジョンの結論というのは、これは私もちゃんと参加

して書いておりますから、そのとおりのものです。で

すが、すべての基地、すべてがそういう状態であるか

どうかは断定はしにくい面はありますよ。ただ、総体

としてこの大きさに比べて５％強の経済効果しか生ん

でないというのは事実だよと言っているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　これは私が断定しているんじゃない

んですよ。この「沖縄振興計画等総点検報告書」の５

ページに、「沖縄の新たな発展にとって重大な阻害要

因になっているという現実は直視されなければならな

い。」と書いてあるんですよ。だから私、聞いている

んで、そういう立場に立たないと、21世紀ビジョンも

今後の沖縄振興計画もできないんじゃないですかと。

ここに書いてあるんです、直視しなさいと。どうです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時６分休憩

　　　午後２時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　立つも立たないも、それは

責任を持ってその答申を受け、私が出した形のもので

すから、私の考えでもあるんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　そういう立場に立てば、本当に基地

の県内移設反対とかそういう立場で基地をなくす先頭
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に立ってやるべきじゃないですか。それなのに知事の

この４カ年間は何ですか、この基地の県内容認をずっ

とこれまでやってきたんでしょう、この４カ年間の大

半は。そういう立場に立っているんだったら、これは

通用しないですよ。どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　基地の整理縮小という大き

なテーマは、きちっとそれを掲げて私はやってきてい

るつもりですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　今、知事も米軍基地は沖縄経済発

展、沖縄発展の阻害要因ということは認めた。ですか

ら、そういう立場に立ってこれからは県政運営をやっ

ていかないと、沖縄のこれからの次期振興計画も、次

どなたが知事になろうとも、やはりこの沖縄から基地

をなくしていくということを正面に据えてこそ沖縄の

経済は発展するんです。知事はこの４カ年間、ここに

政府に対する要望書がありますけれども、（資料を掲

示）　これでは県内移設やむなし、あるいは一日も早

くあれするためにキャンプ・シュワブに移設すること

が現実的な選択であるということ、一方では基地は経

済発展の阻害要因と言いながら、基地を移してくれと

いうことでやってきたわけですよ。そういう意味では

この基地をなくすという立場に立ち切れてないという

ことを私は指摘したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　基地がその空間の割に経済

効果を持ってないどころか阻害要因の面があるという

ことであって、あらゆる基地、米軍基地そのものとい

うのはあなたはどう思っておられるかわかりません

が、日米同盟のやはり防衛上の価値というのは持って

いるわけです。だからこれを抜きにしてすべて経済的

な活動でしか最もいい経済活動を参考にしてのみで判

断するわけにいかないでしょう。ですが、いずれにし

てもいい場所に、嘉手納基地にしても普天間基地にし

てもある、これがこの空間の割に経済活動上は余り大

きなものを持ってない。しかも空間的な公共交通シス

テムを考えるとむしろ阻害もしている。だから基地の

整理縮小として県内でも当時は名護市は受け入れてい

たんですから、条件つきで受け入れて縮小し危険をま

ずぐっと小さくしてしまうというのは当然のこれは過

程じゃありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　私は、知事が今言った基地の防衛上

の問題、いろんな問題があると言いました。これまで

も私たちは基地の危険性の問題、この問題をやってき

ました。きょうは経済的な側面から議論したつもりで

す。ですから私たちは、安全保障といっても、米軍は

日本を守るとか何とかと違うと、海兵隊も。海兵隊

は、沖縄を守るために配備しているのではないという

ことをアメリカの議会で証言されていることを僕は６

月議会でも２月議会でも何度もやってきたんですよ。

そしていかに危険な基地かということもやってきた。

きょうは経済的なものでやってきたつもり。そういう

意味では米軍基地というのは私は、日本を守る軍隊で

もない、沖縄を守る軍隊でもない。県民にとっては危

険なもの、そして経済的に見てもこれは阻害要因だと

いうそういう立場に立たないといけないということを

私は言いたかったわけであります。

　もう時間がなくなりました。知事が県内移設反対と

いうことを言わないということを私はなぜだろうかと

いうことをずっと考えてきました。知事は、これまで

県外がベストだが県内移設もやむを得ないと、一日も

早い危険性除去にはということを言ってきました。き

のうの質問のやりとりで、私は前から言っていたで

しょうと、県外だと。今回、県外を求めると言ってき

たけれども、例えばそれが県外移設を求めていくが、

一日も早い危険性除去のためには県内移設もやむを得

ないということにまたなりかねませんかという危惧を

私はしているんですよ。いわゆるこの後段の部分を封

印している。だから今までの県外移設がベストだが県

内移設もやむを得ないというのと、今回のものはどこ

が違うんですかということを聞きたいんですよ。私た

ちから見たら、表現が違うだけじゃないのと。どうで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時13分休憩

　　　午後２時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　前提の条件がまるで違って

おりまして、前は１月24日の名護市長選挙までは、長

年かけてみんな条件つきで、しかし一日も早い普天間

の危険性の除去のためには県内もやむなしということ

で名護が受け入れてくれていたわけです。そしてその

後、市長さんがかわって、それに反対の市長さんに

なって、さらに県民大会があり、そして少なくとも、

悪くとも県外にと言った民主党といいますか３党連立

政権ができて、そしてこれが別の結論を出していっ

て、社民党さんが連立から外れたという情勢と前提が

全然違っている中で、しかも悪くとも県外というよう

なことを言っておられた方が突然総理をおやめになっ
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て、そしてしかしもとへ戻した理由もなく戻っていっ

たという前提条件がまるで違うから、私はまずその説

明をきちっとやってくれということをずっと言い続け

てきていたわけですよ。ところが、この説明が十分に

納得いく、これは私も含め県民に対してもそれはな

い。したがってこれは今の日米共同発表を見直すしか

ないじゃありませんか。だからこれを見直せと、見直

す中身は県外だと言っているわけですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　今知事が言ったように、知事の考

え、今まで言ったのが前提条件によって動いているわ

けですよ、前提条件によって。そこに知事の主体的な

考えというのが本当にあるのかと。名護市長さんが受

け入れているから容認する、名護市長さんが反対する

から反対する。そして今度は政府からの説明がないか

ら県外を求めると。どこに知事のあれがあるんです

か。知事は県内移設絶対反対なんですか、それとも容

認、どっちなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　反対か何かというそういう

白か黒かという性質のものじゃないと私は前から言っ

ているでしょう。ですから、名護市長が受け入れる、

受け入れないというのはやはりそれは移設先として当

然その現実性がある、ないの判断じゃありませんか。

そういうのを抜きに、ただこれは白だ黒だ、イエスか

ノーかという性格のものじゃないでしょう。だからそ

ういうあなたの価値でもって切ることは現実の行政の

中身ではまずあり得ないということです。だからそう

いうような問いにはお答えがし切れないということで

すよ。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　今、県民が求めているのは、もうこ

の長年の基地を押しつけるものに終止符を打ってほし

い、明確に反対できるような知事が表明してほしいと

いうのが県民の今、民意だと私は思うんですよ。だか

ら、名護市長が以前受け入れていようが、私はもう反

対ですと。あるいはそれがまた反対の人にかわろう

が、私は反対ですと。政府が説明しようがしまいが沖

縄に押しつけるのは反対だと、主体的なものを持って

言い続ける知事を私たちは求めていると思うんです

よ。ですから今、私は知事のものを聞いて、知事のこ

れまでの答弁から、知事は日米安保条約が必要、沖縄

も基地の応分の負担は必要と言ってきましたね。そし

て、前の稲嶺知事のときに政府と対決すべきではない

ということもおっしゃったということが新聞記事にも

載っていましたけれども、まさにそういうのが根底に

あると。日米両政府の立場に立っているのではないか

なということを指摘して終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　いろんなことをおっしゃる

から、ちょっと今のは御質問なのかわかりませんが、

政府に対しての態度について、私は意見は仮に違って

も、考え方が違っても、みずからの国のみずからの政

府に対しては妥協できるところは妥協し、反対すべき

は反対し、議論すべきは議論するという自由度をき

ちっと持ってやるべきだと言っているわけですよ。こ

れはもう当然のことじゃありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　発言通告に基づいて質問します。

　知事の基本姿勢について、以下質問します。

　茨、普天間基地、辺野古基地、米軍再編問題につい

て。

　ア、辺野古基地建設反対の稲嶺市長の勝利に続い

て、名護市議会議員選挙で基地の建設反対議員が多数

となり、日米合意の辺野古移設は不可能ではないか。

　イ、きょうの新聞報道によると、米海兵隊は次期主

力機となる垂直離着陸機ＭＶオスプレイを普天間飛行

場などへの配備計画を公表しました。政府は、飛行経

路も陸上部や住宅地域にはかからないと県民をだま

し、大型の高速強襲輸送機のＭＶ22オスプレイの配備

を故意に隠してきた。このような政府の辺野古基地推

進のための悪質なだましの対応について知事の見解を

問う。

　ウ、知事は、政府から話を聞いてどうしてその基本

が変わったのかも含め、その背景を聞いた上で判断す

る、私の方針を決めるとのことであった。仲井眞知事

は、県民の総意である「県内移設反対」する方針に

なったのか。

　エ、「辺野古への移設は極めて厳しい」と言いなが

ら、沖縄県の公共用財産使用協議書作成準備手続に関

する特別採捕許可書を６月３日付で沖縄防衛局に知事

が許可を出している。辺野古基地推進のための調査の

許可を与えたのはなぜか。

　オ、2010年度防衛白書について、｢代替施設を決め

ない限り、普天間飛行場が返還されることはない｣と

いった記述が行われております。これについて知事の

見解を問うものです。

　カ、普天間飛行場の辺野古移設が「大変厳しい」、

「不可能に近い」との見解は、公有水面理め立ての許

可は出さない、出せないと理解してよいか。

　キ、米軍基地は沖縄の発展の大きな障害である。海
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兵隊は抑止力ではなく、海外侵略部隊である。海兵隊

は沖縄から撤退すべきではないか。

　ク、普天間基地の危険性の除去どころか、嘉手納基

地の滑走路改修工事のためとしてＦ15戦闘機の離発着

訓練が強行されている。一層危険や爆音被害が拡大さ

れている。知事は、普天間基地の危険性の除去のため

に何をしてきたのか。

　ケ、沖縄政策協議会に「協議会で日米合意に理解い

ただき将来普天間の跡地や移設に関する負担軽減の議

論も行い得る」（前原前沖縄担当相）との見解である

が、基地とリンクした振興策を容認するのか。知事の

見解を問う。

　コ、高江ヘリパッド問題について質問します。

　契、北部訓練場とキャンプ・ハンセンへのヘリパッ

ドは何カ所か。北部訓練場及びその周辺におけるこれ

までの米軍関係のヘリコプター事件・事故の状況につ

いて伺う。

　形、高江地区を６カ所のヘリパッドで取り巻く状況

は極めて危険で、墜落事故などの人命にかかわる問題

で、県民の命を守る立場から人道上も中止を求めるべ

きではないか。

　２、福祉切り捨ての「行財政改革」について質問し

ます。

　国民生活を破壊し、貧困と格差を広げた新自由主義

の構造改革路線の名による沖縄県の「行財政改革」

は、県民の暮らしを守る沖縄県の医療・福祉の諸制度

を切り捨ててきた。多くの社会福祉施設の民営化、民

間譲渡などで県の公的な責任を放棄してきた。現在も

県立看護学校の民間譲渡、県立病院の独立行政法人化

が検討され実施されようとしている。このような県民

生活を脅かす医療・福祉制度の基盤を弱める「行財政

改革」は見直すべきである。この間の廃止した医療・

福祉等の事業・施策について問う。

　３、環境保護行政について質問します。

　茨、生物多様性締結国の国際会議について。

　ア、10月に名古屋市で第10回生物多様性条約締約国

会議（ＣＯＰ10）が行われる。国際的にも沖縄県の

ジュゴンやヤンバルの森を守る対応が注目されている

中で、沖縄県では世界的にも貴重な生物多様性の豊か

な貴重種の生存するヤンバルの森や海を破壊する高江

ヘリパッド建設や林道建設、泡瀬干潟理め立て、ジュ

ゴンのすむ辺野古沿岸域の米軍新基地建設、那覇空港

拡張等による大嶺海岸の理立計画など、貴重な生物多

様性の豊かな宝庫である自然破壊や計画が行われてい

る。このような沖縄県の環境破壊行政は、生物多様性

の保護や生物多様性締結国会議の趣旨からも逸脱して

いるのではないか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田政明議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の基本姿勢についてという御質問

の中で、普天間飛行場の辺野古への移設及びこの問題

に対する方針についてという御趣旨の御質問ですが、

１の茨のアと１の茨のウが関連いたしておりますの

で、一括して答弁させていただきます。

　県といたしましては、去る５月の日米共同発表はま

ことに遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入

れることは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたと

ころであります。そして名護市長選挙や県議会の意見

書議決、県民大会など、昨年９月以降の県内の諸状況

を踏まえますと、地元の理解が得られない移設案を実

現することは極めて困難であると考え、政府に対し県

民の納得のいく説明と解決策を示すよう求めてきまし

た。しかしながら、政府からこの間の県民の怒りと失

望にこたえ得る説明と方策は依然として示されており

ません。

　県としましては、このような状況にかんがみて、政

府に対し日米共同発表を見直し、普天間飛行場を県外

に移設することを求めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、同じく知事の基本姿勢の中で、海兵隊の撤退

についての御質問にお答えいたします。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による沖縄

県の過重な基地負担の軽減を求めてきております。と

りわけ海兵隊につきましては、構成員が最も多いこと

から、その削減に最優先に取り組む必要があると考え

ております。このため、米軍再編で示されました海兵

隊司令部及び約8000名の海兵隊将校・兵員のグアム移

転と、それに伴う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区

域の整理・統合・縮小等は、県民の要望している在沖

米軍兵力の削減及び米軍基地の整理縮小につながるも

のであり、確実な実施がなされる必要があると考えて

おります。

　次に、同じく知事の基本姿勢の中で、沖縄政策協議

会に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄政策協議会は、これまで沖縄振興計画や沖縄振

興特別措置法等、沖縄の極めて重要な課題を協議する

場合に開催されております。今般、沖縄振興特別措置

法及び沖縄振興計画の終期が平成24年３月に迫ったた

め、協議の再開を求めたところであります。今回、協
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議会の中に新たに２つの部会を設置することが確認さ

れており、これは国家戦略を見据えた沖縄振興策の検

討と、米軍基地負担軽減及び地位協定をめぐる課題へ

の対応に関して協議することとなっております。

　県民の求める「沖縄21世紀ビジョン」の将来像を実

現するためには、さらなる県民福祉の向上に向け、産

業雇用の確保や教育、そして福祉の充実を図りますと

ともに、県民の日常生活に影響を及ぼしている基地負

担の軽減を図ることがともに重要であります。このこ

とを踏まえまして、国と協議をしてまいりたいと考え

ているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の基本姿勢の中

で、オスプレイ配備についてお答えいたします。

　県は、オスプレイが過去の開発段階において死亡事

故を起こしていること、及び現在米本国などにおいて

配備されていることについては承知しております。ま

た、2010会計年度海兵隊航空計画においては、普天間

飛行場のＣＨ46と代替更新することが記述されており

ます。これらのことを踏まえ、県は政府に対し再三照

会しており、去る９月９日及び14日に外務省沖縄事務

所に対し問い合わせをしたところ、現時点で具体的に

決まっているわけではないと米側から回答を得ている

とのことであります。

　県としましては、配備の有無を含め、政府から県民

に十分な説明をすべきであると考えており、引き続き

具体的な説明を求めてまいります。

　なお、本日の新聞報道で、2011年海兵隊航空計画に

おいても先ほど申し上げたものと同様な計画が示され

ているとのことであり、再度政府に照会をしてまいり

たいと考えております。

　次に、2010年度防衛白書についてお答えいたしま

す。

　今年度の防衛白書には、日米共同発表に至った経緯

として「普天間飛行場の代替の施設を決めない限り、

普天間飛行場が返還されることはないといった現実の

もと、沖縄県民の負担軽減と危険性の除去を優先した

ものである。」と記述されております。

　県としましては、日米共同発表における名護市辺野

古への移設案を受け入れることは極めて厳しいと考え

ており、政府に対して県民の納得のいく解決策を示す

よう求めているところであります。

　次に、公有水面埋立承認についてお答えいたしま

す。

　普天間飛行場移設問題に関する今後の政府の対応と

しては、去る８月31日に公表された日米専門家検討会

合報告書の検証及び確認、日米安全保障協議委員会で

の合意、環境影響評価手続等が行われるものと考えて

おります。政府から知事に対して埋立承認願書が提出

されるのは、これらの手続を経た後となっており、現

時点では移設案を受け入れることは極めて厳しいとい

うのが県の考えであります。

　次に、普天間飛行場の危険性除去についてお答えい

たします。

　普天間飛行場の危険性の除去については、あらゆる

方策を検討し、具体的な方法を示すよう政府に求めて

きました。このような県の主張に対し、政府は、平成

19年８月に「普天間飛行場に係る場周経路の再検討及

び更なる可能な安全対策についての検討に関する報告

書」を発表し、昨年５月21日までに報告書に記載され

た諸施策をすべて実施したとのことであります。ま

た、平成20年７月末には、さらなる危険性除去策を検

討する実務者レベルのワーキングチームが設置され、

政府と率直な意見交換を重ねてまいりました。さら

に、今年度は、普天間飛行場の場周経路等の客観的

データを把握・評価するため、普天間飛行場の継続的

な飛行航跡調査が開始されております。また、県は、

総理を初め各大臣との面談など機会あるごとに普天間

飛行場の一日も早い危険性の除去を求めており、政府

においては積極的にこの問題の解決に取り組んでいた

だけるものと期待しております。

　次に、北部訓練場及びキャンプ・ハンセンのヘリ

パッド箇所数と北部訓練場周辺でのヘリコプター事故

についてお答えいたします。

　現在、北部訓練場には22カ所のヘリパッドがあると

承知しております。キャンプ・ハンセンにあるヘリ

パッド数については、沖縄防衛局に照会したところ、

運用上の理由により米軍から回答を得ることができな

いとのことであります。

　復帰後の県が把握している北部訓練場及びその周辺

における米軍関係のヘリコプターによる事故は14件と

なっており、このうち墜落事故が６件となっておりま

す。

　次に、高江ヘリパッドについてお答えいたします。

　県は、平成19年３月28日、沖縄防衛局に対し、住宅

地上空や生活道路上空を除外して飛行ルートを設定す

る措置を講じることなどを要請したところ、同年４月

20日に要請に対する回答を受けております。また、東

村及び高江区は去る７月20日、進入回避標識灯の設置
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などを沖縄防衛局に要請したところ、沖縄防衛局は８

月30日に標識灯については設置箇所等を検討する、米

海兵隊は住宅地等の上空はできるだけ回避するとして

いる等の内容について回答を行ったとのことでありま

す。

　ヘリパッドの移設については、国による環境調査の

結果や高江区及び東村の意向等も踏まえながら、当該

地域の自然環境や地域住民の生活に十分配慮すべきで

あると考えております。

　県としましては、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施

し、段階的に基地の整理縮小を図ることがより現実的

で実現可能な方法であると認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　知事の基本姿勢の中

で、特別採捕を許可した理由についてお答えします。

　県では、水産資源の保護培養及び漁業調整を図るた

め、沖縄県漁業調整規則に基づき、造礁サンゴ類や海

ガメ類の卵の採捕禁止などの措置を講じております。

このような採捕の制限または禁止に関する規定は、試

験研究等の目的のための採捕に限って、県は適用除外

を許可することができます。

　今回の特別採捕許可申請については、提出された実

施計画書の内容を審査し、採捕の目的が漁業調整規則

に定める試験研究等に該当するため許可したものであ

ります。なお、当該調査は、平成19年から１年更新で

継続して行われているものであり、試験研究等の終了

後はその経過を県に報告することが義務づけられてい

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「行財政改革」に

より廃止した医療・福祉等の事業・施策についてお答

えします。

　沖縄県では、平成18年度から平成21年度までに実施

した「沖縄県行財政改革プラン」において、県と市町

村や民間との役割分担、民間能力の活用等により、公

の施設や事務事業の見直しなどに取り組んだところで

す。

　医療・福祉等の分野においては、民間においても施

設運営のノウハウが蓄積され、充実してきていること

から、12県立社会福祉施設の沖縄県社会福祉事業団へ

の経営移譲、首里厚生園の民間移譲、石嶺児童園の指

定管理者制度の導入などを実施したところです。ま

た、制度改正や事業目的を達成したこと等に伴い、支

援費制度推進事業など11の事務事業を廃止したところ

です。

　県としましては、今後とも、医療・福祉など必要不

可欠な行政サービスの維持向上に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境保護行政に関連

して、県の環境行政と生物多様性保全についてお答え

いたします。

　ことしの生物多様性第10回締約国会議では、2002年

に採択された現在の生物多様性の損失速度を2010年ま

でに顕著に減少させるという目標を検証することにな

りますが、目標の達成は困難であるとされており、そ

れを踏まえて新たな目標について論議されるものと考

えております。

　沖縄県においても社会資本の整備に伴う開発、人間

活動の拡大、マングース等外来種の侵入により、希少

野生生物種の減少や生態系の攪乱が懸念されており、

生物多様性の保全は本県を含めた国際的な課題である

と認識しております。

　このようなことから、県では、「自然環境の保全に

関する指針」などを定め、事業者みずからが自然環境

に配慮するよう指導助言を行うとともに、各種開発事

業に対して環境影響評価法等関係法令に基づき適切な

対応を行ってきているところであります。また、生物

多様性の保全と持続的な利用に係る方向性や目標を示

す「生物多様性地域戦略」を平成24年度までに策定

し、生物多様性の恵みを持続的に享受できる社会の実

現を目指していきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時40分休憩

　　　午後２時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　前田政明君。

○前田　政明君　名古屋での生物多様性締結国際会議

は、本当に自然保護という面では大事なところになっ

ていますが、豊かな海を壊すなということで日本自然

保護協会も警告をしているんですよ。そういう面で環

境破壊だらけの県政ということを指摘しておきます。

　それから高江のことで、まず北部訓練場での事故で

すね、詳細に答えてください。軍特委員会でも答えて

もらいましたけれども、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。
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○知事公室長（又吉　進君）　それでは北部訓練場で

の事故の内訳ですけれども、復帰後の北部訓練場及び

その周辺での６件の米軍ヘリコプター墜落事故で乗員

合わせて19名が死亡、１名が行方不明、２名が負傷し

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　具体的に、日付とヘリコプターの種

類とかそういうのをちゃんと答えてください。

○知事公室長（又吉　進君）　ちょっと休憩お願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時48分休憩

　　　午後２時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まず昭和48年８月２

日、普天間飛行場第36海兵航空群のＣＨ46ヘリコプ

ターが国頭村伊湯岳頂上付近で墜落し、乗員３名、１

人が死亡、１人が行方不明。それから２点目は、昭和

50年６月24日、ＣＨ46ヘリコプターが安波ダム建設現

場に墜落し、乗員３名が死亡。それから昭和55年12月

19日、同じくＣＨ46が墜落し、乗員３人のうち１人が

死亡、２人が重傷。昭和60年７月12日、ＣＨ53Ｄ大型

ヘリコプターが国頭村辺野喜大川の辺野喜ダム上流に

墜落し、乗員４人全員が死亡。昭和63年10月31日、Ｃ

Ｈ46ヘリコプター２機が空中衝突、そのうち１機が伊

湯岳東側の山林に墜落、乗員４人が死亡、他の１機は

普天間飛行場に帰還。平成11年４月19日、ＣＨ53Ｅヘ

リコプターが北部訓練場の沖合に墜落し乗員４名が死

亡、以上６件でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事、こういうふうに大変な死亡事

故が北部訓練場で、この普天間の所属のヘリが起こし

ているんですよ。これが高江の部落を囲んで６カ所で

きる。それで公室長は軍特委では答えていましたけれ

ども、大体キャンプ・ハンセンその他で32カ所ぐらい

ヘリパッドがあると。そして今北部訓練場にはこれを

除いても16あると。そうすると50カ所ですね、この北

部訓練場、キャンプ・ハンセン、キャンプ・シュワブ

のあのところに50カ所ヘリパッドがあるんですよ。だ

から、幾ら海兵隊でもこの地上部隊とヘリ部隊が一緒

になるとこれは十分なんですよ。それをさらに住民密

着のところでやるとなると、本当に宮森小学校の事件

じゃないんだけれども、いつこの事件が起こっても不

思議ではない。そういう面ではやはり知事、この自然

環境を守ると同時に、このような墜落事故が相次いで

いる。それも普天間所属のヘリ。そういう意味では、

私はこれは少なくとも人道上そこに６カ所は除くべき

じゃないのかと、まだ15カ所もあるじゃないですかと

いうふうな形で、政府やアメリカに迫るべきじゃない

かなと思うんですけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時51分休憩

　　　午後２時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まさに今議員がおっ

しゃったような危険性がなきにしもあらずということ

がございまして、県は平成19年３月に沖縄防衛局に対

し、住宅地上空や生活道路上空を除外して飛行ルート

を設定する等の安全対策を求めたわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事、こういう状況ですから、ＳＡ

ＣＯ合意に伴って云々という形で、私はこれを容認す

ることは万が一そういう墜落事故などが起こった場

合、私はそれを是とする県知事の責任も問われるん

じゃないかと思いますけれども、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時52分休憩

　　　午後２時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　繰り返しになります

が、高江ヘリパッドにつきましては去る７月20日、地

元東村は条件つきで容認してきた経緯を示した上で、

自然環境の保全と住宅地及び学校上空を飛行しないこ

と等を求めております。また、高江区は８項目の要請

事項と10項目の事業要望を提出しております。

　このような状況を踏まえ、県としては高江のヘリ

パッド移設は北部訓練場の一部返還に伴うものであ

り、基地の整理縮小を求める立場としましては着実に

進める必要があると考えているものであります。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　では、今の万が一の場合は、私はあ

なた方の責任だと思います。

　次に、基地問題の普天間・辺野古・その他ですけれ

ども、知事、軍特委員会で公室長に質問したんですけ

れども、この大変厳しいと。これは受け入れるという

前提で厳しいということになるんですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっとレトリック的な議

論になってあれですが、厳しいというのは反対をして
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いる市長さんがいますから、大変厳しいということを

申し上げているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　私は、こう聞いたんですね。受け入

れることが厳しいと、それはこの受け入れることが厳

しいということは受け入れるという前提に立った発言

ですねと。これに対して、政府においてこの案を実施

するのは極めて厳しいと。そういう面ではそこでなぜ

県内移設反対と言わないのかというふうに聞いたんで

すけれども、そうしたら反対と言わないのは政府の説

明を聞いた上で、あらゆる選択肢について検討すべき

であると、これは公室長答えましたけれども、本会議

では知事は弾力性と言いましたね。行政は一つのこと

に固まってはいかんと。そういう面で弾力性だという

ふうに言っておりますけれども、これはやはり前回私

が知事に質問をしました。７月18日の県議会決議に対

するあなたの県知事意見、それは理想論だと。そして

その後、経過を踏まえて昨年の10月に前原前大臣には

県内移設推進ということを申し入れてきたと。そうし

たら、知事は厳しくなったという情勢の話をしました

けれども、それで私はそういう面で軍特委員会では公

室長は、非常に素直に、基本的には県の対応は変わら

ないんだとこういうふうに言いましたけれども、要す

るに知事としてはできればこの辺野古に県内移設とい

うことで進めてきた、これが現実的な解決策だと思う

と。しかしいろんな情勢の変化で難しくなってきた

と。だけど、この基本的なスタンスは変わらないとい

うようなことで御答弁いただいたんですけれども、そ

ういうふうに理解をしていいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時56分休憩

　　　午後２時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　普天間基地の移設に係る県

の考え方の原点は、一日も早い普天間の危険性の除去

ですよ。いいですか、それがまず基本です。そして私

は、ことしの１月24日の名護市長選挙まで確かにおっ

しゃるように、条件つきで受け入れに賛成をしており

ました。しかし、市長がかわり、みんなかわってきた

んです。そして４月25日のあの県民大会もありまし

た。その一方で、社民党さんと民主党さんと国民新党

が一緒になった新しい政権ができて、３党合意ができ

て、当時の総理大臣は悪くても県外と言って当選した

はずなのに、５月18日の日米共同発表では県内へまた

戻ってきているわけです。ですから、私はこれをまず

説明しなさいと言っているんです、政府に。だから、

私の考えがどうのというより政府が何で戻ってきたか

がないと答えがなかなか出てこないものですから、私

も日米共同発表は見直すべきだと。そして見直して県

外移設を求めるとこういうことを私は言っているわけ

です。それ以上でもそれ以下でもありません。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　それでいろんな意味で日米共同発表

があると、そういう面で従来の立場を特に変えるとい

うわけではなくて、県としての立場というものは変

わっておりません。ただ、名護市長選挙、先ほどの繰

り返しになりますけれどもと、そういう変化の中で県

は極めて厳しいという姿勢を表明しているわけでござ

いますということを軍特委員会で公室長は答えていま

したけれども、これは知事と同じというふうに理解し

ていいですね。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　私のお答えしたのは、

知事と同じ趣旨でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事はどうですか、直接答えてくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時59分休憩

　　　午後２時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　一日も早い普天間飛行場の

危険性の除去という原点は全く変わっておりません。

同じです。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　あのですね、私は知事が移設を進め

てきたと、そしてこの状況が大変厳しくなってきた

と。それは大変厳しくなったと。県民の世論もさらに

高まる中で、日米共同発表を見直して県外と、県外と

言っても探すところはないわけですからね。そういう

面では日米表明の中でも県外いっぱい入っていますけ

れども、私はそういう面では余り意味がないなと。た

だ県民の世論に押されて知事がそういうことには一つ

の意味があると思いますけれども、ただ私は極めて厳

しい、極めて厳しいと言いますね。この前も、ではそ

の納得のいく説明というのは何だというふうに、知事

に何度も言っていますよ、納得のいく説明。それはオ

バマ大統領と菅総理は、もう鳩山氏がやめて決着がつ

いたと。もうこの問題はけりがついていると。だか

ら、沖縄県が納得しようがどうしようが、いずれにし



－ 194 －

ろこの日米声明を忠実に実行するというのが彼らの立

場であるということはもうはっきりしているんです

よ。それであなたは何度も大臣やその他に会っていま

すよね。だから、そういう面では当然そういうような

説明があったと。それでも納得いかないというならど

ういうところが納得いかないのか。これはそういう意

味でそこのところをもう少し丁寧にわかるようにお答

え願えませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうもどなたかの議員もお

られましたが、納得いく説明という言葉がわからない

という意味が私には実は非常にわかりかねるんです

が、１つは、明らかに当時の１月24日の名護市長選挙

で県内移設反対というグループを応援したのが今の国

の政権与党の人々が結構いたわけです。そして悪くて

も県外と言った総理大臣もいたわけです。その人たち

がもとの自公のときに決めたあそこへ何で戻ったかと

いうのを説明抜きでわかりましたと言えますか。納得

いく説明を求めるのは当然じゃないですか。さらに、

この議会でも、６月議会でしたか、この議員の中で、

いやそれは今の政権が未熟であるからとか、たくさん

の考える人が中にいるからとかいろんなことをおっ

しゃいました。だから、そういうふうならそういうふ

うでいいんです。納得、説明がないままさらにおっ

しゃるように、政府のほうではいやもうこれはけりを

つけましたと思っている人も中にはいるかもしれませ

ん。全くついてないじゃありませんか。我々も当事者

の一人ですよ。我々が納得いかない結論を出して、そ

してそのまま放っておいてけじめがついたなどという

ことはあり得ないじゃないですか。けじめもつけなさ

いと言っているわけです。当然の要求でしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時３分休憩

　　　午後３時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　前田政明君。

○前田　政明君　いろいろ今本が出ていまして、「普

天間の謎」と、森本さんという人が書いてありますけ

れども、非常に細かい。私はこれを読んで非常に印象

深かったのは、今知事に渡しましたけれども、415

ページで北澤防衛大臣のことを書いているんですけれ

ども、なかなかリベラルな方だったと。その人が賛成

に回るんですけれども、「だが、閣僚の中で最も早く

普天間基地移設問題における現実路線を認識したのは

北澤防衛相だった。そのきっかけは、９月25日から

行った大臣としての最初の沖縄訪問だった。　25日に

は、仲井眞知事と会談し、知事から従来どおりの辺野

古沖への移設を容認する姿勢を伝えられた。その後の

記者会見で北澤防衛相は、「県外・国外が望ましい

が、いま現実に日米合意を受け入れるのは県民にプラ

スだとの認識だと受け取った」」ということで、知事

の発言が非常に印象に残ったというようなことが、こ

れはよその人が書いていることですから。そういうふ

うに書かれておりますけれども、ちょっと感想を聞き

ましょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私は、実は週刊誌チックな

本が最近どうも出過ぎている印象を受けて一切読まぬ

ことにしています、この内容は。ノーコメントという

より、コメントができないです、信憑性も、証拠もな

く。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　極めて厳しい厳しいということで、

今政府の説明は知事は了解していないんですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　納得していないんです、全

く。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　不思議なことに先ほどの日米声明で

は、2014年に間に合わせるために何が書いてあるかと

いうと、アセスの問題についてはこれを速やかにやる

ようにこれまでの手続を継続するというふうに書かれ

ているんですよ。

　それで、厳しい、厳しい、わからないと言いなが

ら、知事の名前で先ほどの特別採捕の許可を知事は６

月３日付で出しているんですよ。きょうも私、電話し

て聞きましたけれども、名護市は３カ月になりますけ

れども、これ慎重に審議しているんですよ。私はこれ

も軍特委でも言いましたけれども、これはいつまでに

出さなければいけないという記述はない。これはアセ

スの手続でもない。そういう面では、何でこれを厳し

い、厳しい、わからない、わからないと言いながら、

この日米表明に書いてあるアセスの手続を速やかに進

める。これに仲井眞弘多の名前で出している。一方、

基地建設につながることに関しては、これは慎重に対

応するということで、出されて３カ月後まだ名護市は

頑張っておりますけれども、知事、あなたは実際上は

環境アセスの手続はどんどん進める。そういうことに

手をかしているんじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時７分休憩

　　　午後３時７分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今おっしゃるように、

日米共同発表にはそのような記述があるわけですが、

そもそもアセスそのものは政府において中止をしてい

ないわけでございます。したがいまして、その政府が

法令上、合法的な必要な調査を求めてきたということ

に関しましては、行政手続上、判断をして進めたとい

うことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　これはアセスの手続はないでしょ

う。

○知事公室長（又吉　進君）　ちょっと休憩お願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時８分休憩

　　　午後３時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　現在行われています現

況調査につきましては、防衛省によりますと普天間飛

行場代替施設建設事業に関連し、周辺環境全般の把握

のため当該海域におけるデータを蓄積する目的で行う

ものであると。評価書等の作成のための環境調査等の

目的や根拠法令とは異にするものであるとのことであ

ります。

　なお、当該調査は平成19年から１年更新で継続して

行われているものであり、県としては関係法令にのっ

とりこれを許可したものでありますが、辺野古への移

設は極めて厳しいという考え方は変わらないわけでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　これ工程表を含めて、ちゃんと７月

含めて皆さんはこの防衛局が出されたものについて

は、詳細に書いてありますよ。少なくとも厳しいとい

うならば、不可能というならば、なぜちゃんとした態

度をとらないんですか。アセスの手続はどんどん進め

る、こんなばかげたことがありますか。そしてそれは

アセス法みたいに提出されたら、知事は何カ月以内に

出さなければいけないという強制規定はない。あくま

でも皆さんが判断できるものだよ。そうしたら、それ

はこういう状況で厳しい、厳しい、国の説明もない。

辺野古に厳しいというならば、不可能というならば、

どうしてこういうような知事の権限をしっかり使っ

て、いやこれはできないんだよと、慎重に考えさせて

くれということをやらないんですか。

　そういう面では、まさに日米表明の見直しと言いな

がら、一番肝心の2014年までにどうして早目に基地を

つくるかというのが日米両政府のやり方でしょう。そ

れに仲井眞弘多知事、あなたの名前で出て名護市は基

地建設につながるものについては認めたくないと、慎

重に検討するということで３カ月今頑張っているんで

すよ。私は、副市長に電話しましたよ。そうしたら、

防衛局は何を言っているか。防衛局は前の年度で確定

している予算、学校の統廃合に伴うグラウンド拡張の

予算を凍結している、いじめている。そういう面でこ

の基地建設に反対した稲嶺市政にとんでもないような

ことをやっている。だから、そういうような形は許さ

れないでしょう。しかし、あなた方は、６月９日に、

知事、これは弁解はできませんよ。期日も決まってい

ない、そして状況を見て判断する。なぜこんな８月の

末に専門家が協議するという重要な段階でこういう工

程表も含めて、速やかに基地を推進する。だから、最

初に言った基本的には変わらないと。ただ基地をつく

りたいけれども、いろんな県民やその他の状況で厳し

くなっている、厳しくなっている。これどうなんです

か、知事。はっきりしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時12分休憩

　　　午後３時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の前田議員の御意見は、

確かにそういうふうに思われる面というのは否定でき

ませんが、ただし普天間の辺野古への移設が極めて厳

しい、今や不可能に近い様相、状況に近いというのも

事実で、私どもが強引に辺野古への移設を進めような

どとは考えていないことも確かです。

　そして一方で、今、御指摘のように環境上の調査を

個別の法律に基づくもので６月の何日かに確かに私の

名前でこれ許認可ものにはなっておるわけですが、こ

れは例年の調査の延長ということで、むしろ資料採

取、その他データどり、継続性ということでとってい

るということであって、原則はこれは申請というのが

あればこれは手続的なものであって、なかなか本来は

とめにくいという一連のものです。そしてこれの用途

が確かに防衛局ではおっしゃるような用途を仮に考え

ていたとしても、そもそも普天間の飛行場を辺野古へ

移設することは極めて厳しいという点は全く変わりま

せん。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事、時間稼ぎしたらだめですよ。



－ 196 －

厳しい、厳しいと言いながら、もう政府も明確な態度

を出している、アメリカも出している。その中で手続

はどんどん進める。私の言葉で言えば、県民を欺くよ

うなやり方はやめてほしい。だから、政府は知事は反

対していない、こういうふうな認識になるのは当たり

前なんですよ。

　もう一つは、埋め立てをやらないと、埋め立てはで

きないと言いなさいよ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あなたにどなられてやりな

さいよと言って、はい、やりますという人がどこにい

ますか。何ですか、今のは。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　埋め立てやるんですか、埋め立て進

めるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　進めるんですかというのは

質問ですか。

○前田　政明君　はい、質問ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これはまだ先の話です。ま

ず極めて厳しいというのが私の結論です、それだけで

すよ。それ以上、うがった質問をしないでもらいたい

ですね。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　今は、知事選挙では埋め立てに賛成

する知事か反対する知事ですよ。県内移設反対かどう

か、あなたの態度は本当に県民だましと言ってもいい

ような……。

○知事（仲井眞弘多君）　失礼ですよ。

○前田　政明君　いや失礼じゃない、事実に基づいて

言っているんだよ。そういう面ではちゃんと明確に県

内移設反対、埋め立てはやらないというような態度を

とるべきですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　一般質問、社大・結の会、新垣清

涼、行います。

　９月29日21時30分、米軍のジェット機が物すごい爆

音をまき散らし普天間飛行場の上空を通過、４機から

５機。こんなことがこれから18カ月間も続くのだろう

か。いや、宜野湾市のど真ん中に基地がある限り爆音

は続き、私たち宜野湾市民を苦しめ続けるのです。

　米軍嘉手納基地報道部は、９月22日から同基地所属

のＦ15戦闘機が普天間基地で目的地変更訓練を行うと

発表した。その日から、いや、その前からたびたびこ

んなことが繰り返されています。一体いつまでこんな

爆音に悩まされる生活を続ければよいのか。一日も早

くこんな生活にはさようならをして、次の世代には爆

音被害のない住みよい沖縄県を引き継ぎ、基地に振り

回されることのない沖縄にしたいものです。

　そこで、基地問題についてお伺いします。

　茨、普天間爆音訴訟控訴審判決について知事の所見

を伺います。

　米軍普天間飛行場の周辺住民396人が、国を相手に

米軍機の夜間・早朝の飛行差しとめや騒音被害による

損害賠償などを求めた普天間爆音訴訟の控訴審判決が

去る７月29日、福岡高裁那覇支部で言い渡されまし

た。飛行の差しとめは認められませんでしたが、ヘリ

コプター特有の低周波音の健康被害については認めら

れました。このようにして裁判に訴えなければ市民の

健康も守れない。このような状況について知事の所見

を伺います。

　芋、普天間基地の現状について知事の認識を伺いま

す。

　河辺裁判長は、騒音の違法性を認め、国に損害賠償

の支払いを命じています。また、国は、騒音防止協定

を実効的にする処置をとっていないとして、協定が形

骸化していると批判をしました。

　普天間基地の被害は、軽減どころか、今度は嘉手納

基地からＦ15戦闘機も飛来し、危険度も騒音も増加す

るばかりです。普天間基地は、依然として危険な状態

が続き、周辺住民に深刻な影響を与えています。

　知事は、普天間飛行場の危険性の除去、騒音の軽減

を政府に強く求めるとしていますが、このような状況

をどのように訴え改善されたのか、その成果について

説明をお願いします。

　鰯、辺野古への新基地建設について、このことにつ

いては、先ほどまで議論が激しくされておりました。

その中で、辺野古への移設案を受け入れることは「極

めて厳しい」から「県外移設を求める」という答弁に

なりましたけれども、県内移設は言わないということ

はわかりましたので、これについてはもう答弁はよろ

しいです。ここで、次の知事選に向けての立場が明確

になったかと思いますので、もうそのことについては

議論をしないでおきます。

　次に允番目、知事は、昨年の訪米の成果として、

「米政府機関から環境問題について前向きに検討した

い旨の発言があった」との答弁がありました。その

後、政府や米軍と何らかの協議がなされたのか進瀧を

伺います。

　先日の新聞報道によりますと、米空軍嘉手納基地の
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燃料移送タンクからジェット燃料が流出した問題で、

県は29日、沖縄防衛局とともに基地内に立ち入り現場

を確認した。県は、流出現場の土壌採取と写真撮影を

求めたが、米軍に拒否されたとの報道がありました。

どのようにして安全確認をされたのか伺います。

　２番目に、農林水産業の振興について。

　茨、さとうきびは、本県の基幹作物として位置づけ

られていると思います。近年の生産量の推移はどう

なっているのか。生産総合対策事業はどのような目的

を持って取り組まれ、その成果と今後の計画について

伺います。

　芋、「おきなわブランド豚」とはどんな豚ですか。

その供給体制整備事業について取り組みと現状、今後

の計画について伺います。

　鰯、「農でグッジョブ運動」について、成果と今後

の目標について伺います。

　新規農業従事者の人数や面積、あるいは作物なども

具体的にあれば示してください。

　允、有機農業支援事業について、取り組みと今後の

計画について伺います。

　協議会設置件数と目標はどうなっていますか。そこ

に参加する農家の割合はどうなっているのか、推進計

画の成果と普及指導体制について伺います。

　３、商工業の振興について。

　茨、沖縄には多くの可能性を秘めた植物、作物があ

ると思いますが、それが生かされていないのではない

かという思いから、この事業について説明を求めてお

ります。この中小企業支援・農商工連携プロデュー

サー育成事業は大切な事業だと思います。これまでの

取り組み、成功事例やこれからの計画について伺いま

す。

　芋、企業訪問等特別誘致活動事業について伺いま

す。

　企業の誘致活動により雇用の場の創出・確保を図る

ことにより、県経済の自立的発展と活力ある地域社会

の実現に資するとあります。その説明を求めます。

　特別自由貿易地域への企業誘致の実績と現状につい

て示し、今後の課題は何か、その対策はどうなってい

るのか伺います。

　４番目に、雇用と労働行政について。

　茨、県内の失業率は、全国の悪化によって県内のそ

れとの差は縮まってはいます。でも、知事が求めた目

標には届いていません。

　そこで、伺います。

　若年者総合雇用支援事業について御説明をお願いし

ます。その取り組みについて伺います。成果について

も示していただきたい。

　芋、子育てママの就職技術力向上支援事業について

伺います。

　新規の事業ですが、その実施状況と成果を示してく

ださい。また、この事業は、母子家庭の母親の皆さん

から何かそういう要望があったのか、事業を取り上げ

たきっかけの趣旨を説明いただきたいと思います。

　５番目に、環境行政についてですが、今年度は、生

物多様性条約締約国会議が今月名古屋市であります。

そういう意味で、茨、地球温暖化等対策事業について

県の取り組みを伺います。

　芋、サンゴ礁保全情報整備事業について説明をお願

いします。

　鰯の環境生態系保全対策支援事業については取り下

げます。

　允の「生物多様性地域戦略」の策定について、先ほ

どの説明で平成24年までにということでありますが、

大変残念です。沖縄は、こういう生物多様性の地域と

して大変世界からも注目されている地域なのに、その

多様性の地域をしっかりと守っていこうという、そう

いう取り組みが何か弱いのかなということで残念であ

ります。

　６、「県民視点による事業棚卸し」について。

　この事業の目的について示していただきたいと思い

ます。対象事業の選定方法とその効果をどのように期

待しているのか説明をお願いします。

　７については省きます。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの新垣清涼君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時27分休憩

　　　午後３時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の新垣清涼君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣清涼議員の御質問に答

弁をいたします。

　第１に、基地問題についての中で、普天間飛行場爆

音訴訟控訴審判決についての御質問にお答えいたしま

す。

　今回の控訴審判決は、新たに低周波音によります被

害との因果関係を認めるなど、一審判決と同様に騒音
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被害に苦しむ原告の主張の一部を認めるものとなって

おります。このことは、普天間飛行場が市街地の中心

部にあり、米軍機の日常的な飛行訓練による危険性と

ともに、周辺地域住民の生活環境に大きな影響を与え

ていることを示しております。

　日米両政府は、今回の判決を踏まえ、普天間飛行場

の騒音の軽減等に努めるべきであると考えておりま

す。

　県としましては、今後とも日米両政府に対し地域住

民の生命、生活及び財産を守る観点から、同飛行場の

早期返還の実現と一日も早い危険性の除去及び航空機

騒音の軽減を粘り強く求めていきたいと考えておりま

す。

　次に、同じく基地問題に係る御質問の中で、日米地

位協定における環境問題の進瀧についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　私は、過去２回の訪米におきまして、環境特別協定

を含む日米地位協定の見直しを強く求めてきたところ

であり、その結果として、去る５月の日米両政府の共

同発表や軍転協要請に対する政府の回答では、環境に

関する合意について速やかかつ真剣に検討するといた

しております。

　県は、去る７月に渉外知事会と、去る８月に軍転協

と連携をし、日米地位協定の見直しにつきまして日米

両政府に対し要請を行ったところであります。また、

去る９月に開催されました沖縄政策協議会におきまし

て、菅首相は、日米地位協定をめぐる諸課題の対応に

つきましても、政府と沖縄が手を携えて真摯な検討を

していきたいと発言しております。

　県としては、引き続き渉外知事会等と連携をしなが

ら、日米地位協定の見直しを求めてまいる所存でござ

います。

　次に、農林水産業の振興に係る御質問の中で、おき

なわブランド豚供給体制整備事業の取り組み状況と今

後の計画についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　沖縄県としましては、養豚経営の安定と体質強化を

図るため、平成21年度からおきなわブランド豚供給体

制整備事業によりまして高品質な「おきなわブランド

豚」の確立と安定的な生産供給体制の整備を進めてい

るところでございます。具体的には、第１に、ランド

レース種の系統造成豚の作出、そして第２には、県外

から40頭の優良種豚の導入、第３に、系統造成豚と優

良種豚の交配による産肉等の検定、これらを実施し、

産子数が多く肉質等にすぐれた系統造成豚の選抜に取

り組んでいるところであります。

　平成24年度から選抜されました系統造成豚を養豚農

家に供給をし、高品質な「おきなわブランﾄﾞ豚」の安

定的な供給体制の確立を図ってまいる考えでございま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題につきまし

て、普天間飛行場の危険性除去の成果についてお答え

いたします。

　普天間飛行場の危険性の除去については、あらゆる

方策を検討し、具体的な方法を示すよう政府に求めて

まいりました。このような県の主張に対し、政府は、

平成19年８月に「普天間飛行場に係る場周経路の再検

討及び更なる可能な安全対策についての検討に関する

報告書」を発表し、昨年５月21日までに報告書に記載

された諸施策をすべて実施したとのことであります。

また、平成20年７月末には、さらなる危険性除去策を

検討する実務者レベルのワーキングチームが設置さ

れ、政府と率直な意見交換を重ねてまいりました。さ

らに、今年度は、普天間飛行場の場周経路等の客観的

データを把握・評価するため、普天間飛行場の継続的

な飛行航跡調査が開始されております。

　また、県は、総理を初め各大臣との面談など、機会

あるごとに普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を

求めており、政府におきましても積極的にこの問題の

解決に取り組んでいただけることを期待しておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、さとうきび生産総合対策事業の成果と計画につ

いてお答えします。

　さとうきび生産総合対策事業は、さとうきびの生産

性、品質の向上を図るため、高性能農業機械や農業用

施設の導入・整備を支援する事業であります。平成14

年度から平成21年度までの事業としては、さとうきび

収穫用機械のハーベスター 59台の導入、地力増強の

ための堆肥施設３カ所の整備、点滴かんがい施設６地

区の整備、土壌害虫アオドウガネ防除のための誘殺灯

３地区への導入などを実施しております。その結果、

平成14年度と平成21年度を比較して、機械収穫率は

38％から44％に向上、生産量は81万トンから88万トン

に増産するなど、労力軽減や生産性の向上などの事業



－ 199 －

効果を上げております。

　県といたしましては、引き続きさとうきびの増産と

農家の経営安定を図るため、市町村、ＪＡ等関係機関

と連携し、ハーベスターの導入や堆肥施設などの整備

に取り組んでまいります。

　次に、「農でグッジョブ運動」の成果と今後の目標

についてお答えいたします。

　県では、農林水産業振興計画に基づき、経営感覚に

すぐれた農業後継者の育成確保を図るため、市町村、

農業団体、農家代表等で構成する「農でグッジョブ推

進会議」を平成22年６月に設立し、担い手の総合的な

対策を講じているところであります。

　具体的な取り組みとしては、農業大学校における実

践的な研修教育、新規就農へ誘導するためのサポート

講座や夜間講座の実施、農地を持たない新規就農者に

農地を提供した「チャレンジ農場」での農業実践、耕

作放棄地の再生利用による農地の確保やハウスの整備

などを実施しているところであります。

　また、新規就農者の育成目標については、平成22年

に270人、平成23年度以降は毎年300人を育成する計画

であります。

　今後とも、新規就農を促進するため関係機関と連携

し、研修から就農定着までの支援を強化してまいりま

す。

　次に、有機農業支援に対する取り組み状況と今後の

計画についてお答えいたします。

　県では、有機農業推進法に基づき、平成20年度から

有機農業支援事業を実施し、平成23年度までに推進計

画の策定や推進体制の整備を図ることとしています。

これまでの取り組みとしては、推進計画策定に向けた

協議会の設置、有機農業実態調査、有機農業栽培技術

の開発、有機農業に関する研修会等の開催などを行っ

ているところであります。

　また、環境保全型農業の取り組みの一環として、化

学農薬と化学肥料を３割以上減らすエコファーマーの

認定で459件、５割以上減らす特別栽培農産物で159件

認定をしております。

　さらに、平成22年度からは有機農産物流通調査、消

費者や有機農業者との意見交換会の開催、沖縄県有機

農業推進計画の策定などに取り組むこととしておりま

す。

　今後とも、市町村や農協等の関係団体と連携し、エ

コファーマーや特別栽培農産物への支援に努め、有機

農業を推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　商工業の振興につい

ての中の、中小企業支援・農商工連携プロデューサー

育成事業についての御質問にお答えします。

　県では、平成20年度から関係市町村、商工会等と連

携して、生産者と加工業者等とのマッチング支援や商

品開発などの指導助言を行ってきたところです。

　平成21年度にはこの取り組みをさらに強化するた

め、中小企業支援・農商工連携プロデューサー育成事

業を創設し、商品開発はもとより、地域活性化や農商

工連携をコーディネートできる人材育成を行っている

ところでございます。

　その具体的な内容としましては、応募のあった農業

者、食品加工業者及び県漁連職員などの10名で、座学

や先進事例の研修及びおのおのが課題を設定した上で

商品開発実地研修等を行っております。実地研修での

具体的な成果としましては、伊江村での「イカスミ

ぎょうざ」、本部町での「炊き込みご飯の素「かつお

めし」」、読谷村での「トウガンカレー」や名護市の

ハンノキと久米島町の海洋深層水を使用した石けんな

どの製品が開発されております。

　商工業の振興の中で、企業訪問等特別誘致活動事業

についての御質問にお答えします。

　企業訪問等特別誘致活動事業は、東京や大阪などで

知事のトップセールスによる企業誘致セミナーを開催

し、投資環境のＰＲに努めることや県外事務所などに

よる個別企業訪問を行うなどの内容となっておりま

す。

　事業を実施した結果、製造業関係では、特別自由貿

易地域において平成22年９月１日現在で分譲地に７

社、賃貸工場に17社の計24社が立地し、約450名の雇

用が創出されております。

　沖縄県としては、分譲価格が高いこと、本土市場か

ら遠隔で物流コストの負担が大きいことなどの課題を

踏まえ、分譲価格の減額制度や物流支援事業などさま

ざまな取り組みを行ってまいりました。

　今後は、ＡＮＡ国際貨物ハブ事業と連動するほか、

カボタージュ規制の一部緩和による物流コストの軽減

を進めるなど、企業ニーズに沿った投資環境の整備に

努めてまいりたいと考えております。

　次に、雇用と労働行政についての御質問で、若年者

総合雇用支援事業についての御質問にお答えします。

　沖縄県においては、若年者の雇用状況の改善を図る

ため、職業観の形成から就職までを一貫して支援する

沖縄県キャリアセンターを設置し、現在29名体制で対

応しております。
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　若年者総合雇用支援事業は、同センターの中心的な

役割を果たしており、求職者に対するキャリアカウン

セリングや就職活動に関するセミナーの開催、企業に

対する人材確保支援セミナーの開催などを行っており

ます。

　同じく雇用と労働行政についての、子育てママの就

職技術力向上支援事業についての御質問にお答えしま

す。

　当該事業は、子育て等の理由でスキルアップの機会

の少ない母子家庭の母などを対象に、県内５圏域で託

児所を併設した会場において各20名を定員とした30日

間のパソコン研修等を実施し、その研修終了後は、職

場環境への適応を容易にするため１カ月間の職場訓練

を行うものであります。

　沖縄県としては、子育て中の女性を初め雇用環境の

厳しい失業者の就職支援についても積極的に取り組ん

でいるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政についての

御質問の中で、地球温暖化等対策事業についてお答え

申し上げます。

　地球温暖化対策については、原因となる温室効果ガ

スの排出が広範な社会経済活動に起因することから、

行政だけでなく県民や事業者等がそれぞれの役割にお

いて取り組むことが重要であります。そのため、住宅

や事務所等における温暖化対策として、県・市町村の

公共施設及び住宅の遮熱化促進事業を行っておりま

す。

　また、「おきなわアジェンダ21県民会議」などと連

携し、「県民環境フェア」等を通じ、環境教育や環境

保全活動の実践を促すとともに、環境経営システム

「エコアクション21」の導入促進セミナー、エコドラ

イブ講習会等を実施しております。

　県としましては、今年度中に現行の地球温暖化対策

地域推進計画を見直し、沖縄県地球温暖化対策実行計

画を策定し、地球温暖化防止へのさらなる対応の強化

を図っていきたいと考えております。

　同じく環境行政に関連して、サンゴ礁保全情報整備

事業についてお答え申し上げます。

　サンゴ礁は、豊かな自然環境の基盤として生物多様

性の保全、観光・漁業資源として重要な価値を有して

おります。このようなことから、県においては、平成

21年度から平成23年度にかけてサンゴ礁の全県調査を

実施しており、サンゴの分布状況やオニヒトデなどの

攪乱要因を把握することにしております。平成21年度

は、沖縄本島周辺海域を調査しております。今年度は

八重山海域、慶良間海域、久米島海域で調査を行い、

平成23年度は宮古海域及びその他離島の海域で調査を

実施する計画であります。

　県としては、これらの調査結果を踏まえ、サンゴ礁

の保全・再生方策に生かしていく考えであります。

　次に、同じく環境行政に関連して、地域戦略策定の

取り組み状況についてお答え申し上げます。

　生物多様性地域戦略の策定については今年度より取

り組んでいるところであり、現在、本県の自然環境の

全体像を把握するため基礎調査を行っております。

　平成23年度からは検討委員会などを設置して、生物

多様性の保全と持続的な利用に係る方向性や目標につ

いて本格的な検討を開始し、平成24年度を目途に策定

したいと考えております。

　なお、策定までに２年余を要することについては、

タウンミーティング、専門委員会、シンポジウム、環

境審議会での審議など多様な主体の参画のもとで議論

を重ねて策定するものであることから、ある程度の期

間は必要であると考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　「県民視点による事業棚

卸し」の質問にお答えいたします。

　「県民視点による事業棚卸し」は、県民とともに事

業の必要性や実施主体のあり方等を検証するために行

うものであります。

　今年度の対象事業は、人件費など棚卸しになじまな

い事業を除き、長期間実施している事業や予算額が一

定の規模以上の事業を優先して選定して実施したとこ

ろであります。その結果、対象100事業のうち、７事

業が「不要」、82事業が「要改善」と評価されたとこ

ろであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　知事、普天間の基地は、現在、防音

工事をするためにコンター図が引かれているわけです

けれども、このコンター図は昭和52年に作成されたも

ので、現実の爆音被害は近隣の浦添であったり、北中

城であったりかなり広がっているわけです。

　そういう意味では、そういう実態を私たちは国に測

定を求めているわけですけれども、国はどういうふう

に判断されたのかわかりませんが、その周囲について

はもう必要ないということで棄却されているわけです
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ね。でも、現実はこれだけ多くの県民が、市民だけ

じゃなくて、隣の市町村まで広がっているわけです。

　そういう意味では、先日の質問の中で公室長は、爆

音の裁判に参加していない皆さんも同じように被害を

受けているのだから、その被害については求めていき

たいという答弁をされておりました。ということであ

れば、やはりここは、しっかりと県のほうで騒音測定

をして、その事実を示して国に求めていくべきだと思

いますがどうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時16分休憩

　　　午後４時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　航空機騒音について

は、嘉手納飛行場、それから普天間飛行場、両飛行場

周辺において実施しております。環境基準も設定して

おりまして、嘉手納飛行場の周辺で15の測定局があり

ますけれども、そのうち９局、それから普天間飛行場

で９局の測定局がありますけれども、３局は環境基準

をオーバーしているという状況は続いております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　ですから、そういうふうにしてその

環境基準を満たされない地域が、現在防音工事指定地

域にも入っていないわけですよ、被害を受けているの

に。そこをきちっとやはり政府に求めるべきではあり

ませんかという質問です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　答弁させていただいた

ように、普天間飛行場周辺におきましても、やはり環

境基準を超える騒音が発生しているという実態は確か

でございまして、先ほど申し上げましたように、爆音

訴訟に参加している、参加していないにかかわらず、

これは受忍しがたい負担を負っているということでご

ざいますので、これは政府に対して適切な対応を求め

ていくということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　今おっしゃるのは漠然としているわ

けですよ。ですから、私が申し上げているのは、私た

ちが国に求めているのは、ちゃんと測定をしろと、私

たちもその被害を受けているんだということで訴えて

いるわけです。そういう意味で、このコンター内にい

ない、外れている方でも実際には被害を受けているわ

けですから、そこに県がそういう測定機を設置をし

て、その数値をもとにして国に、あなた方も調査をし

て、こういう被害があるんだから、そこの住民に対し

てもちゃんとやりなさいよということを求めるべき

じゃないですかということなんです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　騒音測定は、先ほど文

化環境部長からお話があったようにやっておるわけで

ございます。問題は、その基準というものがあって、

それはコンターの形状によって定められているわけで

すが、県としましては、これは軍転協とも連携をして

おりますが、防音工事等の対象になる基準の見直しと

いったことも含めて要望をしてまいりたいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　このコンター図は、普天間飛行場の

滑走路に平行して引かれているわけですよ。これは昭

和52年に調査をしてつくられたものであって、そのと

きは固定翼機しか飛んでいなかったわけですね。とこ

ろが、現在はいろんな資料が出ていると、皆さんも調

査されているからおわかりだと思うんですが、まして

や国は危険性を除去するためにいろんな場周経路の調

査とかされていますよね。そうすると、そのデータは

持っていらっしゃると思うんです。宜野湾市の滑走路

に沿ってヘリが飛ぶんではなくて、周辺に飛んでいる

わけですよ、周辺に。その周辺に飛んでいるから、み

んながうるさいという訴えがあるわけです。

　ところが、残念なことに国はそのコンターを滑走路

に平行に細長く引いているもんですから、その周りの

人たちが、要するに横にいる人たちがそういう対象に

なっていないわけです。防音工事もされない。でもそ

の被害は受けている。こういう現実が続いているわけ

です。いつになったらうちは防音工事してくれるのか

という市民からの訴えがあるわけなんですが、残念な

がら国はそういうことを示していないので、対象外で

すということでけってしまうわけです。

　そういうことであれば、やはりそこは、国に求めて

もなかなかやらなければ、県が、やっぱりそういう県

民が被害を受けているわけですから、そういうことを

皆さんも場周経路の測定などでその資料は求めればあ

るはずなんです、持っていらっしゃると思うんです。

測定もされていて、その環境基準を超えているところ

もちゃんと把握されているわけですから、そういう意

味では、そこについてはやはり国にもっと強くこうい

う数値になっていますということを示して、そこは防
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音工事をすべきじゃないのかということを強く求める

べきだと思うんですがどうでしょうか、もう一回。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　騒音コンターを引くと

いうことは、当然県が行っている騒音測定をもとにと

いうことになりますと、そこにはいろいろ技術的な問

題はあると思います。しかし、今議員がおっしゃるよ

うに、やはりそういったデータも加味して正確なコン

ターを引いた上で住民の被害を確認して、それを国に

求めていくというのは、これは県としても取り組んで

まいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　私が住んでいる喜友名という地域

は、滑走路に平行ではない道路があります。喜友名の

中道というところがあるんですが、この道路が境目に

なっていて、道路から基地側については防音工事対象

地域になっているんですが、道路からわずか４メート

ル離れた、要するに基地の反対側についてはその区域

に入っていないわけです。ところが、ヘリはこの地域

の上空をどんどん毎日というぐらい飛んでいるんです

よ。ですから、私は喜友名に住んでいて、喜友名のこ

とをよくわかるわけですけれども、そのほかの地域に

ついてもそういう訴えがあるもんですから、そこはや

はりしっかりと、ただ漠然と、広がっているからそこ

もちゃんと環境基準に満たしなさいという話ではなく

て、県がやっぱりこれだけ測定機を持っていらっしゃ

るわけだから、そういう声を聞いて、やはりそのとこ

ろに設置をしていただいて、そういうデータに基づい

て示すことがより実現性が高くなるわけですよ。そう

いう意味で申し上げているわけです。

　もう一度、決意をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　繰り返しになりますけ

れども、騒音測定は県としてやっておるわけですけれ

ども、それをコンターに引くというのは、これは測定

結果がそのままコンターに反映されるかどうかという

のは、いろいろ技術的な検討も必要でございます。し

たがって、その辺の調整をいたしますが、やはり防音

工事等につきましては、防衛省がきちっと測定をし

て、その上でコンターをきちんと引いて対応すると。

ただその場合、その基準によってカバーをされていな

いと――住民がですね――いうことがあれば、これは

軍転協とも連携をしながら求めていきたいということ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　コンター図を県が引き直してほしい

ということではないんですよ。騒音のそういううるさ

さ指数の数値をもとにしていかないと求められないん

じゃないですか。ただうるさいうるさいということだ

けでは、どのぐらいうるさいかわからないわけです

よ。そういう意味で、県は今、実際宜野湾市だと９カ

所でしたか調査されていますよね。その数字をもとに

して、それをもし今現在、普天間の飛行場の滑走路に

平行であれば、ちょっと広げていただいて、本当にう

るさいという、あるいはその場周経路で宜野湾市が調

査した結果があります。そこの部分に測定機を移動し

て、ここの部分の数字はこうなっているというデータ

を示すことによって、防衛省もあなた方も調査をして

コンターの引き直しをすべきじゃないですかというこ

とを求めてほしいということなんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県は県としまして測定

をやっておるわけですけれども、また、政府は政府の

責任でその測定をやる部分があります。したがいまし

て、政府と県が連携して、やはりその騒音被害という

ものを把握に努めるべきだと考えておりまして、今

後、そういう形で国ともしっかりと調整をしていきた

いと考えております。

○新垣　清涼君　何をするんですか、聞こえない。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時30分休憩

　　　午後４時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　国は、宜野湾市の普天間飛行場周辺

ではそういう測定はしていないんですよ。していない

でしょう、今現在やっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時32分休憩

　　　午後４時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　国は、普天間飛行場周

辺では常時４カ所で測定をしているという実態がある

ようでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　何でそんなに逃げるんですか。言っ

てないわけさ、国はちゃんとやっていないんだから。

要するに国が必要なのは、自分たちが都合のいいとき

にしかやらないわけですよ。そうじゃなくて、私が

言っているのは、県が調査して、今本当に場周経路で

飛んでいる航路というのはわかるわけでしょう。そこ
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に設置をして、あなた方も調査をして、これだけ県民

が被害をこうむっているんだから、このコンター図の

引き直しを見直しをしてくださいよということをそう

いうデータをもとに国にも求めてほしいんです。なぜ

できないの。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時34分休憩

　　　午後４時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御質問の、県が必要な

データをそろえてこれを国にしっかり求めると、その

ための必要な機器の整備を行うということに関しまし

ては、これはしっかり検討して取り組んでまいりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　地域住民が困っているわけですか

ら、そこは県民の健康を守るという意味でもしっかり

とぜひ取り組んでいただきたいと思います。

　終わります。ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　県民の皆さん、こんにちは。

　社民・護憲ネット、議席18番、仲宗根悟でありま

す。

　９月定例会において、行政一般について質問を行い

ます。

　さて、ことしの夏は非常に暑い暑い夏を過ごしまし

た。もちろん心の中も非常にホットな夏でありまし

た。興南高校の春夏連覇、そして美ら島総体での県勢

の活躍、あるいはゴルフでは宮里藍ちゃんが世界一の

ランクに出ると。そして県出身者のアスリートも頑

張っています。きのうの成績ではありますが、日本女

子オープンでも宮里美香選手、そして上原彩子選手、

県出身のお二人が今トップを走っていると。そして

ゆっくりゆっくりではありますが、また藍選手が追い

上げていると、非常に楽しみなこの日本女子オープン

であります。

　教育長、質問ではございませんが、全国学力テス

ト、沖縄県はまさに最下位を更新中でありますけれど

も、この科目にスポーツと文化を一緒にすると私たち

沖縄県は、もう少し全国でも上位にランクするんでは

ないのかなというふうな思いがいたします。非常に希

望が持てる子供たちでありますので、私は何も最下位

は悲観しておりませんで、どんどん頑張れば絶対上位

に行ける素質を持っている、私たち沖縄の子供たちだ

というふうに思って、私たちも、ウリ、ウミハマラン

ネーナランサという気持ちで一般質問を行いたいと思

います。

　それでは、まず最初に、知事の政治姿勢に関してで

あります。

　統一地方選挙も終えて、結果に対してはそれぞれの

思いでとらえていることだと思いますけれども、中で

も全国からその行方に注目が集まりました名護市議会

議員選挙は、与党が圧勝いたしました。そのことを受

けてお聞きをいたします。

　まず最初に、茨、名護市議選挙の結果、米軍普天間

飛行場の辺野古移設に反対する稲嶺市長を支える与党

が過半数を占め、「県外・国外移設」を求める民意が

さらに強く示されました。これまで知事は、辺野古移

設について反対の姿勢を明確にしておりません。普天

間移設に対する姿勢をお伺いをしたいと思います。

　芋、首相そして関係閣僚は、名護市議選の結果につ

いて、一つの民意のあらわれ、謙虚に受けとめて既定

の方針を変えることはない。丁寧に説明し理解を求め

たいとしています。どのように対応するのか伺いたい

と思います。

　次に、農林水産業の振興に関してであります。

　亜熱帯性気候の特性を生かした産地形成や健康・長

寿や、観光・リゾート地にふさわしい安心・安全な農

林水産物の供給が望まれるところであります。また、

今後の雇用の場の創設にも大きく期待を持つことも可

能であります。その施策についての取り組み状況をお

聞きいたします。

　茨、農林水産業の経営強化策、そして経営安定策等

どのような取り組みがなされているか。そしてまた、

今後の展望についても含めてお聞きをしたいと思いま

す。

　芋、黒砂糖工場の支援についてでありますが、黒糖

は不景気による消費低迷等で販売不振が続き、大量の

在庫を抱えているとして大変苦しい経営状況を訴えて

います。その取り組みや支援策についてお聞きをいた

します。

　鰯番、地産地消の推進、水産加工の推進状況と今後

の取り組みについてお聞きをしたいと思います。

　３番目に、環境行政に関してでございます。

　茨、読谷村内における安定型産業廃棄物最終処分場

跡のガス発生に関して、県の検査の結果を踏まえた今

後の対応についてお聞きをいたします。

　芋、久米島沖で国内最大級のサンゴ群集が確認をさ

れました。専門家は、同様な群集が県内にまだまだあ

ることを示唆しています。調査研究について県の対応
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と、そしてまた漁場や観光活用の環境づくりも必要と

なると考えられます。県の見解をお聞きをいたしま

す。

　４番目に、医療・福祉行政に関してであります。

　茨、健康福祉社会の実現に向けての取り組みを展開

しておりますが、その施策についてお聞きをしたいと

思います。

　芋、認可外保育園の支援強化を経営者や父母の皆さ

んから要望が強いです。県の考え方をお聞きしたいと

思います。

　鰯、地域密着型介護老人福祉施設整備について、そ

の進瀧状況について伺います。

　允、介護従事者の育成支援について伺いたいと思い

ます。

　印、ドクターヘリの出動状況と課題について伺いま

す。

　最後に、警察行政に関してであります。

　茨、「ちゅらさん運動」、平成16年から始まりまし

たけれども、６年目を迎えました。その進瀧状況を伺

いたいと思います。

　芋、そしてその犯罪状況はどうなっているのか。

「ちゅらさん運動」と連動した形でのその犯罪状況は

どうなっているのか伺いたいというふうに思っていま

す。

　鰯、交通安全対策について伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲宗根悟議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、普天

間飛行場移設問題に対する姿勢及び県の対応について

という御趣旨の御質問にお答えいたしますが、１の茨

と芋が関連いたしていますので、一括して答弁させて

いただきます。

　県といたしましては、去る５月の日米共同発表はま

ことに遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入

れることは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたと

ころであります。そして名護市長選挙や県議会の意見

書議決、県民大会など、昨年９月以降の県内の諸状況

を踏まえますと、地元の理解が得られない移設案を実

現することは極めて困難であると考え、政府に対し県

民の納得のいく説明と解決策を示すよう求めてきたと

ころであります。この間の県民の怒りと失望にこたえ

得る説明と方策は依然として示されておりません。し

たがいまして県としましては、このような状況にかん

がみて政府に対し、日米共同発表を見直し、普天間飛

行場を県外に移設することを求めてまいりたいと考え

ております。

　一日も早い普天間飛行場の危険性の除去で今申し上

げましたように、日米共同声明の辺野古への移設とい

う考えが事実上不可能に近いとすれば、県外に求める

ということは当然であると考えております。

　そして農林水産業の振興に係る御質問の中で、地産

地消及び水産加工の推進状況と今後の取り組みについ

てという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、地産地消を推進するため、

「沖縄県地産地消推進計画」等に基づきまして、関係

機関と連携をし、地産地消推進強化事業や県産農産物

販売促進事業等を実施いたしております。

　具体的には、第１に、市町村における地産地消推進

計画の策定、第２に、35店舗の「おきなわ食材の店」

を100店舗へ登録拡大すること、そして第３に、新し

く２カ所にファーマーズマーケットを設置することな

ど地産地消を推進しております。

　水産物の加工対策といたしましては、モズクなど水

産物加工施設の整備、第２に、モズクの品質向上モデ

ル事業の実施、第３に、農商工連携事業等によります

モズクのギョーザや、味つけティラジャーの開発など

を実施いたしております。さらに、農水産物の付加価

値を高めるため、シークヮーサーなど地域の特色ある

農産加工品の掘り起こしを行う食品加工モデルを構築

するとともに、雇用創出事業を活用した洗いモズクや

ミーバイの新商品開発などに取り組んでまいる所存で

ございます。

　次に、医療・福祉行政に係る御質問の中で、「健康

福祉社会」実現に向けての施策についての御質問にお

答えいたします。

　沖縄県では、だれもが地域において生き生きと安心

して暮らせる社会の実現を目指しまして、保健、医療

及び福祉の充実に取り組んでいるところでございま

す。

　具体的には、保育所整備による入所待機児童の解

消、そして障害者の就労支援、高齢者の権利擁護、福

祉人材の養成・定着の促進などを図っております。ま

た、健康・長寿沖縄の維持継続のための健康づくり運

動、そして地域医療体制の充実を図るための医師、看

護師の養成・確保などに取り組んでいるところでござ

います。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕
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○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、農林水産業の経営強化についてお答えします。

　農林水産業を振興する上で、担い手の育成確保は重

要であります。このため、県では、補助事業による機

械や施設等の整備、低利な制度資金の融資、農用地の

利用集積などを行い、担い手の経営強化を図っており

ます。また、農業大学校における就農サポート講座

や、農業及び水産業改良普及センターでは技術や経営

指導などを行い、地域農業の中核となる認定農業者や

新規就農者の育成、漁業振興に指導的な役割を担う漁

業士の育成などに取り組んでおります。特に農業分野

においては、販売額が１億円を超えるマンゴーの生産

法人や、小菊の大規模農家などが育成されておりま

す。

　今後とも、経営感覚にすぐれた担い手を育成するた

め、平成23年度までに認定農業者を3000経営体育成す

るとともに、毎年、新規就農者を300人程度育成する

こととしております。

　次に、黒糖工場の支援及び取り組みについてお答え

いたします。

　黒糖を取り巻く環境は、近年の経済不況のもとで、

輸入糖や再製糖との競合により厳しい販売状況となっ

ております。このため、県といたしましては、町村や

ＪＡ、黒砂糖工業会等で構成する「沖縄県含みつ糖対

策協議会」で、毎年５月10日を「黒糖の日」として制

定し、販売促進対策の強化を図っているところであり

ます。

　具体的な取り組みとしては、「機能性豊かな黒糖の

可能性について」などの講演会やシンポジウムの開

催、黒糖ＰＲ促進員を活用した沖縄黒糖の販売促進の

実施、県外大手黒糖ユーザーとの情報交換・講演会の

実施、美ら島沖縄総体への黒糖贈呈によるＰＲ、

ファーマーズマーケット及び黒糖生産町村での販売促

進などに取り組んでいるところであります。また、Ｊ

Ａや企業とも連携して黒糖を使用した新製品開発を検

討しているところであります。さらに、分みつ糖と同

等な含みつ糖支援を図るとともに、黒糖と輸入含みつ

糖及び再製糖との表示区分を明確にするよう、町村、

ＪＡ、黒砂糖工業会等の関係機関と連携し、国に要請

しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政に関連し

て、読谷村内の最終処分場の調査結果を踏まえた今後

の対応についてお答えいたします。

　県では、今年６月17日に処分場跡地のボーリング孔

内にて、メタン、悪臭物質及び水質の調査を実施して

おります。その結果、６カ所のボーリング孔のうち２

カ所で高濃度のメタンを、１カ所で硫化水素を確認し

ておりますが、ボーリング孔外では――これはボーリ

ング孔から２メートル離れた地点で測定した結果です

けれども――一般大気中の濃度と同レベルまで拡散し

ていることを確認しております。水質については、２

カ所のボーリング孔のうち１カ所で砒素及び総水銀が

基準値を超過しておりましたが、処分場の下流側と考

えられる井戸水では環境基準内となっておりました。

　県としましては、専門家の意見を踏まえて継続的な

モニタリングを実施していく中で、メタン濃度や水質

の推移を把握し、地権者と調整しながら、必要な対策

を講じていきたいと考えております。

　同じく環境行政に関連して、久米島沖のサンゴ群集

の調査及び活用方策についてお答えいたします。

　世界自然保護基金ジャパンでは、平成22年５月に久

米島海域でサンゴ礁調査などを実施したところ、枝状

のミドリイシ属から成る大規模なサンゴ群集を発見し

ており、専門家からも学術的に価値が高いと評価され

ております。

　県においては、平成21年度から平成23年度にかけて

離島を含めた県全域のサンゴ礁調査を実施しており、

久米島海域においても、本年度中にサンゴの分布状況

やオニヒトデなどの攪乱要因を把握することにしてお

ります。

　サンゴ礁は、生物多様性の保全、観光・漁業資源と

して重要な価値を有していることから、久米島町など

とも連携しながらサンゴ礁の活用方策等を検討してい

きたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療・福祉行政に

ついての御質問の中の、認可外保育施設への支援策に

ついてお答えします。

　認可外保育施設入所児童の処遇向上については、

「新すこやか保育事業」を実施し、平成19年度から牛

乳代を月20日分に拡充し、平成20年度から新たに米代

の助成を行うなど、これまで段階的に支援の拡充を

行ってまいりました。また、待機児童対策特別事業基

金については、認可化支援事業や施設改善費及び保育

材料費の助成など拡充を図りながら実施しているとこ

ろであります。

　県としましては、今後とも市町村と連携し認可化の
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促進に努めてまいります。

　次に、地域密着型介護老人福祉施設整備の進瀧状況

についてお答えします。

　施設の整備については、「第４期沖縄県介護保険事

業支援計画」において、６施設170床を整備すること

としております。現在１施設29床が整備されており、

残り５施設141床について平成23年度末までに整備さ

れることとなっており、計画どおり進瀧しておりま

す。

　次に、介護従事者の育成支援についてお答えしま

す。

　介護福祉士や社会福祉士の育成については、県内介

護福祉士等養成校において実施されております。平成

22年度における入学者数は、定員280名に対して190名

となっており、平成21年度末現在、沖縄県内の介護福

祉士登録者数は8521名、社会福祉士登録者数は1211名

となっております。また、ホームヘルパーの養成研修

については、県が指定した民間機関や職業訓練校等に

おいて実施しており、平成21年度末までに累計で２万

7195人が受講修了しております。

　県においては、福祉・介護分野への就労を促進する

観点から、介護福祉士等養成校の在学生に対して修学

資金の貸付事業を実施するとともに、県内高校等の生

徒、教師、父母に対して福祉の仕事の理解を促すため

の相談・セミナーを実施しているところであります。

　県としましては、これら施策を通じて福祉・介護人

材の育成支援を行ってまいります。

　次に、ドクターヘリの出動状況と課題についてお答

えします。

　ドクターヘリは、平成20年12月に運航を開始し、平

成22年８月までの搬送件数は475件となっておりま

す。１日当たりの搬送件数は0.75件となっておりま

す。

　ヘリコプターによる急患搬送は、患者発生場所から

ランデブーポイントまでは救急車によるリレー搬送が

必要となります。ドクターヘリのランデブーポイント

は、現在、211カ所確保していますが、搬送時間を短

縮するためには、さらにランデブーポイントをふやす

必要があり、ドクターヘリ運航調整委員会でその確保

のための調整を行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　「ちゅらさん運動」の

推進状況についてお答えいたします。

　「ちゅさらん運動」につきましては、平成16年４月

に施行されました「ちゅらうちなー安全なまちづくり

条例」に基づき、犯罪を減少させ、安全・安心で住み

よい沖縄県を実現するため、県民を挙げて推進してい

る運動であります。

　その内容としましては、次代を担う子供たちの健全

育成を図る「ちゅらひとづくり」、犯罪の起こりにく

い環境の確保・整備を図る「ちゅらまちづくり」、地

域の連帯感を強化する「ちゅらゆいづくり」の３つの

取り組みを中心としたものであります。

　県警察の具体的な取り組みとしましては、３つの取

り組みのうちの主として３番目の地域の連帯感を強化

する「ちゅらゆいづくり」ですが、平成16年度から防

犯ボランティア団体に対する活動用装備品の支給や、

防犯情報の提供及び合同パトロールなどを行っており

ます。また、平成17年度からは、防犯リーダー育成の

ため「ちゅらうちなー安全・安心アカデミー」を開催

しております。このような取り組みによりまして、防

犯ボランティア団体は、平成22年８月末で645団体

（構成員２万6055人）が結成され、平成15年と比べ団

体数、構成人員ともに約6.5倍に増加し、青色回転灯

装着自動車も503台を数えるなど、地域において自主

的な防犯活動が活発化しております。その結果、平成

15年から７年連続して犯罪が減少し、最悪であった平

成14年と比べて大幅な減少を見ております。あと一歩

で最悪期の数字の半分を達成することも可能であるよ

うな状況に今至っております。

　県警察としましては、今後とも知事部局、教育庁を

初め関係機関・団体と連携を密にし、県民が「ちゅら

さん運動」に積極的に参加できる機運の醸成に努める

とともに、引き続き自主防犯ボランティア団体の拡充

と活動の活性化に向けた支援を強化していくこととし

ております。

　次に、犯罪状況についてお答えいたします。初め

に、刑法犯の認知状況について説明いたします。

　県内の刑法犯の認知件数は、平成14年に２万5641件

と過去最高を記録しておりましたが、平成15年から

年々減少し、昨年は１万3738件と平成14年のピークに

比べ46.4％減少しております。このように７年運続で

犯罪が減少した主な原因は、県民総ぐるみの「ちゅら

さん運動」の浸透が大きいものと思われますが、加え

て手前みそではありますけども、県警が総力を挙げて

推進した犯罪総量抑止対策が功を奏したものと認識し

ているところであります。さらに、本年８月末現在の

認知件数についても8410件と、前年同期に比べて926

件、9.9％減少しており、８年連続減少に向けて各種

取り組みを強化しているところであります。
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　次に、検挙状況について説明いたします。

　本年８月末現在の刑法犯の検挙件数は3175件で、前

年同期比で289件、8.3％減少しております。検挙人員

は2674人で、前年同期に比べ295人、これは逆に増加

しております。検挙人員のうち少年は740人で、前年

同期に比べまして１人増加しておりますのでほぼ同数

であります。同じく65歳以上の高齢者は266人で、前

年同期比では45名、20.3％の増加となっております。

全刑法犯の検挙率は37.8％で、前年同期に比べまして

0.7ポイント上昇しております。また刑法犯のうち県

民に大きな不安を与える殺人、強盗等の重要犯罪に

絞っていってみますと、検挙率は76.3％と比較的高

く、前年同期比で7.5ポイントの上昇となっておりま

す。

　県警察といたしましては、県民の不安を解消するた

めに、引き続き重要犯罪の検挙活動を強化してまいり

ます。

　次に、交通安全対策についてお答えいたします。

　県警察では、広く県民に交通安全意識の普及・浸透

を図るため、年４回実施される交通安全運動のほか、

地域交通安全活動推進委員等の交通ボランティアと連

携して、例えば横断歩道や学校付近での交通安全指

導、保育所、幼稚園、小・中・高校生に対する交通安

全教育、加齢に伴う身体機能の変化を理解していただ

くために、老人会、デイケア等を活用した参加・体

験・実践型の高齢者交通安全教育、交通事故を起こし

た高齢ドライバー等に対する――これは自動車教習所

と連携して行っておりますけれども――交通安全実技

指導、さらに、飲酒運転擬似体験ゴーグル等を活用し

た自治会、事業所に対する交通安全講話など、地域の

皆さんと一緒になって交通ルールの遵守と交通マナー

の実践を習慣づける取り組みを推進しているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　それでは、順を追いまして再質問を

させていただきたいと思います。

　まず知事の政治姿勢に関してでありますけれども、

代表質問から先ほどまで知事の態度といいましょう

か、反対を明確にするべきじゃないかというのがその

大方の皆さん、そして県民の思っていることだろうと

いうことで、質問がそちらの方に集中をされてきてい

ると思うんですが、これまで知事は県議会決議や県民

大会、そしてもろもろの市長選挙、そして地元の市議

選挙の結果を踏まえて極めて厳しい状況になったと、

それで県外へを主張をいたしますというような内容に

なっているわけですけれども、この状況でこうなった

と。では、知事自身のお考え、そして知事自身の言葉

がどうも述べられていないんじゃないかというのが大

方の皆さん思っていることだろうと思うんですね。そ

して、それは白黒やはりつけるべきだと、あるいは反

対か賛成かを述べるべきだということに対しては、行

政責任者であるので、まずはこれは白黒はっきりすべ

き事項と、そして白黒はっきりすべきではない事項と

それを分けながら行政責任者として使うと。今回のそ

の件に関しては、そう白黒つけるべきではないだろう

というのがこれまでの知事の答弁でございましたけれ

ども、私はむしろあえて行政責任者であるわけですか

ら、沖縄県の長としてやはりここは白黒はっきりすべ

き事項のほうに置いてしっかりと反対の発信をしてい

くべきではないかというふうに思うんですが、いかが

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問ですが、基本的

にこの普天間問題のまず原点というのは、やっぱり一

日も早い普天間飛行場の危険性の除去であるというこ

とですよね。そして、現在この辺野古への移設という

のがやっぱり非常に困難であるということも確かです

よ。したがって、この際、日米共同声明を見直してベ

ストと私が言ってきました、県外移設を求めていくと

いうこういう流れを私は申し上げているわけでして、

やっぱり基本的には無論百歩譲ってといいますか、反

対、賛成という言い方がなれておられる方たちもたく

さんいるとは思いますが、これはやっぱり実現可能性

の問題だと思うんですよね。現実に、今普天間飛行場

は普天間の中にあるわけでしょう。そしてこれがなく

なれと言ってなくなるわけでも何でもないわけでし

て、もともと私は去年の９月までは、先ほどどなたか

が北澤さんのコメントもやっておられましたが、基本

的にはことしの１月24日の名護市長選挙までは条件つ

きであれ、私は一日も早い危険性の除去のためには辺

野古への移設というのはやむを得ないということを

言ってきたわけです。しかしながら、それから状況が

変わってきて、そして現実に三党連立政権ができてそ

の人たちの公約というのは、悪くても県外とかいろん

なことを言われてきた人々が政権をとっていながら、

何のことはないもとの反対とか何とか言っておられた

方が最も嫌がったところへ行っているわけです。です

から、私の方ではこの流れを見ながら要するにこの普

天間の一日も早い危険性の除去のためには、もはや県

外へ持っていくしかなかろうと、実現可能性の問題の

性格のほうが非常に強いと私は考えております。です



－ 208 －

が、基本的には反対とおっしゃっている方々と認識が

ほとんど似てきています。なぜなら、現実的にはこの

実現可能性というのが非常に困難だということになっ

ている状況を踏まえてはおるわけです。そしてまた、

方針を180度転換した今の政府が納得いく説明と解決

策を示さない以上は、日米共同声明をやっぱり見直し

て、県内は非常に厳しいですから、県外というのは筋

通っているんじゃありませんか。だから、私は県外と

言っているわけです。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　反対とおっしゃる皆さんと認識は似

ているというようなお言葉なんですけれども、知事自

身の中でやはり非常に極めて厳しい、困難ということ

は、県民の求めるその反対ということにイコールある

いは等しいというようなことでよろしいんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時14分休憩

　　　午後５時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　共同声明を見直して県外に

と言っている意味は、今るる申し上げてきたことです

から、状況認識という点ではかなり似ていると思いま

すが。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　それでは質問を変えます。

　環境行政に関してお聞きをしたいと思います。

　先日の検査結果、私も現場のほうへ少しですけれど

も立ち会わせていただきました。今、部長のほうは、

ボーリング孔６孔と言いましたけれども、取水したの

がたしか２カ所でしか取水ができなかったということ

がまずありましたですね。私たちがやはり最も懸念す

るのが地下水の汚染なんですね。どういうふうな状況

で汚染状況が進んでいるのか、あるいはどうなってい

るのかというのを非常に危惧していますね。やはり近

くに海があると、そしてまた住宅地に近いというよう

なこともございまして、しかもこのボーリング孔は、

村が道路を予定していたその予定の分、道路幅の検査

孔、ボーリング孔でしかないんですね。残りの大きな

敷地があるわけですけれども、もちろんくまなく道路

幅以外に敷地を改めて検査を私たちはすべきだという

ふうに思うんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　メタンとか、地下

水、浸透水については、現在のボーリング孔を利用し

て調査地点を追加できないかということを今検討して

おりますけれども、お話の地下水についても処分場の

下流部のほうで調査範囲を広げられないかということ

で地権者の方と調整をしておりますので、それが整え

ば範囲を広げて調査をしていきたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　そしてもう一つ、あと一点は、場外

での取水を民家の井戸をお借りしてそこから取水しな

がら検査をしているんですが、こちらのほうもまだ見

てみますと１カ所でしたか、やはり広範囲に井戸は

いっぱいあるわけですから、こちらのほうも広範囲に

広げて複数の井戸を検査すべきだと思うんですが、そ

の辺はいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　処分場の周辺でやっ

ぱり一番影響を受けるだろうというふうに思われてい

る地点が現在あの井戸水を採取して調査しているとこ

ろなんですね。ただ、その処分場の中で実態としてど

ういう形で地下水が集水していって下流のほうに流れ

ていっているかというのはまだわからない状況ですの

で、そういった調査も踏まえながらその敷地外の井戸

水の調査については今後検討していきたいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　部長、わからないとおっしゃるんで

すけれども、地下水の等高線というのがこれは村から

でしょうか皆さんがつくられたんでしょうか、そうい

うのもあるわけですから、これに従っていろいろ広範

囲に広がった取水の仕方、検査の仕方を求めるべきだ

ろうなと思うんですが、どうなんです。これ入手され

ていないでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　その既存の資料も見

ながら専門家の意見も聞いていますので、専門家のア

ドバイスとしてももう少し地下水の流れ方というのは

補足して調べる必要があるんじゃないかというふうな

アドバイスもありましたので、当然その既存の資料も

見ながら、今後、検討するということになると思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　専門家のお話がありましたけれど

も、今その対策検討委員会というものを立ち上げてい

るんでしょうか。どうなんでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。
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○文化環境部長（下地　寛君）　今のところ、特に検

討委員会というのを立ち上げるということではないん

ですけれども、専門家の意見がたくさんありますの

で、それを実際に先ほど答弁したようにモニタリング

を継続していく中で新たな事実がわかってくると思い

ますので、それを踏まえて新たな対応をするというふ

うなことであります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　こちら産廃場跡は産廃場のころ、野

焼きをしたり、あるいは悪臭が発生したりということ

で地域住民の方が何度か保健所のほうにお願いをした

らしいんですが、住民の方々から言わせますと対策を

していただけなかったと。見て見ぬふりをしていると

ころが多かったんだということで、非常に保健所に連

絡をしたんだけど、取り合ってくれなかったというの

が住民の皆さんの訴えなんですね。ですから、ここは

監視・監督を怠った結果でありますので、ここはひと

つ調査委員会を立ち上げて専門家も交えてどういった

ものが中に埋まっているのか、どういったことで危険

をさらすのかということをやるべきだと思うんです

が、その辺いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　先ほどお答えしたん

ですけれども、今継続しているモニタリングの結果を

踏まえて、新たに沖縄県の中で専門家を集めて検討委

員会を開くということについては、今後の検討課題と

したいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　これまで安定型の不的確・不適正処

理について、県の皆さんは監視の目が行き届かなかっ

たと、そして追いつかなかったんだということで非常

に反省を口にしていますよね。この際ですが、産廃場

のある当該市町村の職員にある一定程度のその権限を

持たせるようなそういう処理場の立ち入りですとか、

行政指導ができるような仕組みづくりというのができ

ないものかなと思ったりもするんですが、その辺いか

がでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　これは議員のおっ

しゃるとおり、現在も市町村職員、地域で直接、しか

も迅速に監視ができるという視点では非常にいいこと

ですので、市町村職員を県の職員、監視ができる身分

のある職員として併任発令して対応してきていますの

で、なるべくそういった職員をふやしていく方向でこ

れは今後検討したいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　よろしくお願いします。一番やはり

迷惑をこうむるのが地域住民、付近に住んでいる方々

であるわけですが、実効性あるような仕組みづくりと

いうんでしょうか、そういうのもぜひお願いをしたい

なと思います。

　それでは、農林水産部にお願いをいたします。

　黒糖の件なんですけれども、毎月10日の黒糖の日を

定めながら、いろんな施策を通じて販路拡大につなげ

るような方策をとっているというようなことなんです

けれども、実態としてその10日の日にどんどん売れて

いるんでしょうか。あるいはこの方策の中にファー

マーズですとか、置いているところでどんどん消費が

されているんでしょうか、どうなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　当初、黒糖は６月ご

ろでしたか、6000トンほど在庫を抱えていましたけれ

ども、現在のところ4000トン台で推移していまして、

ちょうど８月以降、９月以降ですか、需要がふえると

いうこともありまして、県としては積極的に販売促進

をやっていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　ＪＡの皆さんにもお話を伺うんです

けれども、まさに大手の本土の製菓メーカーですか、

そういったところが大口で引き取ってくれて使ってく

れたら非常にいいがなと思っているんですが、なかな

か在庫が減らないという部分はやはり安い原料ですと

か、輸入品に押されつつあるのかなと思ったりもして

います。

　部長、一つ提案、提案というのはおかしいんです

が、この窮地にある黒糖産業販路確保はもちろん施策

を展開しているのは重々承知はしているんですが、私

たち沖縄は、古い昔からユイマール精神に非常にいい

言葉があってコウイダシキというのがありますよね。

ここはひとつ、パインもそうだったと思うんですが、

その昔、以前パイン工場が非常に窮地にあったころに

県民一缶運動をやりましょうよというあの運動があっ

たと思うんですが、あれを思い出してやはり離島のそ

の黒糖ですよ。ぜひ140万と言わないにしても半分の

70万の県民の皆さんが１カ月１袋買ってもらったらど

んなに助かるかなという思いがするんですが、10日の

黒糖の日以外にですよ、県民運動で一人一袋運動を立

ち上げてみたらどうでしょうかね、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　貴重な御提案ありが

とうございます。

　そういう意味で、県内問わず、県外問わず、今、国
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とも相談しながら外国でも販売、販路を広げる必要が

あるんじゃないかなということで今考えていまして、

今その事業も含めて検討していますので、今御提案の

件についても関係者と連携して検討して対応したいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　もうスローガンも決まっています

よ、コウイダシキ黒糖というやつですね、ぜひ売り出

していただきたいなと、呼びかけていただきたいなと

いうふうな思いがいたします。頑張ってください。

　次に、認可外保育園の支援についてです。

　認可外保育園の経営実態というのは、今、経営者の

方からもよく耳にするんですが、父母やそれから隣近

所の皆さんがジャガイモができるシーズンになると

ジャガイモを持ってこられると、そしてニンジンも

持ってこられるということで給食に使ってくださいと

いうことで、野菜がどんどん来るらしいですよ、頑

張ってちょうだいということで。スーパーで卵の安売

りがありますと、父母やあるいは保育士を並べて１人

何パックと制限のあるところは並ばせて、そういった

経営努力もしているようなんですね。非常に痛々しい

といいましょうか、非常に涙ぐましい努力をしてきて

いるなというふうに思っているんですが、そういう状

況もわかっていただき、ぜひその認可外の保育園の皆

さんにも手厚く目を向けていただきたいなという思い

でこれは要望にとどめさせていただきたいと思いま

す。

　最後に、「ちゅらさん運動」ですね。

　県警本部長からお話がありましたとおり、平成16年

４月１日に「三づくり」ですか、こちらの方言で「ちゅ

らさん」に引っかけて、「ゆい」、「ひと」、それか

らその「ちゅらさん」でやったと。やはり民警一致の

もとに、これは地域のボランティアというのが非常に

大きなウエートを占めていると思うんですね。この

方々がパトロールを組む、それから「ちゅらまちづく

り」に関しては、一戸一灯運動の推進をどんどんして

いくということで、どんどん犯罪が減っているという

意味では、もちろん警察官の捜査も功を奏していると

思う、地道な捜査活動もあるとは思うんですが、要は

このボランティアの皆さんが相当な活動でウエートを

占めているということだろうと思うんですが、いかが

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　ただいまのお話にあり

ましたように、この７年、ことし入れれば８年ですけ

れども、これほど刑法犯の認知件数が減るというの

は、これは警察だけじゃなくてむしろ地域の力といい

ますか、ボランティアの力が大変大きなものがあった

と思いますし、これからも我々としましてもやはりボ

ランティアの皆様、地域の皆様と一緒に汗をかいてい

く所存であります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時29分休憩

　　　午後５時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨は取り下げます。

　芋、知事公約について。

　ア、完全失業率全国平均にはほど遠い状況である。

現状について知事の所見を伺いたい。

　イ、農業の後継者問題や遊休農地問題の解決、促進

について４年間の成果を伺いたい。

　ウ、松くい虫駆除は具体的にどのような対策を実施

したか。成果はあったか。

　エ、県産品愛用による県内市場占有率の向上（地産

地消の促進）について４年間の成果を伺いたい。

　オ、2016年までに年間観光客数1000万人達成の見通

しを伺いたい。また、1000万人達成に向けて2010年の

観光客数目標と実現の見通しを伺いたい。

　カ、観光客１人当たりの消費額は低迷しているが、

原因と改善策を伺いたい。

　キ、ノービザ特区の導入は現在どうなっているのか

伺いたい。

　ク、国際的コンベンションアイランド形成につい

て、2010年１月から９月までの開催件数と参加人数を

伺いたい。また、2008年、2009年と比較してふえてい

るのか伺いたい。

　ケ、国際線ターミナルの整備拡充について、具体的

計画や見通しを伺いたい。

　コ、普天間飛行場の危険性を一日でも早く除去する

ために、キャンプ・シュワブ内に暫定ヘリポート機能

を緊急に整備するとの公約について、どのように対応

したか（行動したか）。また、危険性除去について４

年間の取り組みを伺いたい。

　サ、シングルマザーの働く場の確保、就労支援につ

いて、４年間の実践事例を伺いたい。

　シ、チャレンジド（障害を持つ人）の就業機会の拡

大に積極的に取り組むとのことだが、４年間に就業者
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はどれぐらいふえたか伺いたい。

　ス、毎年100人の学術及び語学留学生派遣につい

て、2006年と2010年の派遣者数を伺いたい。

　セ、小学校において１クラス30人学級の導入とは、

１年生から６年生までの６学年と理解するが、知事の

見解を伺いたい。

　２、基地問題について。

　茨、２月24日の県議会全会一致の意見書について知

事の所見を伺いたい。とりわけ県内移設反対について

知事の姿勢を伺いたい。

　芋、９月19日の沖縄タイムスによると、守屋武昌元

防衛事務次官は、「尖閣で海兵隊の投入は一番考えに

くい。最初に海軍と空軍が攻撃し、最後に地上に残っ

ている敵を排除するために海兵隊が上陸する可能性は

あるが、そのために沖縄に駐留しているのではな

い。」と述べているが、守屋発言について知事の所見

を伺いたい。

　鰯、守屋氏は、「仲井眞弘多知事、島袋吉和前市長

は名護市辺野古で「沖合へ動かせ」というが、美しい

海をつぶしてもいいという合理的な理由を示さず、い

たずらに解決を遅らせた。」と述べている。知事の所

見を伺いたい。

　允、ロバート・ゲーツ米国防長官が講演で、「高性

能ミサイルで陸から100キロ沖まで狙えるハイテク戦

の中で、艦船で砂浜に上がり、攻めていく海兵隊の役

割そのものが問い直される」と語り、民主党重鎮で下

院金融委員長のバーニー・フランク氏は「中国を野放

しにはしたくないが、空軍も海軍もいる」、「過去の

遺産で21世紀には無意味だ」と海兵隊不要論を展開し

ていると沖縄タイムス・琉球新報で報じられている。

アメリカで起きている海兵隊見直しや不要論について

知事の所見を伺いたい。

　印、在沖海兵隊の抑止力について知事の所見を伺い

たい。

　咽、泡瀬ゴルフ場跡地で米国製と見られる不発弾

（未使用弾）5590発が地中から発見され、糸満で2113

発が発見された。県の所見を伺いたい。

　３、カジノについて。

　茨、ハワイがカジノを導入しない理由について伺い

たい。

　芋、韓国・済州島のカジノは成功していると思いま

すか。経営状況はどうなっていますか。

　鰯、大陸等から交通手段として航空機を利用する島

嶼地域において、カジノで成功している例があります

か。具体的に地名を挙げて説明してください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新里米吉議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、完全失業率の

全国並みについてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　知事就任当時の平成18年と平成21年の完全失業率を

比較してみますと、全国との差は3.6ポイント差から

2.4ポイント差に縮まっております。また、ことしの

完全失業率につきましても、数値に変動はありますも

のの全国との差は、６月は1.4ポイント差、７月は1.3

ポイント差になって徐々に近づいております。また、

就業者数は、この間全国が100万人減少する中で沖縄

県は着実に増加をし、去る７月は63万4000人となり、

平成18年平均の59万7000人に比べ３万7000人の増と

なっております。このことは、県民が一体となって取

り組んできた「みんなでグッジョブ運動」の相当な成

果であります。公約の４万人の雇用拡大と完全失業率

全国並みの達成はもう少しのところに来ていると考え

ております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、農業後継者や遊休農

地問題の解決促進の４年間の成果についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、経営感覚にすぐれた農業後継者の育成

確保を図るため、「農でグッジョブ推進事業」などを

活用して、担い手の総合的な対策を講じているところ

であります。

　具体的には、第１に、農業大学校における実践的な

研修教育、第２に、新規就農相談センター等での就農

相談、第３に、新規就農へ誘導するためのサポート講

座や夜間講座などを実施いたしております。その成果

としましては、新規就農者数が平成17年の101名から

平成21年には274名と増加をいたしております。また、

耕作放棄地面積は、平成20年度が2950ヘクタールで、

平成21年度は2693ヘクタールとなっており減少いたし

ております。

　沖縄県としましては、耕作放棄地の再生利用を図る

ため、「沖縄県耕作放棄地対策協議会」や27市町村に

地域協議会を設置いたしております。さらに、平成20

年度から耕作放棄地対策事業によりまして再生作業、

そして土壌改良、営農定着等を支援しております。平

成21年度までに約73ヘクタールが再生利用されており

ます。平成22年度は約150ヘクタールを予定いたして

おり、今後とも関係機関と連携をして農業後継者や遊

休農地問題の解消、そして利用促進に取り組んでまい

る所存でございます。
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　知事の政治姿勢の中で、年間の観光客数1000万人達

成の見通し及び2010年の観光客数目標と実現の見通し

の御質問にお答えいたします。

　私は、2016年、つまり10年間で観光客数1000万人の

達成を目標として掲げてまいりましたが、昨年度の実

績値は569万人で、目標に対し約60％の達成状況と

なっております。国際的な観光・リゾート地として沖

縄の持つポテンシャルは非常に高いものがあると考え

ております。さらに誘客活動を強化し、引き続き全力

を投ずれば達成は可能であると考えております。

　また、今年度は目標600万人に対し８月までの実績

は昨年度同期比で約５％増加いたしており、特に外国

人観光客が約25％の大幅な増加を記録していることか

ら、目標の達成は十分に可能であると考えているとこ

ろでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、平成18年度と平成22

年度の海外留学生派遣者数についての御質問にお答え

いたします。

　平成18年度の海外留学生派遣者数は78人、平成22年

度の予算におきましては海外留学生派遣事業を拡充を

し、９月現在での派遣人数は98人になっております。

　なお、公約であります100人は年度内に達成できる

ものと考えております。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、２月24日の県

議会意見書と知事の姿勢についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします、

　県としましては、去る５月の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入れる

ことは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたところ

でございます。そして名護市長選挙や県議会の意見書

議決、県民大会など、昨年９月以降の県内の諸状況を

踏まえますと、地元の理解が得られない移設案を実現

することは極めて困難であると考えております。政府

に対し県民の納得のいく説明と解決策を示すよう求め

てきました。しかしながら、政府から、この間の県民

の怒りと失望にこたえ得る説明と方策は依然として示

されておりません。

　県としましては、このような状況にかんがみ、政府

に対し、日米共同発表を見直しをして、普天間飛行場

を県外に移設することを求めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、同じく基地問題の中で、守屋元防衛事務次官

の発言についての御質問なんですが、これは沖縄タイ

ムスによると、守屋元防衛事務次官は、尖閣云々とい

うこの部分の御質問ですが、私はこの守屋氏の発言と

いうものの報道は一切読んでもいませんし、やるべき

でもないとも思っていますし、この人の意見というの

には一切意味があるとは思っておりません。これを答

弁にさせてください。

　以上でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　知事の政治姿勢の中

で、松くい虫防除対策と成果についてお答えします。

　松くい虫の防除対策については、森林病害虫等防除

法に基づき保安林等の公益的機能の高い松林を「保全

松林」に指定し、薬剤散布や伐倒駆除及び薬剤樹幹注

入を実施しております。また、保全松林以外の「その

他松林」については景観保全対策として、幹線道周辺

などにおいて伐倒駆除及び薬剤樹幹注入を実施してお

ります。

　これらの取り組みの結果、平成21年度の被害量は１

万5887立方メートルとなっており、平成18年度の被害

量２万9718立方メートルと比較すると53.5％に減少し

ております。

　今後とも、松くい虫の防除対策については、国・市

町村及び関係機関と連携して防除に取り組むととも

に、天敵昆虫による防除技術や抵抗性松の研究などに

より、総合的な対策を実施したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中で、県産品愛用による過去４年間の県内市場

占有率の向上と成果についての御質問にお答えしま

す。

　県産品の県内市場占有率を示す製造業の県内自給率

は、平成17年産業連関表によると32.7％が最新値と

なっており、過去４年間の比較ではありませんが、前

回値となる平成12年は32.5％となっております。

　県では、県産品の愛用による地場産業の振興を図っ

ていくため、関係団体と連携して県産品奨励運動を展

開しているところであります。

　具体的には、県産品展示会の開催や県産品奨励月間

街頭パレード、大型小売店への県産品販売促進の要請

活動などを実施しております。また、県産品の魅力を

広く知ってもらうため、沖縄本島・宮古・八重山で開

催される産業まつりを支援しております。

　このような関係団体との連携した活動により、消費

者ニーズに対応した製品づくりが促進され、県産品の
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品質、製造技術、デザイン等は近年大きく向上するな

ど、県産品奨励運動の効果は着実に発揮されてきてい

ると考えております。

　同じく知事の政治姿勢についての、観光客１人当た

りの消費額が低迷している原因と改善策についての御

質問にお答えします。

　観光客１人当たり消費額の伸び悩みは、景気低迷に

よる全国的な個人消費の停滞や旅行商品の低価格化が

原因と考えられます。観光消費額を引き上げるために

は、消費額の高い観光客の誘致強化や旅行商品の付加

価値の向上、滞在日数の長期化及びサービスの質の向

上等が必要であります。

　沖縄県としましては、富裕層などの外国人観光客の

誘致を強化するとともに、関連産業への波及効果が大

きいＭＩＣＥの誘致や、音楽・映画などをテーマとし

た国際的なイベントを開催しております。

　今後は、医療・スポーツ・文化などを活用した新た

な付加価値の高い観光メニューの開発に取り組むとと

もに、これらを支える高度な観光人材の育成を図り、

観光収入の増加に努めてまいります。

　同じく知事の政治姿勢について、ノービザ特区の導

入についての御質問にお答えします。

　県は、過去に台湾、香港、韓国からの観光客に対す

るビザの免除を求めてきましたが、いずれも現在は全

国的措置としてビザの免除が認められています。ま

た、中国からの観光客についてもビザの発給要件が緩

和されているところであります。

　中国人観光客に対するノービザについては、観光客

の大幅な増加が見込める一方で、現時点では受け入れ

体制が十分でないことから、効果と課題について関係

省庁や県内事業者等の意見を踏まえて対応してまいり

ます。

　同じく知事の政治姿勢について、コンベンション開

催件数と参加人数についての御質問にお答えします。

　2010年１月から８月までのコンベンション開催件数

365件のうち、国際会議は18件です。また、コンベン

ション県外・海外参加者数約４万人のうち、国際会議

への参加者は約9400人となっております。これは、

2008年の同時期に比べると、国際会議件数では３件

減っているものの、参加人数では約6500人増加してお

ります。また、同様に、2009年の同時期に比べると、

国際会議件数では４件減っているものの、参加人数で

は約6100人増加しております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、障害者の就労者数の

状況についての御質問にお答えします。

　沖縄労働局によりますと、ハローワークに登録して

いる就業中の障害者数は、知事就任時の平成18年度末

に3251人であったのが、平成21年度末には3814人と

563人、17.3％増加しております。また、この間、従

業員56名以上の民間企業における障害者雇用率は、平

成18年６月現在の1.61％から、平成21年６月の1.82％

と0.21ポイント上昇し、障害者雇用促進法で定める

1.8％を初めて上回っております。

　次に、カジノについての、ハワイがカジノを導入し

ない理由についての御質問にお答えします。

　ハワイでは、1990年代以降、カジノ構想が議会で持

ち上がり、カジノ合法化の議論が行われてきておりま

すが、現時点ではカジノは導入されておりません。

　カジノ合法化について賛成派の意見としては、近年

の観光産業不振に対する対策、州財政の確保などが挙

げられております。一方、反対派の意見としては、健

全なファミリーリゾートとしてのハワイのイメージダ

ウンや犯罪流入などの観光地としての悪影響、居住環

境の悪化やギャンブル依存症による家庭崩壊などの生

活環境への悪影響などが挙げられております。

　同じくカジノについて、済州島のカジノの経営状況

についての御質問にお答えします。

　済州島では、外国人専用カジノが８施設設置されて

おります。ここ数年の済州島のカジノにおける入場客

数、売上額を見ると、2004年には13万4000人、1150億

ウォンでしたが、2007年には10万8000人、630億ウォ

ンと落ち込んでおります。しかし、2008年に中国から

の観光客がノービザとなったことから、2009年には入

場客数が12万2000人、売上額が890億ウォンと上昇し

ております。

　同じくカジノについて、島嶼地域におけるカジノ成

功事例についての御質問にお答えします。

　現在、カジノは世界120カ国以上で合法化されてお

り、特にアジア諸国においては、シンガポールが観光

振興のために政策を転換し、カジノを合法化し導入を

図るなど、国際観光振興策として注目されているとこ

ろであります。

　関係者によれば、島嶼地域におけるカジノの中では

６つのカジノを有するカリブ海のバハマ諸島が最も成

功事例だと聞いております。人口34万人のバハマに

は、アメリカやカナダの主要都市から多くの航空路線

やクルーズ船が就航しており、2009年にバハマを訪れ

た観光客数は152万8000人となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について
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の御質問の中で、国際線ターミナルの整備拡充につい

てお答えいたします。

　国際線旅客ターミナルについては、那覇空港ビル

ディング株式会社が国の「那覇空港ターミナル地域整

備基本計画」に基づき、旧貨物ターミナル敷地に新施

設を整備する予定であります。同社の計画によります

と、今年度中に基本設計を実施し、次年度以降の３年

間で実施設計及び建設工事を行った後、供用を開始す

る予定となっております。施設規模等の具体的な計画

内容については、同基本設計において検討されると聞

いております。

　県としましては、同社及び国等の関係機関と緊密に

連携して施設整備の早期化を図るとともに、国際線

ターミナルビルの利便性及び国際交流拠点としての機

能の向上、アジアゲートウェイとしてふさわしい国際

競争力のある施設の整備に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢の中

で、暫定ヘリポート機能の整備及び危険性除去の取り

組みについてお答えいたします。

　暫定ヘリポートにつきましては、普天間飛行場の危

険性を一日でも早く除去するために、あらゆる方策を

検討し問題解決に取り組むという知事公約を実現する

ための一つの事例として示したものであります。普天

間飛行場の危険性の除去につきましては、あらゆる方

策を検討し、具体的な方法を示すよう政府に求めてき

ました。

　このような県の主張に対し、政府は、平成19年８月

に「普天間飛行場に係る場周経路の再検討及び更なる

可能な安全対策についての検討に関する報告書」を発

表し、昨年５月21日までに報告書に記載された諸施策

をすべて実施したとのことであります。また、平成20

年７月末にはさらなる危険性除去策を検討する実務者

レベルのワーキングチームが設置され、政府と率直な

意見交換を重ねてまいりました。さらに、今年度は、

普天間飛行場の場周経路等の客観的データを把握・評

価するため、普天間飛行場の継続的な飛行航跡調査が

開始されております。また、県は、総理を初め各大臣

との面談など機会あるごとに普天間飛行場の一日も早

い危険性の除去を求めており、政府におきましても、

積極的にこの問題の解決に取り組むことを期待してお

ります。

　次に、沖合移動に対する守屋氏の発言についてお答

えいたします。

　県は、地元の意向や環境に十分配慮する観点から、

可能な限り沖合などに寄せてほしいということを政府

に対し求めていたものであり、いたずらに解決をおく

らせたとの指摘は当たらないと考えております。

　次に、海兵隊見直しや不要論についてお答えいたし

ます。

　世界の安全保障環境は、国際テロ、地域紛争などの

新たな脅威が拡大する一方、米国と中国を初めとした

かつての東西諸国が経済的・社会的連携を深めるな

ど、構造的に変化しております。このような安全保障

環境の変化に加え、軍事技術の革新等もあり、アメリ

カにおいて海兵隊の役割や必要性が議論されることは

あり得るものと認識しております。

　次に、在沖海兵隊の抑止力についてお答えいたしま

す。

　防衛白書によりますと、「わが国に対する武力攻撃

に際しては、相手国が自衛隊に加えて米軍と直接対決

する事態を覚悟する必要が生じることとなり、在日米

軍がわが国への侵略に対する抑止力になる。」、また

「米軍が機能する際には、日本に駐留する米海軍、米

空軍、米海兵隊などが一体となって十分な機能を発揮

するものと考えられる。」とされております。

　沖縄県としては、在日米軍基地の大部分を占める沖

縄の米軍基地について、これまで国民全体でその果た

している役割や必要性について十分な議論がなされて

きたとは言えないと考えております。いずれにしまし

ても、在沖海兵隊の削減は重要であり、それに向けた

具体的な議論が必要であると思います。

　次に、泡瀬ゴルフ場跡地及び糸満での大量の不発弾

発見に対する県の所見についてお答えいたします。

　今般の泡瀬ゴルフ場跡地や糸満市で大量の不発弾が

発見されたことにつきましては、県内において今なお

多くの不発弾が埋没し、不発弾の早期の処理が県の喫

緊の課題であると認識しております。

　県内の不発弾の処理をできるだけ早期に行っていく

ために、不発弾探査の加速化・効率化を図るなど、不

発弾対策の抜本的拡充が必要であるため、不発弾探査

要望地域の調査を行うとともに、今年度中に不発弾探

査の重点地区や加速化の方策等を内容とする沖縄不発

弾等対策中期プログラムを策定する等、広域探査発掘

加速化事業の拡充を図っております。

　また、泡瀬ゴルフ場における不発弾の探査及び処理

につきましては、現在、軍転特措法に基づいて沖縄防

衛局が実施しておりますが、県としましては、将来に

おいて広大な基地の返還が想定される中、引き続き政

府の責任において不発弾を含む環境浄化が行われるよ
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う、新法の制定を求めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　知事の政治姿勢に

ついての御質問の中の、母子家庭の母親の就労支援に

ついてお答えします。

　沖縄県では、母子家庭の福祉の増進及び自立の支援

を図るため、各種の就労支援事業を実施しておりま

す。母子家庭等就業・自立支援センター事業では、過

去４年間で843件の就業相談を受け、390名が就職に結

びついています。また、調理資格取得準備講習会や２

級ホームヘルパー養成講習会等４講座に688名が受講

しております。母子自立支援プログラム策定事業は、

ハローワークとの連携のもと、母子家庭の母の求職活

動を支援するもので、毎年30名程度が利用しておりま

す。母子家庭高等技能訓練促進事業は、母子家庭の母

の看護師や介護福祉士等の資格取得を支援する事業と

なっており、今年度は市部も含めますと約70名に支給

する予定となっております。

　今後も、引き続き沖縄県母子寡婦福祉連合会や関係

機関と連携し、母子家庭の自立支援を進めていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは知事の政治姿勢

についての御質問で、30人学級についてお答えいたし

ます。

　30人学級につきましては、小学校１、２年生で施設

条件面等の対応が可能な学校において実施しており、

当面、小学校低学年で実施することとしております。

　今後の計画については、現在、文部科学省において

策定されている「新・公立義務教育諸学校教職員定数

改善計画（案）」の動向や全国の実施状況等を踏まえ

研究してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○新里　米吉君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時７分休憩

　　　午後６時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　失礼しました。

　30人学級につきましては、小学校１、２年生で施設

条件面の対応が可能な学校において実施しておりまし

て、当面小学校で実施することとしております。３年

以降については、今後、国の動向や全国の実施状況、

それから本県の取り組み等を踏まえ研究してまいりた

いと思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時10分休憩

　　　午後６時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　答弁いたします。

　知事の公約は、「教育力おきなわ」において「小学

校において１クラス30人学級の導入をめざします。」

ということになっております。それを受けて、30人学

級につきましては小学校１、２年生で施設条件面等の

対応が可能な学校において実施しており、当面は小学

校低学年で実施することとしております。ですから、

３学年以上については国の動向や全国の実施状況等を

踏まえ研究してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時16分休憩

　　　午後６時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　新里米吉君。

○新里　米吉君　まず、知事の政治姿勢の完全失業率

についてですが、就業者数がふえている、そのとおり

なんですね。ただ、この就業者数は私も県の統計を調

べてみたんですが、ずっと以前から年によって、それ

から月によっても凹凸はあるわけです。ですから平均

的に見ていかんといかぬわけで、今回、知事の答弁な

どは一番都合のいい、一番よかった月だけを取り上げ

たりしているものですから、これは科学的な説明とは

言えないんじゃないかと。比較するのはまた別の年の

平均と合わすわけですよ。ことしの一番いいのとほか

の年の平均と合わすというのは、これは科学的な根拠

にはならんなと、今そう思ったところです。

　実は、大田県政、稲嶺県政、仲井眞県政、いずれも

それは凹凸はありながらも総体としては就業者数はふ

えた。ただし、沖縄は労働力人口もふえているもので

すから、なかなか改善できないというのが実態じゃな

いかと思うんですがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　大筋はそのとおりです。
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○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　完全失業率も、これもまた同じで月

によって差があるし、年によっても違いがあります。

県内ではよくよく見てみると、どういうわけか去年も

ことしも７月は完全失業率が低くなっているんです

よ、6.6、6.5と。ですから知事がこの７月のものばか

りしょっちゅう言うんですね。もっと全体的に見ると

違ってきていまして、８月、きょう発表があったんで

すが、6.5から7.8になっちゃっているんですよ。残念

でしたね、知事。だから、この比較する場合もよくよ

く考えないといけない。

　私もよくよく調べてみて、去年の１年間の平均7.54

です、細かくやると。ことし１月から８月までのを比

較すると7.51、0.03しかよくなってないんですよ、知

事。ここら辺をしっかり押さえないと、何かことしの

６月のものばかり言って非常によくなったよくなった

と。もうやがて全国平均並みだなんていうのは、ちょっ

と甘過ぎるんじゃないかと思うんですがいかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　甘いか辛いかという評点は

別にしまして、数字上の問題です。ですからこれは別

に私もうそをつこうとはゆめ思っておりません。た

だ、やはり絶対数が現実にふえているという、就業者

数が日本全体では機械工業では本当にばーんと20％ぐ

らい落ちたというのに比べて、我々はやはりジョブの

開拓をずっとやり続けていて、いずれこれは早い時期

に私の目指した完全失業率、日本の平均よりもむしろ

上にいく可能性すらあるという傾向は読み取れるで

しょう。ですからこれは一番近い、これはやはりフ

ローのところも見ないとだめですよ。ウンジュナーみ

たいに平均だけ出していいですかというわけにはいか

ない。これは現実に手前の最も近いフローの状態もど

うかというのを見ないと、私はまた片手落ちだと思い

ますね。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　知事のほうが平均の出し方や比較の

仕方が余りにも御都合主義なんですよ。私は比較する

場合は年平均対年平均、月対月を比較するんであっ

て、知事は月と年平均を比較したりするものだから、

沖縄の一番都合のいいときと全国の悪いところを比較

したりするから、それはおかしいんじゃないですかと

言ったわけです。これはもういいです。次のほうに進

みます、時間がありません。

　海外留学生ですが、平成19年、20年、21年の留学生

派遣数を伺いたいと思います。

○教育長（金武正八郎君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時22分休憩

　　　午後６時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　平成19年度が66名、平成20年度が59名、そして平成

21年度が65名となっております。それから22年度、今

現在98名となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　海外留学生事業は大田県政時代に

100人を超えていたんですよ。いろいろ国からの事業

もありました。その後、稲嶺県政時代になって大体80

人程度になりました。仲井眞県政になって60人台に

なったんですね。ことしは98人になったということ

で、先ほどから言っているのは66、59、65ですから、

ことしが98ということでかなり落ち込んできたという

ことが言えます。

　ところで、平成21年度と22年度の事業名、それぞれ

の派遣者数を伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　それでは平成21年度と22

年度の事業名と、その平成21年、22年度の派遣者数を

申し上げます。

　事業は７つありまして、まず１つ目は、国外留学生

派遣事業というのがございまして、平成21年度は11

名、平成22年度は18名、６名増です。２番目に、高校

生の国外留学生派遣事業、これは県費ですけれども、

平成21年度が35名、平成22年度が68名と倍増しており

ます。３番目が、沖縄県同時通訳者養成事業が平成21

年度４名でしたけれども、これが終わりましてことし

はゼロとなっております。４番目が、沖縄県高校生米

国派遣事業、これは国費ですけれども、平成21年度が

11名で、平成22年度が８名。それから５番目に、小渕

沖縄教育研究プログラムで、平成21年度が４名に対し

て平成22年度が３名となっております。６番目に、県

立芸大姉妹校留学生事業がことしから入りまして、平

成21年度はゼロですけれども、平成22年度は１名。７

番目の事業として、沖縄観光コンベンションビュー

ロー派遣留学というのがありまして、これはこれから

選考で始まる予定であります。

　以上でございます。

○新里　米吉君　コンベンションは幾らになっていま

すか、予定は。
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○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　コンベンションはこれから11月以降になる予定に

なっています。

○新里　米吉君　予定は幾らですかと聞いているんで

す。

○教育長（金武正八郎君）　２人の予定です。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　著しくふえているのが高校生留学事

業ですが、35から68、この事業内容、それから派遣し

た場合の１年間なのか半年なのか、これも教えてくだ

さい。あるいは３カ月なのか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時27分休憩

　　　午後６時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　高校生の国外留学生派遣

事業、これの目的は、異文化体験を通して視野を広め

ることにより、21世紀の振興開発、学術・文化及び国

際交流の推進を担う国際性豊かな人材を育成すること

を目的としております。これは平成２年から平成20年

までは毎年10人を欧州・アジア等へ派遣をしておりま

した。それが平成21年度は新たに予算を増額し、派遣

先にアメリカ合衆国を加えた上、派遣者の増員を行い

35名派遣いたしました。ことし22年度は68名を派遣し

ております。これは期間は１年となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　21年度、22年度の今の海外留学生の

予算額を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時29分休憩

　　　午後６時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　平成21年度の留学支援事業の予算は7636万円でござ

います。それから平成22年度の留学支援事業の予算は

9990万1000円でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　基地問題についてお伺いいたしま

す。

　きのうの仲村未央議員に対し、県外移設と県内移設

反対はほとんど同じという答弁がありました。ほとん

ど同じと言いながら県内移設反対を明確にできない理

由をお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この件も何度ももうお答え

したと思いますが、県内がやはり辺野古が非常に厳し

い、事実上非常に難しいということになれば、残って

いるのは県外しかないじゃありませんか。そういう単

純な理屈に加えて、なお県内を反対となぜ言わないか

と言われても、何でみんな反対という言葉で統一され

るんですか。私は先ほども申し上げましたように、こ

ういう基地の話というのは、移設についてというもの

は、フィージビリティー、現実の実現可能性を見たほ

うがという見方もあるじゃありませんか。これが高い

か、小さいか、大きいか、そういう面もあります。で

すから何も皆さんと一緒になって反対とか賛成という

ような性質のものでもないと私は理解しています。で

すが、内容的には認識においてもほぼ同じようなもの

だと申し上げているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　我々と同じにしなさいとは質問して

ないんです。ほとんど同じと言ったから、ほとんど同

じなら反対とはっきり言ったほうがいいんじゃないで

すかと言っただけです。防衛省の天皇と言われた守屋

さん、もうあの人の話はしたくないと言っていました

が、随分みそくそ批判されているんですが、知事、そ

れでも知事が辺野古を進めた大きな理由は、地元が受

け入れているからということだったんじゃないかと思

いますがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論それは大きな要素です

よ。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　そうすると、受け入れる場合も地

元、そうすると今の地元は名護市長も市議会も受け入

れないというのがもう明らかになってきているわけで

すね。だったら、先ほどから言っているように、整合

性から言っても辺野古反対、県内移設反対と言ってい

いんじゃないかということですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ですから辺野古は厳しいと

言っているわけで、県内へと言っているんじゃありま

せん。同じことに近いでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　ですから、近いと言うんだったら、

県民も知事に明確にしてほしいわけですから、先ほど

言っているように、地元の声を大事にすると言って前

は推進をし、今度はだったら地元と同じように反対と

言うべきなのに困難と言う。この辺の違いは、やはり
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県民からするとまだ知事の対応に対しては少し不可思

議なところがあるなと、まだあいまいだなと、こう

思っているわけですから。だって、自民党も明確に反

対と言ってきたわけですよ。県外だけじゃないです

よ、反対も言ってきたんですから。これはどうです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員は私のがあいまいだと

おっしゃっていますが、極めて明快なつもりでいるん

ですが。いいですか、ことしの１月24日の名護市長選

挙まで私も約４年近く知事をやってきて、ずっと条件

つき辺野古移設賛成でした。なぜなら、それは一日も

早い普天間の危険性の除去のためにはそれが最も現実

的だということだからですよ。それで私はやってきた

わけです。これは明快でしょう。それから後は、ウン

ジュナーターが一緒になっておつくりになった政権が

県外、悪くとも県外と言ってきたでしょう。そういう

ことになっていって、そして社民党さんは最後のとこ

ろでは離れられた。ところが、今の政権は何と御自分

たちが言っていたのと180度変えたものにしてまたも

とへ戻ってきているわけで、だけれども、私はああそ

うですかと、またもとへ戻ったりなんかしていません

よ。説明をしなさいと言っているんですよ。だって、

説明もなくもとへ戻って180度変えて、恐らく私は県

内やむなしと言ったときに反対した人々、つまり県外

だとか、悪くても県外といったのに賛同して選挙も

やってきた人々にとっても、何だこれはと、こういう

話になっているはずじゃありませんか。裏切りでしょ

う。ところが、今度、私のように県内、それは一日も

早い危険性の除去のためにやむなしと言ってきた者に

とっても、ある日突然またもとへ戻ってこられたん

じゃ、これは一体何ですかと。だから納得のいく説明

と解決策を示しなさいとずっと言ってきた。こんな論

理的で明快なものはないじゃありませんか。ところ

が、あれから約４カ月たってそれがない。したがって

私のほうとしては、日米共同発表を見直してくれと、

見直しなさいと言っているわけです。見直す方向とは

何か、県外だと。なぜなら、もう辺野古は皆さんは反

対と言っておられる。私は現実的において非常に厳し

いと、前から言っている。さすれば県外に探すしかな

いじゃありませんか、それだけです。こんな明快な話

はどこにもないですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　知事は自分で納得しているけれど

も、県民や私なんか納得できない話なんですよ、こん

なあいまいなことを言われたら。それで知事、県議会

の全会一致の意見書は、「普天間飛行場の早期閉鎖・

返還と県内移設に反対し、国外・県外移設を求める」

となっているんですよ。だから国外・県外、知事は県

外移設と言うんであれば、その前提条件で「県内移設

に反対し、」というのがあるわけですよ。これは県議

会の全会一致の意見書でもあるし、４・25県民大会の

タイトルでもあるんです。そうすると、この前提条件

の県内移設反対があることについて、知事はどのよう

に認識していますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それが「県内移設に反対

し、」というのは、皆様の県議会の今の決議案そのも

のだというふうに理解しておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　だからそれは「県内移設に反対し、」

というのが県議会の意思だし、それに伴って移設反対

で国外とか県外を求めているわけですよ。県外が最初

からあるんじゃなくて、県内移設反対だからどうする

かということで国外とか県外というのが続いているん

ですよ。それをどう認識していますかということで

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それはそういう御認識の仕

方もあるでしょう。皆さんのないしは理解、私は県内

が、もともと辺野古が非常に苦渋の選択を名護市がや

はり長年にわたってやってきたことですよ。だからそ

れは非常によくやっていただいた。しかし、一日も早

い危険性除去のためにやむなしということでやってき

て、ところがこれが非常に厳しくなった。「県内移設

に反対し、」は皆さん、私は厳しくなった。だから県

外と、こう言っているんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　ハワイのカジノですが、州議会で否

決をされたんですよね。そのことはわかっています

か。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　詳しい状況は存じて

いません。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　その上、一昨年だったですかね、ハ

ワイ州の知事が沖縄に見えたときに、そのときにも記

者会見で、ハワイは導入しませんと言ったことを覚え

ていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　済みません、ちょっ

とよく承知していません。
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○新里　米吉君　これじゃ大変だね、担当者が。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、４日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時40分散会
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議　　事　　日　　程　第６号

平成22年10月４日（月曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定第１号から認

定第23号まで（質疑）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定第１号か

ら認定第23号まで

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第２号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第３号議案　財産の取得について

乙第４号議案　債権の放棄について

乙第５号議案　訴えの提起について

乙第６号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第７号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第８号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

乙第10号議案　沖縄県土地利用審査会委員の任命について

認定第１号　平成21年度沖縄県一般会計決算の認定について

認定第２号　平成21年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認定第３号　平成21年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認定第４号　平成21年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認定第５号　平成21年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認定第６号　平成21年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認定第７号　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認定第８号　平成21年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認定第９号　平成21年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 10 号　平成21年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認定第 11 号　平成21年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 12 号　平成21年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 13 号　平成21年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認定第 14 号　平成21年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認定第 15 号　平成21年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認定第 16 号　平成21年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

　　　　　　平成22年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ６ 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成 22 年 10月４日（月曜日）午前 10 時１分開議
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認定第 17 号　平成21年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認定第 18 号　平成21年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認定第 19 号　平成21年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計決算の認定について

認定第 20 号　平成21年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 21 号　平成21年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認定第 22 号　平成21年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認定第 23 号　平成21年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

13　番　　當　山　眞　市　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　10月１日、知事から、お手元に配付いたしました議

案１件及び補正予算説明書の提出がありました。

　また、９月15日から29日までに受理いたしました陳

情11件は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそれぞ

れ所管の常任委員会に付託いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情文書表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、

乙第10号議案及び認定第１号から認定第23号までを議

題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　おはようございます。

　社民・護憲ネット、照屋大河です。

　質問の前に一言申し上げます。

　きのう小学１年生になる息子の通う小学校の運動会

があって、地域の子供たちの応援のために駆けつけま

した。競技の始まる前に、赤組・白組それぞれ分かれ

て、赤勝て、白勝て、互いに頑張ろうというエールの

交換がありました。

　いよいよ11月には知事選挙です。土曜日に私も伊波

洋一さんの出馬表明会見に同席した者として、11月の

知事選決意を示す仲井眞知事にもこの場をかりてエー

ルを送りたいと思います。そして健康に十分気をつけ

られて、厳しい選挙戦一緒に議論をしていきたいなと

思っています。よろしくお願いします。

　それでは一般質問を行います。

　まず普天間問題に関する知事の政治姿勢について。

　茨、公約について。

　ア、公約である「普天間飛行場の危険性の早期除去

（３年以内に閉鎖状態にする）」について、知事は８

月14日の定例会見で、相手側の話なので３年めどは文

字どおり日本語として、めどとして理解してほしい。

いずれにせよ、私の任期以内に危険の除去を実現した

いと述べたわけです。間もなく任期を終えようとして

いるが、達成度に対する知事自身の自己評価について

伺います。

　イ、次期知事選では、普天間問題に対する公約を新

たにする考えか。その場合、現公約の「３年以内の閉

鎖状態」との政策的な整合性、変節を遂げた理由など

を県民にわかりやすく説明されたい。

　芋、名護市議選の結果について。

　ア、去る名護市議選は、辺野古新基地建設に反対す

る稲嶺市政を支える立場の議員が過半数の議席を獲

得、与党多数の民意が示された名護市議選の結果につ

いて、特に普天間問題と関連づけてどのように受けと

めているか、知事の所見を伺う。

　鰯、沖縄政策協議会について。

　沖縄政策協議会が９月10日、５年ぶりに開催され

た。協議会を主宰する仙谷官房長官が、将来県との信

頼関係が築かれると普天間も話し合うことができると

述べるなど、経済振興策が普天間問題の駆け引き材料

に利用されることを危惧する県民の声は大きい。伺い

ます。

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君
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　ア、協議会開催を呼びかけたのは、県、官邸のいず

れからか。なぜ協議会開催に応じたのか明らかにされ

たい。

　イ、９月10日の開催について、なぜ県知事選を控

え、名護市議選投開票直前のこの時期に協議会開催に

同意したのか伺います。

　大きい２番、それから大きい３番は取り下げます。

　４番、軍転協の照会に対する政府回答書について。

　軍転協の照会に対して、官房副長官名で８月20日付

の回答書が出ております。

　茨、同回答書で明らかになった米軍の基地運用及び

政府見解など、米軍基地問題に関する新事実を明らか

にされたい。

　芋、政府の回答内容は県として満足のいくもので

あったか。同回答書に対する県の評価を示されたい。

　５番、軍隊の論理優先の基地運用について。

　茨、嘉手納基地所属のＦ15戦闘機による普天間飛行

場でのダイバート（目的地変更）訓練について。

　日米両政府も司法も世界一危険と認める普天間飛行

場の危険度と、住民負担を増加させる訓練は絶対に許

してはならない。いかなる運用上の理由があろうとも

それは軍隊優先、住民無視の論理であります。県は、

形式的な抗議にとどまることなく、知事みずから日米

両政府の関係機関に働きかけ、米軍代替運用の方針撤

回、県外・国外における訓練措置をとらせるべきであ

ります。知事の見解について伺います。

　芋、９月21日、嘉手納基地に展開中の米海兵隊岩国

基地所属のＦＡ18戦闘機がクラスター爆弾を装着し、

沖縄近海で投下訓練を行った可能性が高い。５月にも

同様の訓練が実施された疑いが強いが、運用上の理由

で米軍は事実関係を明らかにしない。

　ア、県は事実関係の照会にとどまることなく、毅然

とした態度で訓練中止及びクラスター爆弾の使用を全

面禁止するオスロ条約を米国が批准するよう日米両政

府に対して迫る考えはあるか、知事の見解について伺

います。

　大きい６番も取り下げます。

　７番、女子中学生に対する乱暴事件について。

　茨、泥酔状態の女子中学生に乱暴したとして、集団

準強姦の疑いで少年３名が逮捕された事件に関して、

県の見解と再発防止策の検討状況について伺う。

　８番、我が会派の代表質問との関連について。

　崎山嗣幸議員の代表質問に関連して、古島団地の建

てかえ問題に対する答弁について、協定書の履行に対

する責任は事業譲渡と郵住協の解散を決めた理事とい

うことでしたが、理事の氏名を明らかにされたい。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　照屋大河議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、普天間問題に関する知事の政治姿勢と

いう中で、３年めどの閉鎖状態の実現についての御質

問に答弁いたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、移設

措置協議会やワーキングチーム会合などにおきまし

て、政府と意見交換を重ねてきたところであります

が、昨年９月の新政権発足後、これらの協議会等は開

催されておりません。

　県は、総理を初め各大臣との面談など機会あるごと

に、普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を求めて

おり、政府におきましても、積極的にこの問題の解決

に取り組んでいただけることを期待いたしておりま

す。

　次に、同じく普天間問題に係る御質問の中で、普天

間問題に対する公約についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　知事選挙の公約につきまして、与党や支援者の皆さ

んとも意見交換、相談しながら、早い段階で発表した

いと考えております。

　同じく普天間問題に係る御質問の中で、名護市議会

議員選挙の結果についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　今回の名護市議会議員選挙の結果につきましては、

各候補者の市政全般にわたるさまざまな政策に対し、

名護市民が下した民意のあらわれとして真摯に受けと

める必要があると考えております。一方、普天間飛行

場移設問題につきましては、今回の選挙結果によって

名護市辺野古への移設案は一層困難になったと考えて

おります。

　次に、同じく普天間問題に係る御質問の中で、沖縄

政策協議会の開催についての御質問にお答えいたしま

す。なお、この１の鰯のアと１の鰯のイが関連いたし

ておりますので、恐縮ですが一括して答弁させていた

だきます。

　沖縄政策協議会は、これまで沖縄振興計画や沖縄振

興特別措置法など沖縄の極めて重要な課題を協議する

場合に開催されております。今般、沖縄振興特別措置

法及び沖縄振興計画の終期が平成24年３月に迫ったた

め、協議の再開を求めたところであります。

　沖縄県としましては、「沖縄21世紀ビジョン」を実

現するため、沖縄政策協議会において、沖縄振興特別
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措置法にかわる新たな法律や駐留軍用地跡地利用推進

法（仮称）の制定、沖縄振興一括交付金（仮称）の創

設、過重な基地負担軽減に関する抜本的な取り組みに

向けての対応等につきまして政府と協議してまいりた

いと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　軍転協照会に対する政

府回答書についてお答えいたします。４の茨と４の芋

を一括してお答えいたします。

　軍転協の照会に対し、去る８月20日に政府から回答

が示されたところであります。その中で、嘉手納飛行

場における目視調査の結果を今後適時適切に公表して

いくことや、普天間飛行場について回転翼機の飛行状

況調査の結果を踏まえ、場周経路及び離着陸経路に

沿った飛行と認めがたい場合には、米側に説明を求

め、必要な働きかけを行うなど新たな内容が示されて

おります。しかし、内容の多くが従来の見解の範囲で

あり、今後政府において一層の取り組みが必要である

と認識しております。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携し、あら

ゆる機会を通じ日米両政府に対して負担軽減を求めて

いくとともに、沖縄政策協議会のもとに設置された米

軍基地負担軽減部会においても検討がなされるよう求

めていきたいと考えております。

　次に、軍隊の論理優先の基地運用の中で、嘉手納基

地所属機の普天間飛行場の利用についてお答えいたし

ます。

　米軍によれば、嘉手納飛行場の滑走路改修工事に伴

い、滑走路１本で運用が行われる18カ月の間、嘉手納

飛行場に着陸できない事態が発生した際に、航空機が

普天間飛行場を含む他の飛行場へ着陸地を変更するい

わゆるダイバートの可能性が高くなるとのことであり

ます。

　普天間飛行場周辺住民の過重な負担を踏まえ、県と

しては米軍に対し、安全管理を徹底し、ダイバートが

発生することがないよう適切な運用を要請したところ

であります。また、このことも含めまして今後とも普

天間飛行場の危険性の除去について、あらゆる機会を

通じ日米両政府に強力に取り組むよう求めてまいりま

す。

　次に、クラスター弾についてお答えいたします。

　クラスター弾の使用については、県の照会に対し米

軍は、運用上の理由から、詳細については答えられな

いと回答しており、その使用状況等については把握し

ておりません。また、外務省は米国はクラスター弾に

関する条約を締結しておらず、条約上の義務は課され

ない。我が国も米軍による使用等を禁止する義務を

負っていないとの見解を示しております。

　県としては、世界的な使用禁止の流れの中で、我が

国もいわゆる「クラスター弾に関する条約」を批准し

ていることから、米軍によるクラスター弾の使用はや

めるべきであると考えており、今後、米側に対してそ

の考えを伝えていきたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは女子中学生に対

する乱暴事件についての御質問で、事件の見解等につ

いてお答えいたします。

　今回の女子中学生への集団暴行事件について、大き

な衝撃を受けるとともに、強い憤りを感じておりま

す。このような人権を踏みにじるような行為は絶対に

許されるものではなく、結果として事件の防止ができ

なかったことは、まことに残念でなりません。事件の

翌日にみずから命を絶った女生徒の御冥福をお祈りす

るとともに、御家族に対し心からお悔やみを申し上げ

ます。

　県教育委員会としましては、教育事務所長や小・

中・高等学校の校長会会長等の関係者による緊急会議

及び社会教育団体等による緊急会議をそれぞれ開催

し、今後の取り組み等について意見交換を行いまし

た。また、県立学校や市町村教育委員会等に対し、幼

児・児童生徒の命と未来を守るための取り組みの充実

を図るよう通知いたしました。今後とも、このような

痛ましい事件が繰り返されないために、子供の在宅確

認や「ＧＯ家（ごーやー）運動」の推進など、学校・

家庭・地域社会、関係機関・団体等が一体となり、す

べての大人が子供を見守り育てる社会の構築に向け、

県民総ぐるみで再発防止の取り組みを推進してまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　我が会派の代表質問

との関連についての御質問で、旧郵住協理事の氏名に

ついてお答えいたします。

　郵住協の事業・資産の譲渡に関する協定と郵住協の

解散については、平成17年２月28日に開催された理事

会において議決されております。議決に当たった理事
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は、当時の仲宗根正和沖縄市長、具志堅順助与那城町

長、島袋義久大宜味村長、津波元徳佐敷町長、新垣信

一与那原町長、翁長雄志那覇市長、川満省三下地町

長、川田正一上野村長、大濱長照石垣市長、尾辻吉兼

与那国町長、そして県派遣職員の久場勝治氏でありま

す。

　なお、協定書の締結につきましては、理事会で議決

したものであり、理事に責任があると考えますが、旧

郵住協が解散した現在、事業者に対し法的根拠に基づ

き、履行の請求を行える者はいないものと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　まず飲酒事件について、県警本部長

に伺います。

　この事件発覚後も飲酒に絡む補導等の報道がされる

わけですが、この飲酒補導の実態とか、この補導され

る時間帯等について傾向等がありましたら伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　本県における未成年者

の飲酒による補導は、平成15年をピークにしまして６

年連続して減少しておりました。ただし、本年８月末

現在では本年に入りまして飲酒補導人員は1099人で、

前年同期と比較しますと334人、43.7％増加している

現状がございます。

　それから飲酒補導の時間帯でありますが、本年８月

末現在で本県における未成年者の飲酒補導で最も多い

時間帯は、午前２時から午前４時の間で300人、続い

て午前０時から午後２時の間で218人、それから午前

４時から午前６時の間の156人の順となっておりま

す。また、午後10時から午前４時の間、いわゆる県条

例で制定した深夜の時間帯において飲酒補導した人員

は全体の約57％といった実態でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　時間帯等も含めて今回の事件、コン

ビニから酒などを確保したと。24時間あるコンビニ

等、酒類を提供する販売業者あるいは居酒屋等酒を提

供するような場所でのこの少年らに対する取り組みと

いうんですか、取り締まりというか、そういうところ

についてどのような対応をされているのか伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　県警察におきまして

は、深夜スーパー等連絡協議会、あるいは風俗営業所

等管理者講習会、あとカラオケ管理者講習会等の各種

講習会におきまして、酒類販売業者等に対し販売時の

年齢確認の徹底、それから従業員に対する教育の徹底

等協力要請と未成年者に酒類の販売や提供した場合の

違反法令を説明しております。

　ちなみに、本年８月末現在、未成年者飲酒禁止法に

禁止するいわゆる知情販売及び未成年者に酒類を提供

するなどの風適法違反の検挙件数はそれぞれ２件であ

りまして、いずれも昨年同期と同数となっておりま

す。

　なお、集団飲酒事案の酒類入手先につきまして調査

しましたところ、昨年と本年で大きく傾向が変わって

おりまして、昨年は全体の集団飲酒事案の51.1％がコ

ンビニ・雑貨店からの要するに店舗からの購入でござ

いました。それに対しまして本年は27.9％――８月末

の数字ですけれども――に減少しております。それに

対しまして自宅からの持ち出し、これは昨年は27.7％

であったものが、本年に入りまして45.9％ということ

で、店舗からの購入と自宅からの持ち出し、これが今

逆転したような数字になっております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　今、状況等の説明がありました。本

部長、この事件に限って言えば、コンビニから万引き

をしたと。あるいは状況は万引きというよりは悪質な

窃盗だというような表現もされているわけですが、例

えばその時点でコンビニから警察等への連絡、そうい

うことを徹底しておけばこの時間帯、後に酒を飲んで

この事件が起こる時間帯までには未然に防げたという

ことはなかったのか。そういうコンビニあるいは販売

する業者等のこういう万引き等の事件があった場合に

はすぐ知らせてほしい。それからパトロールをすれば

何とかこの事件は防げたんじゃないかという気持ちも

あるんですが、この点いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　本件に関しましては、

現実に酒をとられたという話ですね。それが入ったの

は事件の後でございますので、もっと早くということ

はもちろん言えるかと思いますけれども、ただ一般的

には万引きであるか強盗かは別にしまして、今回の件

はなかなかお店の人も気がつきにくかったというよう

な状況がありまして、特にコンビニにおける万引きで

申し上げますと、万引き被害に遭ったかどうかは棚卸

しした段階で初めてわかるといったようなことも決し

て珍しい事案ではございません。それぞれ店舗のほう

にはいろんな形で早期の通報をお願いしているところ

でありますが、ただ一般的に早期の通報を阻害すると

言われているのは、事件捜査に入った場合、警察でい

ろんな事情を話すのに手間が取られるといったこと

で、コンビニ等で被害申告をちゅうちょするといった
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傾向があると一般に言われておりまして、その点万引

きに関しましては、より簡易な手続で被害の実態を把

握できるようなそういった取り組みを――たしか10月

１日付でもう始まっていると思いますけれども――沖

縄県警においても始めているところでございます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　そういうふうな販売業者に懸念があ

るんであれば、今言ったような取り組みを含めて早期

に通報されて事件につながらないような、酒を飲んで

ということもありますので、それは徹底していただき

たいなと思います。

　教育長に伺いますが、今議会でも高校生の活躍、興

南高校の活躍あるいはきのうの県出身ゴルファーの活

躍等、若い世代の活躍が注目されているわけですが、

こういった形で被害に遭う女性、命を落としてしまう

子供たちもいるわけですね。しっかり目を向けて事件

の再発防止徹底、先ほどさまざまにありましたが、私

がこの議会に来るようになって２年の間にも虐待死事

件、集団暴行事件等もあって、未来に可能性のある子

供たちが命を失うのも見てきたものですから、そうい

う意味ではもっともっとこの件に関して力強く再発防

止、絶対にさせないんだというようなつもりで頑張っ

ていただきたいんですが、意欲をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　今回の事件を受けて本当

に大変大きな衝撃を受けるとともに、強い憤りを感じ

ております。特に今回の事件で私たちが感じましたこ

とは、やはり子供たちの命を守ることができなかった

ということを大きく残念に思っております。

　県教育委員会としましては、やはり子供たちの命と

未来を守るためにしっかりと関係団体、それから校長

会等で確認いたしました。子供の在宅確認、それから

「ＧＯ家運動」を地域で推進してもらうとともに、学

校では一人一人の子供たちの確認、どういう状況かを

しっかり確認して子供たちを守っていこうということ

を確認したところでございます。そういう形で県教育

委員会としてもこのことを生かして、ぜひ再度こうい

うことが起こらないよう取り組んでいきたいと思って

おります。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　ぜひよろしくお願いします。

　知事に伺います。

　普天間基地問題について。

　先ほど名護市議会議員選挙の結果の答弁でも、辺野

古への移設は一層困難になったと。そして今議会では

県外移設を求めるという方針転換の表明がありました

が、去る土曜日、初来県した馬淵沖縄担当相と会談

し、県議会で表明した県外移設方針を初めて直接政府

に伝えたわけですが、その感想と感触について伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　馬淵大臣には申し上げまし

た。ただ、非常に短い時間でいろんな要請をやりまし

たその中でありますし、多くの時間がなかったことも

あろうかと思うんですが、特段に今回はまず受けとめ

るということで、お話があったことをきちっと受けと

めるという御回答でした。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　この短い時間帯で要請書を受け取る

という、受けとめるというような返事だったかもしれ

ませんが、この場で現職の仲井眞知事が県外移設を表

明して約１週間がたとうとするんですが、政府からの

この評価に対する声は、現職の知事が県外移設を表明

したにもかかわらずこれまでの共同発表における辺野

古の移設を崩そうとする姿勢は見えないし、知事選挙

で仲井眞さんが当選すれば移設も何とかなるんじゃな

いかというようなそういう伝え方も伝わり方もこちら

にしてきているわけですね。仲井眞知事については、

今後伝えながら、政府がそういう状況にあるときに、

今後いかなる条件が付されようとも辺野古県外移設の

立場を堅持するのか、これまでは条件つきであるが沖

合移動だとすれば認めるというような時期もあったわ

けですが、今後そういう条件が付されたときにも県外

移設の立場は堅持されるのか伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　何度も答弁させていただき

ましたけれども、基本的には一日も早い普天間の危険

性の除去というのが原点ですが、それを忘れずに、ま

ず一つは日米両政府による共同発表の見直し、そして

県外移設を求めるとこれはしっかりやってまいりたい

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　もちろん日米両政府の今普天間飛行

場の移設に関する姿勢は、辺野古移設ということでこ

の議論が中心になろうかと思いますが、これまで民主

党政権、昨年政権交代をして、この普天間問題につい

てはさまざまに移設案が浮上してそれぞれその地域で

反対運動とか、そういうのに翻弄されてきたわけです

ね。そういう意味で稲嶺名護市長、そのきっかけに

なった市長選挙の件も知事はおっしゃられています

が、辺野古移設が困難、極めて厳しい、その契機にも
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なった名護市長選挙、この稲嶺さんは海にも陸にも基

地はつくらせないと言っているわけですね。日米共同

発表の内容が軸になろうかと思いますが、移設案で取

りざたされた地域にはトラウマがある。私たちうるま

市にも与勝海上等の案があったんですが、そのキャン

プ・シュワブの陸上案とか、嘉手納統合案、与勝の海

上移設案、今さらですけれども、それらも含めて県外

移設、知事の表現では県内は極めて厳しく、それらも

含めて県外移設という立場になるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今例に挙げられた与勝沖

――たしかホワイト・ビーチの話ですかね――それか

ら陸上案であったり、嘉手納統合案であったり、すべ

てが厳しいというふうに思っております。ですから、

やはり県外というのはしっかり実現できるように頑

張ってまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　例えばその移設の問題ですが、県

外・国外を追求する暫定的な措置、県内移設の暫定的

な措置をとるような移設案についても認めないという

立場でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時36分休憩

　　　午前10時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員のおっしゃる暫定

というようなものも新聞とか、マスコミの話なんです

よね。ですから、それをにべもなく否定するわけでは

ありませんが、先ほどのホワイト・ビーチといい、い

ろんなものもすべてマスコミの皆さんの報道なんです

ね。ですから、僕らは直接責任ある政府からの話は実

は聞いていないんです、一度も。ですから、そういう

意味ではこういうマスコミ報道で直接我々が聞いてな

いことについて、実は答弁は非常にしがたいんです

が、仮の話でそういう話があったとしても県外という

のをしっかり実現するよう頑張ってまいりたいという

ことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　この県外移設を表明したことについ

て尋ねていきたいんですが、28日にこの場所で県外移

設の方針を発表した。29日の新聞報道ですが、さまざ

まに書かれています。「普天間　初めて明言」、県外

移設をですね。「「県内」に余地残す」とか、あるい

は「県政与党　説得へ圧力」、「「反対はせず」折り

合い」をつけたとか、「答弁前日まで抵抗示す」、

「辺野古に余地　政府期待感」とか、さまざまに題名

をつけられて報じられていますが、少しこの件につい

て確認をしたいと思います。

　まずこの新聞報道に、「代表質問前日の27日。知事

室には上原良幸副知事や又吉進知事公室長、担当職員

が断続的に入り、答弁を調整した。」、「議会前とし

ては異例の午後７時半ごろまで意見交換したが、結論

は先送り。「県外移設」に踏み込むことに抵抗感を示

していた仲井眞知事は「一晩考えたい。明日は出たと

こ勝負だ」と周囲に漏らした。」というような報道が

ありますが、この点については事実でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと今の新聞記事も私

読んでませんし、もう何日前の話でしょうか。全く記

憶にはありませんが。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　27日の時点で、県外移設方針発表の

決定はなかったということでいいですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時39分休憩

　　　午前10時39分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　恐縮ですが、新聞記事を中

心に私に確認されてもちょっとお答えしにくいんです

ね。ですから、要はいろんな基地問題に対する我々の

対応、考え方というのは部長、副知事も含め、場合に

よったら与党の議員も含めていろんな議論をしていま

すから、それを一つ一つ途中経過を本当かどうかと聞

かれても、これはお答えのしようがないとしか答えが

できません。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　新聞報道の確認ということではあり

ますが、記事になって県民も非常に注目している。私

自身もやはりこの書かれた内容には注目をするところ

で、あえて確認せざるを得ないんですが、この報道に

よると、「与党の自民党県連、公明党県本は「県外移

設」に転換するよう強く求め、県連総務会長の辻野ヒ

ロ子氏への答弁で表明するよう伝えていた。「圧力が

すごかった。知事は孤立しかねなかった」（県幹

部）」ということでそういう記事もあります。28日県

議会開会前の午前９時40分過ぎ、答弁内容を知らされ

ず、いら立ちを募らせた県連会長や幹事長が議会棟の

知事控え室で仲井眞知事に再要請したというところも
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ありますが、ここも答えはないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まことに恐縮ですが、そう

いう見てきたようなシナリオのようなものというの

は、第一、新聞に本来書かれるものでもないでしょ

う。それから第２に、私は確かに１月24日の名護市長

選挙までは島袋さん側に立って選挙やりましたよ、民

主党の人々も向こう側にたしか何人かおられて。その

後は、民主党政権、そのときはまだ社民党の皆さんも

一緒になった連立政権の中で県外だと言い、しかもい

ろんなことを言っておられました、悪くても県外、こ

れは鳩山さん自身が。そしていろんな方がゼロベース

と言いましたから、何かゼロベースということになっ

てずるずるずるずる行かれて、５月28日の共同声明で

ぽーんともとへまた戻ってきたわけです。ゼロベース

というからどこへどうなるのかなといろんな案、それ

がおっしゃったように与勝のあれであるとかいろんな

のが出てきましたね、あっちだこっちだというのが。

そして出てきた中で、私は鳩山さんの政府が本気に

なって一生懸命悪くても県外ということでおやりに

なって、基本をやはり考えるのは政府ですから、そう

であるとすれば私はベストは県外だと前からもろ手を

挙げて協力するというのはこの議会で何度か私は申し

上げてきました。ですから、そういう方向に結局は行

くかと思ったら、何のことはないもとへ戻ってしまっ

た。それで社民党の皆さんなんかも離れたわけでしょ

う。ですから、私は本当に防衛に最終的に責任のある

政府が県外へとおっしゃったら反対する理由は全くな

かったわけで、ゼロベースだゼロベースだと、２月、

３月、４月、５月と来て、突然またもとへ戻ってき

ちゃったわけですよね。

　そういう経過ですから、先ほどは変節とかいう言葉

もお使いになっていましたが、何も私はそんなことは

ありません。私は、あの名護市長選挙が終わってから

県内、辺野古というのは極めて厳しいとずっと言い続

けてきたわけです。そしてゼロベースが出てくると何

が出るかと思ったら、もとへ戻る案が出てきた。だか

ら厳しいとずっと言い続けてきたわけで、ベストは県

外だというのはもともと私は申し上げていますから、

その流れの中にあって何も変節でも何でもないと思っ

ていますが。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　今までもその答弁を聞いてまいりま

した。政府が本気に移設先を探したのかという表現が

ありましたが、私は知事が本気で県外移設を要求する

のかということで改めて聞かせていただいています。

本当に知事が本気なのかと。例えば過程過程、今言っ

たような経過があり、県外移設をやってきた。その経

過に対応する知事は県外移設じゃないのかという疑問

があるから、あえて聞いているんであって、例えば私

たちはこの間自民党や公明党の皆さんが進めてきた県

内移設にもずっと反対をしてきた。冒頭、県知事選挙

の話もしましたが、そういう意味で知事の経過に対応

した県外移設という表明じゃないのか。例えば辺野古

の海を守るとか、ジュゴンの海を守るとか、生物多様

性の海を守るとかそういう性質というんですか、そこ

からあらわれてくる県外移設の要求なのか。そういう

ものに思いもあったのかというところを少し伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　その状況に応じて物を言う

というのは、私は先日どなたかの御質問にもお答えし

ましたが、イエスかノーかという性質のものではなく

て、環境状況に応じて実現可能性の面から判断すべき

ものが行政実務には多い。この普天間の一日も早い危

険性の除去というものを考えるときに、一日も早い危

険性をどうやって除去するかというのは、移設という

場合は移設できる可能性についてやるべきであって、

イエスとかノーから始まるべきものではなかろうとい

うことをどなたかに私は申し上げたこともございま

す。そういうことで一日も早い危険性の除去という普

天間自身の原点を考えれば、私も１月24日の名護市長

選挙までは条件つきとはいえ、県内やむなし、辺野古

やむなしでやってきましたよ。だけど、徐々に徐々に

辺野古移設というのは大変難しい状況になってきたと

いうことで、私は今議員のおっしゃるいろんな環境面

から来る論理でもって辺野古反対かということに対し

ては、むしろ一日も早い普天間の危険性の除去と、こ

こから来る論理であったわけです。ところが、これは

非常に厳しくなってきたというのはもう明らかです。

新聞報道でも一層困難という表現はよく使われており

ます。ですから、今のお話には半分そうでもあります

し、半分は別の論理で来ていますということですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　この普天間飛行場の移設、あるいは

辺野古への新たな基地の建設という重大な課題だと思

うんですね。それを知事の立場では行政を預かる者と

してさまざまな判断があったと。しかし明確に示さな

いことが先ほど冒頭申し上げたように、現職の知事が

県外移設を表明して、なお政府はまだ知事選に仲井眞

さんが勝ったら何とか県内移設できるんじゃないかと

いうようなことを思わせる、足をすくわれるというん
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ですか、そういうことでやはりここは明確に言う必要

があるのではないかということも私の立場で申し上げ

たいなと思います。

　それから最後になりますが、辺野古に座り込みを続

けるオジー、オバーの存在は御存じかと思います。

きょうで座り込みも2360日ということで、先ほど朝確

認したらそういうことでありました。ただいまの知事

の県外移設の表明にそのオジー、オバーたちのこの苦

しみ、座り込みの活動に命の海を守るというような行

動に少しでもそういう思いがあったのかというところ

も聞かせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それはどなたのことをおっ

しゃっておられるかわかりませんが、そういう方たち

に対しては無論まことに胸の痛む話であるし、早くそ

ういう状況が変わって安心して、座り込みをしないで

いい時期が来るようにやるのも私の役目だとも思って

おりますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　おはようございます。

　１番、名護市議選の結果について。

　９月12日に行われた名護市議選の結果は、辺野古移

設反対を主張し、かつ稲嶺市長支持候補が圧勝した。

１月の市長選挙と並んで市民の民意が明確に示された

以上、知事としてもそれを尊重し、辺野古移設につい

ては受け入れられない旨政府に表明すべきではない

か。

　２番、ポスト４次振計の策定について。

　茨、現行振興計画総括の視点はどのようなものか。

　芋、４次にわたる計画の一貫した目標は何であった

か。また、それは達成されたか。

　鰯、４次にわたる計画によって社会資本などの公的

投資やさまざまな特別措置が行われた結果、沖縄の社

会経済はどのように変化したか。また、その功罪は何

か。

　允、ポスト振興計画は、これまでの４次にわたる

「復帰後思想」――いわゆる復帰後何年たって今日と

いう言い方ですが――から「沖縄21世紀ビジョン」へ

の橋渡しをすべきものと考える。そのための大胆な構

想力が必要で、内外の知恵を集めるべきだと思うがど

うか。

　３番、基地問題について。

　茨は、削除します。

　芋、この間の政府の普天間に対する対応は、大山鳴

動してネズミ一匹どころか、もとの案にＩ字案がつく

という噴飯物である。知事は、報道によると、普天間

の県外移設を要求する意向とされているが、これはす

なわちこれら案を含めて県内移設は認めないというこ

とと同義と考えてよいか。

　４番、知事の選挙公約との関係について。

　茨の雇用問題は、削除いたします。

　芋、普天間飛行場の３年以内めど閉鎖状況は達成さ

れたか。

　鰯番も削除いたします。

　５番、国立療養所沖縄愛楽園の将来構想について。

　沖縄愛楽園の入所者の高齢化や法令の整備も受け

て、名護市は、平成21年３月に愛楽園将来構想をまと

めている。それは、入所者が安心して暮らし続けるこ

と、医療機関として蓄積された機能を生かし、国民・

県民ニーズに対応する医療や長期滞在型健康保養施設

の整備等であるとしている。

　茨、県は、沖縄愛楽園の現状についてどのように認

識しているか。

　芋、この将来構想を受けて、県としても積極的にこ

の実現に向けて早急に国などとの折衝を行う必要があ

ると思うがどうか。

　６番、自殺防止について。

　茨、昨年の県内自殺者は400人を超えている。極め

て深刻な事態だが、県の認識とこれまでの対応を伺

う。

　芋、「地域自殺対策緊急強化基金」の活用の状況は

どうか。

　鰯、「いのちの電話」が基金交付金を利用してテレ

ビコマーシャルを流す予定とのことだが、このように

実績があり、第一線で活動している団体への援助を強

化する必要があると思うがどうか。

　７番、沖縄自動車道の無料化社会実験について、県

及び県警の現状認識を伺う。また、今後、県の国への

対応はどういうふうにするか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城義和議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、名護市議選の結果についての中で、普

天間飛行場の辺野古への移設を受け入れない表明をす

ることについてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　県としましては、去る５月の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入れる

ことは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたところ

でございます。そして名護市長選挙や県議会の意見書
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議決、県民大会など、昨年９月以降の県内の諸状況を

踏まえますと、地元の理解が得られない移設案を実現

することは極めて困難であると考え、政府に対し県民

の納得のいく説明と解決策を示すよう求めてきたとこ

ろでありますが、政府からこの間の県民の怒りと失望

にこたえ得る説明と方策は依然として示されておりま

せん。

　県といたしましては、このような状況にかんがみ

て、政府に対し日米共同発表を見直し、普天間飛行場

を県外に移設することを求めてまいりたいと考えてい

るところでございます。

　次に、ポスト４次振興計画の策定についての御質問

の中で、新たな計画策定に当たっては、内外の知恵を

集めるべきではないかという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」実現のための計画策定に当

たりましては、復帰後38年が経過し、地域主権改革が

展開される中、地域の主体性を生かし、そして県民

ニーズに的確に対応した施策の展開を図っていくこと

が重要であると考えております。

　県では、県振興審議会を初め県民、市町村、そして

経済団体などと協働をしながら基本計画を策定してい

く体制を整えますとともに、県議会からの御意見も踏

まえつつ、大胆な制度による新しい時代にふさわしい

計画をつくってまいる所存でございます。そして、御

質問にあるいろんな専門家を活用し意見を聞くべきで

はないかというのは、まことに賛成でございます。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、普天間飛行場

の県外移設を求めることと県内移設を認めないことに

ついての御質問にお答えいたします。

　先ほども申し上げましたが、これまでの県からの求

めにもかかわらず、政府からは県民の納得のいく説明

と解決策は依然として示されておりません。このた

め、県内移設は事実上不可能に近いと考えており、日

米共同発表の見直しを求めることとし、その内容は県

外移設を求めるということに尽きると考えておりま

す。

　次に、知事の選挙公約の関係についての御質問の中

で、３年めどの閉鎖状態の実現の達成についての御質

問にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、移設

措置協議会やワーキングチーム会合などにおきまして

政府と意見交換を重ねてきたところであります。しか

しながら、昨年９月の新政権発足後は、これらの協議

会等は開催されておりません。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、機会あるご

とに普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を求めて

おり、政府におきましても積極的にこの問題の解決に

取り組んでいただけるものと期待いたしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ポスト４次振興計画の策

定についての御質問の中で、現振興計画総括の視点に

ついてお答えいたします。

　沖縄振興計画の総括は、「自立的発展の基礎条件の

整備」、「我が国ひいてはアジア・太平洋地域の社会

経済及び文化の発展に寄与する特色ある地域としての

整備」などの計画目標の達成を主な視点に据え、行っ

てまいりました。

　具体的には、各種施策や制度等が効力を発揮してい

るか、どのような課題があるのか、また、時代状況の

変化に応じた施策を展開し得たのか、そして、今日の

沖縄の経済社会がどの水準に達しているかなどの視点

で総点検に臨み、総括したところであります。

　次に、４次にわたる計画の一貫した目標についてお

答えいたします。

　本土復帰以降、第１次沖縄振興開発計画から現在の

沖縄振興計画に至るまで、「本土との格差是正」や

「特色ある地域としての整備」などの目標を掲げてま

いりました。この中で一貫した目標として「自立的発

展の基礎条件の整備」を掲げ、さまざまな施策を展開

し取り組んでまいりました。

　この間、社会資本や沖縄の特性を生かした産業も着

実に進展しつつあり、県民の利便性は大きく向上をい

たしましたが、県民所得や失業率でなお課題が残って

いる状況にあると考えております。

　同じく４次にわたる計画による社会経済の変化につ

いてお答えいたします。

　復帰時の本県経済社会の状況は、生活基盤、産業基

盤、経済力など多くの分野において本土との著しい格

差が存在しておりました。こうした沖縄の置かれた現

状を踏まえ、これまで３次にわたる沖縄振興開発計画

や沖縄振興計画により各種施策が展開されてまいりま

した。その結果、自立的発展の基礎条件である社会資

本は着実に整備され、本土との格差は縮小してきてお

ります。

　また、本県の経済規模は、復帰直後から平成19年度

には約８倍に増加しており、観光・リゾート産業が本

県の地域特性を生かす新産業として大きく成長し、さ

らに豊富な若年労働力の存在と相まって情報通信産業
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が観光産業に続くリーディング産業として大きな伸び

を示しているところであります。

　一方、財政依存度の高さや県民所得、失業率の問題

など解決すべき課題も残っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国立療養所沖縄愛

楽園将来構想についての現状認識についての御質問に

お答えします。

　沖縄愛楽園は、平成22年８月末現在で入所者239

名、平均年齢80歳となっており、入所者の約８割が70

歳以上と高齢化が進んでおります。

　今後とも、医療・介護の体制整備及び療養所機能の

維持・充実を図り、入所者の良好な生活環境の維持向

上を図る必要があると認識しております。

　県としては、入所者の終生の在園保障及び医療・看

護体制の充実、きめ細やかな医療・福祉サービスの提

供などを全国衛生部長会や九州知事会を通して国に要

望しているところであります。

　次に、将来構想の実現に向けた県の対応についてお

答えします。

　将来構想は、施設や土地などの利活用を図り、地域

住民等との交流を促進し、入所者の良好な生活環境の

維持向上を図ることなどを基本目標としているものと

認識しております。

　施設等の利活用については、将来構想を踏まえ、園

長が入所者の意向を十分に配慮し、利用に供するため

の指針を定めることになっており、現在、厚生労働省

と協議中とのことであります。具体的な取り組みにつ

いては、その指針や各種法制度等を勘案し検討してい

く必要があり、引き続き名護市等関係機関と連携し、

将来構想の実現に向けて協力してまいりたいと考えて

おります。

　次に、自殺防止についての御質問の中の、県の認識

と対応についてお答えします。

　県内の自殺者数は、平成10年から12年連続して300

人を超え、また、平成21年の自殺者数は406人となっ

ており、自殺対策は重要な政策課題であると認識して

おります。

　現在、自殺対策を横断的に進める観点から、民間団

体や関係機関等で構成する「沖縄県自殺対策連絡協議

会」や「自殺対策県機関連絡会議」を設けて連携して

取り組んでいるところであります。また、平成21年度

に設置した「沖縄県自殺対策緊急強化基金」を活用

し、対面型相談支援事業や普及啓発事業等を行うとと

もに、市町村及び民間団体を補助し、地域の自殺対策

体制の強化を図ることとしております。

　次に、地域自殺対策緊急強化基金の活用状況につい

てお答えします。

　県が行う基金事業の主なものとして、普及啓発事業

では、平成21年度に心の不調に「気づき」を促す目的

で、マスメディアを活用した「睡眠キャンペーン」を

実施したところであります。また、司法書士や臨床心

理士などによる多重債務問題等に対する生活相談と心

の健康相談をあわせて行う対面型相談支援事業を実施

しております。そのほか自殺対策にかかわる多様な分

野の人材育成事業も行っています。

　また、地域の自殺対策の体制強化として、所要の事

業を行う市町村や民間団体を支援するため、平成21年

度は13市町村及び「いのちの電話」に補助を行いまし

た。平成22年度も引き続き県の行う事業に加え、29市

町村へ補助することで取り組みを強化しているほか、

「いのちの電話」に対しても支援することとしており

ます。

　次に、民間団体への援助強化についてお答えしま

す。

　「いのちの電話」への補助について、平成21年度

は、相談員の研修派遣及び研修会実施に係る機器整備

などを行ったところであります。また、平成22年度

は、テレビＣＭの放映、ホームページ作成、カード及

びリーフレット作成などの広報活動事業及び相談員の

研修派遣として484万2000円の予算増を図り、取り組

みを強化することとしています。

　県では、今後とも基金の趣旨に基づき、市町村のほ

か、「いのちの電話」などの関係団体が行う所要の事

業に対する補助を行うことにより地域の自殺対策体制

の強化に努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　沖縄自動車道の無料

化社会実験についての御質問で、県の現状認識及び今

後の国への対応についてお答えいたします。

　沖縄自動車道における無料化社会実験の状況は、国

の発表によれば、自動車道の平日交通量で約1.5倍と

なっており、並行する一般国道329号では、交通量が

２割減少している状況となっております。

　無料化については、経済的な負担が軽減されること

による肯定的な意見や、一部に渋滞があることから高

速道路の高速性・定時性の確保を望む否定的な意見な

どさまざまな意見があると認識しております。
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　現在、国において実験データの調査・分析を行って

おり、その結果を踏まえて今後の対応を検討してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　沖縄自動車道の無料化

社会事件に伴う現状認識及び対応についてお答えいた

します。

　まず、沖縄自動車道における交通量についてであり

ますが、道路管理者である西日本高速道路株式会社に

よりますと、高速道路を利用する車両の１日平均台数

は、社会実験開始前が約８万5000台であったのに対

し、社会実験開始後２カ月間では約14万5000台と、約

70％増加している状況であると承知しております。

　また、社会実験開始後、高速道路本線上における目

立った自然渋滞の発生は見られませんが、高速道路利

用車両の増加に伴い、社会実験開始前に比べまして各

インターチェンジ及び接続する周辺道路におきまして

朝夕の時間帯は混雑している状況であります。特に沖

縄北、沖縄南、西原の各インターチェンジでの朝夕の

時間帯における流入・流出車両、許田インターチェン

ジでの夕方における流入車両による混雑や車両の滞留

が顕著になっております。

　なお、夕方における流入車両における混雑が顕著な

許田インターチェンジの入り口においては、一般専用

レーンとＥＴＣ専用レーンがそれぞれ１カ所設置され

ており、流入車両のほとんどが一般専用のレーンを使

用している状況が混雑や車両滞留の要因の一つになっ

ていると認められます。

　高速道路における交通事故の発生状況についてです

が、社会実験開始後２カ月間では人身事故が５件発生

しており、これを前年同期で比較しますと１件の増加

ということでございます。物件事故につきましては

146件発生しており、前年同期で比較しますと73件増

加、ちょうど２倍となっております。

　県警察におきましては、社会実験開始後、渋滞緩和

対策や事故防止対策をさまざま講じているところであ

りますが、警察が実施する渋滞緩和や事故防止等の各

種対策のみの対応だけでは限界がありまして、基本的

には交通量の実態に応じた道路の拡幅や一般道路との

接続交差点の改良整備を初めとして、関係機関が連携

した総合的な交通対策を推進する必要があると考えて

おります。

　県警察といたしましては、今後も沖縄自動車道の無

料化の有無にかかわらず、常に変化する交通情勢を把

握・分析しながら、引き続き関係機関と緊密に連携を

図り、適宜その時々の交通情勢に応じた対策を的確に

推進し、県内における交通全体の安全と円滑を確保し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　再質問を行いますが、知事も今議会

が４年間最後の議会ということでございます。何はと

もあれ、４年間大変御苦労さまでございました。

　まず、愛楽園の将来構想についてから入りますが、

先ほど御答弁ありましたように、愛楽園の入所者の

方々は非常に高齢化が進んでおりまして、平均80歳と

いうことですね。それでこの10年間で200名近くが減

少されて現在約240名と、こういうことですね。

　そういう意味でいえば、非常にもうこれは時間がな

いわけで、最後の１人まで安心して暮らせるというこ

とを考えますならば、１人、２人のためにあの施設が

そのまま存続できるとは考えられませんので、何らか

の形で途中からその施設が大きな意味で転換を図って

広がりを持たなきゃならないと、こういうことであり

ます。

　そういう意味で、敷地が10万坪ありまして、羽地内

海、それからワルミ大橋とか古宇利大橋とか運天港と

か、非常にすばらしいロケーションを抱えているとこ

ろであります。そして、療養所としても内科や外科や

皮膚科や整形外科とか、そういう９つにわたる科を擁

している一大病院なんです。特に老人、中高年の高齢

者の方の特有の病気です、今やですね。そういう意味

では非常に大きな蓄積もあるわけで、去年名護市がま

とめた将来構想があります。これは南静園も一緒です

が、その中にこの将来構想の基本目標の一つに、「地

域振興等にも資する施設利用・施設整備を図る」とい

うのがあるんですね。

　私は、先ほどの部長の話で、園長に任せてあるとい

う話ですが、そういうことではこれは立ち行かないん

で、敷地10万坪でこういう医療施設、医療のノウハウ

が蓄積されていて、すばらしいロケーションであると

いうことを考えるならば、当然これは県も乗り出し

て、もうあと10年という時間もないわけです、５年ぐ

らいしかないんで、実際にはですね。これは早急に県

も名護市と連携をとっていただいて、我が沖縄観光に

も非常に資するわけですから、ここは一大国民健康保

養地を建設しながら、これまでの入所者の方々のいろ

いろな歴史的なものも踏まえながら、そういう一大セ

ンターをつくっていくと、こういうことが最後の１人

まで安心してここに住んでもらうことができる、こう
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いう保証にもなるわけでありますので、私は、そうい

う意味で10万坪というこのまとまった敷地があるわけ

ですから、県としても特段の取り組みをお願いをした

いと。知事からひとつ御所見をいただきたいと。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時16分休憩

　　　午前11時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　現在、この基本構

想に基づいた国の法律・通達に基づきまして、先ほど

も申し上げましたが、園長が指針をつくるということ

になっております。これは、基本的には入園者の意見

を尊重しながらこの基本構想に基づいて指針をつくる

ということになっておりますので、その具体的な指針

ができれば、その中でやはり県としてやっていくべき

こと、やれることというのが出てくると思いますの

で、その時点で名護市と国と一緒になって協力してい

きたいというふうに思っております。

　それで今現在、この基本構想が結構愛楽園のほうで

進んでいるということで、厚労省としても将来構想の

各分野について、園の中での園長との意見がまとまっ

たものから随時手をつけていこうということで、次年

度につきましては、このハンセン病交流会館の整備と

か、それから一般入院医療機関の指定とか、その辺に

向けてちょっと具体化していこうというような動きが

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　そういう次元の話をしているわけ

じゃないんで、そういうふうな話では前に進まないん

ですよ。これは時間もないし、園長でまとめるような

話じゃないんで、沖縄全体の中で観光をどうするかと

か、保養型の観光をやろうというわけだから、そこは

10万坪もあってロケーションもいいですよと。だか

ら、県としても厚労省と早目に交渉に入って積極的に

進めなさいと、こういうことを言っているわけで、園

長が１人でできる話じゃないんですよ。次のポスト振

計に入れてやるぐらいの前向きな気持ちがないと、こ

れは進みませんよ。厚労省は、それまでほっておけば

いいんだから。金のかかることしたくないんだから

ね。減るのを待っているわけですから、ここは県が入

らないとだめですよと言っているんですよ。知事、ひ

とつどうぞ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　おっしゃることは非常によ

くわかりますし、ちょっと現実的な事務的な処理もあ

りますけれども、ちょうど沖縄の振興法をもう一回つ

くり直す時期に来ておりますし、そして今議員おっ

しゃったように、今部長の話を聞いていますと、大き

ないい敷地と風光明媚な場所とおっしゃる、医療のノ

ウハウが蓄積されているというのは、確かにかなりの

価値を持っていますから、今ちょっと事務的な部分に

加えて、少し大きな構想の中にはめて、やれる方向を

ちょっとしっかりやってみたいと思います。

　もう一つ、宮古の南静園もその感じがございますの

で、ちょっと議員の御提案はぜひ受けとめさせていた

だいて、前向きに検討していきたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　ぜひそういうことで取り組んでいた

だきたいと思います。私も、南静園、宮古と名護で、

できれば議員も一緒に集まって相談もしたいというふ

うに思っております。

　自殺の問題でありますが、この自殺の問題は極めて

個人的な問題であると同時に、非常に社会的な側面を

持っているわけですね。経済問題が89人、家庭、勤務

が65人と、健康問題が256人と、400人のうちですね。

こういうことを見ても、非常に社会的な、経済的な側

面を有しているわけで、そういう意味では、県として

もしっかりとやっぱりこれはやらなきゃならない。

400名も自殺者がいるというのは、その後ろに未遂者

が10倍もいると言われているわけですね。そして、自

殺願望者もたくさんいるわけですよ。これは非常に深

刻な問題で、交通事故も大変ですが、その交通事故防

止のキャンペーンにかける意気込みに比べれば、自殺

というのはそういう意味では非常におくれているんで

はないかと思うんですね。

　それで、毎月10日の日に「いのちの電話」というの

は、これは「0120」にかければただなんですね。この

10日の日は殺到するんですよ、「いのちの電話」に。

全国どこでもつながるわけでですね。そういう意味

で、ぜひ県としても、電話代がただということは一つ

の広報にもなりますので、そういうことをひとつ考え

られないかどうか、部長、ちょっとお答えいただきた

いと。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　現在、この基金を

使いまして電話機器の整備とか、「いのちの電話」に

対する研修の支援等、それと広報ということで、テレ

ビＣＭの放送、そういう広報代、名刺、リーフレット

の作成等のために今回補助金を出したところでござい

ます。
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　この電話の無料等につきましては、今各県の状況も

調べて、一応情報収集等やっていきたいというふうに

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　電話代の負担を軽くすれば電話がか

けやすくなると、こういう誘導的な面もありますの

で、そこはぜひ相談者の立場を考えられて対処してい

ただきたいと思います。

　それから、できれば県中心に自殺防止センターでも

つくられて、そこにいろんな民間団体とか各組織が一

緒にネットワークができるようなそういう組織をつ

くってほしいと思っております。これは要望しておき

ます。

　それから、「いのちの電話」がキャンペーンを張る

ＣＭを流すわけですが、ＮＨＫのほうはＣＭはないわ

けで、私もＮＨＫに電話して担当者にちょっと聞いて

みたんですが、県から話があれば検討するという話も

ありましたので、そのＣＭ、要するにキャンペーン、

これをＮＨＫ沖縄放送局にもやってもらえないかどう

か、県からひとつ相談をしていただけないかと。民放

では15秒の非常に短いＣＭを流すわけですね。400万

円しか予算がないのでそのうちの幾つかですから短い

んですが、かつてＮＨＫは、ポリオのキャンペーンを

やったことがあるんですよね、上田哲さんという記者

が。そういう経験もあるので、ぜひその沖縄の自殺の

現状についてＮＨＫでも取り上げてキャンペーンがで

きるように、県としてひとつ交渉してもらえません

か、ＮＨＫと。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　相談してみたいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　ちょうど麻生内閣のころにできた基

金が100億円あって、沖縄県も１億5000万円ですか、

配分があって23年度もやるわけですが、その後は切れ

るわけですね、これね。切れた後どうするかというこ

となんですが、その辺は何か特段の考えがあります

か、部長。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　基金が確かに23年

度までということでございまして、その間にやはり集

中的に地域におけるそういう体制づくりとか、それか

ら広く県民への普及啓発、また人材育成というのを集

中的にやっていきますので、その後について、それが

資源として体制強化が図られていくものと思っており

ます。

　その後の予算につきましては、国のほうにもし延長

とかそういうのができればということで要望はしてい

きたいというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　県単でもひとつぜひ集中的に取り組

んでいただきたいと思います。

　基地問題でございますが、知事は就任以来、一貫し

て普天間を動かすためには県内移設もやむなしと、こ

ういう立場だったと思います。その政治信念というの

は今でもお変わりありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　県内移設やむなしが信念で

はありませんで、普天間飛行場の一日も早い危険性の

除去のためにはという目的つきでやむなしというふう

に考えてきたわけですが、現状は、先ほどから申し上

げているように極めて厳しいので県外を求めるという

ことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　もう状況が変わったから県外という

ことで、状況主義というか、状況に合わせて変えてい

くのが政治信念であるというふうな感じをさっきの照

屋議員の質問からも考えておりましたが、そこで、知

事の本会議のさきの私に対する答弁もそうであります

が、時間がないんであれですが、こういうふうに言っ

ているわけですね。市長選挙や県議会の意見書があっ

たと、県民大会などもあり、状況を踏まえると地元の

理解が得られない移設を実現することは極めて困難で

あると考え、政府に対し納得のいく説明と解決策を求

めてきたが、この間、こたえる解決策、説明はない

と。したがって県としては、共同声明を見直して、普

天間飛行場を県外に移すことを求めたと、これが一つ

の答弁ですね。

　これは２つの意味があるわけですが、それともう一

つですね、例えば、これは９月30日の新垣議員に対す

る公室長の答弁でございますが、県は、去る８月31日

に「普天間飛行場の代替の施設に係る二国間専門家検

討会合の報告」を受けて政府から説明を受けました

が、名護市辺野古への移設を受け入れることは極めて

厳しいという県の考えに変わりはなく、説明内容にか

かわらず現時点で代替施設について議論する状況には

ないと考えていると、こういうことがあるわけです

ね。この２つの見解は、私のほうから見れば相矛盾す

ると思うんですがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　恐縮ですが、どこが矛盾し

ているかがちょっとよくわからないので、御質問に答
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えようがないんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　明確だと思うんですが、この知事の

答弁は、政府からこの間、県民の怒りと失望にこたえ

得る説明と解決策は示されてないと言っているわけで

すね。ところが、政府は、いわば８月11日にも福山さ

んとか瀧野さんが来られて説明している。31日も副知

事が瀧野さんと会っている。鳩山前総理も５月４日、

５月23日に来ている。

　この公室長の答弁だと、説明内容にかかわらず議論

する状況にないと言っているわけですね。つまり問答

無用だと言っているわけですよ。だから、どんな説明

があろうと、辺野古前提のお話には応じられないと、

こういうことを言っているわけでしょう。ところが、

一方では、政府から説明がないので県外移設を求める

と、こう言っているわけでしょう。その２つは矛盾し

ないかと言っているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　５月28日に日米共同発表が

ありました。我々はそれは遺憾であるし、実際にそれ

は厳しいですよと、辺野古への移設ということと、も

とへ戻ったそのまた説明を県民及び我々にきちっと

やって納得のいくもの、そして全体を解決するものが

示されない限り、私たちはその共同発表の中身につい

てきちっとまだ政府から説明を受けてないんですよ。

ですから、納得のいく説明をきちっとまず下さいと、

それがないとこの中の、例えば基地負担とかいろいろ

ありますよね。それからＶだとかＩだとかという話も

あるわけです。そういうところに入れませんと言って

いる。きちっと説明を受けていないから、そこへ入り

ませんということ、これが第１です。いいですか。

　そして第２は、ただしという部分がありまして、向

こうも行政機関、我々も行政機関で事務的な、技術的

なレベルの情報交換というのは、我々は別にパイプを

閉ざす理由はありませんと、それはパイプはお互いに

きちっとあけておきましょうということです。ですか

ら、彼らは８月末でしたか、その専門家会議による中

身を説明をしたい。だから説明という中身であっても

それは協議にはなりませんよと。だけど実務的にその

中身を知らせたいというのには、別に我々は情報のパ

イプは閉じませんと、そういう意味ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　公室長にもう一回この答弁の中身を

説明してもらいたいんですが、説明のいかんにかかわ

らず、辺野古が前提であるうちは協議に応じられない

と、こういう答弁なんだよね。だから、そうすると政

府としてはどういう説明をすべきなのか、逆に言え

ば、県はどういう説明があれば納得できるのか、ここ

が問題なんですね。だから、政府が来て、政務と事務

の官房副長官が来て11日にも説明している、これは両

方にですね。31日も来ている、これは副知事に。とこ

ろが、その答弁は、わざわざ11日を外して31日になっ

ているのが私にはよくわかりませんが、そういう意味

では政府は、鳩山さんも来てやったつもりでしょう、

それは。そして、今度は事務も来て、政務も来てやっ

たと。それについて説明を聞いておいて、しかしなが

ら、説明のいかんにかかわらず、これは前提としてい

る限りはその協議には応じられないと、こういうふう

に言う話は、知事のおっしゃる説明がないというのと

これとでは、私は、２つは相行かないと思うんで、そ

このところは説明してもらわないと、今議会みんなそ

うなんです、そこがわからないんですよ。だから、説

明がないというのは、どういう説明が欲しいのか、ど

ういう説明があれば納得できるのか、その辺を逆に教

えてくださいよ。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時32分休憩

　　　午前11時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　お答えいたします。

　辺野古を前提とした協議等には応じられないという

ことですが、この説明の内容ですが、議員がおっ

しゃった８月11日には、いわゆる５月28日の日米共同

発表の内容について――これはこういう意味であると

いうんですか、その解釈というんですか――そういっ

た説明が両官房副長官からございました。８月31日に

は、いわゆる日米の専門家検討会合の内容について、

そこで示されたチャートを見せられまして、こういう

結論でＶ字案とＩ字案の両論が併記されているという

ような事実を伝えられたわけです。

　いずれにしましても、その２回の説明におきまして

は、事実、経緯というよりも、そこに書かれているこ

とを説明していただいたということでございまして、

知事の再三申し上げております納得のいく説明には当

たらないと。さらに辺野古移設を前提とする説明につ

いては、これは議論の段階ではないと、そう申し上げ

たわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　辺野古を前提とする説明には応じら
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れないということですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ここで政府の意図がよ

くわかりませんけれども、先方からはＶ字案あるいは

Ｉ字案についての説明があったということでございま

して、県側からは、辺野古が前提である以上、Ｖ、Ｉ

それぞれに技術的な議論をする段階ではないというふ

うに申し上げたわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　じゃ、角度を変えて聞きますが、ど

ういう説明ならば県は納得できるんでしょうか。どう

いうことを想定されているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どういうことというより、

まず我々わからんから聞いているわけですよ。いいで

すか、悪くても県外と言った人が、何でもとへ戻って

きたのかというこの説明が要ると。これはだからマニ

フェスト的・政治的な説明ですよ。ところが、技術

的・実務的なものというのは、もう日米共同発表にあ

るようになったと。これをどうしても一応は説明して

おきたい、情報として差し上げたいというのは、これ

はパイプは切りませんと言っているわけです。だか

ら、これはこの間、公室長が聞いたものがそうです

し、そしてもう一つは、おっしゃる納得のいく説明を

しに実は両官房副長官がお見えになったわけです。で

すが、これはテクニカルな説明だったもんですから、

これでは我々も含め県民とてもとても、悪くても県外

と言った人たちがもとへ戻るということ自身の説明に

はなりませんし、納得いきませんと言っているんで

す。納得のいく説明というのは、自分たちが決めたマ

ニフェストを変えた理由ですよ。それを説明してくだ

さいということですから。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　それの説明があれば、納得できるん

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　その説明に納得いけば、次

の協議に入りますと言っているんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　私は、別に民主党の立場にあるわけ

じゃありませんが、５月４日に鳩山前首相が来て、23

日でしたかね、２回お見えになって、いろいろやって

みたけれどもだめだったと。勉強してみた結果、抑止

力も必要だと。つまりＳＡＣＯの最終報告というか、

ほかの一連の場所に戻ったわけですよね。民主党政府

としては、総理が行って、政治的に知事に会って御説

明申し上げたと、ほかのところもいろいろ当たってみ

たけどだめだったと、これで済んでいるというふうに

思っているわけですよね。だから申しわけありません

と、大変努力しましたがだめでしたということを前段

に置いて、そして事務の副長官が来てテクニカルな説

明をされていると、こういうふうな流れであるという

ふうに思っているんじゃないでしょうかね、向こう

は。これは私が別に言うことじゃないんですが、流れ

としてはそういうことなんだろうと思うんですね。

　だから、そういう意味で、知事のおっしゃる説明が

ないということが県民によくわからないんですよ。そ

の説明がどういう説明であればいいのか。例えば、こ

の問題は自民党政府から延々と続いているわけですよ

ね、連綿と続いている。そして同じですよ、トーン

は。自民党も民主党も同じですよね。自民党のときは

説明があったのかと、そういうことです。要するに、

辺野古に移設先をつくるという意味では全く同じこと

なんで、抑止力も同じです。そういう意味で、あえて

そこで説明がないということを理由にされる、そこが

よくわからないということですね。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさしくあえてそこを聞い

ているわけです。なぜなら、総理にもなった人が、し

かも３党合意、当時はまだ３党合意があったでしょ

う、悪くとも県外といったこういう方向に向かって

走っておられて、５月28日日米共同発表で突然、事も

あろうにもとへ戻っているんですよ。これを説明抜き

で、ああそうですかと、総理が２回お見えになって、

これけじめもついていません。そして何時間かおられ

て帰って、これで説明になっている、県民は納得した

に違いないと、幾らヤマトゥンチュでも思いません

よ。だから、これを求めているわけです。

　どういうわけか、玉城議員は前回もおっしゃいまし

たけれども、例えば、今の政府は未熟であるとか何か

いろんなことをおっしゃいましたね。まだなれていな

い、いろんな考えの人がいると、議員がおっしゃった

んですよ。たしかこういうような趣旨のことが議事録

にもあります。これを場合によったら言おうかと、そ

ういうことですかと。これは場合によったら一つの納

得のいく、物すごい不満でおかしいけれども納得のい

くものかもしれません。これは例えば、本当に人間が

まるで逆のことをやるのに、天下の大きな政党が、何

が納得いくかは御自分で考えてくださいと言っている

んですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　ちょっとわけがわからなくなってき
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ましたので前に進みますが、県外移設というのと県内

移設反対というのは、どういう概念だとお考えです

か。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時40分休憩

　　　午前11時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　恐縮ですが、どうもレト

リック上の理解がうまくいかなくて、県外移設は県の

外へ移設することですよ。県内移設は、恐らく県内で

移設することだと思うんですが、何がどう……。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　県内移設反対と言った場合に、もと

もとの最初に出た県内移設というのは、ＳＡＣＯの最

終報告ですね、最終報告、ＳＡＣＯの。それで、大田

さんのときに県内移設というのが出て、辺野古に持っ

ていきます、そのかわり普天間は返しますと。その段

階で県内移設反対を言ったら、恐らく普天間が残ると

こう考える、それはそれでいいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時44分休憩

　　　午前11時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　余り長いこと考えているの

も恐縮ですが、まだちょっと意味がわかりかねるんで

すが、当時の大田昌秀さんは容認できないというよう

なたしか表現でしたよね。容認だとか受け入れられな

いというような表現で最後けりをおつけになったと思

うんですが、今のその議員の質問が私にはちょっとよ

くわからない。県内移設反対と言ったら、普天間は動

かないであっただろうかと、こういうことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時45分休憩

　　　午前11時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　失礼しました、時間がかか

り過ぎて。ちょっと理解能力が……。

　今の御質問に対して、県内移設丸ごと可能性ノーと

こう言ってしまったとき、固定化してしまう可能性、

懸念はあるかという意味ですか。ゼロではありません

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　県内移設反対と言うと、恐らくＳＡ

ＣＯとの関係とかいう意味でいえば条件ですから、日

米両政府の立場からすれば、じゃ残しましょうという

ことも可能ですね。したがって、私は何が言いたいか

というと、知事がおっしゃる県外移設というのは、む

しろ県内移設反対の進化した形だと、県内移設ノーと

言えば残る可能性があるとおっしゃるわけでしょう。

したがって、県外移設というのはそれも越えて、つま

り普天間の閉鎖・撤去を明確に打ち出したものだと、

こういうふうに考えていいかということですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　何度も理解不足で恐縮です

が、県外移設を求めるというのイコール――たしか何

党の方がおっしゃっておられたか似たような表現だと

思います――今ある普天間基地を即ノーとこう言うの

と同じかと、こういうことですか。

　ちょっとこの概念というか、考え方がまるで違うん

で、これと同じかと言われてもちょっと答えようが私

ないんですが。

○玉城　義和君　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時48分休憩

　　　午前11時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　恐縮ですが、頭が悪くてど

うも先生のレトリックが私にまだよくわからないんで

すが、県外移設は、文字どおり県外移設です。県外へ

持っていってもらいたい、県外を探してもらいたい

と、こういうことだけなんですがね。

　あと、そこを裏返しをして、あなたの論理で、した

がってそれはこれを意味するか、あれを意味するか

と、これは玉城議員のレトリックであって私とは違い

ます。ですから、私はただ県外だと言っているんで、

それをこう解釈していいかと幾つも聞かれても、その

仮定の話はあなたの頭の中にある論理であって私では

ありません。私は県外だと言っている。ここでとどめ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　県外移設を明確に言い切るというこ

とは、これは今言ったように、県内移設反対を当然包

含しないとできない論理であって、そこのところは、

理屈としてはそのとおりですよ。そこのところはよく

認識をされていたほうがいい。だから、民主党も余り

幻想を持たないほうがいいというふうにおっしゃって
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ください、ひとつ。

○知事（仲井眞弘多君）　民主党に言ってください、

僕に言うんじゃなくて。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　改革の会、玉城満でございます。

　ちょっと尖閣諸島の問題があってあることを思い出

したんですね。「キジムナーフェスタ」という世界児

童演劇フェスティバルがあるんですが、あそこの中で

イスラエルの劇団が来たんですね、沖縄に。アラブ・

へブリュウ劇団、これは「あかない箱」というタイト

ルだったんですよ。どういう芝居だったかといいます

と、アラブ人とヘブライ人、要するにイスラエル。イ

スラエルの劇団で両方今反目している民族がいるわけ

ですね。ある箱を探すんです。ある宝の箱を探したと

きに、この２人はこの箱を奪い合ったんですよ、奪い

合った。そしてお互いが、片方が取って片方がいろい

ろ金づちとかあんなものであけようとするんだけれど

も、なかなかあかない。そうしたらこの芝居の末の方

で、最終的にどうしてもあかないもんだから、２人が

協力して何かをやり始めて２人が抱き合った瞬間に箱

がぽーっとあいてきたんですね。これどういうことを

言っているかといいますと、最終的に民族と民族反目

し合っているんだけども、そこには一つの文化があっ

て仲介する何かがあるだろうと。だから尖閣の問題で

も、今中国、台湾を巻き込んでかなり問題になってい

るんですが、ここでウチナーンチュの出番じゃないか

なという気はしているんですね。ウチナーンチュが

しっかりこれを仲介しておさめていくという流れをぜ

ひつくっていただきたいなと思っております。なぜそ

ういうふうに考えるかといいますと、中国の経済人と

台湾の経済人は、お互いが台湾の経済人が中国に行く

んじゃなくて、中国の経済人が台湾に行くんじゃなく

て、できるだけ沖縄に来て沖縄でそういう調整をして

いるというのが最近周りにたくさん出てきているわけ

ですね。だからそういう意味では、ここで今ウチナー

ンチュの出番ではないかという感じがしております。

余りおもしろくなかったですか。本心をついているん

でしょう。

　それでは質問に入ります。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、知事の選挙公約達成について。

　アは取り下げます。

　イ、（行政力）、「行政効率化と財政基盤の強化」

は実現されているのかを伺う。

　ウ、（解決力）、「普天間飛行場の危険性の早期除

去」についてどのような要請を行ったかを伺う。

　芋、ポスト振興計画の最大のポイントを３つ挙げる

とすれば何か伺う。

　２、基地問題について。

　茨と芋は取り下げます。

　鰯、基地返還後の基地労働者の処遇について県の方

針を伺う。

　３、県のアジア対策について。

　茨、中国対策について。

　ア、尖閣諸島問題以降、経済、観光、文化交流等で

沖縄への影響はあるのかを伺う。

　イ、北京事務所の開設について伺う。

　ウ、北京―沖縄間の航空定期便について伺う。

　エ、知事のトップセールスを含めた企業誘致の現状

と課題を伺う。

　オ、中国人民元の取り扱いについて、県内金融関係

業者へ働きかけを行っているかを伺う。

　カ、チャーター便増に伴う国際線のハンドリング

サービスの対応について伺う。

　芋、台湾対策について。

　ア、尖閣諸島問題以降、経済、観光、文化交流など

沖縄への影響はあるのかを伺う。

　イ、台湾―沖縄間の航空定期便の中華航空以外の航

空会社の参入はあるのかを伺う。

　４、行政改革について。

　茨、「県民視点による事業棚卸し」について。

　ア、抜本的な改革ではなく、枝葉の細かい事業の切

り捨てになっていないかを伺う。

　イ、机上の調査資料の作成に終始し、より無駄な経

費を生むことになっていないかを伺う。

　ウ、「県民視点による事業棚卸し」と称している

が、現場調査はしているのかを伺う。

　５、沖縄フィルムオフィスについて。

　茨、フィルムオフィス推進事業が仕分けで不要と

なったが県の見解を伺う。

　芋、新産業振興課が推進する文化コンテンツファン

ドについて伺う。

　鰯、フィルムオフィスを観光コンベンションビュー

ローから新産業振興課へ移行させたほうがいいのでは

ないかと思うんですが、県の見解を伺う。

　允、ロケ地のピクチャースポット化（観光地化）に

ついて伺う。

　６は取り下げます。

　７、県立芸術大学について。

　茨、今期卒業生の就職状況の予想と傾向について伺

う。



－ 240 －

　芋、県及び市町村自治体における県立芸大卒業生の

採用の実態について伺う。

　８、全国エイサー大会について。

　茨、大会運営の進瀧状況について伺う。

　９、我が会派の代表質問との関連について、平良昭

一県議が質問いたしました一国二制度に向けた県の現

在の国との調整とのことなんですが、今後どういう方

向性で、国にどういう要請を行っていくのかを伺う。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの玉城満君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので午

後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の玉城満君の質問及び質疑に対する答弁を願い

ます。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城満議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、行政

効率化など知事公約の実現についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　行政の効率化と財政の健全化のため、平成18年度か

ら平成21年度までに実施をしました「沖縄県行財政改

革プラン」におきまして、民間委託の推進、定員管理

の適正化などこれらに取り組んだ結果、当初の目標額

約318億円を上回ります約452億円の財政効果を上げて

おります。しかしながら、沖縄県の財政状況は依然と

して厳しい状況にあることなどから、去る３月に「新

沖縄県行財政改革プラン」を策定し、引き続き行政の

効率化と財政運営の健全化に努めることといたしてお

ります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の危険

性の早期除去に関する要請についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、移設

措置協議会やワーキングチーム会合などにおきまし

て、政府と意見交換を重ねてきたところであります。

しかしながら、昨年９月の新政権発足後はこれらの協

議会等は開催されておりません。県は、総理を初め各

大臣との面談など機会あるごとに、普天間飛行場の一

日も早い危険性の除去を求めており、政府におきまし

ても積極的にこの問題の解決に取り組んでいただける

ものと期待をしているところであります。

　次に、知事の政治姿勢の中で、ポスト振興計画の最

大のポイントいかんという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　ポスト振興計画についてのポイントは、１点目は、

「自然環境・文化」、そして「安全・安心」、「産業

振興」、「交流と共生」、「人材育成」など、「沖縄

21世紀ビジョン」において県民が求める将来像実現の

ための計画であります。２点目は、県が策定する基本

計画とし、地域住民や企業、そして市町村等との協働

のもと、県民一体となって、計画の策定・実現に取り

組んでいくこと。３点目は、国に対し、新たな法律を

制定し、計画に基づく事業を支援する仕組みを求めて

いること、以上、３点が挙げられます。この計画によ

り「沖縄21世紀ビジョン」の実現に向かい、力強い民

間主導型の自立型経済を構築し、医療・福祉、文化、

教育等の充実を図ってまいります。また、沖縄県の固

有課題であります離島の振興、基地跡地の利用、公共

交通システムの整備、交通・物流コストの低減などに

取り組んでまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　基地問題についての

中で、基地返還後の基地労働者の処遇についての御質

問にお答えします。

　駐留軍従業員の雇用対策は、直接の雇用主である国

が責任を持って取り組むこととなっており、基地の返

還に当たっては、駐留軍従業員の雇用の継続を図るな

ど雇用の安定の確保に努力することが法律や閣議決定

等で示されています。また、やむなく離職を余儀なく

される方々の再就職対策としては、「駐留軍関係離職

者等臨時措置法」では、離職前職業訓練のほか、最長

で３年間にわたる就職指導、特別給付金や就職促進手

当の支給等の措置が規定されています。

　沖縄県としましては、国及び関係市町村と連携を密

にし、駐留軍関係離職者等対策協議会の活用を図りつ

つ、駐留軍従業員の雇用対策に万全を期してまいりた

いと考えております。

　次に、県のアジア対策についての中で、中国との尖

閣諸島問題における沖縄への影響についての御質問に

お答えします。

　中国からのチャーター便のキャンセルがあったほ

か、一部のセミナーや会議などに延期がありました

が、最近の動きとしては平常に戻りつつあると思われ
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ます。なお、今月１日から「上海万博九州沖縄ウィー

ク」や上海でのコンビニエンスストアとタイアップし

た沖縄観光プロモーションは予定どおり始まってお

り、また県も参加する予定の11月上旬に中国海南省で

開催される「第14回島嶼観光政策フォーラム」も予定

どおり行われる見通しなどとなっております。

　同じくアジア対策についての中の、北京事務所の開

設についての御質問にお答えします。

　北京における海外事務所の設置については、北京―

那覇間の定期航空便就航の可能性が示されたことに伴

い、現地における情報収集や旅行社等への営業活動な

どが必要なことから、早ければ年内にも委託駐在員を

配置する方向で検討しているところであります。

　同じく県のアジア対策について、中国からの企業誘

致状況等についての御質問にお答えします。

　県では、財団法人沖縄県産業振興公社を通じて、上

海、香港等に海外事務所を設置し、沖縄県の投資環境

の広報宣伝や情報提供など企業誘致に努めております

が、中国からの企業の進出には至っておりません。た

だ、情報関係については、中国のＩＴ企業と県内企業

との合弁会社がことし６月に設立されており、今後と

もＩＴ津梁パークにおける人材の育成・交流を通じた

日本とアジアのＩＴブリッジ機能の強化や、ＧＩＸの

活用等により中国企業の立地促進を図っていきたいと

考えております。

　県としては、政府の「新成長戦略」において、外資

系企業による日本への立地促進が掲げられていること

なども踏まえ、情報関連産業のみならず製造業等にお

いても企業ニーズに沿った投資環境の整備や周知に努

めるとともに、中国を初めとした国内外での企業誘致

活動に全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　同じくアジア対策についての、中国元の取り扱いに

係る働きかけについての御質問にお答えします。

　沖縄県における中国元の両替については、那覇空港

国際線ターミナルや国際通り等に設置された７カ所の

両替所で行うことができます。中国においては中国元

の持ち出しに金額の上限があることから、中国人旅行

者が海外渡航を行う際は、海外銀行やカード会社との

提携のある銀聯カードが広く利用されております。こ

のカードを利用して、県内のゆうちょ銀行のＡＴＭ

249台において日本円の引き出しが可能となっており

ます。また、現在、県内のホテルや観光施設など約

150カ所において銀聯カードが利用可能であります

が、県としては、なお一層の銀聯カードの普及を促進

するため、今年度事業において、中国人観光客の利用

しやすい約100カ所を対象に端末の導入を支援してい

きたいと考えております。

　同じくアジア対策について、台湾との尖閣諸島問題

における沖縄への影響について。

　庁内及び関係機関を通し、情報収集等を行っており

ますが、今のところ、台湾との交流に影響があるとの

情報はございません。

　次に、沖縄フィルムオフィス関係についての御質問

の中で、フィルムオフィス推進事業が「不要」となっ

たことについての御質問にお答えします。

　フィルムオフィス推進事業については、事業棚卸し

で「不要」との厳しい意見となっております。

　沖縄県としては、本事業の重要性や、中国関係の撮

影支援依頼が急激な伸びを示すなど、着実に効果があ

らわれていることから、さらに効果的に実施されるよ

う、事業棚卸しにおける委員の意見等を踏まえながら

事業を再編していきたいと考えております。

　同じく沖縄フィルムオフィスについての中で、新産

業振興課が推進するファンド事業についての御質問に

お答えします。

　沖縄県が本県の持つ豊かで多様な文化の産業化を目

指し、沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業を実施

しております。同事業では、５億円規模の投資ファン

ドを組成し、県内文化関連事業者が取り組む映画や

ゲーム、エンターテインメントなどのコンテンツ制作

に対し投資を行うとともに、プロデューサーや監督な

ど文化コンテンツ産業を支える人材を育成してまいり

ます。現在、公募により選定した投資ファンド運営者

を初め、関係機関と連携し、投資ファンドの組成に向

けて取り組んでいるところであります。

　同じくフィルムオフィスについての中で、フィルム

オフィスの新産業振興課への移行についての御質問に

お答えします。

　映画・ドラマの撮影誘致や支援等を担う機関につい

ては、国際的に非営利で中立・公的であることが基本

条件の一つとして認知されております。また、沖縄県

では、その活動を観光振興につなげるため、沖縄フィ

ルムオフィスを公益法人である沖縄観光コンベンショ

ンビューロー内に設置しております。

　同オフィスの新産業振興課への移行については、現

時点では検討しておりませんが、沖縄県としては、事

業棚卸し等を踏まえ、同オフィスの担っている事業が

さらに効果的に実施されるよう、実施主体や運営方法

など組織のあり方について今年度中に検討を行うこと

としております。

　同じく沖縄フィルムオフィスについての中の、ロケ
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地の観光地化についての御質問にお答えします。

　沖縄県では、平成21年度より沖縄観光の新たな魅力

をＰＲするため、映画やドラマ等のロケ地をめぐるツ

アーの商品化を促進しているところであります。平成

21年度には、これまで撮影で使われたロケ地の情報

や、周辺観光スポットの情報も掲載した「沖縄ロケ地

マップ」を作成し、県内のレンタカー会社や道の駅な

どに１万6000部を配布しております。今年度は、この

情報を活用し、「沖縄観光情報ＷＥＢサイト　おきな

わ物語」での発信や、ロケ地へのナビゲーションを行

う携帯情報端末向けの無料アプリケーションの制作等

を行うこととしており、これらの取り組みにより、ロ

ケ地の観光地化を推進し、観光誘客につなげていきた

いと考えております。

　次に、全国エイサー大会について、全国エイサー大

会運営の進瀧状況についてお答えします。

　沖縄県では、「2010全国エイサー大会」を、10月16

日、17日に、沖縄市コザ運動公園を主会場に開催する

こととしております。16日は、県内各地で、地元青年

会と県外参加団体の演舞を通じた交流を図る「シマ

マーイ」を実施するとともに、沖縄市観光協会との連

携により、エイサーの歴史を紹介する「エイサー今昔

物語」を開催します。17日には、創作エイサーに加

え、伝統的な青年会エイサーの演舞も披露する「創作

エイサーコンテスト＆フィナーレ」を実施することと

しており、県外６団体、青年会４団体を含む24団体の

出演を予定しております。

　大会運営の進瀧状況としては、６月16日に県や関係

市町村、青年会、観光及びエイサー関係団体で構成す

る実行委員会を立ち上げ、８月６日の第３回委員会で

同大会の基本計画を決定しております。また、コンテ

スト参加団体の募集や大会をＰＲするため、大会オ

フィシャルサイトを立ち上げるとともに、県内外のエ

イサー団体へのダイレクトメール発信による案内や、

県内でのテレビＣＭ等により、広報活動を展開してい

るところでございます。

　我が会派代表関連の質問の中で、物流関係への今後

の取り組みについてお答えします。

　県では、自由貿易地域、特別自由貿易地域制度の延

長として、国際物流拠点形成のための特区を沖縄振興

特別措置法で要望していく考えであります。また、国

が地方自治体などからアイデアを募り、来年度からの

導入を目指している「総合特区制度」について、県か

ら去る９月21日付で「国際物流関連産業集積特区」を

提案したところであります。

　今後とも、本県産業振興の課題の一つである物流コ

ストについて引き続き取り組んでまいりたいと思いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県のアジア対策について

の御質問の中で、北京―沖縄間の航空定期便について

お答えいたします。

　現在、那覇空港に定期就航している海外路線は、台

湾、ソウル、上海、香港の４路線であります。北京―

沖縄路線については、既に７月よりチャーター便が就

航しており、年間53便、約8000人の乗客を見込んでお

ります。また、当該路線については、８月に知事が

トップセールスを行った際に、海南航空から定期路線

の就航表明がありました。

　県としましては、今後、当該路線の早期就航に向け

て取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、国際線のハンドリングサービスの対応につい

てお答えいたします。

　那覇空港の国際線においては、主に、日本航空や全

日本空輸などがハンドリング業務を行っております。

当該業務は、基本的に、民間企業が中心となり取り組

むべきことと考えておりますが、新規路線開設や

チャーター便の就航は、観光客誘致の上で非常に重要

なことであることから、県は、関係企業間の連携を促

しているところであります。その結果、航空会社から

は受託体制の強化に向けて関係企業間で検討を進めて

いるとの報告を受けております。

　次に、中華航空以外の航空会社の参入についてお答

えいたします。

　現在、那覇空港には、台北から定期就航している中

華航空以外に、台湾の台中や高雄から華信航空の

チャーター便が就航しております。また、石垣空港に

は、台北から華信航空、台北・花蓮経由で復興航空の

チャーター便が就航しております。

　県としましては、今後とも産業振興公社台北事務所

と連携を図りながら、複数の航空会社による台湾各地

からの定期路線開拓に向けて取り組んでいきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　行政改革の質問のうち、

事業棚卸しは抜本的改革になっていないのではないか

という趣旨の質問にお答えいたします。

　「県民視点による事業棚卸し」は、個別の事業につ
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いて、外部の委員と職員が公開の場で、事業の必要性

や実施主体などについて議論・検証を行うものであり

ます。今年度の対象事業は、人件費など棚卸しになじ

まない事業を除き、長期間実施している事業や、予算

額が一定の規模以上の事業を優先して選定したところ

であります。

　次に、事業棚卸しは無駄な経費を消費させていない

か、現場調査をしているのかという趣旨の質問につい

て一括してお答えいたします。

　事業棚卸しは公開の場で行うことから、傍聴者にも

個別事業の目的や内容、予算額などが示される必要が

あり、事業の基礎的なデータを記載した資料を提供し

たところであります。また、事業棚卸しが効果的に実

施されるよう、棚卸し委員は、検討会議を重ねるとと

もに、道路関係事業につきましては、事前に現場調査

も行っております。

　事業棚卸しは、多くの県民が参加されるとともに、

職員の側にも、費用対効果を念頭に事業を遂行するこ

とについての必要性を再認識させるなど、行財政改革

を進めるに当たって有効な手法であると考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　県立芸術大学につい

ての質問の中で、今期卒業生の就職状況の予想と傾向

についてお答え申し上げます。

　県立芸術大学の卒業生の就職先は、各年度の新卒時

点における調査の累計によりますと、デザイン・広告

関係、教員、工芸関係、公務員の業種へ進む学生が多

いという特徴があります。

　平成21年度の卒業生の就職状況は、学部卒業生107

人のうち、進学者が25人で就職希望者が52人、そのう

ち就職した者が30人、就職希望者に対する就職率は

58％となっております。内訳を申し上げますと30人の

就職者のうち、一番多いのがデザイン・広告の９人、

次に公務員の４人、教員の２人、音楽イベント関係２

人の順になっております。

　なお、今期卒業予定者の就職希望状況については、

今月から行う定期的な調査により把握を行う予定と

なっております。

　同じく県立芸術大学に関連して、県及び市町村自治

体における卒業生の採用の実態についてお答え申し上

げます。

　県立芸術大学卒業生の就職状況は、平成元年から21

年度の各年度の新卒時点における調査の累計によりま

すと、非常勤講師を含む教員として78名が、公務員と

して22名が就職している状況となっております。

　なお、就職先の県・市町村ごとの区分けについて

は、把握しておりません。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　知事にお伺いしたいんですが、「行

政効率化と財政基盤の強化」と、これ行政力として選

挙の公約をしているわけでございますが、今先ほどの

行革についても全部ダイエット化させていくという、

枝葉をカットしていくという考え方が先行していると

思うんですね。もう少し自主財源をふやすということ

も効率化につながると思うんですよ。だから、余りに

もカットし過ぎて逆に自主財源が少なくなっていると

いうケースはないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　削減とか見直しすること

によって自主財源がカットされる。ちょっとにわかに

答えられないところがあるんですけれども、例えば自

主財源の確保と申しますのは、税の収入であるとか、

それから県有財産を売却するとか、そういった形で自

主財源が確保されていきますので、その自主財源の確

保に向けての費用についてもしっかりと手当てしなが

らやっているつもりですので、それに伴ってカットす

ることによって自主財源の確保に支障が出てくるとい

うことについては承知しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　会社でもそうなんですけれども、

カットカットしていくと売れ行きが下がるという大方

９割方そういう流れになっているんですね。だから、

そういうところをしっかり押さえていかないと、この

業界はひとり立ちしたからこれはカットしていいだろ

うという考え方がこの行政改革の中にあるとするなら

ば、逆に、せっかく育ったものが勢いをとめられてし

まうというそういうケースが出てくると思うんです

よ。その辺のところはしっかり目を向けてやっていた

だきたいと思うんですが、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　おっしゃるとおりです

ね、実をいいますと今回の棚卸しの見直しの中でもこ

ういうことを我々は事業を想定したんですね。ずっと

行政の悪いくせ、悪いところなんですけれども、長年

の事業を検証しないでそのまま予算化していくという

ことがあります。それから一定規模以上の予算であり

ましたら、それをそのまままた次年度も要求していく

ということがございます。そこを少ししっかりと目的
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を持った事業を展開しているわけですから、目的に合

うのかどうか、今の事業は合っているのかどうか、そ

れから無駄がないのかどうか等々含めて、職員にしっ

かり検証していただきたいというのが一つの視点で

す。もちろんそれを省いてすぐ事業がなくなるという

ことではなくて、逆にいいますと事業をさらに再構築

するためにそういった指摘を受けながら、もっともっ

と深掘りするような事業の展開はできないのかと、こ

ういうことも含めての事業棚卸しでありますので、御

理解いただければと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　では今この行政改革と、先ほどの沖

縄フィルムオフィスとちょっと関連するんですが、僕

は沖縄フィルムオフィスが「県民視点の事業棚卸し」

で「不要」とされたことに対して、県の対応はいかが

なものだったのかなと思いますね。議事録も見ました

けれども、そのフィルムオフィスの役割をこの仕分け

の皆さんに堂々と説明されてないんですよ。これは大

変なことだと思うんですね。皆さん御存じかと思いま

すけれども、中国の馮（マー）監督という人が「非誠

勿擾（フェイチェンウーラオ）」というこの映画を北

海道を舞台に撮って、これは日本でわかりやすく言え

ば、寅さんみたいな正月映画。これは、北海道を舞台

に撮ったら北海道の観光はふえたし、北海道の物産は

中国で売れるようになると。この映画産業だけでも大

変なのに、それに付随してくる観光産業であるとか、

物産であるとか、そういうものが相当ふえてきた。今

回ですよ、９月に撮影をしていた映画のこの馮

（マー）監督が撮影をしていたという事実、知事御存

じですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あらあらは知っているつも

りですが。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　この「非誠勿擾（フェイチェンウー

ラオ）」をヒットさせた馮（マー）監督が撮っている

のは、「陽光天使」といって中国のトレンディードラ

マなんですが、それが沖縄を舞台に撮っているんです

よ。その沖縄を舞台に撮ってそれをコーディネートし

ていろいろロケ地選定をやり、そしていろんな手配を

したのがフィルムオフィスであるということをやはり

知事を初め皆さんがそういう事実をしっかり把握して

いただきたいなと思います。これは、担当部署だけの

問題じゃないと思うんです。この映画１本でいろんな

担当部署の人たちがいろんな恩恵を受けるというケー

スが出てくるわけだから、この辺の映画産業はしっか

りと押さえていただかないといけない。だから、フィ

ルムオフィス推進事業を「不要」とさせた県の対応は

僕は許しがたいと思っているんです。これは今から大

変な産業になる。

　その一方でいいこともなさっているんですよ。新産

業振興課の方で文化コンテンツファンドですか、５

億。これはいい考えだと思いますよ。例えば5000万の

資金をいただいた映画が万が一ヒットすると。ヒット

したら先ほど言ったように観光にも影響してくるし、

そのヒットにちなんだ商品が開発されてくるという

ケースが出てくる。そして、コンテンツそのものも海

外で売れると。いろんな産業の可能性がかなりあるん

ですよ。だから、僕は今もう観光とだけに結びつけて

いるフィルムオフィスをぜひ新産業振興課のほうに移

していただいて、もう少しＮＰＯなり民間が立ち上が

るまでに県の方でその映画産業に対する対応の仕組み

をしっかりつくっていただきたいなと思っているんで

す。その辺のところどうでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　休憩いたします。

　　　午後１時54分休憩

　　　午後１時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　フィルムオフィスの

新産業振興課の移行については、先ほど御答弁したと

おり現時点では検討しておりませんが、沖縄県として

は事業棚卸しを踏まえ、同オフィスを担っている事業

がさらに効果的に実施されるよう、実施主体や運営方

法、組織のあり方について今年度中に検討を行うとい

うことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　それと先ほどの行政改革に今の意見

を受けて戻るんですが、「県民視点の事業棚卸し」で

しょう。ということは、それを受益者からこの例えば

今の沖縄フィルムオフィスの推進事業を受けたその受

益者、民間でもいろいろいるわけですよ。そういう人

たちから事情を聞いたんでしょうかね、この行革の調

査をするときに。それをお答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　それも少し御説明しまし

たけれども、今回の事業棚卸しですね、このフィルム

オフィスに限って言いますと、この意見はこういう意

見なんですね。このフィルムオフィスそのものを否定

しているわけではないと、事業棚卸しとして。県とし

て当該事業を補助する必要性や実施主体とか運用につ
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いて議論になっているわけです。そういった意味で見

ますと、単純にあっせんするとかそういう業務じゃな

くてもう少し県が深掘りできる方法はないのかという

ことであって、逆に言いますと、フィルムオフィスの

事業そのものをもう少し拡大・発展できるような方

法、それから予算の要求の仕方これを検討してくださ

いという趣旨なんですよ。そういった意味でいいます

と、もちろん事業棚卸しをやるときにフィルムオフィ

スはどういったことをやっているんだということにつ

いては、担当部局のほうからしっかりと聞きながら議

論していますので、そのあたり理解していただければ

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　僕が聞いているのは、行革するに当

たって、この棚卸しにかけるに当たって、担当課の人

がその受益者であるところの民間であるとかそういう

人たちからちゃんと現場に行って調査しましたかと聞

いているんです。そういう調査なくして机上のペー

パーだけで、皆さんテーブルに座ってそういうふうな

会議をして、こうだな、ああだなになっていないです

かと聞いているんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　もちろん委員の方々にそ

れについての事業の棚卸しについてお任せしています

けれども、委員の方々ももちろん机上のほうでできる

ものもありますし、もう一つは先ほど道路関係で言い

ましたけれども急傾斜地の事業でありましたら、やっ

ぱり現場を見ないとなかなかわからないということも

あって、そこに現場に行って話を聞いたりしているこ

とは事実でございます。

　そのフィルムオフィスについては、棚卸し委員のほ

うはその事業課のほうからその事業の内容を聞いた上

で、現場に行かなくてもある程度そういった事業を

やっているんだなということを認識したものですか

ら、それを事業課の方と議論しながらじゃあどうする

かという話をしたら事業課のほうからしっかりとした

説明ができなかったということもあって今回「不要」

ということにしましたけれども、あくまでも否定した

わけじゃなくて、もう少しグレードアップするような

方法も含めて事業課の担当職員に注意を喚起したとい

うふうに理解していただければと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　僕が言っているのはどういうことか

というと、ペーパーで、皆さん会議でこの事業はどう

だああだというのをこれで決めてしまっていませんか

と言っているんです。だから現場に行ってどういう事

業かとわかった上で、すべてこのフィルムオフィスだ

けじゃなくて、行革していこうとするこの今、小さい

ごちゃごちゃした、小さい枝葉のものから、これをな

くしていこうという流れになっていませんかというこ

となんですね。だから現場を再度しっかり調査をして

これは必要だなとか、これは現場に行ってもこれはこ

ういうことで変えられるなということを、知事は現場

主義なんですから、職員の皆さんも現場主義でしっか

りやっていただかないと僕はいけないと思うんですが

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　今回の棚卸しですね、議

員指摘のとおり少し小さな事業に目を向け過ぎていま

せんかとか、それから判定方法についても例えばすぐ

「不要」とか、それから市町村におろすとかいう感じ

の大ざっぱなものではなくて、もう少しきめ細かいよ

うな判定方法はないのかとか、そういう県民のアン

ケートに基づきまして、県民からそういう声が寄せら

れています。次年度の棚卸しについては、その事業規

模であるとか、それから今おっしゃるように現場に赴

いて現場の声をどう聞くかとかそういうところ等含め

てしっかり検討していきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　行政改革についてはこのぐらいで。

　アジア対策ですけれども、知事、北京事務所は、先

ほど年内に検討するという話があるんですが、すべて

は知事のトップセールスも航空便の定期便も、そして

企業誘致も含めて、向こうに事務所がないといかんな

というのが僕の実感なんですね。視察で北京に行かせ

ていただきましたけれども。どういうことかといいま

すと、やはり上海も確かにいいだろう、香港もいいだ

ろう、いろんな地域と提携を結ぶことはいいんです

が、しっかり首都である北京を押さえておかなければ

いろんな弊害が出てくるという部分があると思うんで

すね。だから北京事務所を充実させておけばいろんな

州といろんな省とやはりトゥイヒレーというか貿易と

かいろんなことができると思うんですね。その辺いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　おっしゃるとおりです。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　だから、先ほど駐在員をつけるとい

う話をされていましたけれども、すごく強力に北京事

務所に関してはやらないと僕はいけないと思うんです

が、これ何人ぐらい向こうにつけようと思っているん

ですか。
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○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まだ人数その他は、実はこ

れはお聞き及びとは思うんですが、海南航空が中国政

府から沖縄に定期便を飛ばすという了解を得ていると

いう返事をもらったわけです。そして、年内か年明け

早々には飛ばしたいというような予定を言っておりま

した。一部まだ日本政府での事務処理が残っているけ

どと、こういうことでその部分は我々も日本の国交省

に話をしましょうとこういうことになっていまして、

そのときにちょっといろんなビジネスも含めて詰めが

必要だと。そういうことでなるべく早い時期に北京に

連絡者なり事務所を置いたほうがいいよというあれが

あって、それが議員と同じ趣旨のことを彼らも言い、

我々もなるべく早く置きましょう。ですが、これほん

の三、四カ月の話ですから、取り急ぎ私どもはまず事

務所の形よりも実質的に仕事ができるような形の人を

置いて、上海とも連携とりながらとりあえずそれで定

期便就航までの事務処理などなど、実は意見交換を

やってみたらどうかという程度で帰ってきたわけで

す。ですから、これはもう早ければ早いほどいいだろ

うと思っておりますが、ここはもう少し中国というか

そこに事務所を置くという点で今のところまだ何人を

どんなふうに置くというところまでは詰まっておりま

せんが、なるべく早く実質的な仕事ができるような体

制をつくりたいとこういうふうに考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　ぜひ早急につくっていただきたいな

と思うんですが、それと関連することなんですよ。今

チャーター便がふえて、今この国際線のハンドリング

サービス、先ほども民間業者と調整をしてという話が

ありますけれども、現場の実情は多分去年のチャー

ター便がふえたときに何便かチョンボしているんです

ね、このハンドリングサービスの不足で。要するにこ

れは今多分ＪＡＬが１社で引き受けているわけです

よ。それをチャーター便がふえ、今度定期便が入って

きたときに、今の体制では絶対無理な状況であると。

ところがＪＡＬ自体が要するに管財人がかかわってい

るということで、簡単にその事業を今ふやしたりとか

ということができない。その辺のところはどういうふ

うに皆さん今後対応していこうと考えているんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員から言われる話

は、７月にそういうふうな事態がございまして、県の

方もそういうＪＡＬを含めて対応をお願いをしてきた

ところです。こういう中で、今航空会社からハンドリ

ング体制を円滑に実施をするために関係企業間で協力

体制を構築をするというふうな動きが今出ておりま

す。そういう形の中で受託体制を強化をしていくと。

早ければ年内の早い時期にそういうふうな体制を構築

したいというふうな話を受けております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　ぜひこの点も早目に解決していただ

きたいなと思っております。

　さて、今度は県立芸大の話なんですが、県立芸大、

先ほど就職率の件は聞かせていただきました。ことし

も58％ということで公務員が４人。今まで延べ13年で

すか、公務員が22名しか出ていない。県立芸術大学と

いうと文化関係の県内では最高峰の教育機関なんです

よ。これがなぜ県庁を初めとする地域の市町村に採用

されていない。この現実は何なのか、ちょっと教えて

いただきたいなと思いまして。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　確かに、開学から昨

年21年度までの実績として22名ですけれども、公務

員、県も含めて市町村の採用というのは試験というの

がまずございますので、要するに芸術大学だというふ

うな前提もありますけれども、就職の方向性として学

内における就職の指導の仕方というのもあるかと思い

ますけれども、基本的には公務員を目指すという学生

の中から試験を受けて現実的には22名が合格したとい

うような形じゃないかと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　地域の文化振興課であるとか、県も

そうだと思うんですけれども、そういう専門的な見地

で事業をこなしていかないといけないということがた

くさんあるんですよ。例えば、そういう文化関係のと

ころに入ってきて一切文化わかりませんとスタートす

る人と、今まで文化関係の事情を学んだ人とどちらが

いいのかと考えると、僕は県庁でもその文化関係者の

枠を準備するべきではないかとか各市町村もそういう

流れにしていくべきではないかと思うんです。そうし

ないと、県立芸大はだんだん人気が落ちてくると思う

んですよ、僕は。向こうに行ったって結局は踊りの練

習しかできない、歌の練習しかできないとかというレ

ベルにとどまってしまう。これはやっぱり県立芸大で

すから、もう少し県はそういうこの入り口だけじゃな

くて出口もしっかりやっていただかないと、僕はせっ

かくの県立芸大で学んだ知識みたいなものが行政に生

かされないという今現実になっているわけですから。

その辺のところいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君）　極めて傾聴に値するお話だ

と思って、重く受けとめてその方向もしっかりやって

いきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　やはり県が率先してそういうふうに

あそこで学んだ人たちを採用し、そして県の文化事業

に生かしていくということは、沖縄県にとっても僕は

いいことだと思いますし、県立芸大のこのモチベー

ションもかなり上がっていくと思うんで、やっぱりそ

の辺考えていただきたいなと思います。

　それと最後になりますけれども、一国二制度に向け

ての国との調整を今されているということでございま

すが、一国二制度ですね。物流に関してもいろんな税

制に関しても今後やっていかないといけないと思うん

ですが、今中国のほうから企業誘致が、海外から企業

誘致がなかなかできないという理由の一つに、この物

流の問題、税制の問題があると思うんですね。今後、

やっぱり一国二制度の問題をかなり早めていかない

と、要求していかないと、要請していかないと僕はだ

めだと思うんですが、知事、この辺の意気込みは。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今おっしゃるように、税、

そして関税、いろんな形、そしていろんな仕組みです

ね、制度、一国的でない中身をぜひ模索したいと思い

ます。ただ税については御存じのように関税もそうで

したか、大体秋口にそれぞれの政府税調であるとか、

党税調でやっていくようですから、今度の新沖振法に

ついてぎりぎりといいますか来年の秋口に最終的には

決まっていく話だと思いますが、ただ何も税だけじゃ

なくていろんな制度をやっていくとするとまさにこれ

からの小１年ですね、この間にすべて詰めてやる必要

があると思いますので、もしのんびりとしたやり方を

しているとすれば反省をしてもっと前へ前へ早目に

やっていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　国に沖縄県は県益だけを要求してい

るというふうな誤解をされたら困るんで、沖縄県が一

国二制度をとってアジアのテンブスになるということ

は国益につながるということをやっぱり国に対して強

く要求していただきたいなと思います。

　以上です。

○知事（仲井眞弘多君）　議員もよろしくお願いいた

します。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　こんにちは。

　きのうは、ゴルフでまた沖縄から大スターが誕生い

たしまして、同じ宮里ではあるんですが、今回は宮里

美香プロが日本オープンで優勝したと。宮里美香プロ

も興南高校の出身ということで、興南高校はことしは

春夏の甲子園の連覇から、そしてゴルフの日本オープ

ンの優勝ということで、興南高校の春夏の優勝も精神

面の強さということが言われました。本当にゴルフと

いうのは、私もたびたびやるんですけれども、いつも

ワジワジーしているんですよね。ワジワジーしながら

ゴルフをするものですから、もうメンタルスポーツだ

と言われているところもありますので、昨年も最終日

までトップでいながら、最終日に逆転された。今回の

美香プロも、ことしも同じ状況の中で、ことしは断ト

ツで優勝したということを考えると、１年でこれだけ

のメンタル面の強化ということは、もう二十歳の女性

でありながら物すごいなというふうに思っておりま

す。

　沖縄のスポーツ、子供たちを含めてスポーツ面、大

変すばらしいところがあるんですが、残念ながら学力

テストを見ると最下位という矛盾したものもあるんで

すけれども、やっぱり子供たち、小学生の野球とかを

見ても毎日のように野球をやっているんですよね。そ

れを考えると、きのうのゴルフの美香さんからしても

小学校からやっているということを考えると、やっぱ

り学力面も基礎が一番大事だと。教育長、沖縄の教

育、子供たちは基礎から、幼稚園、小学校から鍛えれ

ば――鍛えると言ったらおかしいんですけれども――

基礎学力をしっかりつければ、沖縄の子供たちは有望

だということを我々大人がもっと自信を持って、ス

ポーツの観戦にはつき合うけれども勉強にはつき合っ

ていないというのが我々、私もそうなんですけれども

あるものですから、ちょっと我々大人が反省して、学

力面もしっかりと伸ばしていければなというふうにも

思っております。

　それでは質問をさせてもらいます。

　まず、知事の政治姿勢について。

　茨、４年前の選挙公約、３つの基本姿勢、14の政策

目標は県民党でみずからの人生のすべてをかけて全力

で取り組まれるということでありました。結果はどう

でしょうか。また、すべてをかけたこの４年間、２期

目を目指す理由は何でしょうか。

　芋、中国でのトップセールスの費用対効果をお伺い

いたします。

　鰯、県内移設公約変更、これはもういいですので、

知事、普天間基地の早期危険性除去にどのような知恵

があるのか。そして、いや、持ち合わせてないという
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ことなのかお聞かせください。

　允、沖縄版天下りは、知事のスタンス、県行政全体

の体質が今の状況をつくっていると思いますが、知事

の認識をお伺いいたします。

　印、振興一括交付金は沖縄にとってメリットか、デ

メリットか見解をお伺いいたします。

　咽、公共の事業は建設業だけではなく県内中小企業

への優先発注、支援・強化は重要であるが、現状と認

識をお伺いいたします。

　員、自殺者、生活保護世帯の増加は沖縄の危機的状

況と考えるが、最近５年間の推移と知事の認識と対策

をお伺いいたします。

　２、行財政改革の進瀧について。

　茨、復帰からこれまでの行政投資額と割合をお伺い

いたします。人口割り、海域を含めた県面積の出し

方、そしてまた米軍基地の過重な負担状況などを考え

ると、もっとあっていいんじゃないかと思うんですけ

れども、これまでの沖縄関連予算の認識をお伺いをい

たします。

　芋は取り下げます。

　鰯、皆さんよくおわかりですが、新聞にも国道の草

ぼうぼうということで出ておりました。年３回だった

草を刈り取る国道の部分が１回しかないと。これも事

業仕分けのせいだというふうに言われておりますけれ

ども、この予算の削減等で道路管理、公園管理状況は

観光立県として悲惨なものであるが、現状と対策をお

伺いいたします。

　允、指定管理者導入施設について、その効果と情報

公開の必要性、老朽化に伴う補修改築問題についてど

のような認識を持っているのかお伺いをいたします。

　３、交通政策について。

　茨、那覇空港ターミナル地域整備基本計画、その中

での国内線・新国際線旅客ターミナル整備の進瀧状況

についてお伺いいたします。また、自衛隊側への拡張

を検討され要請をしたことがあるのかをあわせてお伺

いいたします。

　芋、海上航路全般への補助等の状況と今後の物流コ

スト軽減のための対策をお伺いいたします。

　鰯、観光、環境の面からも公共交通システム改革が

必要でありますが、鉄軌道、そしてバス・バスターミ

ナル整備計画などの進瀧状況をお伺いいたします。

　允、離島運賃軽減からも振興計画で示された総合運

賃制度、共通乗車券制度と言われておりますが、その

構築状況をお伺いいたします。

　我が会派の代表質問との関連については取り下げま

す。

　答弁によりまして再質問をいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、公約

の実現についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　私は、知事就任以来、雇用の創出・拡大や企業誘致

など産業振興に取り組みますとともに、医療・福祉、

そして教育など、県民福祉の向上や過重な基地負担の

軽減など、沖縄が抱える諸問題の解決に全力で取り組

み、あらゆる面で施策を展開してまいりました。県民

と約束をしました公約に係る14の政策目標、そして

170の施策につきましては、そのすべてに着手し全力

で推進してまいりました。

　これまでに沖縄ＩＴ津梁パークの整備、そして沖縄

県中小企業振興条例の制定、ドクターヘリの導入、沖

縄国際アジア音楽祭の開催など、これらにつきまして

実現いたしました。また、沖縄県産業・雇用拡大県民

運動（みんなでグッジョブ運動）の展開、トップセー

ルスによる観光客の誘致、県産品の県外・海外への販

路拡大、そして情報通信関連産業の集積、畜産、園芸

などのおきなわブランド産地の育成による農林水産業

の振興、製造業や建設業の振興、雇用拡大と産業振興

に取り組んでまいりました。さらに、大学院大学の設

置推進、那覇空港拡張整備の促進、国際物流拠点の形

成に向けました国際航空物流ハブ事業の実施など、沖

縄県の持続的発展を支える基盤の整備を進めてまいり

ました。

　加えて、保育所入所待機児童の解消対策や妊婦健診

の拡充、離島・僻地の医師確保対策、県立病院の経営

健全化に向けた取り組み、伝統芸能公演の開催を初め

新石垣空港の建設や伊良部架橋の整備によります離島

地域の活性化、環境共生型社会の構築に向けました全

島緑化の推進及びサンゴ礁の保全・再生など、多くの

施策について事業化いたしております。これら施策の

実施により、就業者数の増加や失業率の改善、そして

入域観光客数や国際貨物取扱量の増加など、県民福祉

の向上につきまして着実に成果を上げてきたものと考

えているところでございます。

　今後とも、これまでの公約に係る取り組みを踏まえ

ましてさらなる施策の展開を図りますとともに、産業

振興と雇用創出、自然・社会・人文などの科学技術の

振興、世界に誇る沖縄の伝統芸能・文化の継承及び発

展、沖縄空手の普及、スポーツの振興、医療・介護・
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福祉の充実、子育て支援の強化並びにあらゆる分野に

おきまして沖縄の活力を生み、未来を開く人材の育成

を積極的に進めてまいる所存でございます。また、過

重な基地負担の軽減、普天間飛行場問題の解決に全力

で取り組むなど、県民が望む沖縄の将来像であります

「沖縄21世紀ビジョン」の実現に向けあらゆる施策を

展開してまいります。復帰38年、本土に比べ立ちおく

れた社会資本の整備や産業の振興に邁進してきまし

た。

　琉球舞踊の国の重要無形文化財指定、そして宮里藍

選手の全米ゴルフツアー優勝、興南高校の甲子園春夏

連覇などに象徴されますように、これまで我々が目指

してきましたことが幾つか現実のものとなり、今やさ

らなる方向の転換が求められております。次代を託す

我々の子や孫たちが「独立自尊の精神」を持って時代

を切り開いていくべく方向を示し、堂々と踏み出して

いくのを見届けることが私の責務だと思います。その

ような思いから、私は、来る11月の知事選挙への出馬

を決意した次第でございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の県内

移設及び危険性除去に係る御質問についてお答えいた

します。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、移設

措置協議会やワーキングチーム会合などにおきまして

政府と意見交換を重ねてきたところでありますが、昨

年９月の新政権発足後はこれらの協議会等は開催され

ておりません。県は、総理を初め各大臣との面談な

ど、機会あるごとに普天間飛行場の一日も早い危険性

の除去を求めており、政府におきましても積極的にこ

の問題の解決に取り組んでいただけることを期待いた

しております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、一括交付金のメリッ

ト・デメリットいかんという御趣旨の御質問に答弁い

たします。

　政府が導入するとしております一括交付金は、いわ

ゆる「ひもつき」を排除し使途を限定しないとされて

おり、地域が創意と工夫を生かした主体的な地域経営

が可能となることから、地方としても期待をいたして

いるところであります。また、沖縄県といたしまして

も、現在と同程度の予算が確保され、そしてより自由

度の高い交付金であれば、地域の実情に応じたきめ細

かい施策の実施が可能になることから、メリットは大

きいものと考えております。

　なお、一括交付金自体にデメリットが含まれている

とは考えておりませんが、沖縄県といたしましては、

政府の動きを注視しつつ、沖縄県が行う施策に必要な

財源が確保できるよう取り組んでまいる所存でござい

ます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、トップセールスの費用対効果についての

御質問にお答えします。

　中国における個人観光ビザの発給要件緩和を受け

て、８月16日から20日までの期間、中国の各主要都市

でトップセールスを展開し、３都市で開催した観光セ

ミナー費用や職員の旅費を合わせて約780万円を執行

しております。

　今回のトップセールスの主な成果として、海南航空

から北京定期便就航の意向が表明されたほか、東方航

空の上海定期便の増便も検討されております。これが

実現した場合の経済効果は最大で、北京路線が週３便

運航した場合が年間約20億円、上海路線の週５便への

増便分で年間約15億円を見込んでおります。このよう

に、路線拡充による観光客増加の経済効果は高いもの

と認識しております。

　次に、同じく知事の政治姿勢について、県内中小企

業への優先発注、支援・強化についての御質問にお答

えします。

　県としても、中小企業への受注機会の拡大を図るこ

とは重要であると認識しております。県では、毎年

度、「官公需についての中小企業者の受注の確保に関

する法律」に基づいて、国が作成する「中小企業者に

関する国等の契約方針」に規定された措置について、

県庁内及び県内市町村に文書により周知並びに取り組

みを依頼しております。

　平成21年度における県庁内の官公需契約実績は９万

4048件、1522億4800万円となっており、うち、中小企

業向け契約実績は７万8768件、1295億3900万円で、約

85％が中小企業向けの契約となっております。また、

県独自の取り組みとしては、「県内企業への優先発注

及び県産品の優先使用基本方針」に基づき、副知事を

筆頭に関係部局とともに、沖縄総合事務局や沖縄防衛

局への要請を毎年行うほか、県内中小企業者に対し可

能な限り分離・分割発注を行っているところでありま

す。

　次に、交通政策についての中で、沖縄振興計画で示

された総合運賃制度の構築状況についての御質問にお

答えします。

　沖縄振興特別措置法では、観光客の移動利便性を向
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上させるため、運送事業者が容易に共通乗車船券を発

行できる制度を創設しております。沖縄県では、共通

乗車船券の発行を促進するため、平成15年度に「観光

客移動利便性向上対策調査」を実施し、共通乗車船券

のモデルプランなどについて検討を行い、県内関係機

関等への周知を図っております。しかしながら、導入

に伴い事業者間でコスト負担の問題が生ずることや、

レンタカー利用の増加などにより共通乗車船券は発行

されておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢の質問の

うち、天下りに対する知事の認識についてお答えいた

します。

　昨年11月に閣議決定された政府答弁書によります

と、「天下りとは、府省庁が退職後の職員を企業、団

体等に再就職させること」と定義されております。県

の退職者が外郭団体等へ再就職する際には、県は団体

からの要請に応じて県の行政目的、施策推進の観点も

踏まえ、実務能力等を総合的に判断して提案するもの

であります。

　各団体における人事につきましては、個々の団体に

おける所定の手続のもとに行われるものであり、それ

ぞれの個々人の経験、力量等が評価されて選任される

ものと考えております。

　次に、行財政改革の進瀧に関する質問のうち、指定

管理者導入の効果と情報公開、施設の老朽化に伴う補

修についてお答えいたします。

　指定管理者制度の導入による効果につきましては、

広報宣伝の強化、オフシーズンの稼働率対策など民間

のノウハウを活用したサービスの向上が図られるとと

もに、平成18年度から21年度までの間で財政効果が約

26億円となるなど一定の効果があったと考えておりま

す。また、指定管理者の選定手続の公平性・透明性を

確保する観点から、選定するための評価基準や選定結

果などについては情報を公開をしております。

　公の施設の指定管理者制度を導入するに当たって

は、施設の軽微な修繕につきましては指定管理者が対

応することとしておりますが、利用者のサービスの向

上のため、老朽化の著しい施設等は所有者である県が

整備した上で指定管理者へ引き継ぐなどの方策を検討

してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　知事の政治姿勢に

ついての御質問の中の、自殺者、生活保護世帯の推移

と認識及び対策についてお答えします。

　本県の過去５年間の自殺者数は、警察統計によりま

すと、平成17年359人、平成18年400人、平成19年347

人、平成20年337人、平成21年406人となっておりま

す。

　次に、生活保護世帯は全国と同様に増加傾向で推移

しており、この５年間で保護世帯数が１万3672世帯か

ら１万8228世帯へ4556世帯増加しております。

　自殺対策については重要な政策課題であると認識し

ており、基金事業を活用して取り組みを強化するとと

もに、「沖縄県自殺対策連絡協議会」や「自殺対策県

機関連絡会議」を設け、連携して総合的に取り組んで

まいります。

　また、生活保護については、リーマンショック後の

経済状況の悪化から、平成21年度以降、失業等による

保護の開始が増加していることから、福祉事務所に就

労支援員を配置し、雇用施策等と連携した就労支援等

を強化するとともに生活保護制度を適正に実施し、要

保護者に対して必要な支援を行ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　行財政改革の進瀧につい

ての御質問の中で、これまでの行政投資額と割合、海

域を含めた県面積等についてお答えいたします。

　復帰直後の昭和47年度から直近の平成19年度までの

沖縄県の国・県・市町村を合わせた行政投資額は約14

兆8846億円となっており、全国合計の約1138兆6485億

円に対して約1.3％となり、全国第31位となっており

ます。また、この間１人当たりの行政投資額の合計

は、沖縄県が約1208万円となっており、全国平均の約

926万円と比較して約1.3倍となり、全国第11位となっ

ております。

　次に、本県の海域と陸地を合わせた面積は、全国の

少なくとも１割以上を占めているものと推察されま

す。また、米軍専用施設面積の県土面積に占める割合

は約10.1％となっており、全国の約0.1％と比較して

約126倍と著しく高い割合となっております。

　県としては、これらの数値も参考にしながら、さま

ざまな角度から沖縄振興に係る財政移転について分析

をしてまいりたいと考えております。

　次に、交通政策についての御質問の中で、那覇空港

ターミナル地域整備基本計画についてお答えいたしま

す。
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　平成20年10月に国が策定した「那覇空港ターミナル

地域整備基本計画」では、新貨物ターミナルの建設、

新国際線旅客ターミナルの建設、国内線旅客ターミナ

ルの増設の計画が示されています。現在、同計画に基

づき各種取り組みが行われており、新貨物ターミナル

については昨年の10月に供用を開始しております。

　新国際線ターミナルについては、那覇空港ビルディ

ング株式会社が今年度、基本設計を発注したところで

あり、次年度以降の３年間で実施設計及び建設工事を

行った後、供用を開始するとのことであります。

　県としましては、同社及び国等の関係機関と緊密に

連携して施設整備の早期化を図るとともに、国際線

ターミナルビル等の利便性及び国際交流拠点としての

機能の向上、アジアゲートウェイとしてふさわしい国

際競争力のある施設の整備に取り組んでまいります。

また、国内線ターミナルについては、新国際線ターミ

ナルの建設計画終了後に、航空旅客需要の動向等を踏

まえ増設する計画となっております。

　なお、国の現基本計画では自衛隊区域への拡張は計

画されておらず、県は自衛隊への要請は行ったことは

ありません。

　次に、海上航路の補助及び物流コストの軽減策につ

いてお答えいたします。

　県は、国及び市町村と協調し、燃料費高騰などによ

る経費増大、輸送量の減少等による収益の悪化など、

厳しい経営状況にある離島航路事業者の欠損額を補助

し、その安定運航に努めているところであります。ま

た、物流コストの軽減策につきましては、荷主及び輸

送品目により料金体系や輸送体系が異なるといった海

上輸送の特殊性を踏まえながら、生産者及び流通業者

と連携をしながら検討していきたいと考えておりま

す。

　次に、鉄軌道やバス・バスターミナル整備計画の進

瀧状況についてお答えいたします。

　県は、沖縄県総合交通体系基本計画の見直しの中

で、鉄軌道を含む新たな公共交通システムについても

検討することとしており、現在、将来需要等基礎資料

の整理を行っているところであります。国において

も、鉄軌道を初めとする新たな公共交通システムを導

入した場合の事業採算性、大規模な返還跡地の有効利

用との関係などについて調査を行うこととしており、

現在、10月からの調査着手に向け手続を進めている状

況と聞いております。

　基幹バスを中心としたバス網再構築については、今

年度、バスレーンの延長拡充について県民の意見を聞

くパブリック・インボルブメントを実施することとし

ており、現在、沖縄県公共交通活性化推進協議会にお

いて、その実施方法について協議しているところであ

ります。

　なお、那覇バスターミナル地区の整備については、

現在、旭橋都市再開発株式会社とバスターミナル株式

会社など民間権利者等との間において、事業や施設計

画等について協議を行っていると聞いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　行財政改革の進瀧に

ついての御質問で、予算の削減等による道路管理、公

園管理の現状と対策についてお答えいたします。

　道路管理の目的は、道路を常に良好な状態に維持す

ることにより、安全・円滑で快適な交通を確保するこ

とであります。しかしながら、現状は厳しい財政事情

のもと維持管理に要する予算が少なく十分な管理が行

き届かない状況にあります。

　今後は、維持管理費の少ない道路構造の工夫、道路

利用状況等に応じた効果的な管理、さらに道路ボラン

ティア団体の協力も得ながら、適正な道路管理に努め

ていきたいと考えております。また、県営公園の管理

につきましては、平成18年度から公募による指定管理

者制度を導入し、指定管理仕様書に基づき行われてお

り、今後とも適切な管理に努めていきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　それでは知事、振興一括交付金につ

いてからお願いをしたいんですが、有言実行内閣とい

うことで今回、国のほうも地域主権改革の推進という

ことでひもつき補助金の一括交付金に着手すると。来

年度予算では自由度の高い交付金に再編し、出先機関

が扱う事務権限移譲について横断的な譲渡の指針を示

し、年内に目標を検討していくということで、もう国

も霞が関、今度３つ挙げているんですけれども、これ

を解決するためには地域主権の改革が最も重要なんだ

ということでの一括交付金になっております。我が県

も来年度で振興計画も終わります。沖縄振興一括交付

金ということで、この一括交付金をどうするかという

ことの議論始まっているんですけれども、まずその沖

縄振興の原点をちょっと教えてもらえますか。どうし

て振興が図られたのかという原点、理由。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時48分休憩

　　　午後２時48分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興の原点というふ

うなことでございますけれども、沖縄振興というの

は、沖縄県が持つ特殊事情、いわゆる沖縄の歴史的事

情、それから地理的事情、そして自然的事情、社会的

事情、そういう沖縄の置かれた特殊事情にかんがみ、

沖縄振興計画を策定をして沖縄の振興を図っていく

と、そういうふうな趣旨で行われてきたというふうに

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　はっきり言えば戦後の激戦の27年間

の米軍の統治だとかそういう沖縄が置かれていた現状

だとか、そして社会的諸事情ということになれば、過

重な米軍基地の重圧というような形が原点にあって、

基本的には償いの部分が基本的にあるはずなんですよ

ね、そのことには。それで先ほども14兆というような

お話がありましたけれども、復帰後、その方の沖縄の

総額14兆です。我々が試算すると、知事、約15兆8000

億ということになるんですよ。その15兆の中には、知

事、先ほども言いましたけれども過重な基地の部分と

いうことのお話もしました。その基地の維持経費とい

うんですか、それがその15兆の中に約４兆9000億入っ

ているという計算になるわけです。そうなってくる

と、単純に沖縄が使えている予算というのは約10兆ぐ

らいしかないということになってくる。新聞でもあっ

たんですけれども、0.64％しかないと。人口が１％の

割には沖縄の予算というのは少ないんじゃないかと言

われているんですけれども、そのことの基地維持のこ

の４兆9000億を除くと10兆円になって、知事、0.4％

しか沖縄は使えてないんじゃないかというような見解

もあるんですけれども、どうでしょうか、この数字

は。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員の言われる４兆

円、それから10兆円余りの数字というふうなものは、

こちらのほうではちょっと数字的にはきちっと把握は

してない数字なんですけれども、言わんとしている話

は、恐らく沖縄のこの特殊事情にかんがみてオンされ

た数字ではないかというふうに理解をするわけでござ

いますけれども、ただ、沖縄振興特別措置法等々で位

置づけられている財政措置、これは高率補助でござい

ますけれども、これは復帰後40年間続きました。その

中で投下された国庫支出金等がおおむね９兆円とかと

いうふうな数字が言われているわけでございますけれ

ども、その数字は高率補助であって、なおかつまた他

県よりも確かに国庫ベースでは金額的には１人当たり

多いというふうな状況でございます。ただ、そのこと

が基地だけの話ではないというふうに県としては考え

てございます。先ほど沖縄の特殊事情というふうに申

し上げましたけれども、歴史的な事情、これは確かに

26年間の話もございます。しかしながら、もう一つ広

大な海域にどうしても存在せざるを得ない地理的な事

情だとか、あるいはまた亜熱帯という自然的事情、そ

してまた今日なお米軍基地が集中しているという社会

的な事情、そういうふうなものが総合的に合わさって

沖縄の特殊事情があると。今日において、あるいはま

た将来においてその中のすべてが消えるというふうな

状況にはないというふうに理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　もっと分析をしてやってもらいたい

と。我々は１％の人口比でやると約24兆円、我々はそ

のことで予算もそのことを取らないといけなかったは

ずなんですよ。ところが、それがないために８兆円近

く実際には、沖縄はもらい過ぎじゃないかと知事、よ

く言われますよね、この10年。そうじゃないんだと。

よく上原副知事もそうじゃないんだと、我々、あめは

何もないんだというような認識があるわけですから、

皆さんもっと分析して、基地に関するものはどれだけ

だったんだということのものが私は必要だと思ってい

ますので、今度交付金になってもよく言われるのが、

小沢さんが交付金にしたら３割減ります、だからいい

んですというようなところもあったわけですから、

我々、よく言われるかさ上げ分、この高率補助分が減

ると、基本的にもっと減ってくるわけですから、そう

ではなくて、やっぱり沖縄振興ということであるわけ

ですから、知事、2001年に沖縄の予算3490億あった

と。ところが今はもう2298億と。約1100億も減少して

いる中で、今の予算でいいんだというような認識では

なくて、もう10年間で1000億近く減らされたわけです

よ。ところが、その中には北部振興策だとか基地の分

で100億近く別個でそのことで、本来はこれがプラス

だったはずでしょうけれども、その北部振興策も全部

組み込まれながら、それでも1000億円削減されている

という認識からすると、私は今回の答弁で今の予算を

維持するということではなくて、これからの予算を

もっと増額してもらうんだと。沖縄の人口比、沖縄そ

の海域、沖縄の置かれている米軍基地の特殊性を考え

ると、もっと要求していかないといけないと、認識を

変えていかないといけないというような気を持たない

といけないと思うんですけれども、どうでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。
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○企画部長（川上好久君）　議員が言われますよう

に、この間、沖縄振興開発事業費はピークの4300億か

ら現在2000億ぐらいまで半減をしてきている。その理

由といいますか背景にありますのは、これは平成14年

以降、財政再建という流れの中で公共事業費が10％に

削減され、それからまた平成15年以降は３％削減する

という中で、公共事業費とリンクするような形の沖縄

振興開発事業費が減少してきたというふうなものがご

ざいます。しかし、それはそういうふうな理由であり

まして、沖縄の振興に必要な金額はそれでいいかとい

う話には、恐らくそうではないんだろうと思います。

そこは議員の言われるように、今後、新しい沖縄振興

を考えていくときに必要な財源をどう確保していくの

か。今、さまざまなことを御質問いただきました。海

域の話だとか、それから行政投資額では結果としてど

うなったんだとか、さまざまなそういうふうな視点を

持ちながら県として主張すべきは主張していくという

ふうな考えを持つべきだというふうに理解をしており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　本来、振興計画ですから、その中に

入っている沖縄の社会的諸事情、これはもう米軍施設

であるわけですから、この米軍施設の我々過重の75％

から一向に減らないということを考えると、その行財

政で３％減らされてきたということは全く当たらない

はずでしょうから、そのことはまた皆さん認識を持っ

てぜひ果敢に攻めてもらいたいなというふうにも思っ

ております。

　次に、国際ターミナル、旅客ターミナルのほうなん

ですが、知事も今回トップセールスに行かれておりま

す。国際線の部分で海南航空ですか、北京就航いろい

ろとやっていきたいと、北京路線のですね。その海南

航空から指摘を受けられた、要望があったということ

はどういうことだったんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時58分休憩

　　　午後２時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　細かい資料は手元にない

んですけれども、ハンドリングの件だとか、それから

受け入れ体制について幾つか注文があったというふう

に聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　先ほどハンドリングの件は玉城議員

からありましたように、もう格安航空がこれだけ知

事、全日空もやろうかと言っております。海外はもう

格安航空に向かっておりますので、その中で沖縄でハ

ンドリング、そのカウンター業務ですか、それが行き

届かないということになると、沖縄に来ようにも来れ

ないわけですよね、その業務がないとですね。これは

県を含めてちゃんと知恵を絞って、第三セクターでど

うあるべきかと、県が出資してどうあるべきかという

ことをしっかりと構築をしてもらいたいと思います。

　もう一つ、知事、我が県の国際ターミナルにはいっ

ぱいお客さん、ほとんど９割方――クルーズもあるん

ですけれども――８割、９割は航空ですよ。帰られる

ときに保安検査機を通るんですよね。ところが知事、

保安検査機が１台しかないんですよ。この保安検査機

を、じゃ、２台目入れると。込むからやっぱり２台入

れたほうがスムーズだからと。やっぱり入れるときに

は、そのカウンター業務をしている民間業者がやらな

いとだめだということになるわけですよね。県がその

ことをしっかりと、その保安検査機も県が出資するな

りナブコがどうするなりということをしっかりとやる

べきだと思っているんですけれども、これは部長のほ

うで２台目入れるというお話があるみたいですから、

部長どうでしょう、その辺は。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほどの海南航空からの

いろんな話、それ以外からも那覇空港の狭隘さについ

て指摘を受けております。その中で今の機器等の整備

についても要請がありますので、そのことについては

空港会社と調整もしながら、県としても対応できるも

のは対応するような形で努めてまいりたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　計画はあるんですけれども、知事、

行かれて、やっぱり向こうでいろいろと言われてきた

わけですよ。あの国際ターミナルではだめですよと言

われるのは当然ですよ。知事、荷物が来て、１つの

ターンテーブルしかないわけですよ。じゃ、次の便が

来たら、その便は待たさないといけないわけですよ。

その分をはかないと次の荷物が出てこないという問題

もあるわけですよ。その分で今言った保安検査の部分

で１台しかないと。数珠つなぎにその分が待ってしま

うということで、いらしてください、いらしてくださ

いと言う割には、沖縄の今の現状の国際ターミナルは

体をなしてないということですので、新しいターミナ

ル、これも先ほどもう2006年には完成するというよう

な計画が出ているんですけれども、知事、これ国際旅

客の平成37年度の計画に基づいているんです。これが
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国際の旅客が50万人を想定しての計画なんですけれど

も、知事、県の海外の旅行客は100万人を想定してい

るはずなんですよ、あと６年を含めて。これはどうい

うような形で整合性をとっていくのか、ちょっとお教

え願えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　新国際線ターミナルにつ

いては、ＣＩＱの能力を50万という規模で想定をして

います。それは、言ってみれば最大ピーク時に１日の

一番込むときにそういう対応をするというふうな前提

でつくられていますので、例えば、そのピーク時が日

に２回、３回というふうな形で、そういう形で組むこ

とができるのであれば、恐らく最大150万ぐらいは対

応できるというふうな形で今調整をしていると聞いて

いるところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　知事、計画が小さいんですよ。１つ

のフィンガーに半分は海外に使わせましょう、これは

２本しかない、連結のものがね。これは海外、もう一

つは、そのフィンガーがないところ。その半分は国内

線に使わせましょうというような計画なんですよ。だ

から、県も入っていながら国が中心になって、ナブコ

は自分でつくらないといけないものですから、余り予

算をかけたくないということで80億の予算の組み方で

こういう形。もう一つ知事、これ以上延ばせないとい

う実情があるわけですよね。結局北側に行くと自衛隊

があるわけですから、もう自衛隊側には行けない。ま

た、今、国際線のほうに行くと貨物があるわけですか

ら、貨物にも行けないというような実情があるわけで

すから。ですから私は先ほど質問の中で、自衛隊側に

対する拡張ということも県もしっかりと考えてこない

と、今、あの施設を見ると、やっぱり自衛隊の基地の

中に那覇空港があるような部分ですよ。そうではなく

て、やっぱり隣は海上自衛隊ですよね。海上自衛隊そ

のものをどこかにどう移転するかというような部分を

検討しない限り、国内線ももうこれ以上広げ切れない

と。ましてや国際線の部分がそういう実情になるとい

うことになると、やっぱり自衛隊側にどう持っていく

かというような、私は決して自衛隊を撤去しなさいと

いうことではないわけですから、そういった拡張に向

かってどうしていくかという先ほどの質問でしたの

で、その辺は知事どうお考えになるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現在、国のつくった基本

計画に基づいて議論を進めております。国内線のター

ミナル増設計画については、新国際線ターミナルの建

設計画終了後に需要の動向等を見ながら、現空港用地

内で増設をするというふうな計画にしてございまし

て、県としては、実施されている国際線ターミナルの

基本設計、それから需要動向を見ながら、今後国のほ

うと調整をしながらアジア・ゲートウェイにふさわし

いような立派な空港というふうなものを考えていきた

いというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　本当にアジア・ゲートウェイにふさ

わしい那覇空港を、私はしっかりとつくっていくべき

だと思っていますので、いや、自衛隊のほうは何もさ

わらないということは決してあり得ないわけですか

ら、しっかりと検討してもらいたいと思っておりま

す。

　知事のトップセールスについてお伺いするんですけ

れども、知事、今回のトップセールスを請け負ったの

はＪＴＢ沖縄。今回また、今月行われる、知事がぜひ

やっていくんだと言った全国エイサー、それも委託先

がＪＴＢ沖縄というふうになっております。去年の11

月に県のほうはＪＴＢと包括的連携に関する協定書を

結んでいるんですけれども、これとそういう県が出し

ている今回の一つの事業ですね、それは全部連動して

いるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　それは全く関係しており

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　先ほど県内企業優先発注するんだと

いうような形がありながら、今回の知事のトップセー

ルスでも本来ＪＴＢと沖縄ツーリストさん、そして

ジャンボツアーズさんの３社にということで提案を出

していながら、沖縄ツーリストさんが24万500円、沖

縄ツーリストさんが安いんですよね。ＪＴＢ沖縄さん

は26万2000円ということをやりながら、基本的には、

いや、向こうでＭＩＣＥとかそういう企業の受け入れ

のものがＪＴＢのほうがいいんだと。それはそうです

よ。皆さん、協定でいろいろと連絡をとりながらやる

わけですから、ＪＴＢさんは半年前からトップセール

スがあったのをわかっているはずですよ。それを１週

間前に沖縄ツーリストさんにそれを出しなさいと言わ

れても、全くできるわけがないはずですよ。このＪＴ

Ｂさん、一生懸命沖縄の観光、ありがたいことです。

しかし、知事、沖縄の企業を伸ばすというのも大変大

事な部分があると思うんですけれども、その点どうお

考えになりますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。
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○観光商工部長（勝目和夫君）　今回はＪＴＢさんの

ほうに、３社が見積もりを提供した上でトップセール

スに当たっておりますけれども、ＪＴＢとの包括的協

力というのは企画のほうで中心にやっていますけれど

も、やっぱり地域活性化とかいろんなものを受けて、

やはり彼らの全国的なネットワークも沖縄に取り込も

うというようなシナリオもありまして、ただ個別的な

事業の案件を相談する場所ではありませんので、そう

いう意味では公正に我々としてはやっているというふ

うに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　そう言われても結果がそうなってい

るわけですよ、その部分は。ですから、これは１年間

とするという有効期限もあるわけですから、皆さん

しっかりと沖縄の業者とこれからどうするのかという

こともしっかり含めながらその更新をしっかり考えて

もらいたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　通告に従いまして一般質問を行いま

す。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、知事は、県民に約束した公約を果たしたと考え

ているかを伺う。

　芋、11月の知事選挙の公約を伺う。

　鰯、日米合意について知事の対応を伺う。

　允、普天間基地の３年以内の閉鎖状態の公約につい

て知事の認識を伺う。

　印、新内閣について知事の見解を伺う。

　咽、知事は、包括外部監査結果報告書で指摘されて

いる事項を把握しているかを伺う。

　大きい２番、福祉行政について。

　茨、県内保育所の正規・非正規雇用の現状を伺う。

　芋、保育士の雇用、労働環境、賃金の実態等の課題

を伺う。

　鰯、社会福祉法人等への借入金利子補給金について

伺う。

　允、知事は、認可外保育施設への給食費助成を今度

の知事選挙でも公約とする考えがあるのかを伺う。

　印番は取り下げます。

　大きい３番、医療行政について。

　茨、浦添総合病院が運用しているドクターヘリの成

果を伺う。

　芋、県立中部病院の小児医療の課題と対策を伺う。

　４番、教育行政について。

　茨、県内の幼稚園、小・中・高の園舎、校舎や体育

館等の耐震状況を伺う。

　芋、知事公約の30人学級実現に向けて４年間で県独

自の予算は幾ら導入されたかを伺う。

　大きい５番、土木建築行政について。

　茨、県内業者優先発注に対する県の姿勢を伺う。

　６、我が会派の代表質問との関連について。

　茨、大型クルーズ船対応国際観光地としての本部港

の整備について、県はしっかり本気で推進していく決

意があるのかを改めてお伺いいたします。

　もう一点は、県立北部病院産婦人科の現状につい

て、４人体制にするめどをお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、公約の取り組

み状況という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　私は、知事就任以来、雇用の創出・拡大や企業誘致

など産業振興に取り組みますとともに、医療・福祉、

教育など、県民福祉の向上や、過重な基地負担の軽減

など、沖縄が抱える諸問題の解決に全力で取り組み、

あらゆる面で施策を展開いたしてまいりました。県民

と約束をしました公約に係る14の政策目標と170の施

策につきましては、そのすべてに着手し、全力で推進

してまいりました。

　これまでに沖縄ＩＴ津梁パークの整備、沖縄県中小

企業振興条例の制定、ドクターヘリの導入、沖縄国際

アジア音楽祭の開催などにつきまして実現してまいり

ました。また、沖縄県産業・雇用拡大県民運動（みん

なでグッジョブ運動）の展開、トップセールスにより

ます観光客の誘致、そして県産品の県外・海外への販

路拡大、情報通信関連産業の集積、畜産、園芸などの

おきなわブランド産地の育成によります農林水産業の

振興、製造業や建設業の振興、雇用拡大と産業振興に

取り組んでまいりました。さらに、大学院大学の設置

推進、那覇空港拡張整備の促進、国際物流拠点の形成

に向けた国際航空物流ハブ事業の実施など、沖縄県の

持続的発展を支える基盤の整備を進めております。加

えて、保育所入所待機児童の解消対策や妊婦健診の拡

充、離島・僻地の医師確保対策、県立病院の経営健全

化に向けた取り組み、伝統芸能公演の開催を初め、新

石垣空港の建設や伊良部架橋の整備による離島地域の

活性化、環境共生型社会の構築に向けた全島緑化の推

進及びサンゴ礁の保全・再生など多くの施策について

事業化いたしております。これら施策の実施によりま
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して就業者数の増加や失業率の改善、入域観光客数や

国際貨物取扱量の増加など、県民福祉の向上につきま

して着実に成果を上げてきたものと考えております。

　今後とも、これまでの公約に係る取り組みを踏まえ

まして、さらなる施策の展開を図りますとともに、産

業振興と雇用創出、自然・社会・人文などの科学技術

の振興、世界に誇る沖縄の伝統芸能及び文化の継承・

発展、沖縄空手の普及、スポーツの振興、医療・介

護・福祉の充実、子育て支援の強化並びにあらゆる分

野において沖縄の活力を生み、未来を開く人材の育成

を積極的に進めてまいります。また、過重な基地負担

の大幅な軽減、普天間飛行場問題の解決に全力で取り

組むなど、県民が望む沖縄の将来像となる「沖縄21世

紀ビジョン」の実現に向けあらゆる施策を展開してま

いります。

　次に、知事の政治姿勢の中で、11月の知事選挙の公

約についての御質問にお答えいたします。

　知事選挙の公約につきましては、与党や支援者の皆

様とも意見交換をしながら、早い段階で発表してまい

りたいと考えております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、日米共同声明に対す

る対応についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　県としましては、去る５月の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入れる

ことは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたところ

でございます。そして名護市長選挙や県議会の意見書

議決、県民大会など、昨年９月以降の県内の諸状況を

踏まえますと、地元の理解が得られない移設案を実現

することは極めて困難であると考え、政府に対し県民

の納得のいく説明と解決策を示すよう求めてまいりま

したが、政府から、この間の県民の怒りと失望にこた

え得る説明と方策は依然として示されておりません。

　県としましては、このような状況にかんがみ、日米

政府に対し、普天間基地の一日も早い危険性の除去の

ため、日米共同発表を見直し、普天間飛行場を県外に

移設することを求めてまいりたいと考えております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、３年めどの閉鎖状態

の実現に対する知事の認識いかんという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、移設

措置協議会やワーキングチーム会合などにおいて、政

府と意見交換を重ねてきたところでありますが、昨年

９月の新政権発足後はこれらの協議会等は開催されて

おりません。

　県は、総理を初め各大臣との面談など機会あるごと

に普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を求めてお

り、政府におきましても、積極的にこの問題の解決に

取り組んでいただけることを期待いたしているところ

であります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、新内閣の見解につい

ての御質問にお答えいたします。

　菅改造内閣におかれては、雇用・景気対策や地域主

権の確立などの諸課題に積極的に取り組まれることを

期待いたしております。沖縄振興につきましては、沖

縄振興計画を着実に推進するとともに、さきの沖縄政

策協議会で申し上げた振計後の新たな枠組みづくりな

ど自立型経済の構築に尽力していただきたいと考えて

おります。また、基地の整理縮小や事件・事故の防止

など沖縄の過重な基地負担の軽減に引き続き取り組ま

れることを期待いたしております。

　福祉行政に係る御質問の中で、認可外保育施設への

給食費支援についての御質問にお答えいたします。

　認可外保育施設への給食費助成につきましては、平

成20年度から牛乳代に加え新たに米代の助成を行うな

ど、これまで段階的に支援の拡充を図ってまいりまし

た。給食費助成につきましては、入所児童の処遇向上

に資するものであることを踏まえ、今後とも継続して

充実に取り組みますとともに公約として掲げてまいり

ます。

　次に、土木建築行政に係る御質問の中で、県内建設

業者への優先発注に係る御質問にお答えいたします。

　県は、これまで「県内企業への優先発注及び県産品

の優先使用基本方針」に基づきまして、県内企業への

優先発注及び受注機会の確保に取り組んできたところ

でございます。具体的には、工事の内容や現場条件等

を勘案し、可能な限り分離・分割発注を行うととも

に、県内企業で施工が困難な大規模かつ技術的難易度

の高い工事につきましても、県外企業との共同企業体

方式によって県内建設業者の受注機会の確保に努めて

いるところでございます。また、国等が発注する公共

工事についても分離・分割発注や入札参加資格要件の

緩和等につきまして要請を行っております。その結

果、沖縄総合事務局や沖縄防衛局におきまして受注機

会の拡大が図られております。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通して県

内建設業者の受注機会の拡大に努めてまいる所存でご

ざいます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕
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○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢の質問の

うち、包括外部監査結果報告についてお答えいたしま

す。

　包括外部監査につきましては、監査人から監査結果

報告を知事が受け、各所管部局に通知するとともに、

監査委員が県公報に登載いたします。その後、各所管

部局において、監査結果に対して措置を講じた場合

は、監査委員が県公報に登載することになります。知

事自身が毎年度の包括外部監査報告書をすべて把握す

ることはできませんが、これまでの監査結果と措置状

況は整理し保管され、事業棚卸しなどで活用している

ところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政について

の御質問の中の、県内保育所の正規・非正規雇用の現

状及び保育士の雇用、労働環境、賃金の実態等につい

て一括してお答えいたします。

　県内保育所において、平成21年４月１日現在、保育

士や調理員等で雇用されている8192人のうち、正規雇

用者が3938人、非正規雇用者が4254人となっておりま

す。そのうち、保育士については6505人で、正規雇用

が50.9％、非正規雇用が49.1％となっております。

　県においては、保育士の労働環境や賃金等の実態を

調査したものはありませんが、人材確保などの課題が

あると認識しております。

　次に、社会福祉法人等への借入金利子補給金につい

てお答えします。

　独立行政法人福祉医療機構借入金利子補給金につい

ては、保育所等の施設整備の促進に一定の役割を果た

してきたところであります。当該事業については、金

利の低下や法人における財務基盤が確立されたこと等

を踏まえ、補助率の見直し等による事業縮小を図り、

終期を平成23年度に設定しております。なお、包括外

部監査結果報告書等で指摘されていることを踏まえ、

高額繰越金等があり、経営が安定している法人につい

ては、平成23年度は対象外とすることを検討している

ところであります。

　次に、医療行政についての御質問の中の、ドクター

ヘリの成果についてお答えします。

　ドクターヘリは平成20年12月に運航を開始し、平成

22年８月までの搬送件数は475件となっております。

１日当たりの搬送件数は0.75件となっております。地

域ごとの搬送状況は、北部圏域91件、中部圏域13件、

南部圏域262件、奄美地域から109件となっておりま

す。

　ドクターヘリ運航により、短時間で患者を搬送する

ことが可能となっております。さらなる迅速性・安全

性の確保を図るために、医療機関、消防機関等から構

成するドクターヘリ運航調整委員会で検討を進めてい

るところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療行政についての

御質問の中で、県立中部病院の小児医療の課題、対策

についてお答えいたします。

　県立中部病院の小児科においては、平成22年３月に

医師１名が退職したことにより、従来の５人体制から

４人体制になったことから、十分な当直や救急の診療

体制をとることが厳しい状況になっております。その

ため、中部病院ではやむを得ず月曜日から土曜日まで

の午前８時半から午後５時までの小児患者の受け入れ

を救急車搬送と紹介患者に制限するとともに、昼間に

はかかりつけ医をできるだけ利用するよう呼びかけて

おります。また、医師の勤務負担の軽減を図るため、

南部医療センター・こども医療センターから当直応援

を行っております。

　病院事業局では、引き続き医師の確保に努めるとと

もに、病病・病診連携の一層の強化を図っていきたい

と考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連について、県立

北部病院の産婦人科医師の確保と見通しについてお答

えいたします。

　北部病院産婦人科医師の確保については、現在、大

学医局との連携による医師派遣の調整等を行っている

ところであります。しかしながら、全国的な産婦人科

医師不足や相手先の意向もあることから、具体的な見

通しを述べる状況には至っておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、小・中・高校校舎等の耐震化状況につ

いてお答えいたします。

　これまで沖縄振興計画に基づき、学校の老朽校舎等

の改築を通して耐震化に取り組んでまいりました。そ

の結果、平成22年４月１日現在、校舎等の耐震化の状

況は、小中学校で1830棟中1352棟、率にして73.9％、

高等学校で536棟中470棟、率にして87.7％、幼稚園で

251棟中153棟、率にして61.0％となっております。
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　次に、30人学級の予算措置についてお答えいたしま

す。

　少人数学級の実施につきましては、平成19年度から

平成22年度まで、小学校低学年に延べ569人の教員を

配置し、基本的な生活習慣や社会的規範を身につけ、

基礎・基本の学力の定着を図ってまいりました。教員

の配置については、国の加配定数を活用しており、そ

の経費は国が３分の１、県が３分の２を負担しており

ます。教員の平均給与で計算いたしますと４年間で約

37億円となり、そのうち国が約12億円、県の負担額が

約25億円となっております。

　なお、県単独での配置は行っておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　我が会派の代表質問

との関連についての中の、本部港の整備構想に対する

見解についての御質問にお答えします。

　本部港のクルーズ船バースの整備については、沖縄

振興計画の分野別計画である沖縄県観光振興計画にお

いて、那覇港、石垣港、中城湾港とともに、整備推進

を図るものと位置づけております。

　観光商工部としては、これらの港へのクルーズ船の

誘致活動に取り組んでおり、来年１月には那覇港発着

離島クルーズである「にっぽん丸」の本部港寄港が予

定されているほか、外国船社の責任者が北部地域へ視

察に訪れるなど、新たな寄港につながる動きが出てき

ています。これらの動きを踏まえ、バース整備など本

部港の環境整備が図られるよう、今後も土木建築部と

連携してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中ではありますが、

時間の都合もありますので、赤嶺昇君の再質問は休憩

後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時36分休憩

　　　午後４時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き赤嶺昇君の再質問を行います。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　まず大型クルーズ船対応の件につき

ましては、部長の前向きな答弁をいただきましたの

で、ぜひ積極的に頑張っていただきたいと思っていま

す。

　同じく我が会派代表質問との関連の質問で、県立北

部病院、今２人体制だと思うんですけれども、４人体

制というのにするめどというのは例えば次年度４月か

らという部分で今取り組んでいる状況ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　来年の４月以降のこ

とについては、今、ほかの各県立病院、あるいは中部

病院の研修修了者で県外で働いている医師等とも連絡

をとりながら、調整しているところでございます。

　県立中部病院の小児科医師で今アメリカに留学して

いる医師が１人いるんですね。この方が来年の７月ご

ろには戻ってくるという状況がございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ですから、もう一度確認なんですけ

れども、新年度から通常は５人体制が目標だと思うん

ですけれども、４人体制に向けて今そこをめどにして

やっているということで理解していいんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　今、離島の病院で勤

務している若手の医師もおりますし、これを今戻す際

にどこに戻すかということで、県立中部病院あるいは

南部医療センターと調整中であります。ですから、５

人体制にできる可能性は高いと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　わかりました。ぜひ新年度から５人

体制を目指して頑張っていただきたいと思っていま

す。

　ちょっと順不同で再質問させてもらいますけれど

も、５番の土木建築行政について、先ほど知事からの

御答弁で県内企業優先発注、また国関係発注も精力的

に取り組んでおられて、なおかつその受注率が上がっ

ていることは敬意を表したいと思っています。ただ、

一つだけ気になるのが県内業者が受注をして、この下

請業者に最近県外業者が入っているんですね。ですか

ら、下請業者にその孫請だったり、その本土の企業が

入っているものですから、これ実は元請業者よりも下

請業者のほうが雇用は高いんですよ、雇用率はです

ね。ですから、そのあたりいわゆる入札なのか、受注

契約条項に下請業者も県内業者を優先にするというこ

とを加えていただきたいんですけれども、知事いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　下請に関しまして

は、また元請との任意の契約でありますので、私ども

のほうから縛ることはちょっと難しいんですが、しか

しながら県内業者への優先発注、県産品使用というこ

とを我々は県の方針として持ってそれに取り組んでい

るわけでございまして、これは県内建設業者の育成、



－ 259 －

それから県内経済の観点からそういうふうにやってお

りますので、元請に対しましてもその趣旨をよく理解

していただいて、できるだけ県内企業に下請してもら

いたいという趣旨は契約時点で申し入れをしておりま

す。また、今後もこの申し入れはやっていきたいと考

えておりまして、また建設業団体にもしそうであれ

ば、もう一度そういう趣旨を理解していただいて、県

内業者の下請についてもやっていただくものを協力の

お願いをしていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　私の質問は、この契約条項に下請を

優先するということを加えたほうがいいんじゃないか

という質問ですので、それに答えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　この辺につきまして

は、契約条項に入れるかどうか、その辺の検討をさせ

ていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ことしの６月24日知事名で、沖縄県

建設産業団体連合会に対して、「県内企業への優先発

注及び県産品の優先使用について」という文書がちゃ

んと流れているんですね。（資料を掲示）　なおか

つ、それが流れた後でも県外業者が下請で入っている

んですね。だからこそ、我々が言っているのは、国に

いろいろ求めて県内企業優先するのは非常に頑張って

いる中で、やはり下請も孫請も県内業者にしていくと

いうことを検討するという話じゃなくて、それはそう

いう方針は差異はないと思っておりますので、それを

その条項の中に加えることは私はそんなに難しいこと

じゃないと思うんですけれども、知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　繰り返すようです

が、趣旨として県内の業者のほうでやっていただく。

元請、下請、それは重要なことだと考えておりますの

で、条項に入れることについてどういうやり方がある

かということも含めましてちょっと検討させてくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　グッジョブ運動であったり、知事の

基本政策の中で非常に大事な部分だと思っておりま

す。この下請業者であったり、孫請のほうが労働者が

たくさんいるんですね。今の事務方の答弁というの

は、私からするとこれは難しい話でも何でもないんで

すよ。皆さんは、県産品の推奨であったり、県内企業

優先と言いながら、これに一々時間をかけること自体

が今の県政をあらわしているんじゃないかなと思って

います。県内雇用失業対策ということでやっている割

には、それがまだ生かされていないということを指摘

しておきますので、もっとしっかりぜひ取り組んでい

ただきたいと思っています。

　続いて教育行政についてなんですけれども、県内の

県立・市町村立の耐震対策はすべてあと何年で完了し

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　今のあと何年で全部が改築できるかということです

けれども、平成22年度の国庫予算のベースで改築を進

めた場合を仮定しますと、旧耐震基準で建設された昭

和56年度以前の学校施設すべてを改築するためには、

小中学校で平成35年度、県立学校で平成31年度まで要

するものと考えられます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　これは現行の高率補助のもとでそう

いう数字だと思うんですけれども、この高率補助がな

くなった場合はどうなりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　今の高率補助があるもの

で算定したものですから、高率補助がなくなった場合

にはやはりそれに要する期間は延びたりする可能性は

大いにあると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、ことしも大きな地震がありま

したし、特に教育施設は子供たちの安全を守るという

ことで、それがもし日中にあれだけの地震があったり

とか、大きな地震があると大変大きな問題になると

思っています。我が県、今全国に比べてそんなに悪い

数字ではないんですけれども、例えば高率補助がある

からこそそれがこの間順調に進んでいるという部分が

あるんですけれども、いずれにしても今ありましたよ

うに、平成34年、さらに平成31年という数字が出てい

ますので、10年以内にすべて耐震基準を達成するとい

う目標をしっかり持つべきだと思いますけれども、知

事、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　耐震化等改築につきまし

ては、沖縄の教育振興計画に私たちは10年間の数値目

標を立ててこれまでやってまいりました。それで来年

度はもう最後ですけれども、数値目標がすべて達成で

きる状況です。計画どおり進んでおります。次の振計

に向けても今議員の提案がありましたことについて、

ぜひその内でできるような計画を検討してまいりたい

と思っております。
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○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　この質問をした趣旨はですね、実は

新政権になって公共工事がどんどん減っているんで

す。無駄な公共事業という名のもとで減らされている

中で、教育施設は必要なんですね。ただ沖縄は、高率

補助の中でこの間進んできましたけれども、今教育長

が答弁をされているんですけれども、あえて知事に聞

いているのは、これは政治的にこの公共工事が減って

いるという部分の中で、教育施設は前倒しでも10年以

内に一スパンの中ですべてを耐震基準にもっていくと

いうことは、私はこれは教育庁の範疇じゃないと思う

んですよ。そのあたり、例えば10年以内でそれをすべ

てクリアしていくという方策は検討するべきじゃない

かということです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今お話を伺っていて、それ

は確かに検討に値すると思いますし、検討してまいり

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ知事選への決意もされているわ

けですから、そういった子供たちの教育施設も含め

て、この耐震の問題は人ごとじゃありませんから、

しっかりと取り組んでいただきたいということを申し

上げたいと思っています。

　医療行政についてなんですが、浦添総合病院がＵ―

ＰＩＴＳを運用しているということなんですけれど

も、国からの補助もあるということなんですが、これ

はこの制度はいわゆる県が一緒に運用しているんです

が、実質的に総合病院側は採算はとれていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ドクターヘリに関

しましては、国の基準に基づいて支給しておりまし

て、浦添総合病院のほうでは苦しいという話ではござ

いますが、その中で賄えているんではないかというふ

うに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　県も関係していますから、質問は採

算がとれているかとれてないか、まず聞きたいんです

よ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時14分休憩

　　　午後４時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　浦添総合病院から

の報告でちょっと金額的には確かな数字は申し上げら

れませんが、若干赤字が出ているというお話でござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、認可外保育施設への支援に

ついてなんですが、先ほど知事のほうから認可外保育

施設への米代、平成20年から助成をしているというこ

とで、財政が厳しい中でなかなか上げられないという

この間の答弁だったんですけれども、今後の公約にも

しっかりと継続、充実をしていきたいという答弁でし

たので、ぜひ子供たちにとって非常に大事な給食費の

確保に向けて、今よりもせめて11円じゃなくて50円と

か100円ぐらいは目指していくようなことをやってい

ただきたいと思いますが、知事、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かにこの予算の中の制約

というのが非常にあるものですが、ただし今の給食費

助成では確かに少し小さ過ぎてもっともっと出せるよ

うに、また来年度の予算もそうですが、再来年度以降

のこの新しい沖縄振興計画そういうような中にも上手

に入れて、もっともっと助成ができないか前向きに

やってまいりたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ頑張っていただきたいと思って

います。

　続いて、借入金利子補給について、それは包括外部

監査との関連にもなるんですけれども、知事、予算が

ないということでありながら、この包括外部監査の中

で何億円という純資産が社会福祉法人でありながら利

子補給はしているんですね。最初から黒字なのにその

利子補給をしているということは、いかがなものかと

いう指摘をされているんですよ。私は予算特別委員会

でも指摘をしました。こういった問題はもうそろそろ

予算がないということであれば、途中からでも見直し

ていくということは大事だと思いますけれども、いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　おっしゃるとお

り、外部包括監査においてもそういう指摘を受けてお

りまして、うちの部としましてもそういう見直しをし

た上で23年度を終期としておりますが、来年度につき

ましてはこの繰り入れが高額とかそういうものにつき

ましては廃止という方向で検討をしております。その

中身をちょっとどの程度を廃止の対象にするかという

ことを今議論しているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　財政が厳しい中で、我々も予算・決
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算特別委員会で議会でいろいろやっている中で、先ほ

ど総務部長から知事がすべて目を通すということも事

務的に難しいかもしれませんけれども、これは非常に

いい指摘がたくさん出ておりますので、早目にこれは

各部署に任せるんじゃなくて次年度予算で削るところ

はしっかり削ってもらって必要なところにやっていく

ということは非常に大事だと思っておりますので、ぜ

ひ取り組んでいただきたいと思っております。

　同じように関連して保育所、特に先ほど正規・非正

規の割合という答弁をいただいたんですけれども、な

ぜかわからないんですけれども、市立保育所の中で正

規・非正規という言い方じゃなくて、正規の皆さんは

常勤、非正規の場合は常勤的非常勤という言い方をす

るんですね。その理由が私はよくわからないんですけ

れども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　これは保育所の運

営費の請求の中で、民間施設給与等改善費の様式がご

ざいまして、その中でこういう用い方をしていて定義

というか分けられているので、そういうふうな言い方

になっているのかなというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それでは何点かお聞きしますが、市

立の認可保育所の正規・非正規の割合は改善されてき

ていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　きちんとした時系

列的にそういう統計はとっておりませんので、今申し

上げたものは20年、21年の４月１日時点です。そうい

う意味では改善されたかということではちょっと承知

しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　部長、それは困りますね。皆さんか

ら21年４月１日時点をもらっているんですけれども、

（資料を掲示）　前回、議会答弁をされているんです

ね。それをわからないという答弁には当たらない。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　手元に資料がなく

て大変失礼しました。19年がこれは公立を除いており

まして、正規が47.9、非正規が57.1でございますの

で、今回申し上げた私立、公立を除く保育園だと正規

が44.2、非正規が55.8ですので、悪くなっているとい

うふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　この質問をした理由は、この間、

我々県議会で認可化促進であったりとか、待機児童問

題の議論をよくしてきたんですけれども、当の保育士

の環境を調べてみたらもう大変な話だなと思いまし

た。認可外でも厳しいのに法人保育所、その中で手取

りで10万、――もう一生懸命資格をとってですよ――

11万とか、５年間で給料が上がったのが大体300円と

かそういう実態なんですよ。中には、採用するに当

たって、結婚する予定はありますかとか、子供を産む

予定はありますかということを聞かれた保育士もいる

んですよ。これは子育て支援をするという保育所にお

いて、ましてやここに国費も投入されている中で、こ

ういう保育士の労働環境、もっと言うとさっき言いま

した常勤的非常勤と言いながら、勤務は全く一緒。そ

ういう実態がありながら、長年雇用すると給料が上が

るわけですから、どんどん切っていくんですね。そう

いう継続雇用も本来はそれをやらないといけないとい

う条項もありながら、それが今普通にやられていると

いうことに対して常に安い賃金で雇用していくという

現状は私は大きな問題だと思っております。子を産み

育てるという少子化対策の一環でやっていながら、そ

こで働いている保育士が結果的にこの仕事を長年でき

ないという実態を県は早急に調査をしてほしいんです

けれども、部長いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かに保育単価の

中には、適正な保育士の給与ですね、保育士、園長と

かそういうのが定められておりますので、そういう意

味ではきちんとそれに基づいた給与というのが支給さ

れるべきだというふうに考えております。こういう実

態につきましては、毎年保育所の指導監査しておりま

して、その調書の中にもこういう給与の実態等の資料

もございますので、その辺をちょっと参考にある程度

の状況把握をしていきたいというふうに考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　その中だけじゃなくて、できれば保

育士その者にアンケートをとらないと実態は把握でき

ないと思うんですね。

　もう一点は、公立の場合は59％は正規雇用なんです

ね。ですから、例えば60％とか70％正規雇用を目指し

ていくという一つの基準が私は必要だと思うんですけ

れども、そのあたり知事はどう考えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かに、児童の処

遇面とこの保育士の職場環境の改善という面からは、

やはり正規にもっていくということを努力すべきだと

思っております。それでこちらとしましては、今後新

たに法人認可するに当たっては、正規職員を６割以上

にすることを指導基準として通知して指導していきた

いと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひやはりそういう正規雇用をやっ

ていくことを目指していただきたいということで非常

にありがたい答弁だと思っております。こういったア

ンケートの話を保育士の皆さんにしますと、園が取り

まとめたものだったら本音は書けないという話を言っ

ておりますので、しっかりそこも考慮して実態調査を

やっていただきたいと思っております。一方で、保育

園の運営そのものの単価、それが例えば10年、11年を

超えると継続雇用すると今度は赤字になると言われて

いるんですね。そのあたりもやはり大きな問題だと

思っていますので、それはまた国にその議論をしない

といけないと思っています。すべてを保育所に押しつ

けるということじゃなくて、保育単価そのものの議論

をやっていただきたいと思っておりますが、国に対し

てそれはやはり要請するべきだと思いますが、いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　民間給与改善費等

も含めてこの保育単価の中に占める人件費の割合等も

もう一度精査して、それが現場でどんな形に運用され

ているかも含めてその辺の状況確認をした上でそれが

必要であれば国のほうに求めていくことも考えていき

たいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続きまして、11月の知事選挙の公約

について、今後取りまとめていくという話でしたが、

知事は４年間知事として頑張ってきましたので、今度

の知事選挙のキーワードというか、何がメーンだとい

うふうに考えているか、もしあればお聞かせくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　たくさんあるんだろうとは

思うんですね。ですから、私も前回は14の柱を立て

て、14の間には別にどれが重要でどれが軽いという軽

重はないと。例えば教育と医療とどちらが重要ですか

と言われてもこれはどちらも重要だというぐらいに同

じだと思っているんです。ですから、14の分がそんな

に変わってないと思いますので、基本的には十三、四

を大きくくくって、沖縄にとって重要な課題だろうと

思っております。ただ、事実上、あの21世紀ビジョン

を県議会の御意見も入れてつくりましたから、あの方

向は一つの方向だと思っておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　今度の知事選挙で、仲井眞知事は、

普天間基地問題は知事選挙の争点であると思います

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この争点という言葉ですけ

れども、これは有権者がいろんな周りでお考えになる

表現なのか。例えばマスメディアでもいいんですが、

考えられる表現なのかわかりませんが、争点であるか

ないか、少なくとも長年の懸案であることは確かです

よね、特に普天間の移設、ないしは危険性の除去はで

すよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事公約はこれからということなん

ですけれども、この間、県議会においても海兵隊のい

ろんな問題等があるんですけれども、知事は海兵隊の

撤退も求めていく考えはありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この海兵隊につきまして

も、沖縄に駐留している米軍の構成員の中では最も多

い兵員ですし、そしてまた再編のそもそもが8000人に

及ぶ海兵隊員及びその家族も含めると１万何千人と言

われているこの部分の軽減というのはぜひ実現しても

らいたいと思いますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ということは、海兵隊全体の撤退を

具体的に求めるということではないということです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この米軍を構成している陸

軍・空軍・海軍そして海兵隊、これは海軍のもとにあ

るのかよくわからんところがないわけじゃありません

が、この中で特に海兵隊だけを全部撤退を求めるとい

うことが技術論としてどうなのかというのは私は定か

ではありません。ですが、今あるこの大勢の米軍人及

びその基地、そして基地負担の軽減ということを考え

れば、まずこの再編で言われている8000人及びその家

族・軍属の１万何千人になんなんとする皆さんをグア

ムに行ってもらうということは少なくとも着実に実現

してもらいたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それでは知事公約の、普天間の３年
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以内の閉鎖状態なんですけれども、知事は普天間の危

険性の除去が一番大事だとおっしゃっておりますの

で、今度の公約でも３年以内の閉鎖状態を打ち出しま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　その３年めどの表現がもう

あと２カ月弱になってぎりぎりのところへ来てまこと

に恐縮ですが、いずれにしてもその考え方というのは

普天間の一日も早い危険性の除去ということは、テク

ニカルにもいろんな方法があろうかと実は思っており

ます。そしてまた政策協議会の中でも負担軽減の部会

ではそういう部分も入っているつもりでおりますの

で、そういうものを現実に進めるということは恐らく

政策の中できちっと打ち出していき、未達といいます

かなかなか実現がいま一つであったものについては、

当然その実現を継続して目指すというのは当然のこと

だと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　公約で知事は、４年前こう言ってい

るんですね。普天間飛行場の３年以内の閉鎖状態につ

きましては、準備と決定に至るプロセスを考えれば物

事というのは３年あれば実現できるという私の認識か

らという御持論があるわけですから、結果的にそれは

私は破綻したと思っているんです、今任期の中ではで

すね、できていないわけですから。それはお認めにな

りますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　３年めどの閉鎖状態の実現

という文字どおりの姿になっていないという点は、ま

ことに残念ではありますが、破綻したとは思っており

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時36分休憩

　　　午後４時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　３年が４年になり、結果的にできな

かったということは、県民との約束ですので知事は公

約とは県民との最も重たい約束ということをおっ

しゃっておりますので、それを念頭にぜひ今回の知事

選挙も踏まえて、総括もしてやっていただきたいとい

うことを要望しておきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　この際、申し上げます。

　病院事業局長伊江朝次君から発言を求められており

ますので、これを許可します。

　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　先ほどの赤嶺議員の

県立北部病院産婦人科医師の確保と見通しについての

再質問を、私は県立中部病院の小児科医師の確保と勘

違いして答弁いたしました。おわびして訂正させてい

ただきます。

　今、産婦人科医師の確保については、全国的な医師

不足の状況から確保することはかなり困難でございま

す。普通の手段ではかなり難しいという状況がござい

まして、来年の３月までに北部病院の産婦人科を再開

するだけの医師の確保のめどは今のところまだついて

おりません。今後とも鋭意努力して頑張っていきたい

と思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　引き続き一般質問を続行いた

します。

　具志孝助君。

　　　〔具志孝助君登壇〕

○具志　孝助君　皆さん、こんにちは。

　一般質問を行います。

　ちょうど一般質問の20番目になるんですね、私が。

私から与党議員の質問になりますから、どうぞ知事、

ひとつ肩の力を抜いてゆっくりとありのままという

か、率直な御意見をお聞かせをいただければありがた

いなと思っております。

　質問通告は事前にありますので、通告後の代表質

問、これまでの一般質問の中で、私の質問の内容とか

なりの部分で先に質問が交わされております。かなり

もう議論が出てまいりまして、もう私は必要ないのか

なというところもありますが、できるだけ視点を変え

てと思っております。議論が少しでも深まればありが

たいなと、こう思っております。

　さて、質問の１点目は、知事の政治姿勢について、

その中で、県知事選挙について。

　11月28日には県知事選挙が行われると、こういうよ

うなことになっております。県知事は沖縄の最高指導

者、沖縄の県政の命運を握っている指導者の選挙であ

りますから、沖縄にとって大変重要なことでありま

す。仲井眞知事も２期目に向けて決意を固めておられ

ます。

　私は、議会の場からこれまで大田昌秀県知事、それ

から稲嶺惠一知事、そして現在の仲井眞県知事を見て

まいりました。さすがに県政のトップでありますか

ら、御３名とも立派な識見を持っておられるし、それ

から県に対する情熱というのもすばらしいものがある

と、このように大変敬意を表しているところでありま
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す。しかし、３氏ともそれぞれ考え方も違うし人柄も

違う。三者三様というのか、大変それぞれ魅力的で、

また、さすがに県知事に手を挙げられる方ですから個

性的でもあると思っております。

　大変僣越ではありますけれども、一言で３名を私の

目から見た場合は、大田氏は、決断力のある人だなと

いうような印象を受けております。それから稲嶺氏

は、大変協調性があって人間性が豊かな方であると、

こういうような印象を強くいたしております。さて、

仲井眞氏はどうかといいますと、私は信念の人だな

と、しっかり自分の考え方というのを持っておられる

なと、このようにそれぞれ評価をいたしております。

　表裏一体とも言われます。表と裏、表があれば裏も

あると。長所があれば短所もあると、こう言われるん

ですが、さて、そういう意味では、大田さんは決断の

人であるけれども、どちらかというと独断専行型だっ

たかなと、こういうようなことも言えるのかなと思っ

ております。それぞれいかがでしょうか。じゃ、稲嶺

氏はどうかといいますと、大変人間味豊かで、どんな

に強く批判されても受けて流す立派な方でしたが、や

やもすれば優柔不断、なかなか何を考えているか決め

てくれないと、こういうような部分があったかなと。

仲井眞氏はさてどうかと、本人を前にして大変恐縮で

すが、信念の人、頑固一徹ですね、曲げない。どうし

ても自分は思いを遂げたいと、こういうような一念で

今頑張っておられる。そして、まだそれは貫いていな

い。私は県知事に立候補したあの決意、まだまだ実現

していない、責任をとってあと１回頑張りたいと。私

は、こういうようなことかと思っております。

　そういう意味では、私は、仲井眞氏は前任者２人に

まさるとも劣らないすばらしい、立派な、沖縄県を

リードしていく指導者だと思っているんです。ぜひと

も再選を果たされて、自分が一たん決意をされた、県

民から選ばれたリーダーとして自分の思いを遂げる、

こういうような強い気持ちでこれからの戦いに臨んで

いただきたい。私もしっかりと応援をさせていただき

たいと。これが間違いなく沖縄のためになるんだと、

私はかたく信念を持っておりますので、どうぞ頑張っ

てください。

　そこで質問でありますが、再選出馬に向けて新たな

決意をお伺いをいたします。

　芋点目は、2010年度防衛白書であります。

　民主党政権――戦後、新しい政党ですから当然です

が、革新政党と言えるかどうか私もまだわかりません

が――そういう政党が政権を担うというのは初めての

ことであります。その政党が初めて防衛白書を発表い

たしました。

　ア、防衛白書「第Ⅲ部　わが国の防衛に関する諸施

策」、「在日米軍の駐留」と「普天間移設見直し」の

中に在日米軍のプレゼンスや海兵隊の抑止力、機能、

そして普天間飛行場の返還と代替施設等の記述があ

る。民主党政権の防衛白書に対する知事の率直な御感

想をお伺いをいたします。

　鰯番目は、尖閣諸島問題についてであります。

　ア、今般の中国漁船による挑発行為――私は挑発行

為だと思っております――は看過できない。尖閣諸島

を有する県知事として何らかの行動を検討すべきと考

えるが、知事の御所見をお伺いいたします。

　イ、防衛省の島しょ防衛強化計画について、知事の

所見を伺います。

　質問の２点目は、沖縄政策協議会についてでありま

す。

　茨、９月10日の沖縄政策協議会で知事はどのような

ことを話されたのか。

　芋、「沖縄21世紀ビジョン」を実現するためにどの

ような枠組みが必要と考えるか。

　鰯、知事は、沖縄政策協議会に対してどのような期

待を持っておられるか。

　質問の３点目は、平成23年度国庫支出金要請につい

てであります。

　沖縄振興計画も来年23年度は最終年度であります。

これまで掲げてきた諸施策、これの最終年度でありま

すから、その実現に力を注がなければなりません。多

岐にわたる事業が挙げられておりますが、その中で、

私は２つの点について改めてお伺いをいたします。

　茨、沖縄国際航空物流ハブ活用推進事業について。

　ア、本事業は、臨空型企業の誘致、県産品の販路拡

大、海外航空会社の就航誘致、外国人観光客の集客を

図るとあるが、どのような実施体制で取り組むのかお

伺いをいたします。

　イ、事業の進瀧状況とその効果について伺います。

　ウ、県産品の販路拡大を図るアンテナショップの取

り組みについて伺う。

　３年継続事業と言われておりますが、沖縄のこれか

らの経済を占う大きな事業だと思います。画期的なも

のだと思っております。改めて御説明を賜ります。

　芋点目は、沖縄21世紀ビジョン推進「万国津梁」人

材育成事業についてであります。

　これも予算の規模もかなり大きな規模になっており

ます。改めて説明をお願いいたしたいと思います。

　質問の４点目は、行財政改革についてであります。

　茨、公社等外郭団体の見直しについて。
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　ア、計画期間内に廃止、解散または統合予定の団体

について説明を求めます。

　質問の５点目は、高校生の就職についてでありま

す。

　完全失業率がずっと質問にも出てまいりました。特

に若年層の就職率が悪いとこう言われておりますの

で、高校生の就職指導についてお伺いをいたします。

　茨、平成21年度就職内定率について。

　芋、県内・県外就職者の割合について。

　鰯、自衛官募集について。

　ア、学校説明会の実施状況。

　それからイ、校長、担当職員への説明会ですね。

　それからウ、校内へのポスター掲示等についてお伺

いをいたします。

　あとは再質問をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　具志孝助議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、次の

県知事選挙への決意についてという御趣旨の御質問で

した。これまで私がやってきたことを中心に御答弁さ

せていただきましたが、その決意部分を中心に簡潔に

返答をさせていただきます。

　日本復帰をして38年、本土に比べて立ちおくれてお

りました社会資本の整備や、特に産業の振興に邁進し

てまいりました。

　現在では、琉球舞踊が国の重要無形文化財に指定さ

れ、そしてまた、宮里選手の全米ゴルフツアーへの参

加と優勝、そして興南高校の甲子園春夏連覇などに象

徴されますように、これまで我々の世代が何世代かに

わたって目指してきましたことが一つ一つ実現される

時代になっている感が強くございます。そして、そう

いう中でまた21世紀に入り、今や方向のベクトルとい

いますか、これの転換が求められているとも思いま

す。

　県民の未来、すなわち我々の子や孫たちが「独立自

尊の精神」を持って時代を切り開いていくべく方向を

示し、堂々と踏み出していくのを見届けることが私の

責務だと考えております。

　このような思いから、私は、来る11月の知事選挙へ

の出馬を決意した次第でございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、尖閣諸島問題に対す

る県の取り組みについてという御趣旨の御質問でござ

いますが、尖閣諸島をめぐる今回の事態につきまして

は、国家間の問題と認識いたしております。

　尖閣諸島を所管する沖縄県としましては、県民生活

にどのような影響があるのか情報を収集し、今後とも

県民の生命財産や漁業を初めとする諸権利が侵害され

ることがないよう、日本政府に対し外交上の適切な対

応を要望していくべきものと考えております。

　次に、沖縄政策協議会に係る御質問ですが、沖縄政

策協議会にどのような期待を持っているかという御趣

旨の御質問にお答えいたします。そして、この御質問

は２の茨と２の芋と２の鰯が関連しておりますので、

恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　沖縄政策協議会は、総理を除く全閣僚と沖縄県知事

が沖縄に関する基本政策に関し協議する最も大きな枠

組みの協議会となっております。

　今回は、菅総理も出席して９月10日に開催され、総

理が冒頭のあいさつで、沖縄の振興のためには、成長

が著しいアジアの活力をとらまえて、沖縄の独特の文

化や自然に代表されるソフトパワー等を生かした振興

策を進める必要があり、政府においては、沖縄県と連

携し、沖縄の自立的かつ持続的な発展のための取り組

みを強力に進めていきたい。そのため、沖縄県の意見

を十分に伺いながら平成24年度以降の沖縄振興につい

てしっかりと検討していきたいと述べられたことは、

大変意義深いものと考えているところでございます。

　沖縄県といたしましては、「沖縄21世紀ビジョン」

を実現するため「沖縄振興特別措置法に代わる新たな

法律の制定」や「沖縄振興一括交付金（仮称）」の創

設、そして「駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）」の

制定、過重な基地負担軽減に関する抜本的な取り組み

に向けての対応等が必要であると考え、今般、同協議

会におきまして強力に取り組んでいただくよう要望し

たところでございます。

　今後、同協議会で話し合われる事柄につきまして、

政府において真摯にかつ強力に取り組んでいただける

ものと期待をしているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての中の、民主党政権の防衛白書についての御質問に

お答えいたします。

　去る９月10日に政府が閣議決定した平成22年度防衛

白書においては、沖縄を含む我が国の安全保障につい

て、自公政権の従来の方針と大きな変化はないものと

考えております。

　また、普天間飛行場移設問題については、日米共同
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発表に沿って解決する方針が示されておりますが、県

としましては、日米共同発表における名護市辺野古へ

の移設案を受け入れることは極めて厳しいと考えてお

ります。

　次に、防衛省の島しょ防衛強化計画についての御質

問にお答えいたします。

　北澤防衛大臣は、９月21日の記者会見におきまし

て、先島諸島への部隊配備について、調査をスタート

させていきたい旨の発言をしております。

　島嶼防衛について、主権国家として必要な防衛力の

整備は行うべきと考えておりますが、自衛隊の配備に

ついては、政府において、我が国全体の防衛やさまざ

まな緊急事態対応などの観点から検討されるべきもの

であり、県民の理解なしに進めることは困難であると

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　平成23年度国庫支出金要

請についての御質問の中で、沖縄国際航空物流ハブ活

用推進事業についての御質問にお答えいたします。当

該事業の実施体制、進瀧状況、アンテナショップの取

り組みについてお聞きになっておられますが、関連い

たしますので一括してお答えをさせていただきたいと

思います。

　まず、本事業の実施体制につきましては、庁内に企

画部、農林水産部、観光商工部の関係各課で構成する

ワーキングチームを設置をいたしまして、全庁的に推

進しているところであります。

　また、本事業は、沖縄県産業振興公社、沖縄県物産

公社、県内シンクタンクなどから成る沖縄国際航空物

流ハブ活用推進事業企業共同体が受託をいたしまし

て、オール沖縄体制で取り組んでおります。また、本

事業の進瀧状況としては、まず、臨空型企業の誘致に

ついては、国内外15都市で臨空型企業誘致セミナーを

開催をいたします。

　次に、県産品の販路拡大についてでございますが、

航空貨物コンテナの借り上げ事業の拡大とあわせて海

外５都市における沖縄プレミア食材試食会の開催、

300人規模の生産者の海外派遣及び150人規模の海外の

バイヤー等の招聘を通じて県産品の認知度向上を図

り、県産品の販路拡大につなげてまいります。

　海外航空会社の就航誘致については、８月に知事の

トップセールスを実施し、海南航空より北京―沖縄路

線の就航表明を受けております。

　外国人観光客の誘致については、海外メディアの活

用等によりさらなる誘客を図ってまいりたいと考えて

おります。

　次に、アンテナショップにつきましては、海外３都

市において７店舗を９月に選定をし、11月から順次開

設していくこととしており、県産品の販路拡大の拠点

としての役割を担っていくものと期待しております。

　本事業の効果につきましては、既に実施している県

内生産者の海外への派遣と海外のバイヤーや旅行関係

者の沖縄招聘に対する評価も高く、ますます海外との

ビジネス交流が活発になっていくものと期待をしてお

ります。

　今後、臨空型企業の誘致、県産品の販路拡大、新規

路線の就航及び外国人観光客の増加に向けて、これら

の事業を総合的な沖縄ブランディングに基づくプロ

モーションとして一体的に展開し、沖縄貨物ハブ並び

に沖縄の認知度をますます高め、アジアの活力の取り

込みにつなげることで県経済の発展及び雇用の改善に

寄与するものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　平成23年度国庫支出

金要請についての中の、「万国津梁」人材育成事業に

ついての御質問にお答えします。

　沖縄21世紀ビジョン推進「万国津梁」人材育成事業

は、高度な国際性と専門性を有する産業人材を育成す

るための各種研修事業等とアジア・太平洋地域の優秀

な高校生などを招聘する事業となっております。

　平成23年度概算要求の特別枠として16億円が予算要

求されており、これをもとに沖縄県に10年間の取り崩

し型基金を設置する予定であります。

　この事業の実施により、21世紀の「万国津梁」を目

指す沖縄県において、中長期的な視点で国際的に通用

する人材や成長分野における専門的な人材が育成でき

るものと期待しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　行財政改革の質問で、新

行財政改革プラン期間内に廃止、解散または統合予定

の公社等外郭団体についてお答えいたします。

　県におきましては、社会経済情勢の変化や県財政が

厳しいこと等から、新沖縄県行財政改革プランにおい

て公社等外郭団体の見直しに取り組むこととしており

ます。

　新行財政改革プラン期間中、沖縄県水源基金及び沖
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縄県水産公社の２団体が解散を、また、沖縄県立芸術

大学芸術振興財団及び沖縄県看護学術振興財団の２団

体が類似団体との統合を予定しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは高校生の就職指

導についての御質問で、高校生の就職内定率等につい

て、一括してお答えいたします。

　県教育委員会の調査によりますと、平成21年度の県

立高等学校卒業者の３月末における就職内定率は75.9

％で、前年同期を7.8ポイント下回っております。

　就職内定者2011名の割合は、県内が59.6％で1198

名、県外が40.4％で813名となっております。

　次に、高等学校における自衛官募集について一括し

てお答えいたします。

　高等学校の進路指導は、生徒に将来の夢や希望、目

的を見出させ、将来に向けて自己実現ができるよう指

導・支援を行い、生徒の出口をしっかりと保障するこ

とをねらいとしております。

　就職を希望する生徒は、職種や勤務地等の条件によ

り校外での官公庁や企業の説明会に参加しておりま

す。また、各学校においても、希望者のニーズにより

官公庁や企業の個別の説明会が実施される場合もあり

ます。

　自衛官募集につきましても、他の官公庁や事業所と

同様、希望者の状況に応じて生徒への説明会や校長、

担当職員への説明会、ポスターの掲示が行われている

ものと考えております。

　県教育委員会としましては、進路選択の幅を広げる

ためさまざまな職業を紹介することは、進路指導をす

る上で重要かつ不可欠なことだと考えております。自

衛官募集についても生徒一人一人の進路を確実に保障

するために、生徒や保護者のニーズに応じた適切な進

路情報を提供するよう各学校にしっかりと伝えてまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　それでは再質問を行います。

　教育長に高校生の就職指導についての質問ですが、

大変前向きな答弁だったと思っております。さきに私

は教育長に資料を見ていただきました。沖縄を入れて

九州８県ですが、質問にありますように、就職の学校

説明会、その前に校長先生、あるいは就職担当の先生

に説明会の持ち方等についての説明会をやっているよ

うですが、その結果というのか、九州各県のこれらの

実施状況を私なりに資料を入手いたしましたので、皆

さんにもおわかりいただきたいということでちょっと

報告させていただきますが、沖縄を除く九州７県にお

いて学校における自衛官の募集についての就職説明

会、これの実施状況ですが、長崎県では78校中76校で

実施をしている、97.4％。福岡は151校中137校で実施

をして90.7％。以下、同じような感じで九州７県の平

均が72.0％、学校説明会を実施しているんですが、沖

縄県では67校中15校で実施と、こういうことで、昨年

なんか特にひどくて２校でしか実施されてなかった

と、こういうようなことであります。沖縄県の実施率

が22.4％、九州が72.0％と、こういうようなことであ

ります。

　それから、その前にこの説明会を持つための学校長

に対する説明会も実施をしておりますが、これも九州

７県の平均が89％、校長あるいは担当職員に対する説

明をさせていただいているんですが、沖縄県ではその

機会が25.4％にしか達成されてないというような状況

ですね。

　もう１点、質問にもありました校内における自衛官

募集のポスター掲示についても、九州７県の実施率

――掲載率というか――が58.9％に対して沖縄県は

17.9％、67校中12校でしかポスターの掲載もさせても

らっていないと、こういうような状況でありますの

で、これだけ就職状況が厳しい。しかも国家公務員で

あるわけですから、私は、しっかりしたそういうよう

な情報提供をすれば、もっともっと若いお子さんたち

が受験の機会を得ることができるんじゃないかと、こ

ういうぐあいに思っております。

　ちなみに、在沖自衛隊の隊員数と沖縄県出身者がど

ういう状況にあるかというようなこともここで報告を

させていただきますが、これは平成22年、ことしの４

月１日現在ですが、陸上自衛隊の隊員数が――沖縄県

ですよ―― 2186名中沖縄県出身が863名、39％。海上

自衛隊が1093名中187名、17％。それから航空自衛隊

が2974名中517名、17％ということで、全体隊員数が

6253名中沖縄県出身が1567名、25％と、こういうよう

な状況であります。

　ほとんど時間がなくなりました。

　知事に２期目に向けてもう一回決意、そして聞きた

いことがいっぱいあったんですが、最後に、もう時間

がありませんので、まず２期目当選すれば最優先課題

というんでしょうか、何と答えられますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほどもどなたかに答弁し

たんですが、たくさん課題があります。そして、どれ



－ 268 －

が優先、優劣つけがたいといいますか、軽重をつけが

たいんで、14項目決めて今もって公約の柱にしている

わけで、基本的にはやっぱり十幾つかになろうかとは

思うんですが、ただ、今すぐそこまで来ているなとい

う実感があるのは、沖縄でやっぱり若者にとっても、

それから年配の人にとっても、だれでも働きたい人に

十分な職がある、そして、ただ職だけじゃなくてちゃ

んと暮らしていける、この内容の雇用産業というも

の、やっぱりこれがないと人間生活できませんから、

そこをしっかりと確立をすべきだというふうに考えて

おります。

　そして、ここがどうもしっかりしないことには、な

かなか沖縄の人も自信を持って沖縄に住み続けること

が本当に可能かどうかという気がいたしますので、私

は、まず雇用産業というのは徹底して、そして、かな

りいいところまで来ているというのが実感でございま

す。

　そして次に、文化・芸能、スポーツ、空手というこ

の沖縄のみんなが最も得意とする分野をさらに発展さ

せる。これは世界レベルまでいけるものだと考えてお

りますし、そして、やっぱり年配者になっても安心し

て暮らせるような医療・福祉、介護、ここはもう徹底

する。無論基地問題の負担の大幅な軽減、これもしっ

かりやっていく。あれやこれやと今のところ思い悩む

わけですが、やっぱり十数目に至るだろうと思うんで

す。今その一部を御紹介させていただきました。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　1996年（平成８年）、大田県政時代

に普天間の返還が合意になったんですよね。これが15

年たって今のような状況なんです。私は、これはもう

最大の課題だなとこう思います。

　普天間の返還を実現させるのか、代替施設建設を拒

否されるのか、今の国会の状況、果たして今の国会の

中で、日米合意に対するどういうような認識であるの

か、最終的にはあれは国家の事業、国家安全保障の問

題ですから、国会がどういうような答えを出すか、極

めて重要であります。ぜひともしっかりした考え方で

この問題にも解決に当たっていただきたいなと、この

ように申し上げて質問を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　南城市の嶺井光でございます。

　興南高校の活躍、みんなが絶賛をしております。私

は、この興南高校の偉業達成、なせば成る、そしてあ

きらめない粘り強さを県民へメッセージとして示した

んじゃないかなというふうにもとらえております。

準々決勝戦のあの３点をひっくり返していくあの粘り

強さ、なおかつまた準決勝で５点、これチャーナイガ

ヤーと本当に皆さん思ったと思います。しかし、これ

もあの粘り強さ、なせば成るという思いで頑張って快

挙をなし得たというふうに思っております。そういう

意味では我々大人に、あるいはまた政治・行政にもや

ればできるということを示しているんじゃないかなと

思っております。我々も頑張って行きましょう。

　もう一つ、夏といえば沖縄、８月から９月にかけて

各地域でいろんな地域伝統芸能が催されておりまし

た。毎日の新聞両紙に掲載があるように、まさに仲井

眞知事がおっしゃっている「おきなわ力」、この「お

きなわ力」が躍動している夏だったかなというふうに

感じております。

　南城市でも青年団の芸能フェスティバルがありまし

た。自分たちで企画して行政の手をかりない、あの意

気込みは地域づくりへの参画、大変立派だったなとい

うふうに感銘を受けました。この沖縄の文化力、知事

にはやはりあと一期しっかり前に進めて頑張っていた

だきたいというふうに思っております。

　では、通告の質問に入ります。

　まず多様な人材の育成と文化の振興について。

　茨、学校教育の充実についてであります。

　文部科学省は、来年度から８年間で段階的に35人学

級に移行する教職員定数改善計画を発表しておりま

す。私は、これまでも幾度となく少人数学級を訴えて

まいりました。これが実現すると約30年ぶりの見直し

であります。教師と子供がしっかりと向き合える環境

ができて、教育効果が大きく期待できます。

　本県の自立は人材育成なくして真の自立はないと考

えております。学校教育は、人間形成の基礎を培って

いく重要な時期であります。また、教職員の研修、指

導体制の充実を図ることが教育行政の責務であるとい

うふうに考えております。みずから学ぶ意欲を育て、

豊かな表現力と粘り強さを持つ児童生徒を育成するた

め、学校現場においては日々の教育活動を通して先生

方が頑張っております。

　少人数学級と指導体制の拡充のため、次の２点を伺

います。

　ア、文部科学省計画の35人学級への段階的実施によ

る本県における不足教室は年次ごとにどれだけか伺い

ます。

　イ、教育事務所の役割と成果について伺います。

　次に、文化の振興について。

　本県の伝統文化は、それぞれの地域で生活の中から

生まれ、いかなるときにも人々の心を慰め、地域のき
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ずなや融和を深め、生きる活力としてきました。各地

域においては、毎年８月十五夜などの行事で継承さ

れ、学校教育でも地域と連携し、子供たちが演じる機

会が多くなっております。

　多様化する時代の中にあって、他府県や海外との交

流でも特異な文化として評価され親しまれていること

はまことに喜ばしい限りであり、それこそ仲井眞知事

の目指す「おきなわ力」だと考えます。中でも「琉球

舞踊」は、国の重要無形文化財に指定され、先達から

長年にわたり継承をした成果であり、芸能関係者を初

め県民の誇りであります。また、沖縄の伝統空手は、

平和を愛する心を重んじ祖先が護身術として、また心

身を鍛練する武術として継承・発展してきました。今

や世界に5000万人もの空手人口が広がっており、世界

の各地域の愛好家は本場沖縄との交流を期待しており

ます。

　この沖縄文化の中核をなす伝統芸能・空手の技をき

わめ、安定した発表の場など舞台環境の整備が急がれ

ております。空手・舞踊は観光産業との融合もあり、

本県の産業経済への効果も期待されております。

　ア、沖縄の文化力について、県の取り組みを伺いま

す。

　イ、空手のメッカとして県が目指す方向性について

伺います。

　ウ、県立郷土劇場にかわる沖縄伝統芸能等の殿堂た

る複合施設として、沖縄伝統文化会館（仮称）の建設

について知事の所見を伺います。

　２、農林水産業の振興について。

　農業・水産業は、後継者不足が指摘される中、一部

では若い担い手が意気込みを見せており、これからの

農業・水産業に明るい兆しも見られます。しかしなが

ら、農漁業を取り巻く環境は依然として厳しいものが

あります。特に、漁業者にとって最も大切な漁場の確

保であります。農業においては、平成22年度予算が戸

別所得補償制度の導入で本県は67億円余の大幅減とな

りました。去る２月県議会では、「農林水産業予算の

削減に反対する意見書」を決議し、国へ要請をしたと

ころであります。農業基盤整備事業等に支障がないか

懸念されます。また、島嶼県のため物流コストの割高

をどのように克服するか、課題山積であります。

　茨、米軍演習に係る制限水域の解除について進瀧状

況を伺います。

　芋、農業用水確保など農業基盤整備事業の進瀧状況

について伺います。

　鰯、農水産物の輸送コストの軽減策について取り組

みを伺います。

　３、福祉政策について。

　茨、子育て支援について。

　少子・高齢化が急速に進行する中、若者が子供を産

み、育てやすい施策が求められております。

　ア、子供が健やかに生まれ育つ環境づくりに県はど

のように取り組んでいるのか。

　芋、高齢者政策について。

　特別養護老人ホームの待機者が3400人、そのうち介

護をする人も高齢の世帯が1056人となっており、厳し

い現実があります。県は、待機者解消のため平成22年

度までに特別養護老人ホームを330床整備するとして

おります。それでも待機者の１割の解消にしかなりま

せん。

　ア、特別養護老人ホーム待機者の解消に向けた県の

かかわりについて伺います。

　イ、平成21年10月から実施されている介護職員処遇

改善交付金事業の効果を把握しているか。平成24年度

以降の見通しはどうなっているか伺います。

　鰯、母子家庭等、低所得者支援策について。

　子供の医療費助成について、これまでも償還払いか

ら現物給付に変更して、手元に現金がなくても医療が

受けられるよう要求をしてきましたが、国民健康保険

制度の制限があって実現しておりません。

　ア、医療費助成について、償還払いから現物給付へ

の取り組みについて伺います。

　允、子宮頸がん予防対策について。

　ア、若い女性に子宮頸がんがふえており、がん対策

条例を制定してワクチン接種を助成する考えはないか

伺います。

　４、地上デジタル放送移行について。

　本島において放送電波が遮られる難視聴地域があ

り、中継局設置による対応を要請しておりますが、見

通しが立っておりません。難視聴地域への中継局設置

について国や市町村、放送事業者の動向はどのように

なっているか。また、県としての対応は必要ないのか

伺います。

　５、道路、交通政策について。

　南部東道路の事業進瀧について伺います。

　鉄軌道系交通による那覇を中心とした交通ネット

ワークについて伺います。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嶺井光議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、多様な人材の育成と文化の振興につい
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ての中で、文化力の県の取り組みについてという御趣

旨の御質問に答弁いたします。

　沖縄の文化力につきましては、世界遺産を初め重要

な文化財の保護・整備・活用を図りますとともに、組

踊、そして琉球舞踊などの伝統芸能や沖縄音楽などの

多様な文化を保持・継承し、国内外へ発信をして観光

を初めとした経済振興にもつなげていくことが重要で

あると考えます。

　主な取り組みとしまして、伝統芸能につきまして

は、昨年、琉球舞踊が国の重要無形文化財の指定を受

け、組踊などがユネスコの文化遺産に登録提案される

など沖縄文化力の高まりを踏まえまして、継承者の養

成や技術の継承を促進するため、昨年度より予算を大

幅に増額をし、「伝統芸能公演」の拡充・強化を図っ

ております。今後とも継続的に支援を行ってまいりた

いと考えております。

　また、アジア文化の交流拠点として、沖縄の存在感

を高めるためにも、沖縄国際アジア音楽祭を継続的に

開催をし、ロックやジャズからポップス、民謡まで幅

広いジャンルの音楽を国内外に発信しますとともに、

コンテンツ化を促進し、音楽産業の振興につながるよ

う取り組んでいるところでございます。

　県といたしましては、今後とも、伝統文化や芸術の

創造と活用に向けまして、その保存と継承に努めます

とともに、国際的な価値として、我が国はもとより世

界に発信できるよう戦略的に取り組んでまいりたいと

考えております。

　次に、同じく多様な人材の育成に係る御質問の中

で、沖縄伝統芸能等の複合施設の建設についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄の文化伝統芸能の振興を図る上で、沖縄伝統芸

能、そして伝統空手等の発信拠点となる施設の整備は

重要なものと認識をいたしております。このため、現

在、県内文化施設の設置状況など、ベーシックな情報

を利用状況も含め基礎資料を収集し、整理整頓をして

いるところでございますが、今後、基本的なコンセプ

ト、そして構想や実際に管理運営をきちっとやってい

けるような経営計画もつくりまして、関係団体・専門

家の御意見も拝聴しながら、郷土劇場のシステム、そ

して伝統空手のメッカにふさわしい空手会館とも言う

べきもの、ないしはこれらを合わせたものについて基

本構想を早目に練って取りかかってまいりたいと考え

ております。

　次に、福祉政策に係る御質問の中で、子供が健やか

に生まれ育つ環境づくりについての御質問にお答えい

たします。

　沖縄県では「おきなわ子ども・子育て応援プラン」

に基づきまして、地域における子育ての支援、そして

母子保健の増進、教育環境の整備、ひとり親家庭の自

立支援など、子育てにかかわる関係機関が連携をして

各種施策に取り組んでいるところでございます。今

後、新たな振興計画の策定に当たりましては、子育て

支援などの次世代育成支援対策につきまして主要な柱

として位置づけてまいりたいと考えているところでご

ざいます。

　次に、道路、交通政策に係る御質問の中で、南部東

道路の事業進瀧についての御質問にお答えいたしま

す。

　南部東道路は、平成18年３月に南風原南インター

チェンジから南城市つきしろまでの約８キロメートル

が地域高規格道路の整備区間に指定され、これまで予

備設計や環境影響調査等を実施してきたところでござ

います。現在、都市計画や環境影響評価の手続を進め

ております。平成23年度からの本格的な事業実施に向

けまして取り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは多様な人材の育

成と文化の振興についての御質問で、35人学級に伴う

不足教室数についてお答えいたします。

　年次的・段階的に35人学級を実施した場合の不足教

室数については、学校施設整備面における国の動向や

児童生徒数の増減等を考慮する必要があるため、現段

階においては、数値の把握は困難であります。なお、

「新・公立義務教育諸学校教職員定数改善計画

（案）」に基づき、35人で編制した場合における増加

学級数の見込みにつきましては、平成22年５月１日現

在の児童生徒数で試算いたしますと、平成23年度から

平成28年度までの６年間で約300学級が増加すること

になります。

　次に、教育事務所の役割と成果についてお答えいた

します。

　教育事務所は、県教育行政における本庁の事務の一

部を分掌させるために設置しております。主な業務と

して、市町村立小中学校における管内の学校教育に関

する指導助言を初め、県費負担教職員の人事業務の調

整及び給与等の認定・支払い業務を行っており、出先

機関として県の教育行政を推進する役割を担っており

ます。

　次に、空手のメッカについてお答えいたします。
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　沖縄を発祥の地とする空手道は、沖縄が世界に誇る

伝統文化の一つであり、その継承・発展に努めること

は重要なことであると認識しております。

　空手のメッカ構想については、基本的な考え方や目

指す方向性等について、今後、沖縄伝統空手道振興会

と協議を重ねてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　農林水産業の振興の中

の、米軍演習に係る制限水域の解除についてお答えい

たします。

　沖縄県周辺海域には、広大な米軍提供水域が設定さ

れ、漁場が制限されているとともに、漁場間の移動に

大きな制約を受けております。

　鳥島及び久米島射爆撃場の返還並びにホテル・ホテ

ル訓練区域の一部解除につきましては、これまで累次

にわたり要請してまいりました。去る５月28日の日米

共同発表において示されたホテル・ホテル訓練区域の

一部解除の決定について、政府は軍転協の照会に対

し、現在、日米間で調整中であり、その具体的な内容

を答える段階にはないと回答しております。

　県としましては、引き続き当該空域・水域の一部解

除や返還について、久米島町、漁業関係団体、軍転協

とも連携しながら、あらゆる機会を通じ求めていきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、農業生産基盤整備事業の進瀧についてお答えし

ます。

　平成21年度までの農業生産基盤整備の達成状況は、

平成23年度目標に対して、水源整備が２万8000ヘク

タールに対して２万2800ヘクタールで、達成率は約

82％、かんがい施設整備が１万9800ヘクタールに対し

て約１万6300ヘクタールで、達成率は約82％、圃場整

備が２万5200ヘクタールに対して約１万8500ヘクター

ルで、達成率は約74％となっています。

　県としては、農林水産業振興計画の着実な推進を行

うため、関係機関と連携し、農業農村整備事業関係の

必要な予算額の確保について、国に強く要請している

ところであります。

　次に、農水産物の輸送コストの軽減対策についてお

答えします。

　沖縄県は本土市場から遠隔地にあり、また多くの離

島を抱える島嶼県であることから、農水産物の県外輸

送コストの低減等が課題となっております。このた

め、航空輸送から低コストな船舶輸送への移行促進、

新たな低コスト輸送ルートとして船舶と鉄道の複合

ルート開拓、生産・出荷・販売情報システムや輸送手

段の組み合わせ最適化システムの導入、各輸送手段に

適した高鮮度保持技術の開発などを実施しているとこ

ろでございます。

　今後とも、輸送コスト低減については、国及び関係

機関等と連携して取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉政策について

の御質問の中の、老人ホームの待機者解消に向けた県

のかかわりについてお答えします。

　県では、平成23年度までの第４期沖縄県介護保険事

業支援計画において、広域型特別養護老人ホーム160

床、小規模特別養護老人ホーム170床、合計330床を整

備することとしております。また、平成24年度以降の

整備については、次年度に策定予定の第５期沖縄県介

護保険事業支援計画で見込んでまいりますが、計画の

策定に当たりましては、適切なサービス量を見込むよ

う、各保険者に働きかけてまいります。

　次に、処遇改善交付金事業の効果と見通しについて

お答えします。

　平成21年度の介護職員処遇改善交付金事業実績報告

では、交付を受けた介護職員数は、常勤換算で月平均

8726人、１人当たりの月平均交付額は１万3280円と

なっており、各事業者が負担して介護職員に支給した

額を含めますと月平均改善額は１万5002円となってお

ります。なお、同事業は平成23年度までとされており

ますが、国は、平成24年度以降も介護職員の処遇改善

に取り組んでいくとの方針を示しており、沖縄県も九

州各県と連携し、介護職員のさらなる処遇改善を国に

要望いたしております。

　次に、母子家庭等医療費助成事業の現物給付化につ

いてお答えします。

　母子家庭等医療費助成事業について、現物給付を実

施すると、国は国民健康保険に係る国庫支出金を減額

調整する仕組みをとっていることから、市町村国保の

運営に影響が及ぶこととなります。このため、県にお

いては、九州各県保健医療主管部局長会議を通して、

国へ国庫支出金の減額調整の仕組みについて廃止する

よう要望しているところであり、引き続き要望してま

いります。
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　次に、子宮頸がん予防ワクチン接種に対する県の助

成についてお答えします。

　県では、「沖縄県がん対策推進計画」及び「アク

ションプラン」を着実に実施し、予防から医療提供に

係る適切ながん対策の充実強化を図っているところで

あり、がん条例の制定については、その必要性を含

め、総合的に検討することとしております。

　子宮頸がん予防ワクチンについては、国の厚生科学

審議会において、定期接種へ向けての検討が行われて

いるところであり、県としましては、引き続き国の審

議を見守ることとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　地上デジタル放送移行に

ついての御質問の中で、難視聴地域への中継局設置に

関する関係機関の動向及び県の対応についてお答えい

たします。

　総務省によると、地上デジタル放送移行に伴う中継

局整備は、全32局のうち25局が完了しており、アナロ

グ放送が終了する平成23年７月までにすべて完了予定

とされています。そのうち新たな中継局設置は、糸満

市大度の１局を予定していると聞いております。

　県としては、難視聴地域の住民が地上デジタル放送

移行に伴い過重な負担が生じることのないように、全

国会議等を通して、国・放送事業者に要望しておりま

す。

　次に、道路、交通政策についての御質問の中で、那

覇を中心とした交通ネットワークについてお答えいた

します。

　県は、沖縄県総合交通体系基本計画の見直しの中

で、鉄軌道を含む新たな公共交通システムについても

検討することとしており、現在、将来需要等基礎資料

の整理を行っているところであります。国において

も、鉄軌道を初めとする新たな公共交通システムを導

入した場合の事業採算性、大規模な返還跡地の有効利

用との関係などについて調査を行うこととしており、

現在、10月からの調査着手に向け手続を進めている状

況と聞いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時48分休憩

　　　午後５時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　知事からの御答弁、沖縄伝統文化会

館（仮称）ですけれども、基本構想に取りかかるとい

う御答弁いただきました。この件については前回、あ

るいは前々回も私は取り上げて、ぜひ沖縄の文化に

しっかり見える形にしてやっていただきたいというこ

とで訴えてまいりました。そういう意味では一歩踏み

込んでいただいたなということで評価をしておりま

す。ぜひ、実現するように引き続きお願いしたいと

思っております。

　教育長に伺いたいんですが、島尻教育事務所の廃

止、那覇事務所への統合の話があるんですけれども、

これまで地区ごとに担ってきたきめ細かな教育指導体

制というものに私は相当危機感を持っているんです。

そういう意味で、長年のシステムを変えるということ

については、しっかり議論をして、学校現場あるいは

地域のコンセンサス等もぜひ取りつけて議論をしてい

ただきたいと思っているんですが、そこら辺はいかが

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　今、統合を具体的にどうするかということではなく

て、趣旨の説明がちょっと足りなかったんで、したい

と思います。

　今、御承知のとおり地方分権が進められておりま

す。市町村合併も今進展をしております。そういう中

で、市町村がこれまでよりも主体性を持って学校運営

の責任を担う体制が整ってきております。今後さらに

国から地方に、都道府県から市町村に、人事権など権

限の移譲が今検討されております。市町村がこれまで

以上に権限と責任を持って主体的に教育行政に取り組

むことが必要であります。

　それを受けましてこれから県の役割は何かと申しま

すと、県全体における教育水準の維持向上でありま

す。そして２点目には、市町村の自主性を尊重しつ

つ、市町村の規模の差によって市町村間の格差が生じ

ないように支援をしていくことが必要です。例えば指

導主事を配置できないような難しい小規模の市町村に

対する支援など、そういう形の支援が求められており

ます。

　今後の教育事務所のあり方につきましても、そうい

う小規模市町村に対する支援、それからその域内にお

ける情報交換、そういうものをやはりそういう方向性

のあり方が求められていますので、そういうことを含

めて教育事務所の事務事業の見直し、それから統合と

かそういうものも含めてこれから検討するということ

でございます。それに当たっては、やはり関係市町村

とかそういうところの意見を聞きながら進めていきた
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いなと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　分権だとか主体的にという話がある

んですけれども、市町村は、特に島尻地域で南城市は

４町村が合併しました。八重瀬町も２つが合併しまし

た。そういう意味では、これまでそれぞれの旧町村で

５つぐらい、６つぐらいの学校を担当して教育委員会

が指導業務等々やっていました。これ合併して、１教

育委員会が20ちょっとの学校等々、幼・小・中指導業

務をしているわけですよ。ある意味では指導主事も合

併前の旧町村の合計数より減ってきた。そういう意味

では学校に対する指導業務というのがなかなか厳しい

面が市にはあるんですよね。この指導業務を私は県の

島尻教育事務所は担ってきたと思っているんです。

今、おっしゃるような分権だから市町村に任すんだと

いうことで県が手を引くような形であってはいけない

んじゃないかと思うんです。これは、県の行革の一環

でありますから、行革の立場から押し切られたような

感が私するんですけれども、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　沖縄県は、昔、復帰前は地区ごとの教育委員会があ

りまして、そこが大きな役割を担ってきておりました

けれども、復帰後日本の制度に基づいて事務所を設置

したわけです。そのときの事務所と市町村の役割とい

うのはこういうことなんですね。そのときと違って市

町村は小中学校の設置義務が課されていると。そして

その義務教育の直接の実施主体としての権限と責任を

持っていると。そして、その小学校の生徒指導、学習

指導についても指導と権限は市町村にあるわけです。

では県はどういう仕事をするかというと、県は小中学

校での教員を任命をするのと給与を負担すること。２

点目は、一定水準の人材の確保、広域的にですね。ど

の地域も同じように一定水準の人材の確保をすること

の責務があります。あと１つは、学習指導や学校運営

については、市町村や学校の求めに応じて指導してい

くわけです。県が市町村を飛び越えて指導するという

ことは基本的にはできません。しかし、職員の初任研

とかそういうものについては県として対応していきま

す。それにつきましては、教育センターとかいろんな

形で体制がございますので、十分やっていけると思い

ます。これは沖縄県の行革の流れだけではございませ

ん。全国的にもほとんど事務所は廃止かまたは統合と

いう方向で進んでおりますし、40都道府県の中でも何

らかの見直し・廃止・統合、長崎県は離島県ですけれ

どもすべて廃止をしております。そういう流れの中

で、本県もその事務所のあり方について、島尻がどう

のこうのじゃなくて全県的にどうしていくか。例え

ば、宮古でも一つの市の中に――多良間は入っていま

すけれども――教育事務所が１つある。那覇地区は、

那覇と浦添という大きなしっかりとした組織の教育委

員会がございます。しかし、その周りでは離島の北大

東、南大東、久米島ですか、そこのところのまた支援

が必要である。ですから、そういう全体的な沖縄県の

教育委員会をどう支援していくかという形で事務所の

統合も含めて事務事業の見直しを今検討を進めていく

ということでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　今の答弁を聞いてちょっと驚いてい

ますけれども、この教育事務所の見直し方針、ことし

の５月６日の教育長決裁があるんですけれども、これ

では島尻教育事務所以外は見えていないんですよ。今

の話では将来的には宮古・八重山あるいはほかのもの

も縮小・廃止になっていくというふうなとらえ方に聞

こえるんですが、そういう方向に行くんですか、全国

的な流れだからということで。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　決してこれまでの教育事

務所が出先機関としてやってきたことを縮小していく

形じゃなくて、さらに充実させていくと。つまり決し

て減らしていくわけじゃなくて、そういうことをやっ

ていきたいということを考えております。決して統合

を先にやるとか全体的にやるということじゃなくて、

今ある事務所の６事務所のあり方、それから業務の内

容の見直しをやっていきたいということでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　これは大きな抵抗が間違いなく出る

と思っていますね。

　では指導業務は置いておきますけれども、研修業務

について、さっき教育長はこの研修業務も県の教育セ

ンターでできるんだというお話をしておりました。現

在は、それぞれ島尻・那覇、あるいは中頭・北部、あ

るいは宮古・八重山ありますね。その近くで研修業務

ができているんですよ。しかも、先生方は多忙の中を

授業時数を削って研修に出かけて頑張っている。遠い

ところに行って研修を受けるこの負担、教育長も現場

の経験あると思うんですけれども、どう感じますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　決してそういうことでは
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なくて、研修についてもこれまでもその地域で受けら

れるような体制をとることは大丈夫だと思います。た

だ要するに、私たちとしてはこういうものもすべて含

めてこれから検討していきたいと。ですから、統合は

あり得ないかもしれないわけです。また、どういう形

でやるかもこれからやるわけです。その話し合いのス

タートに着いたということでございまして、具体的に

来年度のめどという形は一つはなっておりますけれど

も、検討を今進めているということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　これは拙速に進めるべきではないと

いうことをまず申し上げておきます。

　合併の関連でも申し上げましたけれども、この指導

主事を市町村は減らして厳しい中を学校指導体制ある

いは研修もしていますよ。こういう意味では、県教育

委員会はもっとこれまで以上に市町村の教育行政を支

援する、学校の先生方を指導・支援するという立場を

明確にしてこの人材育成にかからないと、ウチナーの

自立はもう人材育成しかないよと私は思っていますけ

れども、そういう意味では大変心配ですよ。

　もう一つ、学校指導主事とあわせて社会教育指導主

事もおりますよね。方針の中に指導主事の配置・促進

をするとあります。これは社会教育指導主事であれば

私は賛成です。今現実でも社会教育関係というのは市

町村頑張っていますよ。これを支援する指導主事を派

遣する、促進するというのは立派なことだと思ってい

ます。ところが、学校教育指導主事についてはもう

ちょっとしっかり考えてほしいなというふうに思って

おります。

　知事にもぜひそのことは大事に扱ってもらいたいん

ですけれども、教育長からもちょっとありましたが、

島尻教育事務所は復帰前はもともと各市町村にあった

教育委員会を、例えばあの地域では知念地区教育区、

糸満地区教育区というのがありました。復帰のときに

南部連合教育というのができました。それを県教育委

員会が引き取って島尻に持っていったんですよ。復帰

前までは那覇の南部会館、与儀にありました。それを

やっぱり近くに持っていこうということで、島尻の中

心である東風平に置いた。そこで今先生方が便利とい

うか、いい形で研修等もできていてやっているのに、

これを那覇に引き揚げるというのはちょっと乱暴に見

えて聞こえてならないんです。今、地域でも大変問題

化の傾向でありますから、ぜひ再考をお願いします。

よろしくお願いします。知事の御所見もお聞かせくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほどから議員のお話、そ

して教育長の答弁などを聞いておりまして、無論これ

はちょっと教育委員会、教育長とよく相談させてくだ

さい。ただ、議員の御心配というのもよく理解はでき

ます。ちょっと教育長の考えも含めて私の方でも大至

急検討して結論出したいと思いますので、よろしくお

願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　最後に、教育長、これは地域市町村

のコンセンサスを得ていただきたいと思います。それ

ともう一つ、学校現場の意向もしっかり聞いてもらい

たいんですが、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　まず市町村教育委員会を

支援していくことが事務所の役割ですので、市町村の

そういう意向も聞きながら、やはり研修がこれまで以

上に後退しないように、より充実した研修をしていく

ということが大事ですので、そういう方向性を含めて

関係市町村教育委員会とお話をしていきたいと思いま

す。ただ、学校におきましては市町村が統括しており

ますので、市町村が集約をしていただいて、私たちと

意見交換をしていただければいいなと思っています。

そういう形で進めていきたいと思います。よろしくお

願いします。

○嶺井　　光君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明５日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時５分散会
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議　　事　　日　　程　第７号

平成22年10月５日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定第１号から認

定第23号まで（質疑）

第３　甲第３号議案（知事説明、質疑）

第４　陳情第172号及び第184号の付託の件

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、乙第10号議案及び認定第１号か

ら認定第23号まで

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第２号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第３号議案　財産の取得について

乙第４号議案　債権の放棄について

乙第５号議案　訴えの提起について

乙第６号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第７号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第８号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

乙第10号議案　沖縄県土地利用審査会委員の任命について

認定第１号　平成21年度沖縄県一般会計決算の認定について

認定第２号　平成21年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認定第３号　平成21年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認定第４号　平成21年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認定第５号　平成21年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認定第６号　平成21年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認定第７号　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認定第８号　平成21年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認定第９号　平成21年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 10 号　平成21年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認定第 11 号　平成21年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 12 号　平成21年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 13 号　平成21年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認定第 14 号　平成21年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

　　　　　　平成22年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ７ 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成 22 年 10月５日（火曜日）午前 10 時１分開議
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認定第 15 号　平成21年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認定第 16 号　平成21年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

認定第 17 号　平成21年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認定第 18 号　平成21年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認定第 19 号　平成21年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計決算の認定について

認定第 20 号　平成21年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 21 号　平成21年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認定第 22 号　平成21年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認定第 23 号　平成21年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

日程第３　甲第３号議案

甲第３号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

日程第４　陳情第172号及び陳情第184号の付託の件

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案、乙第１号議案から乙第８号議案まで、

乙第10号議案及び認定第１号から認定第23号までを議

題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　島袋　大君。

　　　〔島袋　大君登壇〕

○島袋　　大君　おはようございます。

　自民党の島袋大でございます。

　本日はたくさんの傍聴の方々、ありがとうございま

す。

　ただいまうちの地元豊見城市は市長選挙の真っ最中

でありまして、私も声がかれまして、県民の皆さん方

には聞き取りにくいところもあると思いますけれど

も、御理解のほうをまたお願いしたいなと思っており

ます。

　それでは行います。

　１、児童福祉行政のあり方についてであります。

　茨、子育て支援策や児童福祉・教育について、ポス

ト振計の新たな振興計画における位置づけを伺いま

す。

　２、「沖縄待機児童対策スタディ ･グループ」の提

言書について。

　茨、提言書からの具体的課題は何か、また対応策は

何でしょうか。

　芋、アンケート調査は一部の市町村（回答率83％）

と認可外施設に行っているが、なぜ重要課題に対し市

町村の回答率が100％ではないのか。また、なぜ認可

保育園に対してアンケート調査を実施しなかったのか

伺います。

　鰯、待機中の保護者や一般の県民から見て待機児童

解消の即効性、税金の使われ方から既存の認可保育園

を最大限に活用した方法と認可外を認可化した方法の

どちらがより有効なのか、具体的に事例をお聞かせく

ださい。

　３、「沖縄県幼児教育振興アクションプログラム」

についてであります。

　茨、アクションプログラムが３月に策定（平成22年

から23年度実施）されているが、課題と現在までの実

施状況及び今後の実施計画はどうなっているのか伺い

ます。

　芋、アクションプログラムを策定するに当たり保育

所（保育園）との関連性が非常にあり、多くの保育所

（保育園）やその保護者などの関係者から意見を収集

したのか伺います。

　４、臨床心理士の各市町村への配置についてであり

ます。

　茨、就学前、小・中・高等学校における「気になる

子」は増加または減少傾向にあるのか伺います。

　芋、その「気になる子供たち」にかかわる大人にお

いて、理解を示さない保護者や保護者本人、そして保

育士や教員等が「気になる大人」として増加または減

少傾向にあるのか伺います。

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教育委員会委員　　新　垣　和歌子　さん

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　幸　喜　銅　子　さん

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君
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　鰯、その対策として、専門医や相談員の待ちの姿勢

ではなく、早期発見・早期支援を行うため各市町村へ

の臨床心理士を配置し、市町村と費用・人材育成等の

支援が必要ではないでしょうか伺います。また、それ

が実現することによって子育てや教育の質の向上と犯

罪やトラブル等の問題が減少すると思いますが、見解

を伺います。

　５、Ｊリーグ規格のサッカー場建設・改修について

であります。

　興南高校の春夏連覇、知事も中国出張を切り上げて

甲子園に駆けつけたと聞き、私もさすが仲井眞知事、

すばらしい行動力だなと感じました。やはりあの場に

沖縄県知事がいるのといないのとでは全然意味が違い

ます。興南高校の選手、父母、関係者の皆さんがすご

くうれしく勇気づけられたものと思います。また、興

南高校への県民栄誉賞、これはまさしく沖縄県民が望

んだことであります。知事の御決断に心から感謝を申

し上げます。

　さて、今回は野球ではなくサッカー場の環境整備に

ついて取り上げたいと思います。

　私は野球の専門でありますけれども、サッカーを取

り上げるとはどういうことかと思うかもしれません

が、今後の観光客誘致、経済活性化の起爆剤として

サッカーは大きな可能性があると確信しております。

例えば、プロ野球のキャンプ、沖縄県には10チーム来

ておりますが、サッカーはほとんどのチームが宮崎県

にてキャンプをしているということであります。プロ

野球キャンプ誘致に一定の成功をした現在、次はサッ

カーチームのキャンプ誘致に力を入れることは絶対必

要だと考えております。プロ野球のキャンプより１カ

月早く、野球キャンプとかぶさることはありません

し、プロ野球キャンプを誘致している市町村以外は

サッカーを誘致することもできるのではないでしょう

か。現に本部町は、陸上競技場を改修しサンフレッ

チェ広島誘致に成功し、石垣市はあかんまにジェフ市

原がキャンプを行うそうであります。

　そこでお聞きします。

　茨、沖縄県で頑張っているＦＣ琉球の存在は御存じ

か。聞くところによりますと、知事は９月25日の公式

戦を観戦されたとのことですが、どういう印象を受け

ましか。

　芋、ＦＣ琉球のためということではなく、沖縄県の

チームがＪリーグに参入するために、そして子供たち

に大きな夢を与えるために、県として積極的に支援す

る考えはあるのか伺います。

　鰯、沖縄のチームがＪリーグに参入するためにも県

総合陸上競技場の改修が最も現実的であります。新し

いサッカー場を建設するよりコストも時間もそれほど

かからない。県として改修するつもりはないか伺いま

す。

　６、交通安全対策についてであります。

　この問題に関しましては、地元豊見城市の上田小学

校の通学路に関する問題であります。通園児の皆さん

が通学する県内で一番のマンモス校でありますけれど

も、この間、悲惨な事故が起こりました。父母の皆さ

ん、また関係者の方々には深くお悔やみを申し上げる

ところであります。

　そこで伺います。

　茨、県道68号線と豊見城市道55号線の交差点への信

号機早期設置について、その考えを伺います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　島袋大議員の御質問に答弁をいたします。

　まず第１に、児童福祉行政のあり方についての御質

問の中で、新たな振興計画における児童福祉、教育の

位置づけについてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　沖縄県では「おきなわ子ども・子育て応援プラン」

に基づき、地域における子育ての支援、母子保健の増

進、教育環境の整備、ひとり親家庭の自立支援などな

ど、子育てにかかわる関係機関が連携をして各種施策

に取り組んでいるところであります。

　今後、新たな振興計画の策定に当たっては、子育て

支援などの次世代育成支援対策につきまして、主要な

柱として位置づけてまいりたいと考えております。

　次に、Ｊリーグ規格のサッカー場建設や改修につい

ての中で、ＦＣ琉球の公式戦観戦の印象いかんという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　私は、９月25日にＦＣ琉球の公式戦を観戦いたしま

した。結果は引き分けとなりました。１点を争う大変

見ごたえのある内容でございました。また、熱心なサ

ポーターの応援やゲームを楽しむ子供たち、そして多

くのファンが観戦する中、チーム一丸となって戦う姿

勢や、選手一人一人の頑張りを間近で感じることがで

き大いに感動をいたしました。

　当日は、ＦＣ琉球のトルシエ総監督を初めとする関

係者の皆様からもお話を伺うことができ、Ｊリーグ参

入への熱き思いをひしひしと感じますとともに、ス

ポーツアイランド沖縄の形成におけるサッカーの可能

性の大きさを改めて確認をいたした次第でございま
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す。

　特に子供たちとか、それから本土からの観光を兼ね

てのサポーターの皆さんの多さに非常に大きな強い印

象を受けたところでございます。いろんな形でサッ

カー競技そのもの――これは私は体協の会長もやって

おりますが――サッカーの競技力の向上に加え施設の

整備、そしてまた一方で冬場のサッカーの練習施設を

たくさんつくって、スポーツアイランド沖縄、そして

観光アイランド沖縄へもつなげていきたいと考えてお

りますから、ぜひ議員の御指導を賜りたいと思いま

す。

　次に、同じくＪリーグ規格のサッカー場に係る御質

問の中で、県内チームのＪリーグ参入支援についての

御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、これまでＦＣ琉球に対し広報活動や練

習グラウンド確保の支援を行ってまいりました。ま

た、本年度はスポーツ観光を推進するモデル事業の一

つとして、ＦＣ琉球が実施する沖縄へのサッカーキャ

ンプの誘致及び冬季サッカーリーグ開催を支援するこ

とといたしております。

　沖縄県といたしましては、スポーツアイランド形成

におけるサッカーの可能性を最大限活用いたしますと

ともに、県内チームのＪリーグ参入を支援するため

に、スタジアムや練習場等の整備に積極的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「沖縄待機児童対

策スタディ・グループ」の提言書からの具体的課題及

び対応策についてお答えします。

　本県では、他県と比べて待機児童と認可外保育施設

入所児童が多く、待機児童の解消と認可外保育施設の

認可促進及び入所児童の処遇向上が大きな課題であり

ます。今回のスタディ・グループの調査結果によって

改めてそれらの課題が整理され、その解決の方向性に

ついて国及び県が認識を共有できたものと考えており

ます。

　提言書においては、沖縄の現状を踏まえた待機児童

の解消に向けて、今後考えられる対応の方向性と具体

的施策の例が示されております。主なものとしては、

認可外保育施設を活用した保育ママの共同実施や小規

模な保育所としての認可促進などとなっております。

　県としましては、今後の具体的施策の実現に向け、

国及び市町村や関係団体と連携しながら取り組んでま

いります。

　次に、スタディ・グループのアンケート調査につい

てお答えします。

　「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」において

は、待機児童を抱えている24市町村に対し、平成22年

３月下旬にアンケート調査を実施いたしました。その

回収に当たり一部の市町村においては、調査項目で幼

稚園と保育分野にかかわる内容があり内部調整に時間

を要したことなどの理由で期限までに提出できなかっ

たと聞いております。また、アンケート調査について

は、市町村以外に、「待機児童対策特別事業基金」に

絞って調査することとしたため、同基金の対象施設で

ある認可外保育施設に対して行ったものであります。

　なお、認可保育所に対しては、３月中旬に２つの認

可保育所団体から直接ヒアリングを実施し意見を聴取

したところであります。

　次に、待機児童解消のための認可保育所の活用及び

認可外保育施設の認可化についてお答えします。

　市町村においては、既存の資源を有効活用する観点

から、認可保育所において増改築等による定員増を図

るとともに、児童福祉施設最低基準を満たした上で、

定員を超えて児童の受け入れを行う定員の弾力化を実

施しております。

　平成21年10月１日時点においては、定員の弾力化に

よって約4000人の児童を受け入れております。しかし

ながら、定員の弾力化等を活用してもなお待機児童が

多い現状から、あわせて待機児童対策特別事業基金な

どを活用した認可外保育施設の認可化等を推進してい

るところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは「沖縄県幼児教

育振興アクションプログラム」についての御質問で、

アクションプログラムの実施状況等について一括して

お答えいたします。

　幼稚園教育は、幼児の健やかな成長のために適当な

環境を与えてその心身の発達を助長することを目的と

しております。そのことにかんがみ、幼児教育のさら

なる充実を目指し、本県の幼児教育の方向性を示した

「沖縄県幼児教育振興アクションプログラム」を策定

いたしました。

　策定に当たっては、保護者、保育所、子育て支援関

係者、関係部局等の策定委員で審議を重ね、具体的な

取り組み事項や進むべき方向を示しております。

　本プログラムでは、子供一人一人が子供らしさを十
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分に発揮し、沖縄のよさを受け継ぎ、未来の沖縄を担

う人材として健やかに育つように、質の高い幼児教育

や小学校教育への円滑な接続を目指しております。

　市町村においては、本プログラムを踏まえ「幼児教

育政策プログラム」を策定するとともに、幼児教育の

振興に当たることを責務とすることが望まれていると

ころであります。現在、12市町村で政策プログラムが

策定されております。

　県教育委員会としましては、未策定の市町村に対し

て策定の促進を図り、幼児教育が充実するよう、県・

市町村のそれぞれの役割を明らかにするとともに、幼

児教育にかかわる幼稚園、家庭、地域、行政がともに

連携し、施策の推進を図ってまいりたいと思います。

　次に、臨床心理士の各市町村への配置についての御

質問で、特別な教育的支援を必要とする児童生徒の増

減についてお答えいたします。

　県教育委員会が平成20年に実施した小中学校の児童

生徒に対する調査によれば、公立小中学校において発

達障害を含む特別な教育的支援を必要とする児童生徒

数は約5000人で3.4％となっております。当該調査

は、その後実施していないことから、増減について明

らかな傾向を示すことは難しいと考えております。

　なお、特別な教育的支援を必要とする児童生徒につ

いては、社会的な認知も深まり、保護者等の意識も高

まりつつあることから、就学前での早期発見も多くな

るとともに就学後における早期対応も進んでいる状況

にあると認識しております。

　次に、「気になる子供たち」にかかわる保護者等の

認識についてお答えいたします。

　県教育委員会では、「気になる子供たち」に関する

保護者等への理解・啓発を図るため、リーフレット等

を作成・配布するとともに、各学校においても特別支

援教育コーディネーターやスクールカウンセラーによ

る保護者相談、学校便りの発行等に努めているところ

であります。

　また、医師や大学教授等から構成される専門家チー

ムや特別支援教育に精通する巡回アドバイザーによる

保護者相談等の取り組みも実施しており、以前より

「気になる子供たち」にかかわる保護者等の関心が高

まっていると認識しております。

　今後とも、特別な教育的支援の必要な幼児・児童生

徒への保護者等の理解が深まるよう、特別支援教育を

推進してまいります。

　次に、市町村への臨床心理士の配置等についてお答

えいたします。

　特別な教育的支援を必要とする幼児・児童生徒につ

いては、保護者への巡回就学相談や電話教育相談を実

施するとともに、就学時健康診断、医師や大学教授等

から構成される専門家チームや巡回アドバイザー等の

活用により、早期発見・早期支援に努めております。

　また、幼稚園、小中学校においては、特別支援教育

コーディネーターやスクールカウンセラー等による保

護者への教育相談、特別支援教育支援員による幼児・

児童生徒への学習支援・生活支援等により、幼児・児

童生徒に対する教育の質の向上や保護者の不安等課題

の解決に努めております。

　県教育委員会としましては、今後とも特別な教育的

支援の必要な幼児・児童生徒一人一人のニーズに応じ

た特別支援教育の充実に努めてまいります。

　なお、臨床心理士の配置については、市町村や関係

部局等と連携し研究してまいりたいと思います。

　次に、Ｊリーグ規格のサッカー場建設・改修につい

ての御質問で、県総合運動公園陸上競技場の改修につ

いてお答えいたします。

　沖縄県からＪリーグのチームが誕生することは、青

少年に大きな夢と希望を与えるとともに、本県のス

ポーツ振興や観光振興にも大きく寄与するものと考え

ております。

　県総合運動公園陸上競技場につきましては、Ｊリー

グ規格への改修等を含め、所管部局及び関係団体等と

話し合ってまいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　県道68号線と豊見城市

道55号線との交差点への信号機の早期設置についてお

答えいたします。

　御質問の県道68号線につきましては、近年の道路拡

幅や歩道整備に加え、住宅地へのアクセス道路の接続

等により、道路構造や交通流が変わり、以前に比べ交

通量が増加するなど交通情勢が大きく変化しているこ

と、また、本年８月12日、御質問の交差点近くで道路

を横断中の小学１年生の児童を被害者とする交通死亡

事故が発生したことから、関係機関・団体及び地域住

民の皆様から、豊見城市道55号線の交差点を含めた周

辺道路に対する交通安全施設の設置要請が行われてい

るものと承知しております。

　御質問のあった交差点につきましては、当該交差点

及び周辺道路の交通量の調査及び付近に設置された信

号機等、既存の交通安全施設等の運用面のバランスを

含めた検討を行うとともに、学校、地域住民、関係機

関・団体等の間で連絡会議を開催するなどして意見を
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お聞きしているところであり、これらの結果を踏まえ

適切に判断してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　それでは幾つか再質問に入っていき

ますけれども、まず１番目です。

　知事のほうから答弁で、いろんな新たな振興策のほ

うに位置づけていくということでありますけれども、

知事のほうに、計画を立てるときにしっかり保育園の

皆さんとか現場の声を、意見を取り入れてやっていく

というようなお考えはありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　当然だと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　まさしくこれから沖縄県は人材育

成、教育や福祉、もろもろ含めてこれから将来を担う

子供たちには大変重要な点だと思っておりますから、

それをしっかりまた現場の声を聞きながら反映してい

ただきたいなというふうに思っております。

　次です。「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」

についてでありますけれども、今、部長から聞きまし

たけれども、私もスタディ・グループの提言書を見ま

した。内容・中身を見て、今から質問しますけれど

も、いろいろとキャッチボールしていきたいと思うん

です。余りにも大ざっぱに我々はこういうふうにやっ

ていますよと、やってきましたよという説明を受けて

おりますけれども、この中身を見て、やっぱりこの提

言書というのはあくまでも待機児童を解消しないとい

けないんですよね。子供たちを、待機児童を解消する

ための提言書であります。ですから先ほどの話でも２

番目の回答率が83％、100％に達してない。しかし、

これは幼稚園との連携があるからとれなかったと。時

間が足りなくて締め切りまで間に合わなかったと言っ

ていますよね。今問題は、沖縄県の待機児童をいかに

解消するかなんですけれども、そこまで100％回収で

きなかったということは、その担当する市町村がそう

いう認識を持っていないのか、その辺はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　直接市町村から具

体的なことで聞いたということではないんですけれど

も、この理由が、かなり提出期限が厳しかったという

ことと、内部的な問題でしょうけれども年度末とか、

そういう多忙だったということと、先ほど申し上げま

したが、幼稚園の担当部局とのいろんな調整とか、い

ろんなそういう内部の手続に時間がかかって、結果と

して提出がおくれたというふうに聞いております。た

だ、認識としては各市町村、確かに市町村によっては

温度差もございますが、そういう認識は持っていると

いうふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　この辺はしっかり確認するべきは、

期限を守らなくても早目に提出させて反映させるとい

う姿勢はしっかりとやっていただきたいと思っていま

す。

　次に３番目、待機児童の保護者とかありますけれど

も、先ほど認可外、認可保育園にもアンケートを聞か

なかった。これは待機児童対策基金に対するアンケー

トだから聞かなかったと言っていますよね。これは保

育園全体の問題なんです、沖縄県全体のね。この基金

の予算が認可外保育園の意見をアンケートをとるとい

うのは重要かもしれませんけれども、認可保育園もあ

るわけですよね。それを全部含めて聞いて、トータル

してアンケートで聞いて、別紙に添付するとか、こう

いうスタディ・グループの提言書の中に。そうするこ

とをしないと、本当に保育に携わっている方々は、こ

の提言書を見てもなかなか理解できないと思うんです

よ。認可外保育園の皆さんの意見は聴取しているかも

しれませんけれども、認可保育園の皆さんの意見は聴

取されてない。基金が別だからという言葉があるかも

しれませんけれども、やっぱり別紙で添付して配布し

て配れるような形で理解できるようなシステムに持っ

ていくべきだと思いますがどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　このアンケート

は、スタディ・グループ、内閣府のほうで、もちろん

県も一緒になって内容は考えておりますが、向こうで

実施したということがあります。

　それともう一つは、認可保育所の団体が２つ、それ

から認可外保育施設の団体ということ、それと全部の

市町村を聞くということはできないので、市町村は那

覇市を代表して那覇市の行政の立場から、それから幼

稚園の実施団体ということで、各団体のヒアリングは

個別に行っております。その中でやはり政策的な全体

的なものとしての課題というのは全部浮き彫りにされ

たということです。

　認可外保育施設に対して調査したのは、この基金が

あります、認可化の。この基金の活用がどうなのか、

それともこの基金について知っているかとかそういう

のも含めて、この基金に対する意見ということで認可

外保育施設の調査をしたということになっておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。
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○島袋　　大君　わかりました。じゃ、この基金をつ

くって、スタディ・グループ提言書が出て、県内の認

可外保育園が何園認可化したいというふうな形で申請

を出していますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　このアンケートの

中ではかなりの率の保育園が認可化を希望するという

ことですけれども、今、実際基金を活用しての申請は

今年度は10カ所、23年度においても10カ所予定してお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　このスタディ・グループの提言書を

見ても、保育基準、児童福祉施設最低基準について、

保育基準についての認識、約37％が適当であるとした

一方で、約33％が全国基準として適切であるが、沖縄

の実情に合ってないと回答した。この沖縄の実情に

合ってないと回答した中身の意味は何ですか。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ちょっと休憩お願

いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時33分休憩

　　　午前10時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　保育基準が厳しい

ということでございまして、これは保育士、要するに

年齢、児童によって保育士の数の基準がございます

が、ゼロから３歳児の配置基準は厳しいということ。

それから施設が小規模な施設が多いものですから、こ

の施設認可に関してはおおむね定員60名というふう

な、これはもっと少なくもできるんですけれども、そ

ういうのが一般的になっているので該当しないという

こと。それから持ち家とかそういう施設、敷地とか、

建物の所有とかそういうものが借地借家ということも

ございますので、そういう意味では基準は厳しいとい

うことだと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　そうですよね、まさしくそれが実

情、中身ですよね。今、沖縄の認可外保育園というの

は非常に厳しい面があるかもしれない。社会福祉法人

格の取得のための資金が非常に厳しいかもしれない。

施設基準あるいはおっしゃったように借地借家、あと

は主な地主は負債を抱えているとかもろもろがある。

住宅に併設されているとかある。それをクリアしない

限り今、認可化に上げられない状況ですよね。どうで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　土地については、

一部都市地区で所有が困難な場合は借地も認められて

おりますが、そういう意味では建物の所有とかそうい

う基準は法人の認可の基準にはなっております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　私がきょうちょっと提案しますけれ

ども、まず待機児童が60名いた。60名いた場合に、要

するに60名待機児童ですから、今、既存の認可保育園

の場合ですね。60名定員を抱えている。で、60名の定

員がいる保育園を30名増員させる。定員の枠の増員、

30名。そうした場合に90名の定員になりますよね。そ

うすると月額の運営費が738万5900円になる。じゃ、

60名の定員を、60名の待機児童を丸々そっくり認可外

保育園を認可にして新たな創設。新しく保育園をつく

る、60名定員の。つくった場合の月額の運営費が525

万4860円になる。その差額が213万1040円になる。し

かし、60名の待機児童だから、あと一つ30名ふやさな

いといけませんから、既存の保育園のですね。60名の

定員を30名ふやして90名にしないといけないから、掛

ける30ですから213万1040円になる、２園で。その差

額が60名の新設の保育園をつくる運営費と、定員60名

のところを30名増員して90名の定員の保育園にする。

２園ですよね。だから90名定員の２園の保育園にす

る。その引いた差額が月額99万、約100万節減され

る。人的な問題もそうです。月100万、１年間で1200

万の税収的に、税金を投入するときに安くつく。

　僕が言いたいのは、認可外保育園を認可に上げる、

非常にいいことですよ、やろうというシステムは。し

かし、なかなか難しい状況がある、認可に上げるのは

ね。これを５年先かけてやるのかといったら、この基

金はいつまでかもわからない。だから、今ある既存の

認可保育園の市町村の皆さんの、市町村認可保育園、

どれだけ我々の余力の枠がまだあるかと。定員の枠が

あるかと。そうすることより、新設をつくるより安い

予算の投入で、それだからって質が悪いということ

じゃないですよ。しっかりとクリアできる、待機児童

が解消できるようなパイのつくり方ができるんです

よ。その件はどう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かにもっともな

とおりで、先ほども申し上げましたが、市町村はやは

り財源も苦しいということで、可能な限り定員の増で

すね、定員増を既存の保育所でそのまま増改築も必要

なくやれば定員増できるのは当然やっております。し

かしながら、もう建物がこれ以上定員が許容できない
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ということは、施設が古くなったに伴っての増改築、

増築等を伴って定員増を図っております。

　先ほど申し上げました、これは一時的な、緊急的な

措置ではございますが、最低基準を満たした範囲の中

で定員の弾力化ということでの措置もやっておりま

す。こういう既存の保育所を活用したものというのが

このスタディ・グループでもその待機児童解消の一つ

の柱として、現在の保育所を十分に制度も含めて活用

する方法というのが一つありますので、それは各市町

村のほうでも十分になされていて、今後もその辺は継

続して続けていっているものというふうに考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ですから、僕がなぜこれを聞いたか

といいますと、先ほど部長が待機児童スタディ・グ

ループの提言書の中身の内容は、私がこのアンケート

もなぜ認可保育園からアンケートをとらなかったのと

言ったら、これは待機児童の対策基金の皆さんですか

ら、認可外しか聞いていませんよと言っておりまし

た。しかし、中身の柱には認可保育園の既存の保育園

の定員増も図らないといけないと書いていますよね。

だから私は、既存の保育園の定員のパイをどれだけ受

け入れられるかと。各市町村の既存の保育園の余力の

あるパイのデータもとって、添付してワンセットで待

機児童を解消するための提言書にするべきじゃないか

と、私はそれが言いたかったわけですよ。だから計算

も細かく言ったわけですよ、私は。それを聞いてどう

思いますか。早急に県内市町村で余力のある既存の認

可保育園のパイの要因があるような形の調査研究をす

ぐするという考えはないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　待機児童の多い市

町村は、先ほど申し上げましたが、まず一義的にはこ

の既存の保育所を活用した方法でやっているというふ

うに理解しておりましたので、これは市町村に対して

照会して調査できると思いますのでやっていきます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ですからこれは24市町村が待機児童

を抱えていますよね。だから早急に既存の保育園の定

員の枠というのも早急に調べていただいたら、県とし

てもいろんな面での動き方がいち早く待機児童を解消

するためには何が必要なのか。人なのか、物なのか、

金なのか、もろもろ判断ができると思いますから、早

急に対応をお願いしたいと思っています。

　余りにも時間を長く使いましたが、次に進めます。

　次、教育委員会。

　教育長、このプログラムの中身の内容をさっと読ん

だかもしれませんけれども、私が聞きたいのは、

じゃ、「気になる子」の対応で、そういったことで私

は臨床心理士も必要だと言っておりますけれども、

我々教育委員会一生懸命張っているから、そういった

面では別にいいんじゃないかというような私は聞き取

り方をしていますけれども、そういう考えでいいんで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　議員のおっしゃる件です

けれども、やっぱり特別な教育的支援を必要とする児

童生徒については、やっぱり今、父母の理解、それか

ら学校の職員の理解がだんだんだんだん高まってきて

おり、またこれからもどんどんケアを必要とする児童

生徒も出てくると思っています。そういうものについ

て、私たちはやはり早期発見・早期対応ができるよう

に今、取り組んでいるということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　現場の職員は、私はこの「気になる

子」、発達障害については何度も質問しておりますけ

れども、現場は悩んでいるんですよ、教育長。一職員

が「気になる子」の親御さんに、あなたちょっと気に

なりますねと。ちょっとした指導法を変えましょうか

と言われたら親御さんは怒るわけですよ、感情的にな

る。それを間に入れるために臨床心理士を入れて、カ

ウンセリングさせて、そういった面で段階的に保育園

から幼稚園、小学校、中学校というふうに引き継ぎで

きるようなシステムをつくったほうがいいという形で

私言っているんですけれども、そこまで言って、別に

必要ないという考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　「気になる子供たち」の

支援については、これからいろんな支援が必要になる

と思います。議員がおっしゃる提案についてもその一

つだと思いますけれども、今、学校では幼稚園から

小・中・高校まで、校内委員会というのを置いて、そ

の中で特別に配慮を要する児童生徒に気づいて、全職

員で話し合うと。そしてさらに、中心的に父母との対

応、それからそういう必要な子供たちへどういう支援

が必要か、外部との調整とか職員との調整をするため

の各学校のすべての幼稚園、小・中・高等学校に特別

支援教育コーディネーターというのを配置していま

す。そういう方々を中心にしてやっていますし、ま

た、外部からも応援として巡回アドバイザーといっ

て、これまた各学校にいるコーディネーターをサポー

トするためのアドバイザーもいて、またいろんな形で
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さらに、これでもなかなか支援を必要とする子供たち

にきめ細かく対応するのはなかなか難しいときもあり

ますので、そういうときは医師とか大学教授とか、そ

ういうふうな専門家チームも置いて、常に各学校に相

談体制をとるようにしております。

　もう一つは、やはり父母への広報をする啓蒙が大事

ですので、チラシを2000枚以上刷りまして、各学校、

それから地域、そういうところに配って、もしそうい

う気になることがあればどこどこに相談をしてくださ

いというようなシステムをとって今やっています。

　いろんな形でやっていますけれども、まだまだ対応

することはあります。議員の提案することについて

も、また関係部局、そういうところと話し合ってまた

研究をして設置等についても研究してまいりたいと思

います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　この件に関しては、福祉保健部とも

隣接しますよね。福祉保健部長としては、この臨床心

理士というのは各市町村に置いたほうがいいという認

識はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「気になる子」と

いう、発達障害というくくりで考えて、従来これまで

議論をいろいろして、議会でもいろいろさせていただ

いているんですが、まず県としてはその体制整備計

画、それから人材育成計画をつくって、これを産まれ

たときから就労、大人になるまでの切れ目のない支援

をどんなふうに確立するかという視点でもってその計

画をつくっております。その人材育成計画の中では、

教育委員会のものも一緒に含むんですけれども、要す

るに乳幼児から保育所、それから学校、それと大人に

なってからのそういう企業とかそういうのも含めて切

れ目のない支援をするには、やはり基本的にそれにか

かわる人たちがまずはそれを理解して、ある程度の専

門的な知識も得ながらかかわっていくというのが一番

大事だと考えております。そのための人材育成計画で

すけれども、それに基づいて一般県民への広く普及啓

発を初め初期対応としての保育所とか乳幼児健診のと

きの保健師とか、それは親へのかかわりも含めてそう

いう基本的な研修、それの一段上としてまた専門的な

研修、また医療機関、医師へのそういう研修というこ

とでの計画を立てておりまして、その中で研修が充実

することで進んでいくと思います。ただ、臨床心理、

要するにかかわる人が心理士でなきゃいけないという

ことでは決してないわけで、むしろ子供にかかわるす

べての人がその子の状態を理解して、いかに成長を支

援していくかということの視点が大事ですので、そう

いう意味では研修を今後も続けていきたいと。臨床心

理士につきましては、やはり専門的な立場としてこう

いう方たちがいればそれにこしたことはないのかなと

いうふうには思ってはおります。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　最後はよかったですけれども、その

最後の前は、臨床心理士は別に必要じゃないのかなと

言うかなと思ったら、やっぱり必要ですと言っていま

すよね。これは２つにまたがる事業ですから、教育委

員会と福祉保健部。保育園から幼稚園、中学校まで分

かれますから、僕は２人必要ないとは言っていません

よ。２人は必要だと言っていませんよ。１人でいいん

ですよ、各市町村１人でいい。今、各市町村、週に

二、三回独自で予算を組んで週二、三回回っておりま

す。保育士の先生もそうでありますし、幼稚園、小学

校の先生でありますけれども、先生が巡回したら、臨

床心理士が巡回したら、すがる思いで相談するんです

よ、相談しているんですよ。私は、これから将来を担

う子供たちのためには早期発見・早期支援が必要と常

に言っておりますよね。だからこそそういう１人でも

いいから各市町村に配置することによって、しっかり

とした形で、教職員の方々も悩んでいることをしっか

りと思いを意見交換できるんですよ。そういうのを

やってほしいと言っているんですよ。ただ単にこうい

うのをやりなさいやりなさいとは言っておりません

よ。苦しいからこそ私のほうに話が来て言っているん

であって、そこら辺を聞いてお２人はどう思います

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　早期発見・早期支

援という観点からですけれども、現在１歳６カ月健診

とか３歳児健診に常時そこで常勤として市町村で採用

しているかどうかは把握していませんが、その健診の

ときに心理士を配置している市町村が21年度では、１

歳６カ月では24市町村、それから３歳児健診では21市

町村というふうになっております。そういう意味では

そういう健診とかそういう子供にかかわる場面でそう

いう心理士が各市町村で全市町村でそういう場面に臨

床心理士がかかわれるような体制というのは望ましい

のかなというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　教育委員会では、「気に

なる子供たち」に対する対応については、幼・小・

中・高、各学校においては校内委員会を全学校に設置
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してやっていますし、それからコーディネーターも全

学校に設置をしております。そして巡回アドバイザー

とか専門家チームとかそういうのを立ち上げて対応は

しておりますけれども、やはりそういう気になる特別

な教育的支援を必要とする児童生徒につきましては、

一人一人個々によっていろんな対応の要望がありま

す。またその対応の仕方があると思いますので、そう

いうことも含めて、それからさらにまた、親御さんの

要望とか、それから学校のニーズとかもいろいろ多様

なものがありますので、私たちとしては、議員の提案

にあります臨床心理士の配置につきましては、やはり

市町村や関係部局等と連携して研究をしてまいりたい

と思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ぜひともよろしくお願いしたいと

思っております。

　次に移ります。

　Ｊリーグ規格のサッカー場改修・建設についてであ

りますけれども、知事もサッカー場のほうに行ってＦ

Ｃ琉球を応援に行かれたと思っておりますけれども、

現場を見て、やっぱり子供たちあるいは地域が活性化

していくというのを目の当たりにしたと思っておりま

す。

　知事の答弁を聞いたら、そういった形の改修工事に

もいろんな面で力を注ぎたいという気持ちだなと思っ

たんですけれども、教育長の話は、知事はそういうふ

うに間口を広げてオーケーと言うかなと思ったら、教

育長のほうで足どめしているような感じですけれども

ね。この資料も渡しておりますけれども、県総合陸上

競技場の改修、新設のサッカー場は別にいいです。改

修することによって3000席、いすを3000席ふやして照

明を明るくすれば、Ｊリーグの昇格に向けたサッカー

場ができる。ＦＣ琉球も上がっていく、そういうこと

で観光財源がふえていく。野球どころじゃなくてサッ

カーどころにもなっていく、そういうことから考えて

も改修工事は必要だと思いますけれどもどうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時52分休憩

　　　午前10時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問は、教育長のほ

うで答えにくいだろうと思うんですが、私ども知事部

局のほうで土木を中心に改修する方向でまとめます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ありがとうございます。

　それで、今、10万人以上の署名が集まっているとい

うことでありますから、ぜひともそういう県民の思い

を知事のほうに届けると思いますから、知事のほうと

してもしっかりと受けるお気持ちはあるでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　喜んでちゃんと受けたいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　さすが知事だなと思っております。

ぜひともよろしくお願いしたいと思っております。

　最後、交通安全対策でありますけれども、これは豊

見城市議会も意見書を提出しております。本当に小学

校１年の幼い女の子が犠牲になったと。非常に大変な

ことで、我々市民も非常に悲しんでおります。これは

早急に、二度と起こらないようにしっかりと県警とし

てもやるべきでありますけれども、本部長としてそう

いう優先順位もいろいろあるかもしれませんけれど

も、二度と起こらないためにも早急に対応するべきだ

と思いますが、ひとつ御意見をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　先ほど検討中であると

いうことでございますので、一番心配しているのは、

そこにピンポイントでつけるつけないという話ももち

ろんあるんですけれども、それが全体の交通流にどう

いう影響を与えるか。極端に言えば、うまくつけられ

ればいいんですけれども、うまくつけられないと逆に

また別のところで事故を誘発するようなこともありま

すので、そういう全体の中でのやっぱりピンポイント

の設置の問題がありますので、今、そういった面を

ちょっと真剣に検討しておりますので、いま少し時間

をちょうだいしたいと考えておりますので、よろしく

お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　一般質問いたします。

　菅総理は、代表選で、第１に雇用、第２に雇用、第

３に雇用と発言をしました。少なくとも多くの沖縄県

民はこれに共感を覚えたと思います。高校や大学、そ

して専門学校を卒業すればそこに働く場所が確保さえ

していれば、若者に夢と希望が必ずわいてくる、そし

てやる気が起こると考えております。

　私は朝、中学校の校門で子供たちを迎えてあいさつ

運動を繰り返しておりますけれども、最近の子供たち

は表情がない。どちらかというと、かばんも持たな

い、かばんを持ってくると中身が入っていない。そう
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いう子供が非常に多くなっているなとそういう感じが

しております。このような家庭環境が本当にどうなっ

ているのかなという最近よく心配もしております。

　また最近の子供たちは、頭がいいのかだらしがない

のか、あるいは情報がしっかりしているのか、この子

供たちは自分で将来を予見して自己決定をしている。

また不安にもなっている。精神分析用語でいうと、シ

グナルアンギィザィアティといいましょうか、そうい

う不安に陥っている。こうした子供たちにやる気と夢

と希望、たくましく生きる力をはぐくむことができれ

ばこの島の未来はあるのじゃないかと私は思っており

ます。

　その意味で、大人が特にそして私たち政治や行政に

携わる者がこの子供たちの将来をどうするのかという

意味から言うと、責任は重大ではないのかなと思って

おります。幸いにして沖振法、軍転法も２年後の2012

年には失効いたします。これは沖縄にとって大きな

チャンスではないでしょうか。県もそのために「沖縄

21世紀ビジョン」と軍転法にかかわる法律の制定に向

けて取り組みを始めました。

　私たちはこの際、改めて復帰の原点は何だったの

か、そして復帰運動の原点に立ち返って熱い思いで、

21世紀の沖縄のあるべき姿と方向性を論じてみたいと

思います。

　以下、質問いたします。

　１、沖縄振興特別措置法にかわる新たな沖振法の制

定について。

　茨、現沖振法の条文等の見直しを進めるのか。

　芋、基地返還跡地利用についても新たな法制化を要

請しているが、現行法の成果と課題を明らかにし、今

後の方向性を伺います。

　鰯、「沖縄21世紀ビジョン」との連携及び整合性を

どのように進めるのか伺います。

　２、青少年の育成について

　茨、青少年に対して夢がない、希望がない、やる気

がないとよく言われているがその現状と、青少年にわ

くわくするような夢を持たせるようにするためにはど

うすればよいのか、知事と教育長に伺います。

　３、県経済と財政について。

　茨、県内総支出の特徴と類似県との比較及び県内総

支出の増加率と全国との比較はどうなっているか伺い

ます。

　芋、歳入歳出、決算額の推移と類似県との比較はど

うなっているか伺います。

　鰯、地方税、地方交付税、国庫支出金の推移と類似

県との比較について伺います。

　允、６月定例会で受益率、行政投資額が類似県等と

比較しても低いことが明らかになりましたが、この現

状を今後どのように施策に生かすのか、反映させるの

か伺います。

　４、離島市町村における「隔遠地補正」によるかさ

上げ分は、他の離島県における市町村と比較してどう

なっているのか。

　５、失業対策について。

　茨、就労支援の現状と今後の対策について伺いま

す。

　芋、新卒者の有効求人倍率は全国的に低いが、新卒

者の支援を今後どのようにするのか伺います。

　６、交通対策について。

　茨、恩納村内の国道58号における暴走行為の現状と

取り締まりについて伺います。

　７、世界のウチナーンチュ大会について。

　茨、沖縄角力は世界でも唯一のものであり、これま

で韓国、モンゴル、日本相撲とも友好試合を開催をし

てきました。また、移住地においても沖縄角力は盛ん

に開催されており、継承・発展しつつあります。そこ

で、来年開催される世界のウチナーンチュ大会でも沖

縄角力大会を開催し、沖縄の伝統文化をぜひ広めてい

ただきたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、沖縄振興特別措置法にかわる新たな沖

振法の制定についてという御質問の中で、跡利用に関

する現行法での結果と課題及び今後の方向性について

という御趣旨の御質問に答弁いたします。

　跡地利用に関する現行の法制度は、軍転特措法及び

沖振法第７章に規定されているとおりでございます。

現行法の成果といたしましては、財政上の措置として

「大規模駐留軍用地跡地等利用推進費」によりまし

て、県や市町村において跡地利用計画策定に向けた各

種調査が実施されたことや、キャンプ桑江北側地区や

読谷補助飛行場跡地等が特定跡地に指定され、政令に

基づき特定跡地給付金が支給されたことなどが挙げら

れます。一方、課題としましては、基地内立ち入りの

制限による埋蔵文化財調査等のおくれ、土地引き渡し

後の不発弾や土壌汚染の発見、そして給付金支給にお

ける地権者の不利益、跡地整備のための財源不足、事

業実施主体の不確定などいろいろ挙げられます。

　今後の方向性といたしましては、これまでに明らか
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となりました数々の課題への対応を図るため、特別立

法を含む新たな法制度の制定について国との協議を進

めていく考えでございます。

　次に、同じく沖縄振興特別措置法にかわる新たな沖

振法の制定についての中で、「沖縄21世紀ビジョン」

との連携についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン」の目指すべき

将来像を県民一体となって実現していくため、時代潮

流を踏まえ、新たな時代に対応する各種施策を盛り込

んだ「沖縄21世紀ビジョン」を実現する期間10年の計

画を策定することといたしております。

　「沖縄21世紀ビジョン」で示されております県民が

望む将来像の実現を法律的に支援する枠組みといたし

まして、「沖縄21世紀ビジョン」基本計画への支援、

そして「沖縄振興一括交付金（仮称）」の創設により

ます自由度の高い財源措置や、国と沖縄県の協議の場

の法制化、そして一国二制度の地域振興、離島定住支

援、交通・物流コストの抜本的軽減、沖縄振興開発金

融公庫の存続などなどの必要な措置を求めてまいる所

存でございます。

　次に、青少年の育成に係る御質問の中で、青少年に

夢を持たせるための施策についての御質問にお答えい

たします。

　今日、少子化や核家族化、そして都市化の進展に伴

い、家庭や地域の中で大人と子供たち、そしてあるい

は子供同士のかかわりが希薄化いたしていると認識い

たしております。一方、近年、スポーツ面、そして文

化面における青少年の目覚ましい活躍が見られ、県民

に夢と希望を与えているところでもございます。沖縄

県といたしましては、県内外の青少年との交流・体験

事業や居場所づくりの実施など、これによりまして元

気で心豊かな青少年の育成に努めているところでござ

います。

　今後も引き続き、家庭、学校、地域、行政が一体と

なって、青少年が生き生きとたくましく成長できるよ

う取り組んでまいりたいと考えているところでござい

ます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興特別措置法にか

わる新たな沖振法の制定についての御質問の中で、現

在の沖縄振興特別措置法の条文の見直しについてお答

えいたします。

　沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン」で示されてい

る県民が望む将来像の実現に向けた新たな枠組みが必

要との考えを政府に伝えたところです。このため、沖

縄振興特別措置法にかわる新たな法律の制定を求めて

おります。

　次に、県経済と財政についての御質問の中で、県内

総生産の特徴と類似県との比較及び県内総生産の増加

率と全国との比較についてお答えいたします。

　平成19年度県民経済計算によると、沖縄県の県内総

生産の特徴としては、全国と比較して、県・市町村・

国出先機関等による政府最終消費支出と公的総資本形

成の構成比が高く、また、県外との取引における移・

輸入の超過が挙げられます。平成15年度と平成19年度

を比較すると、政府最終消費支出の構成比については

いずれも31.1％であり、公的総資本形成の構成比につ

いては11.0％から8.4％になっております。また、移・

輸入超過額の割合については、いずれも12.2％となっ

ています。本県を含めた財政力指数0.4未満の類似県

16県の平成15年度と平成19年度を比較すると、本県

は、政府最終消費支出の構成比が１位から２位に、公

的総資本形成の構成比が４位から２位に、移・輸入超

過額の割合が５位から２位となっております。また、

平成19年度の県内総生産の増加率は、平成15年度と比

較すると1.3％となっています。同様に、類似県全体

の県内総生産の増加率については0.6％となってお

り、一方、国民経済計算における国内総生産の増加率

については4.5％となっております。

　次に、受益率等の結果と今後の施策についてお答え

します。

　本県では、沖縄振興計画に基づきさまざまな社会資

本整備や各種施策が進められてきておりますが、他都

道府県と比較すれば突出して受益率等が高いわけでは

ないとも言えます。県としては、これらの統計をさま

ざまな場面において活用し、自立的発展の基礎条件の

整備に係る社会資本の整備や産業振興、離島振興、基

地返還跡地の整備に関する施策などについて国等へ理

解と協力を求めるなど、新たな計画においてもこれら

の施策をさらに積極的に展開してまいりたいと考えて

おります。

　次に、隔遠地補正についての御質問の中で、離島市

町村における隔遠地補正についてお答えいたします。

　沖縄県の離島市町村については、地方交付税法等に

基づく特例により、隔遠地補正の算定において他県の

離島市町村よりも１級かさ上げされる優遇措置がとら

れています。平成22年度における算定額は62億3700万

円で、そのうち特例措置による影響額が15億9200万円
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で、全体の25.5％となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは青少年の育成に

ついての御質問で、青少年に夢を持たせることについ

てお答えいたします。

　さきに行われた全国学力・学習状況調査において、

「将来の夢や目標を持っていますか」という質問に、

「夢や目標がある」、「どちらかといえばある」と答

えた本県の小学生は86.7％、中学生は74.1％でありま

した。

　教育は一人一人の児童生徒の夢と希望をはぐくむこ

とが重要だと考えております。子供たちは、これは何

だろうという不思議や疑問にわかることで喜びを感

じ、できることで達成感を覚えます。成功体験で自分

自身が高まっていくことを繰り返し繰り返し感じる中

で向上心が高まり、夢を大きく膨らませます。青少年

の夢をはぐくむためには、トップアスリートなどの本

物に触れさせること、美しい自然や芸術、文学に触れ

させることなど、好奇心を高め、楽しい気分にさせ、

夢中にさせることであります。また、人生の先輩であ

る父や母、教師などの大人が子供たちに夢や希望を語

り、感動を伝えることが大切だと思います。夢に向

かって頑張る大人を見た子供は、大人を格好いいと思

い、あこがれるものです。さらに、大人は子供のなぜ

をしっかり受けとめることが大切だと思います。子供

の何気ない提案は、豊かで柔軟なアイデアにあふれて

います。小さな意見に耳を傾ける社会に子供は役立ち

たいと張り切って夢を膨らませるのです。

　青少年にわくわくするような夢を持たせるために

は、子供たちの好奇心や探究心、感動を素直に受けと

め、共感的態度で接するとともに、どんなときでも、

何があっても、子供が大切にされていることを感じさ

せる社会環境を、学校、家庭、地域が連携・協力して

つくっていくことが大切だと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　県経済と財政に関する質

問のうち、歳入歳出決算額の推移及び類似県との比較

についてお答えいたします。

　本県の普通会計決算額の推移につきましては、平成

15年度には歳入歳出とも約6400億円となっていました

が、以後は「三位一体の改革」の影響等を受けて決算

規模が縮小し、おおむね5700億円から5800億円台で推

移してまいりました。なお、平成21年度は国の経済危

機対策等に対応した予算の計上に伴い、歳入決算額は

6336億9300万円、歳出決算額は6239億9400万円とな

り、おおむね平成15年度に近い水準の決算規模となっ

ております。本県と類似県の歳入決算額を比較します

と、平成15年度における本県の決算額は類似県平均の

97.4％の水準で、16県中８位となっていましたが、平

成21年度は平均を上回る100.5％となり、順位は７位

に上昇しております。一方、歳出決算額は、平成15年

度における本県の決算額は類似県の98.4％で、16県中

７位となっており、平成21年度には101.1％の水準に

上昇しましたが、順位は同じく７位となっておりま

す。

　次に、地方税、地方交付税、国庫支出金の推移及び

類似県との比較についてお答えいたします。

　本県の普通会計決算における地方税の推移につきま

しては、平成15年度には約923億円となっておりまし

たが、平成18年度以後は税源移譲や企業業績の回復等

により1000億円から1100億円台で推移し、平成21年度

は約1040億円となっております。地方交付税は、平成

15年度には約1944億円となっておりましたが、平成16

年度には「三位一体の改革」などの影響を受けて約

1842億円に減少しました。その後、臨時費目の創設等

により1900億円から2000億円台で推移し、平成21年度

は、約1899億円となっております。国庫支出金は、平

成15年度には約2025億円となっておりましたが、以後

は「三位一体の改革」による国庫補助負担金の一般財

源化や公共投資の縮減等により1400億円から1700億円

台で推移し、平成21年度は、国の経済危機対策等によ

り約1928億円と大幅な増となっております。

　本県と類似県の状況を比較しますと、地方税につき

ましては、平成15年度における本県の決算額は類似県

の93.5％の水準で、16県中９位となっておりました

が、平成21年度は平均を上回る102.8％となり、順位

は７位となっております。地方交付税につきまして

は、平成15年度は類似県の94.7％の水準で、16県中10

位となっておりましたが、平成21年度は平均を上回る

107.3％となり、順位は６位となっております。国庫

支出金につきましては、平成15年度は類似県の151.8％

の水準で、16県中２位となっており、平成21年度は

136.9％で、順位は同じく２位となっております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　失業対策についての

中で、就労支援の現状と今後の対策についての御質問
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にお答えします。

　沖縄県は、就労支援としてさまざまな雇用対策に取

り組んでおります。就職支援としては、地域ごとに求

職者と求人企業のマッチングを促進する合同企業説明

会・面接会の開催、求人・求職に関する総合的な相談

などを実施しております。また、職業訓練としては、

国や県の訓練施設において実施するほか、民間の専門

学校等にも委託して情報処理や介護等の技術取得を目

的とした訓練を実施しております。そのほか、イン

ターンシップやジョブシャドウイングなどのキャリア

教育の充実にも取り組んでおります。

　沖縄県としては、今後とも関係機関と連携し、昨年

以上に厳しさが見込まれる新卒者の雇用対策を強化す

るとともに、求職者のニーズを踏まえた就労支援に取

り組んでまいります。

　同じく失業対策について、新卒者の就職支援につい

ての御質問にお答えします。

　沖縄県では、新規学卒者を取り巻く厳しい雇用環境

を踏まえて、県内大学など関係機関と連携し、県外企

業を招聘した採用試験等の実施や合同企業説明会など

の開催、未就職卒業者に対する就業体験事業等の就職

支援に取り組んでいるところであります。国において

は、先月、閣議決定された経済対策に基づき「新卒応

援ハローワーク」や「新卒者就職応援本部」を設置す

るほか、「３年以内既卒者トライアル雇用奨励金」な

どを実施し、将来ある新卒者の就職の実現に取り組む

こととしております。

　沖縄県としては、新卒者に対するきめ細かな就職支

援を実現するために、沖縄労働局など関係機関と連携

し、新卒者の就職支援に全力で取り組んでまいりま

す。

　次に、世界のウチナーンチュ大会について、世界の

ウチナーンチュ大会における沖縄角力大会の開催につ

いて。

　第５回世界のウチナーンチュ大会は、平成23年10月

13日から10月16日までの４日間開催いたします。大会

の実行委員会では、今後第５回世界のウチナーンチュ

大会の基本方針を策定し、その方針を踏まえ、文化交

流などを目的としたイベントプログラムを検討してい

きたいと考えております。また、世界のウチナーン

チュを歓迎し、県民との交流を図る企画や大会の機運

を盛り上げる企画を応援イベントとして今後広く県民

などに対して公募していきたいと考えております。

　御提案の沖縄角力大会につきましては、イベントプ

ログラム、または応援イベントにおいて検討したいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　恩納村内の国道58号に

おける暴走行為の現状と取り締まり状況についてお答

えいたします。

　本年８月末現在、恩納村内の国道58号における暴走

行為に関連する110番通報は96件で、前年と比べまし

て33件の増加となっております。特徴としましては、

そのほとんどが北部と中南部を行き来するいわゆる

ツーリング族の騒音や、暴走族の通過による爆音暴

走、さらにこれらがコンビニ等でたむろしての空ぶか

し行為であります。同地域における取り締まりにつき

ましては、二輪車を対象としたミニ検問、駐留警戒活

動、パトカーによる流動警戒等を実施しているところ

でありますが、今後、コンビニの立ち寄り警戒等を強

化してまいる所存であります。

　なお、県下における暴走族の状況について付言をい

たしますと、現在36グループ把握しており、暴走行為

に関連する110番通報は1856件で、前年に比べまして

373件、16.7％減少しております。暴走族の対策につ

きましては、一応の成果が見られているところであり

ます。

　県警察といたしましては、引き続き白バイの夜間運

用等を初め地域住民や関係機関・団体と連携しまし

て、暴走族の根絶に向けた取り締まりや取り組みを強

化していく所存であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　まず世界ウチナーンチュ大会の件か

ら行きますが、観光商工部長、ウチナー角力見たこと

ありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　実物は見たことない

んですけれども、テレビでは拝見しております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　10月３日に嘉手納町で全島角力大会

を開催し、支部長は中川県議。それでいわゆる全島角

力大会ですから、知事にも激励をいただきました。

　私たちは今世界といろいろ交流をしております。し

たがって南米諸国、ハワイ、ロサンゼルス、全部ウチ

ナー角力やっておりますから、ぜひ世界ウチナーン

チュ大会ではウチナー角力世界大会を開催をしてこの

伝統文化を広めたいなと思っておりますけれども、知

事、現場主義で激励をいただきましたので、この辺、

世界ウチナーンチュ大会での気概といいますか、これ
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を伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先日、全島沖縄角力大会を

見学させていただきました。大変迫力のあるなかなか

伝統の深さといいいますか長さを感じさせるいい大会

だったと思います。一方でまた、金武町での角力大会

も拝見させていただいたことがあります。来年のこの

世界大会に間に合えばひとつ検討させてください。も

うあと１年ぐらいなものですから、うまく間に合うか

どうか。ただこれも無論担当部とも、そしてまた沖縄

角力の協会といいますか団体の皆さんとも相談させて

くださいね。そして実際間に合えばあれですし、ぜひ

近い将来、本当にウチナーンチュがおられるハワイで

あるとか南米であるところに加えて、モンゴルとか韓

国とか、似て似たるか似て非なるかわかりませんが、

そういうのも含めた世界大会が開かれる方向で我々も

前向きに検討させていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　恐らく各地域でも各祭り祭りごとで

やっておりますから、これはオンリーワンですから、

ぜひこういうことを県としてもぜひ頑張っていただき

たいなと思っております。

　「沖縄振興計画等総点検報告書」、これを私平成12

年の５月、第３次振計、今の４次振計をつくる前のこ

こにもちょっとかかわってきましたので、これ12年の

ときは１ページから309ページまで総点検集が、今回

は１ページから511ページ、県のやる気というかこの

姿勢、内容も分厚くて、しかも沖縄振興審議会の意見

書もこれからの方向性みたいなのが書かれていました

ので、これはかなりいいのができるのかなと。それか

らもう一つは、「沖縄21世紀ビジョン」これが出され

ております。

　そうすると、僕はなぜ条文かと言ったのは、今の沖

振法の条文を改正するかしないのか。それから条文の

中のどこがよくてどこが悪いのか。それからどういう

形でこの条文を改正し、一括交付金であるとか、それ

から軍転法だとか中身のあるいわゆる大規模跡地の跡

地利用をどう変えていくのか、この辺がこれは見えな

い。見えるのはいわゆる軍転法とか沖振法にかかわら

れている基地の跡地利用問題については、条文をいろ

いろ書き変えてこれは沖縄ビジョン、これは沖振法、

これは軍転法と詳細に書かれているので、こういうこ

とを沖振法の改正の中にもやらないとちょっとまた足

をすくわれるんじゃないかなと、これは条文を作成す

るときに。この辺、部長はどうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　せんだって９月９日には

沖縄振興審議会、それから10日には沖縄政策協議会の

中で要請した項目の一つに、新たな沖縄振興法をつ

くってほしいというふうなことを申し上げておりま

す。その中では、今議員が言われるような条文、今後

の新しい沖縄の発展というふうなものを支援するよう

な内容の構成で新しい法律ができているものというふ

うに考えています。今後、そういうふうなものを国と

また調整をしていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　沖振法４条、５条は沖縄振興計画あ

るでしょう。それから沖縄振興審議会もありますよ。

僕はこの法律を一番最初だれがつくるか。もちろん内

閣がつくると思うけれども、この辺に対して沖縄県ど

うかかわるか、ここをちょっと聞きたい。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　法律をつくるのは、これ

はまさに国の仕事でございますので、県としてはその

内容について示していただきながら、また県としての

考え方を申し上げていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから法律をつくるときが一番大事

だから、その法律をつくるのにどうかかわるか。その

かかわり方を聞きたいわけですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まだ作業としてその段階

には来ていませんので、具体的にこれからその計画の

仕組み、そして計画の位置づけ、今議員が言われるこ

の４条の沖縄振興計画の内容とか、５条の決定とかそ

ういうふうなところを含めてさまざまな議論をやらん

といけない部分があろうと思うんです。今回は議会で

もたびたび申し上げましたように、県はその基本計画

を策定をしてそれを支援をしていただくというふうな

ことを考えてございますので、それも含めて議論をし

てまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　僕が今問うているのは、例えば12年

前に今の振興計画をつくるときには、いわゆる「沖縄

経済振興21世紀プラン」というのはこれは国がつくっ

たんですよね、「沖縄経済振興21世紀プラン」という

のを。これに基づいて今の沖振法が出てきたわけで

す。今、沖縄県がやろうとしているのは21世紀ビジョ

ンをもとにして何とか沖縄のさまざまな課題を入れて

これをつくってもらいたいとそういうことでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　そういうことでございま
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す。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そういうことであるならば、ここに

例えば沖縄振興審議会で新たな法律を制定して、21世

紀ビジョンであれ、協議の場の設置だとか、協議の場

の設置はどういうふうにするかなと。これはだから４

条、５条を意味するのか、あるいはまた沖縄振興審議

会を意味するのか、ここのところよくわからなかった

ものでこの辺をどう考えているかなと、これだけ

ちょっと具体的に。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　次の沖縄振興法の枠組み

もこれから検討をしていくことでございまして、具体

的な条文の話はこれからというふうなことになろうか

と思います。ただ、基本的な話を申し上げますと、県

は基本計画をつくる、これを支援するような形にして

ほしいというふうなのが県の今のスタンスです。

　それから今議員から質問がございました、国と沖縄

県の協議の場というふうなものは、これは今回初めて

県として提案をしたわけでございますけれども、その

地域主権改革の中で国と地方の協議の場というふうな

ものの考え方が出ております。それを沖縄県について

は、沖縄振興に係る法律・制度の制定等については、

これは単独の地域というふうなことでそういうふうな

ものを法律で明記できればというふうなことでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　法律をつくる前に議論をして立派な

法律をつくらんとこれは縛られるから、だから例えば

沖縄振興計画なんかつくる必要はない。沖縄振興協議

会をつくる必要は何もない。ただ、沖縄側の意を酌ん

でその法案ができればいいじゃないかと。だから問題

は、これまで40年の歴史があるわけだから、その40年

の歴史をどう総括をして今度また次のまさに「沖縄21

世紀ビジョン」は20年後だから、そこをどうしていく

のかと。法律をつくるのは内閣、しかし４条、５条の

沖縄振興計画は皆さんがつくってもどう生かされる

か、その沖縄振興計画が生かされたことの内実を

ちょっと説明してくれますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時35分休憩

　　　午前11時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ここのところはまさにこ

れから議論を詰めていかなきゃいけない話でございま

すけれども、その県がつくっていく基本計画について

どういうふうな形での支援というふうなものを求めて

いくのか。県は今回、国に対して沖縄振興の新たな枠

組みとして要望したものの中に、新たな沖縄振興法を

つくってほしいということと、もう一つは、財源とし

ての一括交付金というふうなものの考え方を示してお

ります。そういう意味では、県の基本計画に対してそ

ういうふうな財源の措置、それからまたその他さまざ

まな施策を展開するに当たって、制度というふうなも

のを考慮する中で位置づけていく、そういうふうなイ

メージがあろうかと思います。そういうふうなものを

これからまた個別に議論をして、その整理をしていき

たいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、105条関係から高率補助が

入るでしょう。それから軍用地跡地利用もあるでしょ

う、大規模がある。それは変えんといかぬと皆さん、

自分でもう言っているわけですよ、現に。それは廃止

しましょうねと、条文の改定、税制措置ももちろんそ

うだし一国二制度もそうだし、そうするとこの沖振法

を全部変えぬといかんわけだよ、基本的には。これを

変えるための作業を今からやっておかないと大変です

よと僕は言いたいわけよ。例えば12年前に比べると、

政府主導で国はその21世紀プランを出してもうはっき

り次はやりますよということをもう言っているわけで

すよ、もうつくっている。もう本来は今つくっている

はずなんだ、政府はですよ。だけど、今非常におくれ

ているんじゃないかと、また政府は本当に沖縄振興を

どう変えていくかという姿勢を持っているかどうかと

そこも問いたいわけですよ。知事、その辺はどうです

か、今感触としては。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　議員言われましたように、

今の振興計画ですね。これは「沖縄経済振興21世紀プ

ラン」、それから沖縄振興計画ということでつくりま

したけれども、いずれも沖縄県の県案をつくりまし

た。今回、前40年といいますか４回と全く違うのは、

沖縄県は自分で将来像を描きました。ビジョンをつく

りました。これは基本計画もつくります、県としてで

す。それをもとに国が振興計画をつくるかどうかと、

プラスかどうかを含めてこれから議論しなきゃならな

いということで、日程的に大変厳しいんですけれど

も、それで県は沖縄政策協議会というのを立ち上げた

んですね。その中で、そういう一括交付金の話とかあ

るいは地域主権改革とかいろいろ国が進めているもの

と動きを踏まえながら、この振興部会で議論をしてい
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きたいと議論を始めていきたいというふうに考えてい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だからそういうことをするために

は、今の沖振法の法律をある程度がさっと変えぬとい

かんと。その変えるためのことを今から手続しておか

ないと、おくれをとるよと。来年法案審議、国会審議

にのせないとだめでしょう。というのは、皆さん今の

いわゆる軍転法と沖振法にのっているものを一括して

変えようと言っているわけだから、新しい基地の跡地

利用法案をつくろうとしている。これは23年の３月末

に新法案の制定を政府に交渉すると言っているわけだ

よ。これはちょっと早まっているわけよね、今の沖振

法よりは。皆さんが条文をつくって出そうとしている

わけだから。これと同じような仕組みをつくらない

と、沖振法も期限切れでいつもヤッサーモッサーして

立派なものができなくなるので僕はそれを心配してい

るわけよ。常に沖縄側というのはそうだから、エブリ

デイ。だから、そこのところをきちっと今からたくさ

んの人たちを動員して、ある意味では沖縄の県民の英

知を結集して本当にこれから21世紀、自分たちがどう

生きるかということをこの法案の中に盛り込まない

と、またやられるから。その辺ちょっと知事でも、だ

れでもお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　おっしゃるように、大変御

心配いただいて過去の経験も国会でも御活躍されてい

た議員ですから、よく知っておられると思うんです

が、確かに我々法律事項の主なものと大きな構造だけ

で今まだスタートしつつあるわけですが、条文のレベ

ルまで入っていって研究しておいたほうがいいよとい

う、ないしは提案しておいたほうがいいよという御提

案だと思いますので、これはそういうところまで入ら

ないと具体的にならんぞということだと思いますか

ら、御意見をいただかせていただいてちょっとそうい

うところまで入る研究をやってみたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　跡地利用でちょっと僕はこれは総合

事務局が跡地利用の研究もしているわけ、（資料を掲

示）　これには法案のことが一つも書かれていない。

今の問題点、軍転法と沖振法における法案の問題一つ

も書かれていないんだよ、これは平成22年４月１日。

しかし我がほうは立派に一括してやろうじゃないかと

いうそういう気概がある。その中で、ちょっとこれは

非常に僕は斬新的で頑張ったなと、あなた方のこれま

での仕事に対して高く評価はします。これの16ペー

ジ、この中で特別立法に盛り込まれた制度・政策の提

案という形で具体的に条文を見直して書いてあるもの

だから、その中でただ問題なのは、一番の例えば基地

の立入調査、これは地位協定の関係があるのでここの

中にも地位協定の関係を書かないとちょっとまた誤解

を生ずるので、この辺これ作成したのはどなたかな、

企画部長かな。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　企画部でやっておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そうすると、その地位協定と軍転法

とか、今から新しくつくる法案についての関係をき

ちっとするのが必要だというのが一つ。それから総合

事務局これは政府だから、ここにはなぜそれがないの

かと。今最大の課題である跡地利用についてがないの

よ、これに。法案を変えていくということが。これは

来年法案を提出せぬとだめでしょう。これについてど

う考えますか。この中には沖縄の方も入っているよ、

新検討委員会には。これ読んだことありますか、「今

後の跡地利用施策の展開方策に関する検討委員会」。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今のものがどのような形

の趣旨でつくられたかというのはちょっと細かいとこ

ろまで承知していないんですけれども、ただ現在県が

出しておりますこの跡地利用に関する新たな法制度提

案の基本的な考え方というものは、これは７月までに

関係市町村含めて、あるいはまたその地主会も含めて

その整理をしてきた話でございまして、その分が恐ら

く反映されてないんだろうと時間的な時期的なもので

それがあろうかと思います。

　ただ、今回正式に県としては要望もして、そのこと

については政府の閣僚の方々も重く受けとめるという

ふうな趣旨の発言をされておりました。これからその

中身については整理をして、議員が心配されるような

ことがないような形で早目に形を整えてまいりたいと

いうふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　恐らくこれは沖縄の将来を左右する

基地問題だから、これは画期的なことになると思うん

ですよ。この沖振法プラス軍転法を一括して法案をつ

くる、しかもそれを恒久法をやろうという。ここはだ

から出先機関である総合事務局がちんたらちんたらし

たら困るわけだ、現に。そういう意味できちっと法案

を作成するためには、こういう連携プレーが必要です

よというのが一つですね。
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　それからこれと同じように、なぜ沖振法がそれがで

きないのかという僕は非常に疑問に、沖振法もこうい

うのと同じように、全市町村を網羅したりまた県議会

も網羅したり、その法案作成のための準備をやはり自

分たちでつくるという気概ですよね。皆さんたち、こ

れをつくろうとしているんだから、もうやがてある程

度明確にして。そういう気概が必要じゃないのかな

と、そこは副知事がいいのかな。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　今の御質問の趣旨は、沖振

法についても県から例えば条文なんかを提起して国と

協議したらどうかという話だと思いますけれども、軍

転の場合はある程度限られた範囲ではありますけれど

も、沖振法はもう膨大な内容になっております。しか

しそれにチャレンジしてずっとそういう気概で我々は

やってきたつもりでございますけれども、正直申し上

げまして共通認識としてまだ振興計画もつくるかどう

かも含めて実は国とまだ同じ思いといいますかそこま

でまだ行っておりませんので、これからそういうこと

も含めて議論しながら、先ほど申し上げました沖縄政

策協議会振興部会をつくります。あと基地負担軽減部

会、そこで地位協定の議論もやろうと思っています。

そういうのを含めていろんな場をこれからつくってい

かなければならないというふうに考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それで皆さんが新たな振興の枠組み

の概要と書いてあるわけだから、その概要の条文はも

う決まっているわけだ、大体。決まっているわけだか

らその枠だけをぱっと取り上げてそこはこうしなさ

い、いわゆる沖縄県の生命線にかかわること。ここだ

けはきちっとやはり沖縄の意思を21世紀プラン・ビ

ジョンに基づいてそこに対してぴしゃっと条文はこう

だということをぜひお願いしたい。今度は知事お願い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御指摘大変大事なとこ

ろですから、点検よく、どこが我々の譲れない部分か

も含めてこれから条文レベルまでよく研究はしていき

たいと思いますが、ただこれかなり構造的には過去４

次にわたるものと違っておりまして、一括交付金であ

ろうと、それから今の軍転法にしてもそれから今度の

新しい沖振法の計画のつくり方一つにしてもあるいは

政府の計画にしても、今度は県の計画だけで国はちゃ

んと資金手当てをせよというような構造になっていま

すし、それからこれまでの格差是正という１次、２

次、３次、それから４次は個性の発揮というような何

で沖振法が要るのかというその話も含めてどなたかが

御質問されていましたが、今度この時代になって沖振

法の目的というか必要性は何かというあたりは実は国

とは今ちょうど議論が始まったところでして、ぜひ議

会の与野党の先生方のお力をかりないと、これはかな

り構造を変えていますから、ぜひまた議会のお力をか

していただきたいと思います。ですが、今、御指摘の

ような方向で一生懸命研究をし、現実に前へ進めてい

きたいと思います。よろしく御指導ください。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　企画部長、行政投資これは僕が計算

したら、平成14年から平成19年までこれは類似県含め

て大体上位だけ計算してみると、沖縄県は８番なの、

１人当たり33万。僕はだからこういうところから攻め

込む必要もあるんじゃないかと。それからもう一つは

いわゆる受益率、この受益率だって沖縄県は1.30、平

成18年で。だから、そういうところをもうちょっと

我々は基本的に抑えて政府と交渉するときはデータに

基づいてしっかりすれば、政府の官僚もある程度理解

してくれるんじゃないかなと思うけれども、いかがで

すかね、これ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員のおっしゃること

は、そのとおりだと思います。県としても、今さまざ

まな形での統計資料をまた分析をしておりますので、

そういうふうなものをまた議会にお示しをしながら、

意見をお聞きしながら、その精度を高めてそれをまた

活用してまいりたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それで先ほどの離島問題ですけれど

も、起点の問題よね、補助金を作成する起点の問題。

その起点はどこからかちょっと説明してください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　隔遠地補正の趣旨という

ふうなことでございますが、離島など県庁所在地から

遠方に所在する市町村がこの県庁近辺の市町村より旅

費、通信運搬費などが割高になる経費があるというふ

うな趣旨で設けられているというふうなことでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　さっきのデータで鹿児島とか長崎は

どういうふうになっているか、ありますか、資料。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　隔遠地の先ほど申し上げ

ました数字の中では、全国25都道県それがあるわけで

すけれども、総額193億のうち27.5％で、鹿児島県が
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沖縄県より約20億ほど多いといった状況です。それか

ら長崎県が20億ということで約半分以下というふうな

状況です。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　その起点を変えれば何とかうまくい

きますか、計算方法の起点を県庁所在地じゃなくて。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時51分休憩

　　　午前11時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員が言われますよう

に、通常陸続きの県であったりするのと状況が違うん

じゃないかというふうなものは当然あろうかと思いま

す。圏域全体が離島県であるという沖縄県において

は、本島内に所在する市町村であっても他県よりはや

はり割高になる、行政需要が割高になる傾向もあろう

かと思います。ただそれをどういうふうな形でその計

算をしていくのか、そういうふうな特別措置を求める

ことができるのか、今後行政需要の捕捉というか計算

の仕方を研究をしてまいりたいというふうに思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、我々はそういう計算の仕方

を分析をして、まず鹿児島からと沖縄離島と比べたら

沖縄はがくっと減るわけだよ。そういうことも含めて

将来沖縄の全体像を考えるときには、離島県としての

沖縄の不利性というか有利性というかそれをどうする

かというのは考えないと。こういうところを現に例え

ば離島の皆さん、苦労しているわけだ。また財政状況

に入るでしょう、こういうのも全部計算されてくるの

で。そのところを総務部長も頭をこうしているけれど

も、その計算の仕方どうですかね、総務部長。納得し

ているかな。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現状においても、沖縄の

場合は一気にかさ上げはされております。そのことが

十分かどうかというふうなものは当然あるわけでござ

いまして、その辺の行政需要がどの程度割高になって

それが的確に捕捉できるかどうか、その辺は少し研究

してまいりたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　最後に教育長、今の問題、例えば希

望の問題、70％の中学生が希望があると言っていまし

たね。僕が言っているのは残り30％をどうするのか、

希望のない30％の中学生。これに対してどうするか、

ちょっと教育長答えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　やはり先ほども申し上げ

ましたとおり、教育は一人一人の児童生徒の夢と希望

をしっかりはぐくむことですので、残りの30％の子供

たちに夢と希望を持たせるようにいろんな面で努力し

て取り組んでいきたいと考えております。

○ 田　勝廣君　抽象的ではいかんよ。終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時55分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　皆さん、こんにちは。

　再生途中の自由民主党の照屋守之です。

　質問の前に私の意見を述べさせていただきます。

　仲井眞知事、知事就任締めくくりの定例議会であり

ます。１期４年間、県民のため、そしてまた、県勢発

展に御尽力をいただくリーダーシップを発揮してもら

いまして、心より感謝申し上げます。

　仲井眞知事を初め県の職員に敬意を表しますととも

に、そしてまた、12月定例会も仲井眞弘多県知事を迎

えていろんな角度から議論をしたいというそのような

思いを込めて、小さい体でこのようないでたちになっ

ております。どうぞよろしくお願いします。

　今定例会は、来月の県知事選挙を前に仲井眞知事の

１期４年間の総括、評価がなされ、より活発な議論が

展開されることを期待をしておりました。ところが、

普天間飛行場の日米共同発表の見直し、県外移設を求

めると明確に仲井眞知事が答弁しているにもかかわら

ず、なぜ県内移設に反対しないのかと繰り返し質問を

するばかりで、とても県知事選挙を目前にした定例会

の議論とは言えないのではというふうに考えておりま

す。もっと幅広く仲井眞県政の是非が問われるべきで

ございました。

　仲井眞知事は、普天間飛行場の早期の危険性の除

去、移設返還を実現する観点から取り組み、追及する

野党は、県内移設に反対しろと何の解決の道筋も示さ

ない議論に終始したわけでございます。普天間飛行場

移設問題におきましては、責任ある仲井眞県政の立

場、責任のない県議会野党の立場、今定例会の議論を

通してこのことが明確になったと私は考えるものでご

ざいます。

　ところで、宜野湾市の伊波市長が10月２日に県知事
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選挙への出馬を表明いたしました。伊波市長は、県内

移設に翻弄され続けた「保守県政下での失われた12年

に終止符を打ち、新しい沖縄への挑戦をスタートさせ

る」と決意を述べているわけでございます。私は、こ

の報道を見て大ショックを受けたわけであります。大

衝撃でございます。伊波市長の認識と事実とは全く違

う。同時に、３期12年の県政は、県民の選択によって

行われたわけであります。そうじゃないですか。「失

われた12年」、この表現は県民を侮辱するものでござ

います。これから県民の審判を受けようとする者が、

このような形で県民の選択を過去にさかのぼって異議

を唱えることはまことに残念でございます。

　「失われた12年」、その実態は、平成６年から平成

10年、大田革新県政が県民から信頼を失って、その

後、平成10年の県知事選挙によって県民が選択をして

稲嶺知事が誕生したわけでございます。稲嶺知事は、

大田県政の後始末、政府との信頼の回復を行って、さ

らに仲井眞知事に引き継いで沖縄県の発展があるわけ

でございます。あのまま大田県政が招いた日本政府と

沖縄県の断絶状況が続けば、現在のような沖縄はあり

得なかったはずでございます。この12年は革新県政の

後始末を保守県政が行って、発展の道筋をつくり出し

たわけでございます。このことが実態でございます。

そして、それは県民の選択によって行われてきたこと

は再度確認をしたいわけでございます。

　同時に、加えて申し上げますけれども、普天間飛行

場の移設返還については、大田県政のもとで移設返還

が決まり、解決の道筋をつけることができなかったわ

けでございます。その混乱が続いて現在に至っている

わけでございます。平成８年の大田革新県政の反乱が

14年経過した現在まで響いており、その意味からも革

新県政の責任は大きなものがあると私は考えているわ

けでございます。

　さて、私は、仲井眞知事の１期４年間の県政運営、

実績を高く評価するものでございます。私の評価の視

点は、１、公約した政策の実現及び推進状況、２、将

来の沖縄県の新たな方向、「沖縄21世紀ビジョン」の

策定、３、１期４年間の県内外の経済状況変化に対す

る対応、原油高騰やあるいはリーマンショック、その

中から県民の雇用、経済対策約1000億円余りの対策を

仲井眞県政は講じたわけでございます。東京商工リ

サーチあるいは帝国データバンク、民間の調査機関も

そのことを認めているわけでございます。４点目は、

県経済を踏まえた建設業の違約金問題への対応、さら

に５点目、政権交代の激変における対応、これは政府

との信頼関係をしっかりと維持していることでござい

ます。６点目は、県議会における与野党分け隔てなく

対応している点につきましては、真摯に県民に向き合

うその姿勢を評価するものでございます。７点目に、

少数与党の中での対応について、以上７つの観点から

仲井眞県政を高く評価するものでございます。

　質問に入ります。

　１、仲井眞県政の評価について。

　茨、ＩＴ津梁パーク事業の進瀧及び企業立地と今後

の展開。

　芋、中部合同庁舎の活用状況。

　鰯、東部海浜開発事業の現状と今後の展開について

伺います。

　２、新たな法律制定による沖縄振興のあり方につい

て。

　茨、法律制定に向けて政府との共通認識及び手順。

　芋、「沖縄21世紀ビジョン」の実現と新たな法律と

の関係について伺います。

　３、平成23年宇宙技術と科学の国際シンポジウムの

沖縄県開催について。

　茨、国際シンポジウムの内容と準備状況。

　芋、関連イベント開催に向けての組織及び進瀧状況

について伺います。

　４、普天間飛行場の移設返還について。

　茨、県民の要望と日米両政府の合意が大きく異なる

中で、移設返還に向けての今後の取り組みについて伺

います。

　芋、この問題解決については、沖縄県と日本政府と

の信頼を維持しながら協議を続けていくことが求めら

れます。このことで普天間の現状固定化や沖縄振興等

や予算に影響を及ぼす事態は、沖縄県民にとって最悪

のシナリオでございます。立場の違いを認め合い、信

頼をぜひ維持していただいて問題解決に努めていただ

きたいものでございます。仲井眞知事の見解を伺いま

す。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋守之議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、仲井眞県政の評価についての中で、Ｉ

Ｔ津梁パーク事業の進瀧と今後の展開についてという

御趣旨の御質問に答弁いたします。

　沖縄ＩＴ津梁パークの整備につきましては、企業集

積の先導的役割を担う「中核機能支援施設Ａ棟」が昨

年６月に供用開始され、ことし９月に「中核機能支援

施設Ｂ棟」及びＩＴ関連企業の円滑な進出を支援する
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「企業立地促進センター」が供用開始されておりま

す。現在、中核機能支援施設に９社が、そして企業立

地促進センターに２社の入居が決定されております。

これら施設での就業者数は約800人まで拡大する見込

みでございます。

　県といたしましては、今後ともＩＴ津梁パークの企

業誘致に取り組みますとともに、積極的なＩＴ人材の

育成、そして交流を通しまして、日本とアジアを結ぶ

情報通信関連産業の新たな拠点の形成を目指してまい

りたいと考えております。

　同じく評価についての中で、東部海浜開発事業の現

状と今後の展開についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　土地利用計画の見直し案につきましては、去る８月

３日に沖縄市長が沖縄担当大臣へ説明を行い了承が得

られたところでございます。

　県といたしましては、今後、市の計画案をもとに港

湾計画や埋立免許の変更等に係る手続を行い、早期に

工事再開できるよう努めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、新たな法制定に係る沖縄振興のあり方につい

ての御質問の中で、法律制定に向けての政府との共通

認識及び手順についてという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　沖縄県では、「沖縄振興特別措置法に代わる新たな

法律の制定」を含みます新たな沖縄振興の枠組みが必

要との考えを８月30日に前原前沖縄担当大臣、そして

９月９日に沖縄振興審議会、そして９月10日には沖縄

政策協議会で全閣僚へ「新たな沖縄振興の必要性」に

つきまして説明をいたしました。

　今後、沖縄政策協議会などを通じまして、新たな法

律の制定を目指して政府と協議を進めてまいる所存で

ございます。

　同じく新たな法制定に係る御質問の中で、「沖縄21

世紀ビジョン」の実現と新たな法律との関係いかんと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン」の目指すべき

将来像を県民一体となって実現していくため、時代潮

流を踏まえ、新たな時代に対応する各種施策を盛り込

んだ「沖縄21世紀ビジョン」を実現する期間10年の計

画を策定することといたしております。

　「沖縄21世紀ビジョン」で示されております県民が

望む将来像の実現を法律的に支援する枠組みといたし

まして、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」への支援、

「沖縄振興一括交付金（仮称）」の創設によります自

由度の高い財源措置や国と沖縄県の協議の場の法制

化、そして一国二制度の地域振興、離島定住支援、交

通・物流コストの抜本的軽減、そして沖縄振興開発金

融公庫の存続などなどの必要な措置を求めてまいりま

す。

　次に、普天間飛行場の移設返還に係る御質問の中

で、普天間飛行場移設問題に対する今後の取り組みに

ついての御質問にお答えいたします。

　県としましては、去る５月の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入れる

ことは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたところ

でございます。

　そして名護市長選挙や県議会の意見書議決、県民大

会など昨年９月以降の県内の諸状況を踏まえますと、

地元の理解が得られない移設案を実現することは極め

て困難であると考え、政府に対し県民の納得のいく説

明と解決策を示すよう求めてきましたが、政府からこ

の間の県民の怒りと失望にこたえ得る説明と方策は依

然として示されておりません。

　したがいまして、県としましては、このような状況

にかんがみて、政府に対し日米共同発表を見直し、普

天間飛行場を県外に移設することを求めてまいりたい

と考えております。

　同じく普天間飛行場に係る御質問の中で、普天間飛

行場の固定化と振興への影響についての御質問にお答

えいたします。

　この問題の原点は、普天間飛行場の一日も早い危険

性の除去であります。同飛行場が現状のまま固定化さ

れることは決してあってはならないと考えておりま

す。政府に対し、県民の納得のいく解決策を示すよう

求めているところであります。また、基本的に沖縄県

の振興策は基地問題とは別であると考えており、御指

摘の可能性につきましては、これもあってはならない

ことだと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　仲井眞県政の評価に関す

る質問のうち、中部合同庁舎の活用状況についてお答

えいたします。

　中部合同庁舎は、中部地域に分散する県の出先機関

を集約し、中部地域住民の利便性、行政サービスの向

上を図るとともに、庁舎の維持管理費用の節減を目的

として建設し、平成14年４月に中部福祉保健所棟が、

平成21年11月には行政棟が開庁しております。

　中部合同庁舎では、中部福祉保健所棟で117名、行
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政棟でコザ県税事務所など６機関、249名の職員が業

務に従事しております。また、同庁舎は、中部地域の

交通の要所に位置していることから、駐車場を幅広く

確保し、中部圏域の住民がよりよく利用できるよう配

慮しております。

　今後とも住民の利便性、行政サービスの向上を図れ

るよう合同庁舎の維持管理に努めてまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　平成23年宇宙技術と科学

の国際シンポジウムの沖縄県開催についての御質問の

中で、国際シンポジウムの内容と準備状況についてお

答えいたします。

　「宇宙技術および科学の国際シンポジウム」は、同

シンポジウム組織委員会並びに社団法人日本航空宇宙

学会が主催し、宇宙技術及び科学の進歩発展と宇宙開

発・利用の推進に寄与することを目的に、２年に１度

開催される我が国最大の宇宙国際会議であります。

　第28回の同シンポジウムは、平成23年６月５日から

６月12日の８日間、宜野湾市の沖縄コンベンションセ

ンターを会場として開催され、海外20数カ国の科学者

など200人を含む約800人の参加が見込まれておりま

す。

　現在、主催者である「第28回宇宙技術および科学の

国際シンポジウム組織委員会」では、８つの実行委員

会を設置し、宇宙国際学会の運営方法や宇宙国際展示

会場の配置等について準備を進めております。

　次に、同じくシンポジウムの関連で、関連イベント

開催に向けての組織及び進瀧状況についてお答えしま

す。

　「第28回宇宙技術および科学の国際シンポジウム」

については、県主催の関連イベントを実施するため、

県庁関係各課と財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローにより同シンポジウム沖縄企画委員会を設

置し、同シンポジウム組織委員会と連携しながら準備

を進めております。

　平成22年度には、プレイベントとして県内22の小中

学校において、宇宙航空研究開発機構の科学者などに

よる「宇宙一日出前授業」を10月から12月にかけて実

施するとともに、うるま市石川会館において、小惑星

探査機「はやぶさ」の報告会を11月に実施することと

しております。また、平成23年度には、本イベントと

して沖縄コンベンションセンターなどにおいて、開催

地歓迎レセプションや宇宙飛行士による講演会の開

催、宇宙をテーマにした科学実験ショー等を実施する

予定であります。

　沖縄県では、これらの宇宙・科学関連のイベント開

催を通して、児童生徒の宇宙及び科学への興味・関心

を高め、自然科学分野の人材育成に貢献したいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　再質問を行います。

　ＩＴ津梁パーク、中部合同庁舎も含めて、先ほど全

体的に７つの視点で仲井眞県政を評価するというふう

なことですけれども、この３点は、私もうるま市の出

身ということもあって、中部地域の発展に、あるいは

中部地域の振興のために、仲井眞県政の中で具体的に

この３つを掲げて確認をしたわけでございますけれど

も、再質問の中で、ＩＴ津梁パーク事業と中部合同庁

舎、このようなすばらしい施設ができて、県民のため

に活用、あるいはまた県民の雇用とか経済の発展のた

めに拠点になるというふうな施設でありますけれど

も、この工事をする際に地元の受注業者の中で、中部

地区の業者の割合といいますか、その内容の御案内を

お願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　県におきましては、

公共工事の発注をする際には、できるだけ分離・分割

をいたしまして、県内業者の受注機会の拡大に努めて

いるわけでございます。

　御質問のＩＴ津梁パークとそれから中部合同庁舎の

受注につきましては、すべて県内業者が受注しており

ます。また、その内訳でございますが、地元中部地区

の業者の受注状況でございますが、ＩＴ津梁パークに

おきましては、38件のうち31の工事を受注しておりま

して、率にしますと81.6％、それから中部合同庁舎に

おきましては、８件のうち７件を受注しておりまし

て、受注率といいますか、率にしますと87.5％という

ふうになっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ありがとうございます。

　知事、今後とも、もちろんこういう施設の整備は非

常に重要ですけれども、その地域地域の業者をそのよ

うな形で県が率先して活用していただくということは

非常に大事なことですから、これはそれぞれの地域の

経済の振興・発展のためにもなりますので、ぜひ今後

ともその地域の企業の活用を引き続きよろしくお願い

します。

　先ほど知事のほうから東部海浜事業について、早期
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の工事再開という案内がございました。この「早期」

のめどづけ、それとこの東部海浜事業はお隣の港の

しゅんせつと航路のしゅんせつとの兼ね合いが非常に

大きくございますね。その観点の御説明お願いできま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　東部海浜につきまし

ては、沖縄市のほうが土地利用計画を見直しておりま

して、それにつきましては、国のほうに説明いたしま

して大臣のほうが了承されております。

　今後につきましては、港湾計画の変更をする必要が

あります。これをやりまして、来年度には埋立免許の

変更というのがございますので、それを経まして工事

を再開したいと考えております。

　それから、新港地区の東埠頭の関連でございます

が、御承知のとおりそこのほうは岸壁についてはマイ

ナス６、それから11の岸壁ができておりますけれど

も、泊地といいますか、船が入るところのしゅんせつ

がまだでございまして、これはそこのしゅんせつ土砂

を東部海浜に投入することになっておりまして、そこ

ができないためにまだ実際に港の供用開始ができてい

ない状況でございます。そこにつきましては、既に立

地している企業のほうから早期に利用できるようにし

てくれという要望がございます。それから企業誘致を

する際にも、港湾整備が非常に大きなポイントになる

かと考えておりますので、そこも含めまして早目に整

備を行う必要があると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　平成23年度中には工事が再開される

ということで理解してよろしいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　私ども予定としまし

ては、そういうふうに23年度中には工事再開をしてい

きたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　次に、国際シンポジウムですね、こ

の件は来年の６月に沖縄県で世界各地の研究者が集

まって国際会議が開かれるということの御案内ですけ

れども、この国際シンポジウムが宇宙技術の発展にど

のような形で貢献しているか、その御案内をお願いで

きますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　このシンポジウムは1959

年に開催をされて、ことしで50回を数えているという

ふうなことでございます。現在20カ国以上の国々から

参加しておりまして、我が国最大の宇宙国際会議に成

長しているというふうな状況でございます。したがい

まして、そのシンポジウムの歴史というのが我が国の

宇宙開発の歴史と基礎を築いているというふうな状況

だというふうに聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　宇宙技術というと、県民の皆さん方

には身近なものとしてとらえることはなかなか難しい

ですね。それで、この機会に、宇宙技術が我々の社会

の中で、あるいは身近の中でどのような形で活用され

ているのか、それがわかる範囲でいいですから御案内

お願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この宇宙航空研究開発機

構というところと企業が、ロケットとか、それから宇

宙飛行士の作業支援のために開発した宇宙技術がいろ

いろあるわけでございますけれども、その技術を転用

することで商品開発につながっている例が幾つか報告

されています。まず１つは、ロケットの先端部の開発

過程で生まれた断熱技術というふうなものが建築用の

断熱塗料に使われている例とか、それからまた、被服

の開発で培われた抗菌、防臭の技術が男性用の下着と

かそういうものに使われているという話がございま

す。そしてまた、目の不自由な人たちでも人工衛星の

運転作業ができるようなというふうなことで、その点

字ディスプレーというふうな技術も開発されていると

いうふうに聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　仲井眞知事、この宇宙技術と科学の

国際シンポジウムは、知事の決断で来年沖縄県で開催

が決まりました。この国際シンポジウムについては、

私も非常に関心がございまして、平成24年度に沖縄大

学院大学が開学をしますね。私どもは、「沖縄21世紀

ビジョン」の将来構想の中で、ぜひともこの沖縄の地

域を科学技術の振興のために世界に役立てる地域にし

たいという思いが非常に強いですね。それによって新

たな、今にない、世にない新しい商品をつくって、そ

れが日本やあるいは世界のために役に立つというふう

な、そういう考えを持っているわけですね。

　ですから、それと連動して、ぜひ大学院大学の研究

者の方々も交えて宇宙技術に携わる世界の研究者の

方々との交流も含めて、そういう接点をぜひつくって

いただいて、これをきっかけにさらに連携をとって宇

宙技術の開発、あるいはまた、大学院大学の研究成果

も含めて我が沖縄県が拠点になるような、そういうも

のに仕上げていければというふうに思っていますけれ

どもね。
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　ぜひ来年６月、仲井眞知事の手でこの国際シンポジ

ウムを成功させていただきたいわけでありますけれど

も、御決意をお願いできませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員がかねてから熱心にこ

の宇宙技術の件を推進しておられました。おかげをも

ちまして開催する運びになりつつあります。そういう

中で、うるま市を中心にあの中部圏域で科学技術大学

院大学とあわせ、そしてその周辺の施設としてイン

ターナショナルスクール、さらにこういう宇宙技術に

係るシンポジウムという一連の科学技術の最先端を受

け入れるという地域というのは、これは意外に余りな

くて、本当はどうも難しいものだとか、生理的に余り

合わんというような地域が意外に人々も多いんです

が、こういう先端技術について心を開いて受け入れて

いただけるということ自身が実は大変ありがたいこと

で、県としましても、また沖縄の未来のためにもサイ

エンスの最先端というのは大変重要だと私は思ってお

りますから、これをうるま市、中部圏域のみならず沖

縄全体のため、ひいては日本、アジアのためにも役立

てるような方向で私どももいろいろと勉強してまいり

ますので、ぜひ議員のお力もかしていただきたいと思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ぜひこの国際シンポジウムを成功さ

せましょうよ。

○知事（仲井眞弘多君）　そうですね。

○照屋　守之君　それで、今、基地の整理縮小の問題

があって、この基地の跡地利用をどうするかというふ

うなことが大きなテーマとしてありますよね。ですか

ら、こういうことをきっかけに我が沖縄の存在を世界

に発信をして、後々基地の跡利用の中に世界の宇宙技

術の開発拠点とか、そういうふうなものが広がってい

けばもっともっとどんどん夢が広がっていくわけです

から、ぜひそのためにも来年のシンポジウムは力を結

集して成功させていただきますようにお願いします。

　普天間飛行場の移設問題であります。

　私は、以前から非常に疑問を持っておりましたけれ

ども、当事者である宜野湾市長が地元の普天間飛行場

を移すのに、あそこはだめ、ここはだめというふうな

形でいろいろ言及していますね。私が市長であれば、

とにかくどこでもいいから外に出してくれというその

要求だけですよね。これは、日本政府の中にも疑問を

呈すると、疑問を持っている方がいらっしゃいました

よね。

　これは、仲井眞知事と宜野湾市長との連携とか、そ

ういうふうな役回りの分担というか、そういうのはど

ういうふうになっているんですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時56分休憩

　　　午後１時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御質問について

直接の答弁になっているかどうかなんですが、基本的

には、宜野湾にある普天間飛行場の危険性を一日も早

く除去しよう、そして危険を温存していかない、これ

が第一の目標だと思います。

　したがいまして、宜野湾市の行政に責任を持ってお

られる方がどういうお考えか私もよく理解しにくい部

分はあるんですが、もしあちらじゃなきゃだめ、こち

らでないといかんというような御趣旨のお考えをもし

持っているとすれば、理解が非常にしにくいというと

ころはありますね。不可解だというのは率直な私の気

持ちです。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　いろんな県民の方々に聞いても非常

に不可解だと言うんですよね。地元の市長だったら外

に出せ外に出せ、それだけでいいんじゃないのという

話なんですよね。だから、そういうふうな市長を抱え

て県知事が、この県議会でもそれに対して全責任を

負っているかのような議論をされても非常に困るわけ

ですよね。

　同時に、宜野湾市長は――今、鳩山政権も退陣をさ

れましたけれどもね――鳩山政権が誕生してから直接

鳩山総理にお会いして、恐らくその件での問題解決と

かいろいろやっているんでしょうね。その辺について

は、県はどういうふうな情報を把握しておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ただいまの御質問につ

きましては、ことしの５月４日に鳩山前総理大臣が来

県されました際に、県内市町村長との昼食懇談会がご

ざいまして、報道によれば、伊波市長も出席されてい

ると承知しております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　テレビの報道で、官邸で直接お会い

しているという報道もされておりますけれども、これ

は、こういう問題を解決するには、例えば東部海浜事

業もそうですけれども、普通は沖縄市の要望を受けて

県・国が今その事業をやっていますね。主は沖縄市な
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んですよ。だから、こういう問題というのは本来であ

れば、宜野湾市は宜野湾市長が県と連携をして国に当

たっていくというふうなことなんですけれども、県と

宜野湾市の連携はどういうふうになっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場の危険性

除去につきましては、これは常日ごろから情報交換を

して連携をとっております。また、その跡利用計画に

つきましても、これは宜野湾市が県と一緒になってそ

の行動計画といったのをつくっております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　この問題は、それぞれが別個別個に

いろんな形でやる、県は最高責任者として知事が動く

ということで今やるわけですけれども、宜野湾市長は

直接総理大臣ともお会いする。鳩山政権が誕生しまし

た、お会いしました、「最低でも県外」と言いまし

た、宜野湾市長がいろんな情報を提供する、要求もす

るというふうな中で、あえて県外というふうに言った

人間が県内に返ってきているわけですよね。そうする

と、そこに地元の宜野湾市長がそれにかかわっている

というのは、そういうのも含めて学べば学ぶほどとい

うのは、そういう地元の市長の意見も聞いた上で県内

というふうなことになったんじゃないかなと思うんで

すよ。これ知事はどう考えますか、この一連の経緯を

踏まえて県内になったという経緯は、宜野湾市長が何

回も要請しているんですね。その結果を踏まえて県内

ですからね。何か宜野湾市長は非常に責任あるんじゃ

ないかなと思うんですがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　いろいろお答えしたいのは

やまやまなんですが、今の御質問は、ちょっとその事

実関係といいますか、私どものほうで少し確認ができ

ていないような部分もありまして、極めてお答えがし

にくいというのが答えなんですが、済みません。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　いずれにしても、この普天間の移設

問題は、先ほど言いましたように平成８年から始まっ

ています。きのう、きょう始まったことじゃない。仲

井眞知事の責任でもない。平成８年から始まってきて

紆余曲折来て、14年もかけてこういう状態です。です

から、私は、今の仲井眞知事にはしっかりと菅政権と

信頼を、立場の違いをしっかり認めないといけません

よ。違いを認めた上でどうしていくのかというふうな

形でやっていかないと、これが分裂してしまうと、平

成10年の大田県政と橋本総理のころの政府と沖縄県の

分断・分裂、あの二の舞ですよ。ですから、私どもは

それを経験しておりますから、ぜひ知事の広い懐で相

手の言い分もしっかり聞く、県民の意向も聞く、それ

で解決をどうしていくかということをしっかりとやっ

ていただきますようにお願いを申し上げて終わりま

す。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

　　　〔座喜味一幸君登壇〕

○座喜味　一幸君　こんにちは。

　自民党の座喜味でございます。いましばらくのおつ

き合いのほどをお願いしたいと思います。

　質問の前に所見を述べさせていただきます。

　民主党政権が誕生してからもう１年が過ぎました。

今、子供たちの間でも、先行き不透明だとか先行き不

安だとかというのがはやり言葉となっているようでご

ざいます。また、我々の近くのおじー、おばーの会話

の中でも、このままで日本は大丈夫かねと、どうなる

かねこの日本は、というような会話が上がるわけでご

ざいます。この心ある人々が、崩れていく日本の将来

を案じている、これがまさに現実ではないのかなとい

うふうに思っております。

　この円高、雇用、経済の低迷・無策、その失望と閉

塞感が非常に蔓延しています。また、政府の対応の遅

さ、これがこの口蹄疫の拡大、畜産農家を大分痛めつ

けたわけでございます。それに普天間基地の先ほどか

ら出ていますこの迷走、県民無視のこの辺野古回帰。

そしてまた今尖閣諸島周辺では、中国漁船衝突事故で

中国の圧力に屈した形で船長を処分保留で釈放するな

どこの危機管理、政権能力のなさ、それが露呈されて

おります。

　このいずれもが国家・国民の生活、外交・防衛、領

土・領海に係る根本的な政治課題でありますから、国

民が政権に失望と不安を持つのは当然であります。ま

た、沖縄県民にとってもこれまでの政権の中で県民の

思いをもてあそび、ないがしろにするなど迷惑な政権

はなかった。県議会もそのおかげで相当なエネルギー

を費やし労していると思うのであります。

　今回の尖閣問題では、国の根幹をなす領土主権とい

う国防問題を筋を通すことなく、中国とのトラブル回

避を優先させてしまったという感があります。民主党

政権は、これから次から次と中国から切られてくるだ

ろうカードにどのように対処するのか、心もとなく思

うわけであります。中国は、南シナ海でも領有権問題

をめぐってＡＳＥＡＮ周辺諸国への威圧的な行為が批

判を浴びており、中国の覇権主義は東シナ海へも及ぶ

とこれまで多くの指摘がなされてきたわけですが、ま
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さに現実になっております。

　東シナ海が天然ガス、石油、希少金属の熱水鉱床な

ど、海底資源が賦存されているとされてから、中国は

尖閣を含めた領土・領海を力で拡大をしてくるという

現実をしっかりと受けとめる時期に来ているなという

ふうに思うわけでございます。そして事ここに至って

も自衛隊を不必要、絶対悪と決めつけいてる御仁が

多々見られること、また南西諸島への自衛隊を配備す

るための調査についても反対し、さらにはその自衛隊

配備の議論さえ封じ込めんばかりの非民主的な社会勢

力があることを私は残念に思っております。いずれに

しても政府はこの沿岸警備の強化、そして国のあるべ

き防衛、自衛隊の配備について真剣に責任を持って速

やかに進めるべきと思うわけでございます。

　さて、振興計画も余すところ２カ年となりますが、

基地問題のみに翻弄されることなく沖縄の自立経済を

いかに実現するべきか県政も知恵を結集しなければな

らないと思います。仲井眞知事のこの４年間の自立経

済への布石、実績には目をみはるものがあります。私

は47都道府県の中で最も活力に満ち、伸び盛りのナン

バーワンは沖縄県だと評価しております。離島振興の

面から見ても国際貨物ハブ事業やカボータージュ等の

物流拡大と低コスト化、それらと関連して離島のユニ

バーサルサービスの根幹に係る交通費、物流コストの

低減化に本気で取り組み、これまで困難視された課題

に切り口が開けたことは大いに評価するものでありま

す。11月の知事選を勝利して、問題解決、課題解決ま

でさらなる行政担当を期待するものであります。

　それでは質問に入らせていただきます。

　１、第１次産業の振興について。

　沖縄県の経済振興にとって社会基盤の整備、なかん

ずく農業基盤の整備は必要不可欠であります。地域経

済に及ぼす影響は大きいものがあります。全国一律の

事業仕分けや公共事業の大幅削減で道路は草ぼうぼ

う、街灯も間引きされ消えていっております。離島や

農山漁村の社会的不利地域ほどより大きなダメージを

受けているのが現状であります。

　さて、政府は農業基盤整備事業費を大幅に削減し、

かわりに農家所得補償制度を導入しています。しかし

稲作の少ない沖縄では農業基盤整備予算の削減に見合

う恩恵がないこととなります。食料自給率の向上や観

光とリンクした農業の振興、さらには第３次農林水産

振興計画の目標を達成していく上で、沖縄県農林水産

振興予算は厳しい状況にあると思います。

　茨、農林水産振興予算の確保についてです。

　ア、平成22年度の農業基盤整備費の削減額と水稲に

係る農家所得補償額は幾らか。また、農業基盤整備費

の減額による農業振興上の課題及び地域経済に及ぼす

影響について伺います。

　イ、平成23年度の農林水産予算編成で、政府は予算

編成方針として一律10％の削減や農家所得補償の対象

作物として稲作外６品目を指定しました。沖縄農業予

算はますます厳しくなるが、他府県との比較において

どうなるか伺います。

　ウ、平成23年度の農林水産予算確保に向けた取り組

みを伺います。

　芋、多良間村における害虫の異常発生と対策につい

てでございます。

　多良間村で８月中旬から異常発生しているアフリカ

シロナヨトウ虫は短期間に牧草ばかりでなく、さとう

きびやカボチャ等に大きな被害をもたらしています。

速やかに発生の要因、侵入の経路を究明し的確な対策

を講じ、他地域への拡大を未然に防がなければならな

いと思います。

　ア、多良間村におけるアフリカシロナヨトウ虫の被

害状況と対策の現状について伺います。

　イ、発生の原因、侵入の経路等の究明状況と取り組

み体制について。

　ウ、害虫の対策と駆除費等に係る支援について。

　エ、多良間以外の県内における発生状況と対策につ

いて伺います。

　鰯、沖縄県内における帰化由来の雑草の現状と対策

について伺います。

　ア、多良間で拡大しているハリナスビ（雑草）の現

状と対策について。

　イ、県内における帰化由来の雑草の種類と被害状況

及び対策について伺います。

　允、ＣＡＳ冷凍技術の評価と導入について伺いま

す。

　印、離島の産業振興を図る上で物流施設の拠点整備

が必要と思うが計画について伺います。

　咽、今問題となっている尖閣諸島周辺は良好な漁場

として、中国、台湾、さらには他県漁業者との競合が

激化しております。沖縄県としていかに漁場を保全し

水産振興を図る考えか伺います。

　２、海浜管理についてです。

　茨、県内における海浜の管理の現状について。

　ア、海浜の管理の現状と管理体制について。

　イ、宮古地域でのビーチ内紛争の認識と対策につい

て。

　ウ、主要観光ビーチの指定と管理に関するルールづ

くりが必要ではないか伺います。
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　芋、観光振興を図る上で主要なビーチの清掃、整備

は重要である。海洋漂着ごみ対策と合わせたビーチク

リーナー導入事業を推進すべきではないか伺います。

　３、環境行政についてですが、茨、「日米クリーン

エネルギー技術協力プロジェクト」について。

　日、米、ハワイ、沖縄県の４者がクリーンエネル

ギーの技術開発に協力する覚書を６月に交わしまし

た。これを受けて行政関係者や研究者で構成する「ハ

ワイ―沖縄相互ミッション視察団」が８月23日から27

日に来県するなど取り組みが始まっております。

　ア、本事業の目的と今後の展開及びスケジュールに

ついて伺います。

　イ、本事業のインパクト並びに期待される成果は何

か伺います。

　芋、2012年の第６回太平洋・島サミットについて、

知事は沖縄県への誘致に向け積極的に取り組みをされ

ております。実現に向けての見通しと知事の決意を伺

います。

　鰯、離島における農業用廃ビニールの処理に関する

現状と対策を伺います。また、農業用廃ビニールを島

しょ地域循環資源活用促進事業の対象とすべきではな

いのか伺います。

　允、離島における一般ごみ焼却炉は、小規模事業所

ごみや農業用廃ビニール等が一括処理できる汎用型焼

却炉にすべきではないのか伺います。

　５、宮古病院の新築移転について。

　茨、新築移転までのスケジュールと平成23年度予算

要求について伺います。

　芋、新病院が旧病院と比較して大きく改善される内

容について伺います。

　鰯、新・旧病院敷地面積比較と駐車場のスペースや

景観に十分に配慮され改善されているかを伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　座喜味一幸議員の御質問に

答弁いたします。

　第１に、第１次産業の振興についての御質問の中

で、平成23年度農業農村整備事業予算の状況に係る御

質問に答弁いたします。

　国は、平成23年度の予算編成方針におきまして各省

庁一律10％を削減することといたしております。この

ため、県としましては、平成23年度農業農村整備事業

関係予算を確保するため、市長会、町村会などと連携

をして国に要請をしたところでございます。平成23年

度における農業農村整備事業関連予算の概算要求額

は、国庫ベースで前年度に対しまして全国で103％、

沖縄で104％、約193億円となっております。また、農

林水産省におきましては、新たに220億円の戦略作物

生産拡大関連基盤緊急整備事業を概算要求しており、

その事業の中で沖縄枠が確保できるよう、国に対して

要請をしているところでございます。今のところは１

の茨のイ、そしてウも関連しておりましたので、一括

して答弁させていただきました。

　次に、環境行政に係る御質問の中で、太平洋・島サ

ミット誘致についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、「沖縄21世紀ビジョン」で掲げました

「世界に開かれた交流と共生の島」の実現に向け、太

平洋・島サミットの誘致に取り組んでおります。沖縄

の地理的優位性や過去２回の開催実績を踏まえ、関係

機関への要請活動を行ってきたところでございます。

現在、政府において開催地の選定作業中と聞いており

ますが、2012年が沖縄県の日本復帰40周年の節目の年

でありますことなどを踏まえ、今後とも機会あるごと

に同サミットの沖縄開催の実現を関係機関に強く働き

かけてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　第１次産業の振興の

中で、平成22年度の農業基盤整備費の削減と影響につ

いてお答えします。

　平成22年度の農業基盤整備事業予算は、国庫ベース

で約185億円で、前年度に比べ25.3％の減で、金額に

して約63億円となっております。また、米の戸別所得

補償モデル対策は、全国の5618億円に対し、沖縄県は

１億9000万円が見込まれております。農業農村整備事

業関係予算の削減に伴う同事業の実施については、平

成22年度完了地区及び新規採択地区において優先的に

予算確保を行っておりますが、継続地区の予算配分は

厳しい状況になっております。

　次に、アフリカシロナヨトウの発生状況、発生要

因、防除対策について一括してお答えいたします。

　アフリカシロナヨトウは、外国ではフィリピンなど

アジア、アフリカ等に分布し、幼虫が集団で移動しな

がらイネ科作物を食害し、壊滅的な被害を出すことが

知られております。

　県内の発生状況は、９月中旬に県が行った調査で

は、多良間島と西表島の２地域となっております。ま

た、文献では、成虫が気流に乗り数百キロメートルを

移動することが確認されております。これらのことか
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ら、侵入経路は外国からの飛来の可能性が高いと考え

られております。

　多良間村におけるアフリカシロナヨトウの被害は、

牧草が主で、特に採草後の新葉で被害が多く出ており

ます。発生は島内ほぼ全域で確認されておりますが、

さとうきびの被害は少ない状況であります。防除対策

としては、病害虫防除技術センターの試験結果等か

ら、幼虫の薬剤防除が有効であることから、現在、県

では村と連携し、被害の多い採草地や原野等の薬剤防

除を実施しております。さらに、防除効果を高めるた

め、飼料確保のための採草後の一斉防除、道路沿いや

原野のイネ科雑草の除去、防除講習会の開催、フェロ

モンによる発生予察法の検討などを推進してまいりま

す。また、防除の支援につきましては、村と連携し必

要な対策を講ずるとともに、農業団体等との連携を強

化し対応してまいります。

　次に、ハリナスビの現状及び県内の帰化雑草の種類

と対策についてお答えいたします。

　ハリナスビは、葉、茎、がくに鋭く長いとげを有す

る南米原産のナス科雑草であります。多良間村におけ

るハリナスビの発生状況については、９月下旬に宮古

農業改良普及課多良間駐在の巡回調査によると、一部

の放牧地等で発生が見られます。防除対策としては、

薬剤による防除効果が高いことから、村と連携し、防

除対策を実施してまいります。ハリナスビのような帰

化雑草の種類については、農業研究センターの調査に

よりますと、18科68種が畑地で発生し、主にキク科及

びイネ科の種類が多く確認されております。その中

で、作物に被害を与える主な雑草としては、アワユキ

センダングサ、タチスズメノヒエ等があります。これ

らの雑草は、光合成や養水分の吸収で農作物と競合す

るため、作物の収量や品質を大きく低下させます。特

に、アワユキセンダングサは、さとうきびの生育初期

では分けつ数を低下させ、生育期にも影響を及ぼし、

減収となるという報告があります。雑草の防除対策と

しては、植えつけ時期及び中耕培土時の耕うんや薬剤

処理、マルチングなど、耕種的防除と薬剤防除を組み

合わせた防除対策を指導しております。

　次に、ＣＡＳ冷凍技術の評価と離島における物流施

設の整備についてお答えします。

　離島地域の農林水産業の振興を図る上で、農林水産

物の品質保持と、流通コストを低減するための、物流

施設の整備は重要でございます。特に、ＣＡＳ冷凍に

よる貯蔵は、食品の食感や風味を解凍後も冷凍前と同

じ鮮度で保存できると期待されております。

　県といたしましては、地元からＣＡＳ冷凍の貯蔵施

設など、物流施設の要望があれば、対象品目、出荷

先、供給量、ランニングコストなどを検証し検討して

まいります。

　次に、尖閣諸島周辺の漁場の確保についてお答えし

ます。

　県は、我が国の排他的経済水域内における外国漁船

の違法操業について、これまで機会あるごとに、国に

対し、取り締まりの強化を要請しているところであり

ます。今回、中国漁船による領海内での違法操業が

あったことから、漁業者は漁場の確保と安全操業に非

常に不安を抱いております。

　県といたしましては、漁業者が尖閣諸島周辺で安全

に操業できるよう、関係機関等と連携し、抜本的な外

国漁船に対する取り締まり強化について、関係省庁等

に対し強く要請してまいります。

　次に、環境行政の中で、離島における農業用廃ビ

ニール処理の現状と対策についてお答えします。

　本県における農業用廃ビニール等の廃プラスチック

は、野菜・花卉等の施設園芸の進展に伴い、各地域で

排出されております。平成19年度における県全体の排

出量は、約1440トンとなっております。離島における

排出量は328トンであり、市町村、関係機関が連携し

て埋め立て等により処理しております。

　農業用廃プラスチックの処理につきましては、「廃

棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、農家み

ずからが行うことが義務づけられております。しかし

ながら、廃プラスチックの特性上、農家個々での処理

が困難であることから、行政、関係機関・団体等が一

体となって、分解可能なマルチ資材の普及、研修会の

開催など、適正な処理へ向けた取り組みを行っている

ところでございます。

　今後とも関係部局と連携して農業用廃プラスチック

適正処理体制の整備に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　海浜管理についての

御質問で、海岸管理の現状と管理体制についてお答え

いたします。

　県は、海岸管理者としまして、海岸における行為の

制限、占用許可、海岸利用者からの通報等への対応及

び護岸や堤防等の海岸保全施設の維持管理を行ってお

ります。また、市町村や関係機関と連携し、海岸の清

掃活動やパトロールを行う等、良好な海岸環境の保全

に努めております。

　同じく海浜管理についての御質問で、宮古地域にお
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けるビーチ問題の認識と対策についてお答えいたしま

す。

　宮古地域のビーチにおいては、現在、ビーチパラソ

ル貸し出し業者等の出店による不法占用を初めとする

諸問題があると認識しております。県としましては、

これらの不法占用者に対する現地指導を行うと同時

に、「海岸諸問題に関する連絡会議」において、宮古

島市や宮古観光協会等とその対応策について協議を進

めているところであります。

　今後とも、関係機関と連携を図りながら、海岸にお

ける諸問題の解決に向けて取り組んでまいりたいと考

えております。

　同じく海浜管理についての御質問で、主要観光ビー

チの指定と管理についてお答えいたします。

　海岸の管理につきましては、良好な海岸環境を確保

し、公衆の適正な利用に資することを目的としてお

り、海岸管理者みずから観光振興を主目的としたビー

チを指定することは、その趣旨が異なるものと考えて

おります。しかしながら、地元市町村等から観光ビー

チ指定に関する協議の依頼等があった場合には、海岸

管理者として適正に対応していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　海浜管理についての

御質問の中で、海岸漂着物対策におけるビーチクリー

ナーの導入についてお答えいたします。

　沖縄県の海岸漂着物対策事業については、国の地域

グリーンニューディール基金を活用し、平成21年度か

ら23年度までの計画で実施しております。平成21年度

には、行政や地域関係者などから成る「沖縄県海岸漂

着物対策推進協議会」を設置し、沖縄県のほぼ全域を

海岸漂着物対策を重点的に推進する区域として定めて

おり、平成22、23年度はこれらの区域において回収処

理作業を実施する予定であります。ビーチクリーナー

の導入については、生態系への影響や自然度の高さな

ど海岸特性に配慮する必要があることから、改修処理

作業を行う区域ごとに地元市町村や海岸管理者と連携

し、導入について検討していきたいと考えておりま

す。

　次に、環境行政に関連して、島しょ地域循環資源活

用促進事業での農業用廃ビニールの処理についてお答

え申し上げます。

　島しょ地域循環資源活用促進事業は、離島における

資源循環コストの構造的な不利性を解消するため新た

な資源循環システムの構築を目指し、海上輸送費の低

減化及びリサイクル企業の集約化による効率的な利用

を目的に実証事業を行うものであります。本年度は、

リサイクル企業の共同化を図るとともに、石垣島及び

宮古島から発生する建設廃棄物に係る輸送費の低減化

を行う循環資源回収船社会実験を実施する予定であり

ます。なお、離島における農業用廃ビニール等の廃プ

ラスチック類については、本事業の結果を踏まえ、関

係機関と連携し、リサイクル資源としての活用等、適

正処理を促進していく考えであります。

　同じく環境行政について、一般ごみ焼却炉における

農業用廃ビニール等の処理についてお答えいたしま

す。

　市町村の一般廃棄物処理施設において、農業用廃ビ

ニール等の産業廃棄物を一般廃棄物とあわせて処理す

ることは廃棄物処理法上認められており、可能であり

ます。しかしながら、農業用廃ビニール等の廃プラス

チック類は熱量が大きいため、焼却の際の炉内温度管

理が難しいことや、耐火レンガ等構造物への影響が大

きいなどの理由から、一般廃棄物処理施設での受け入

れが困難な状況にあります。このことから、県としま

しては離島における農業用廃ビニールの処理について

は、関係機関と連携して、排出量の抑制やリサイクル

資源としての活用等を促進していきたいと考えており

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　環境行政についての

中の、事業の目的、今後の展開及びスケジュール等に

ついての御質問にお答えします。

　「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力」は、持続

可能なクリーンエネルギー技術を展開させるために、

沖縄とハワイで実施されている取り組みについて情報

交換を行い、共同事業の発掘などの協力を行うことを

目的としております。８月22日から９月４日にかけ

て、日米のエネルギーに関する専門家を相互に派遣

し、再生可能エネルギーや省エネルギーの現状や導入

可能性の技術的・政策的課題などについての調査を行

いました。その調査結果を踏まえて10月には省エネル

ギー建築に関するワークショップが沖縄で開催される

予定となっております。

　今後は、再生可能エネルギーや省エネルギーなどの

分野で日米間でワーキンググループを設置し、具体的

な共同プロジェクトの可能性を検討することとなって

おります。
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　同じく環境行政について、本事業のインパクト及び

成果についての御質問にお答えします。

　「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力」では、再

生可能エネルギーや省エネルギーの分野で、沖縄とハ

ワイが島嶼地域におけるクリーンエネルギー導入のモ

デル地域として、世界に発信されることを目指してお

ります。

　県としましては、日米両政府の支援のもと、クリー

ンエネルギーに関する先進的な技術研究や実証事業が

県において展開されることにより、「沖縄21世紀ビ

ジョン」に描かれた「沖縄グリーン・イニシアティ

ブ」の実現や、新たな環境・エネルギー関連産業の創

設に寄与できるものと期待しているところでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　宮古病院の新築移転

についての御質問の中で、新宮古病院の建設スケ

ジュールと予算要求についてお答えいたします。

　新宮古病院につきましては、現在、同病院整備実施

設計に取り組んでいるところであり、今年度中に工事

を発注する予定となっております。平成25年５月の開

院を目途として計画を進めていきたいと考えておりま

す。平成23年度予算につきましては、今年度予算額と

おおむね同額の国庫補助金を要請しております。

　次に、新病院と旧病院との比較についてお答えいた

します。

　新宮古病院は、圏域における地域災害拠点病院とし

て、大規模な地震にも十分に耐えられる耐震性能を有

する施設として整備することとしております。また、

新病院は旧病院と比較して、約2000平方メートル、延

べ床面積をふやすとともに、６床部屋を４床部屋にす

るなど、利用者のアメニティー等に配慮した整備をす

ることとしております。さらに、宮古島市が運営する

「休日・夜間診療所」を新病院内に併設することとし

ており、救急医療の一層の強化及び地域連携が図られ

るものと考えております。

　次に、新病院の駐車場スペース等についてお答えい

たします。

　新病院の敷地面積は、２万2914平方メートルとなっ

ており、現病院の２万4271平方メートルと比較して

1357平方メートル減少しております。しかしながら、

建物の高層化や効率的な配置計画を行うことにより、

現病院の駐車台数を約110台上回る駐車場を整備する

こととしております。また、既存樹木の活用を図ると

ともに、屋上庭園を設けるなど、周辺景観に配慮した

施設整備を行うこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　それじゃ再質問お願いします。

　まず、この廃ビニールのごみ問題からちょっと伺い

ますね。農林水産部長は、先ほど埋立処分という話を

しておりましたが、これは最終処分場での埋立処分と

いう理解でよろしゅうございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　あの最終処分場で埋

立処理しているということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　文化環境部長、一般ごみ焼却炉の

話なんですが、実は離島におきまして相当な廃ビニー

ル、それが産業用廃棄物として処理できない。結局

は、市あるいは地元負担でもって沖縄本島に出してい

ると。その以前は海岸等や畑へ埋立処分しているとい

うようなことで、極めてこれは違法だということで結

局相当な金をかけているんです。その処分について相

当金もかかっているんですが、やっぱりごみ問題、地

域で一括して最終的に完結するのが理想だと思うんで

すが、先ほどの答弁の中で農業用廃ビニールは、高カ

ロリーなんで、炉を傷めるのでだめだよというような

話がありました。それならば、新しい技術でこの炉の

技術がクリアされれば、これはアロケーションで一般

焼却炉、汎用型の焼却炉はよろしいと理解してよろし

いんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　基本的に一般廃棄物

の焼却炉というのは、普通、熱量は紙とかそう高くな

いというのを前提にしておりますので、プラスチック

はいろいろと非常に熱量が大きいということで、現在

の一般的なごみ焼却炉では維持管理上厳しいというこ

とになりますけれども、それを専用に処理するという

ことを考えた場合は、やっぱり別の視点でそれを導入

すると。例えばそれは当然熱回収してまた新たな資源

として活用できるという方法もありますので、そうい

う視点であれば新たな施設をつくるというのは可能で

あると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　今おっしゃるとおりなんです。こ

れですね、時間かけたらいけないんで、とにかく生ご

みだとか家庭用ごみとか逆に重油をたいて温度を上げ

る。それから炉が16時間運転になっているんで、一た

ん火を入れて冷やす。その冷却で今度は炉が傷むとい
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うような非常に勉強不足、今技術はもう高まっている

のに、行くと非常にレベルの低い議論がなされてい

る。そして、それを汎用型で地域にマッチした焼却炉

をつくろうと言ったら、県の指導で事業所ごみはだめ

だ、農業用廃ビニールはだめだ、一切だめだというよ

うなこの役所の縦割りでの指導が徹底している。それ

で、今のおっしゃった件をぜひ離島あたりでのその焼

却炉のあり方、それを今おっしゃるようにちょっと研

究していただけませんか。これいろんな面での財政負

担になっているんです。これから環境モデル都市、あ

るいは離島これから非常に環境問題重要になりますん

でぜひ検討をいただきたいんですが、よろしゅうござ

いますか。決意をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　今の提案は、ある意

味ではこれはサーマルリサイクルといいますけれど

も、熱資源として回収して新たなその焼却にその原料

として燃料として利用するということですので、農林

水産部とも連携しながら検討していきたいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　よろしくお願いします。

　次に、尖閣諸島での操業の問題なんですが、ウミン

チュが尖閣諸島周辺には行きたくない、漁したくな

い。そういう現状について、どのようなトラブルを県

は把握されていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時44分休憩

　　　午後２時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　近年、外国船とのま

ず漁場の競合があるということと、それから漁具の被

害が見られるということなどがやはりありまして、そ

のトラブルに巻き込まれたくないというような状況で

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　この問題もますます僕は激化する

なと見ていて、非常に10年前と最近のウミンチュのそ

の尖閣列島に対する思いが非常にもう心が離れてきて

いる。非常に水産漁獲高、その水産に対しても悪影響

を与えているというふうに思っておりますが、今回の

ような尖閣の侵犯問題、県はどのような形でその危機

管理もしくは情報の収集あるいはその国との連携等は

どうなっているか、伺いたいと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この事態が発生しまし

て、直ちに全部局長を集めまして、ただいまの農水部

長のお話にありましたような各部局における情報収集

に当たっております。さらに、去る10月２日に馬淵沖

縄及び北方対策大臣が来県されましたけれども、その

際に今後、県民・国民に不安を与えないように毅然と

した態度を示し、安全確保に万全を期すための適切な

対策を講じるよう要請してございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　この尖閣列島、沖縄県は何隻、漁

獲量とか、利用しているウミンチュの数とか本当はき

れいに伺いたいところですが、結局のところこれから

沖縄県は尖閣列島必要と思っていないんじゃないのと

いうような話等も私は出てくると思うんですが、かつ

て瑠璃サンゴとかマグロやカツオ漁だとか、戦前戦後

を通してその尖閣列島というのは極めて水産資源とし

て沖縄の経済に貢献してきたんです。それが今このよ

うな実態になっている。今後私は尖閣列島周辺に台湾

漁船、そして他府県から大型船で来てその漁業をして

いる。それなりに我が海である沖縄県は水産に対して

この尖閣の漁場に対してその取り組みが甘かったん

じゃないかと。今後私は、我々のその良好な漁場に対

して戦略的にもまずこの漁業基地、製氷冷凍施設やい

ろんな基地をつくる、それから避難港をつくる、浮き

魚礁をつくる。そういう中でさらには他府県のあの大

きな船に対抗する。台湾漁船が来るとサバニ船では怖

いからもう漁ができないというようなその現実をもう

少し分析していただいて、この大型船の導入も含めて

総合的な対策をやっていかなければ、この尖閣列島そ

のものの値打ちこれがなくなる。そういう水産振興の

思いはありませんか。計画はどうでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　地下資源のよく言われてい

る昔のＯＥＣＤでしたか、1960年代で発表されて以

来、石油だとか天然ガスとかということでの関心があ

りましたが、いかんせん沖縄で租鉱権を持っている人

がお一人、大見謝さんしかいなかったとかいろんなこ

とがあって、なかなか手が出せない海域というような

イメージが一部あることと、おっしゃったように漁業

につきましてはその後放置されたままということで、

御指摘どおり少し我々は具体的な手のつけ方、価値を

確認するのがおろそかだったという反省がございま

す。ですから、きょう今議員の御指摘を受け、また最

近のこの動きを見ていますと、沖縄県として少し遅ま

きながらも何か総合的な対応を今からでも考えて手を

打つべきだというふうに最近反省をしているところで
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ございます。ですから今の御指摘を踏まえていろいろ

なことを考えてみたいと考えております。

○座喜味　一幸君　時間がありませんが、最後にこの

海底資源も含めて新沖縄計画の中で、この海底資源が

沖縄の県益になるような取り組みもぜひお願いしたい

と思います。

　以上で終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

　　　〔翁長政俊君登壇〕

○翁長　政俊君　一般質問に入ります前に所見を一言

申し述べさせていただきます。

　昨日、民主党小沢衆議院議員の政治と金の問題で、

検察審査会の審査結果を受けて強制起訴が決まりまし

た。この間、民主党は、推定無罪を理由に徹底して小

沢氏を擁護してまいりました。しかし、刑事被告人と

なった現在ではそうもいくまいと思っております。

　政治家は、いずれにしろ身の処し方はそれぞれ議員

に課せられた責任でもありますけれども、また政党も

そういう問題にはしっかり襟を正して国民に向き合っ

ていく義務があるものと私は思っております。

　以上、一般質問を行います。

　まずは知事の政治姿勢について。

　民主党の安全保障政策は、鳩山首相が持論としてい

た駐留なき安保に見てとれる。民主党の外交の柱は米

国として、日米両国において対等かつ緊密な関係を深

化させるとうたい、一方では中国を初めとするアジア

諸国との連帯強化を重視して、東アジア共同体構想を

提唱、日本外交の軸足を米国からアジアに移すメッ

セージを内外に発信。また、自民党政権がとってきた

日米関係重視の外交とは一線を画す外交方針を明らか

にしております。

　日米安保の視点から沖縄駐留米軍の存在を見てみま

すと、アジアの不安定要素と言われている北朝鮮、台

湾問題等特に中国の経済軍事大国としての覇権主義は

周辺諸国とのあつれきとなり、領土・領海紛争を誘発

し脅威になっております。このように潜在化する脅威

に対抗する抑止力として日米安保が機能し、両国の安

全保障条約として存在をしております。また、沖縄に

おける米軍の駐留の存在意義もまさにここにあるので

あります。これら日米安保の存在理由を好意的に理解

し勘案したとしても、戦後半世紀を超えてなお沖縄に

偏重する米軍基地の一極集中的配備は、公平さを欠き

断じて容認することはできないものであります。よっ

て、日米安保のあり方を再評価するための国民的議論

を国に求める必要があるものと思います。

　そこで茨、日米安保改定50周年を迎え、東アジアに

おける軍事バランスを維持する上で沖縄駐留米軍の抑

止力と地政学的優位性は戦略的に不可欠とする軍事論

を沖縄側から見直すよい機会が到来したと考えており

ますが、知事の所見を伺います。

　芋、日米合意で協定した嘉手納以南の米軍基地返還

を、普天間飛行場移設完了後とするパッケージ返還に

縛られることなく、先行返還を要求することは無理な

ことなのか。知事は日米両政府に要求する考えはない

か見解を求めます。

　次に２番、行財政改革について。

　行政委員会の委員報酬は、ほとんどの都道府県にお

いて月額支給であります。平成21年４月27日に大阪高

裁の控訴審判決で、一部の委員を除き月額報酬を支払

うことは違法であるとの判断が出されましたが、平成

22年度当初より一部の都道府県では、日額制度支給へ

の改革を行っております。

　茨、本県における各種行政委員会の委員報酬を月額

制度から日額制に改める考えはないのか、当局の見解

を伺います。

　３番、福祉・医療行政について。

　全国長寿番付１位を誇った本県は、男性長寿の順位

の後退に続き、37年間堅持してきた日本一の座を島根

県に譲り２位に甘んずる結果となっております。当局

は、この調査結果を受けて、他府県と比較して出生率

が全国一で、人口増加率の高いことが一要因と分析し

ておりますが、専門家は、若い世代の健康状態は確実

に悪化していて、長寿県おきなわブランドを維持する

ことは極めて難しいと指摘しております。

　そこで茨、先般発表された調査において、沖縄県は

長寿番付ランキングで37年間守ってきた全国１位の座

を明け渡しました。その要因は、健康指導や予防医療

体制の取り組みにおくれがあるとの専門家の指摘があ

りますが、県の分析と取り組みを伺います。

　芋、全国健康保険協会沖縄支部が長寿県沖縄の再生

を目指して健康づくりに取り組む「福寿うちな～運

動」を全県的に広める事業を行っているが、県の関与

と支援策を伺います。

　４番、那覇市の中核市移行について。

　中核市制度は、平成７年に創設され、人口30万人以

上の市を対象に県から事務権限を移譲し、できる限り

住民の身近で行政を行うことで市民の利益性・利便性

を求めスピードある施策の展開をして地方分権の推進

を図るのがねらいであります。

　そこで茨、中核市に移行することに伴うメリットと

評価について。

　芋、移行事業に伴い移譲される県の主な事務、財政
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上の特例、要する時間、スケジュール等の進瀧状況を

伺います。

　５番目、県道（222号線）拡幅整備事業についてで

あります。

　那覇市開南大通り活性化促進協議会は、開南通りの

拡幅整備事業の推進に合わせて、隣接する農連市場地

域の再開発事業がことしの６月にスタートしたこと

で、閉塞感のあった地域商店街は町の活性化を図る千

載一遇のチャンスと大いに期待を寄せております。こ

れまで推進協議会は、県土木建築部や那覇市に対して

「ポケットパーク」の実現方を強く要請しているとこ

ろでありますが、那覇市長からは、県との調整を図り

地域の要望に沿って同計画を進めたい旨の回答を得て

おりますが、県との調整交渉は難航していると聞いて

おります。

　そこで、県道（222号線）真地久茂地線の拡幅整備

事業に伴い、地域から強い要請のある開南交差点（北

東角地）に地域活性化のイベント広場、防災広場の機

能を有する「ポケットパーク」の整備事業に対する県

の対応について伺います。

　６番目、神奈川県、和歌山県、沖縄県の３県でカジ

ノ導入に向けた共同研究を行っているが、その目的、

研究効果、カジノ導入に対する県の方針を伺います。

　再質問も答弁によってはさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　翁長政俊議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、沖縄駐留米軍

に関する軍事論についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　戦後65年を経過しました現在もなお、国土面積の

0.6％に過ぎない沖縄県に在日米軍専用施設面積の約

74％が集中し、沖縄県民は過重な基地負担を背負い続

けております。

　沖縄県といたしましては、在日米軍基地の大部分を

占める沖縄の米軍基地の役割や必要性について、これ

まで政府や国民全体で十分な議論がなされてきたとは

言えないと考えております。在沖米軍の抑止力や地政

学的優位性等につきましてはさまざまな議論があるも

のと承知しておりますが、県としましては、そのよう

な意見を十分に研究・検討し、沖縄の基地負担の軽減

につながる方策を主体的に示してまいりたいと考えて

おります。

　知事の政治姿勢の中で、嘉手納基地より南の先行返

還についての御質問にお答えいたします。

　「再編実施のための日米のロードマップ」や日米共

同発表に明記されております嘉手納より南の施設の返

還等は、沖縄の振興・発展のための貴重な空間であ

り、確実に実現される必要があると考えます。そのた

め、県といたしましては、パッケージ論にとらわれる

ことなく、実現可能なものから一つ一つ確実に実施さ

れるよう、日米両政府に強く求めてまいりたいと考え

ております。

　次に、カジノ導入に係る御質問の中で、沖縄県と神

奈川県、そして和歌山県３県のカジノ導入に向けた共

同研究についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、カジノ・エンターテインメント導入に

向けた取り組みを推進するため、神奈川県、和歌山県

と共同で研究会を立ち上げ、カジノ合法化に向けた課

題や方策等について調査研究を進めております。現

在、地方公共団体の役割やカジノ導入に伴う懸念事項

に対する対応策等について意見交換を重ねているとこ

ろであります。

　今後、共同研究の成果を踏まえ、国やカジノ合法化

を目指す超党派の議員連盟に対し、地方にとって望ま

しい「カジノを合法化する法律」の制定に向けて、研

究会の意見を提案することとなっております。

　沖縄県としましては、しかしながら、県民のコンセ

ンサスがなければ導入することは困難であると考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　行財政改革の質問で、行

政委員の報酬の見直しについてお答えいたします。

　行政委員の報酬につきましては、地方自治法上、日

額支給が原則でありますが、条例で定めた場合には日

額以外の方法で支給することも可能であることから、

本県では月額支給としております。しかしながら、月

額支給は行政委員の勤務実態に合わないとして、各地

で支出差しとめの訴訟が起こされております。

　県としましては、司法の判断はまだ確定しておりま

せんが、各行政委員会の実態に応じて見直す必要があ

ると考えております。

　今後は、司法の判断、他府県の見直し状況を勘案

し、各行政委員会と調整を図った上で見直してまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕
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○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉・医療行政に

ついての御質問の中の、全国長者番付で全国２位と

なった要因についてお答えします。

　ことし100歳以上の人口比率が全国１位となった島

根県においては、100歳以上高齢者が増加し、総人口

も減少した結果、100歳以上の比率が大幅に上昇して

おります。

　一方で、本県の100歳以上高齢者数の状況を昨年と

比較すると、928人から922人と６人減少し、総人口は

増加したことから、100歳以上の人口比率が低下する

結果となっております。また、これまで増加を続けて

きた新100歳数も、男女とも昨年に比べ減少しており

ます。

　その要因等については、今後分析を進めていきたい

と考えております。また、壮年期以降の死亡率が全国

より高い傾向があることから、若い世代からの健康づ

くりが重要と考えており、関係機関と連携を図りなが

ら県民一体の健康づくりを推進してまいります。

　次に、「福寿うちな～運動」への県の関与と支援策

についてお答えします。

　全国健康保険協会沖縄支部が実施している「福寿う

ちな～運動」は、ウオーキングの実践を中心とした健

康づくり活動を展開しております。

　平成21年度における当該協会沖縄支部への加入者

は、県内の全医療保険加入者の42％を占め、その取り

組みが県全体に与える影響は大きいものがあります。

県では、当該事業の推進のため設置されている「福寿

うちな～推進協議会」に委員を派遣しているところで

あり、同協会との連携を図りながら健康づくり対策を

推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　那覇市の中核市移行につ

いての御質問の中で、中核市移行に伴うメリットと評

価についてお答えいたします。

　中核市は、政令都市以外の人口30万人以上の都市に

ついてその事務権限を強化し、より充実した市民サー

ビスを提供できるように平成７年度から設けられた都

市制度で、平成22年４月現在、全国で40市が指定され

ております。

　那覇市の中核市への移行は、福祉や保健衛生、まち

づくりなどの事務が県から市へ移行されることにより

市の事務権限が大幅に強化され、また、事務処理の一

元化により許認可事務などの事務処理の短縮がなされ

るなど、住民サービスの向上に大きく寄与するものと

考えており、県としても積極的に支援していきたいと

考えております。

　次に、同じく中核市の関連で、移譲される県の主な

事務等についてお答えいたします。

　県から那覇市への移譲事務は2000項目以上になるも

のと考えており、そのうちの主な事務は、保健所関連

業務、身体障害者手帳の交付事務、市街化区域または

市街化調整区域内の開発行為の許可などとなっており

ます。

　移譲に係る財源は、法令により移譲される事務経費

については地方交付税により、また、県からの任意移

譲事務については沖縄県市町村権限移譲交付金により

手当てされることになります。

　また、移行時期について、那覇市は市議会への申し

出、知事からの同意手続、総務大臣への指定申し出な

どを経て、平成25年４月１日の中核市移行を目指して

いるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　県道真地久茂地線の

拡幅整備事業についての御質問で、開南交差点北東角

地におけるイベント広場や「ポケットパーク」整備に

ついてお答えいたします。

　真地久茂地線の拡幅整備事業は、機能的な交通網の

確立及び安全・快適な歩行者空間の整備等を目的とし

ております。このため、開南交差点においては、４車

線拡幅とあわせバス乗降客と歩行者等の滞留空間を現

在の新栄通り側バス停留所の背後に整備する考えであ

ります。

　地域活性化のイベント広場や防災機能を有する「ポ

ケットパーク」の整備については、農連市場市街地再

開発事業や那覇市の総合計画等との整合性を図りなが

ら、総合的に検討する必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　それでは再質問をさせていただきま

す。

　まず行財政改革ですけれども、総務部長、見直すと

いう答弁でしたけれども、これは来年度から導入する

というふうに私は考えてよろしいですか。各都道府県

では、一部ではありますけれども、約半数に近いと思

います。もう既にこの制度を導入しているんですよ。

このことについて県の方針はどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　現在、各種委員会と意見
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交換といいますか調整を図っている段階でございまし

て、勤務実態、それから職責等々、そのあたりを少し

勘案しながら対応したいと思っていまして、来年４月

に向けて準備を進めているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　これは行財政改革の一環ですから

しっかりと取り組んで、来年度実施ができるようにま

ずは頑張っていただきたいと思います。

　次に福祉行政、この「福寿うちな～運動」について

聞かせていただきたいんですけれども、これは先ほど

部長から答弁がありましたように、ウオーキング活動

を通して健康づくりを行うという取り組みなんです

よ。それで現在は60の事業所に約1300名の皆さん方が

参加をしていて、その活動をもっと広げようというこ

とでやっておりまして、これは県の福祉保健部でも取

り組んでおりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時14分休憩

　　　午後３時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健部として

実際にウオーキング活動に参加しているということは

ないです。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　せっかくの長寿県沖縄を復活させよ

うという取り組みですので、長野県においては「ピン

ピンコロリ運動」というのがありましたね。いわゆる

こういった運動も長野県の長寿をどうにかきちっとつ

くり出そうということで長野県は一生懸命取り組んだ

んですよ。そのおかげで、いわゆる長寿日本一になっ

たんです。そういう事例もあるんですから、県で今取

り組まれているこのウオーキング健康づくり運動は、

私はこれは県民運動に広げていってもおかしくないと

思っているんです。

　この背景をちょっと申し上げますと、これは県民の

健康を取り巻く社会背景、数値なんですけれども、糖

尿病死亡率は全国でワースト２位、そして人工透析の

導入年齢は、全国平均より５歳早い、そして肥満や脂

質異常、メタボリックシンドロームの保有率全国１位

なんです、この沖縄は。そして県民性なんですけれど

も、車社会でまず歩かない。脂肪の多い食事を好む。

ファストフード店、居酒屋の店舗数が全国でナンバー

ワンに多い。

　こういった社会背景の中でこの医療データを見てみ

ると、これはもっと深刻なんです。外来診療率と外来

医療費が全国で最も低い。入院率は最も高く、これは

何をあらわしているかというと、重篤な状態にならな

いと医療機関に行かないという県民性があるんです

よ。特に若い世代では、生活習慣病による死亡率が急

増していて、これは専門家の間では緊急課題だという

指摘がされているんですよ。こういういわゆる社会背

景の中でこういう運動が今取り組まれているんです。

　これは私事なんですけれども、わざわざこれを半月

前に買ってきて、私も今、万歩計をつけて頑張ってい

るんです。5000歩歩こうと思って一生懸命やっている

んですけれども、１日5000歩達成するのは大変厳しく

て、目標にしているのが、社長さんで１万歩、部長さ

んで8000歩、そして課長さんで5000歩、それが大体の

目標でやっているそうなんです。そういったことも考

えると、もっときちっと県として取り組む必要がある

んじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かに健康危機に

関しては、今、議員のおっしゃるとおりで、まさにそ

れは県民挙げて取り組まなきゃいけない行動だと思っ

ています。そういうことで「健康おきなわ21」をつ

くって、その中で「長寿世界一復活に向けて」という

ことで「チャーガンジューおきなわ９か条」を設定し

て、これを広く県民運動として盛り上げようというこ

とでございます。その中では、各保険者がそういうも

のに自発的に取り組んでいくという県民運動を盛り上

げようという施策でございまして、その中の一環とし

てこの保険事業所がこの「福寿うちな～運動」を協会

がやっているということでございます。それがきょう

の新聞にもございましたが、かなり事業所が広がって

参加がふえているということですので、沖縄県自体も

一つの沖縄県事業所として参加することは本当に必要

かなとは思っておりまして、それを福祉保健部から今

後発信していけたらというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　部長、「必要かな」じゃないです

よ。県が率先してやらないと、こんな運動はうまくい

かないですよ。ぜひ参加してください。

　知事、何か健康にいいことやってますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　こういうお時間を使うのも

あれですが、１万歩やっておりますことと、早寝早起

きでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　知事も１万歩頑張っているというん

ですから、部長もせめて１万歩ぐらい頑張らないと。



－ 313 －

議長、議長もこれは議会で取り組む必要があります

よ。ぜひみんなで頑張ってまいりましょう。

　次に移ります。

　県道222号線ですけれども、土木建築部長、これは

那覇市は県と調整をして地域の皆さん方の意見をしっ

かり聞いて、それを反映させたいということを言って

いるんです。しかしながら、県はこのことについてど

う考えているのか。いわゆる地域の方々とうまく調整

ができてないんだよ。その中でいわゆる地域が納得し

ないような、地域が望まないような公共事業のあり方

というのは、私はこれは問題があると思っているんで

す。反対・賛成がある地域なら別ですよ、泡瀬のよう

に。ただ、地域の皆さん方が全員そろってここでどう

にかお願いしますという事業は、それは県としても国

庫補助事業を使えば９割の補助があるんだから。これ

でやるからいいという問題ではないんだけれども、し

かしながらそのことによっていわゆる地域が活性化

し、県の税収が上がるんであれば、それはそれにこし

たことはないじゃないですか。そこはどうなんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　開南通りからの要請

があるということは承知しております。そこについ

て、私が先ほど回答いたしましたバス停のところの

「ポケットパーク」、よく「ポケットパーク」とイベ

ント広場を混同しがちなんですけれども、私ども道路

事業でやるところは歩行者空間とそれからバス停、そ

してそこで待っている人たちがたまる空間としての場

所を確保する。それが街路事業、道路事業の役目でご

ざいまして、もしイベント広場とかそういう地域活性

化のための広場であれば、道路事業とは異なるところ

でございます。このバス停につきましても、私ども都

市計画決定する際に地域住民に説明をし、それから公

聴会も開いて、それから都市計画審議会を通してちゃ

んと住民の意見を聞いております。

　要望のありますこのイベント広場につきましては、

あの通りの中で、農連市場の市街地再開発もスタート

しておりますので、その中でまた那覇市と検討をして

いく必要があるだろうというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　今の答弁を聞くと、全く県の方針は

変えないということですな。そういう方針でやるんで

すか。これは公園事業と道路事業とは違うんだよ。こ

れはみんなわかっていることなんだ。国からの補助率

も違うんだよ。そういうことを考えてみれば、那覇市

がそういう形で県とタイアップしてやりたいと言って

いるものを、何であえて県はそこをかたくなに自分の

計画じゃないと前に進めぬということをやるんです

か。もう一度答弁してくださいよ。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　那覇市と調整するこ

とは当然やります。先ほども話しましたように、事業

の手法としてどの手法をやるかということが問題に

なってくるかと思いますので、その辺も含めて那覇市

とは調整をしていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　これ以上は追及しません。

　知事、知事の政治姿勢なんですけれども、今議会、

多くの議員の皆さん方がいわゆる知事の県内移設反対

をなぜ言わないのかという議論に集中し固執している

んですよ。ここはいろいろな考え方がありまして、私

は知事はどういう立場に立つべきかということを私な

りに考えてみたんですよ。やはりこういった基地の整

理縮小・削減については、県内にはいろんな意見があ

るんです、多種多様な。そういったものを最大公約数

を知事がきちっととらまえて、その上に立った政策を

国に突きつけていくというやり方、こういうプロセス

が私は大事だと思っているんですよ。知事、このこと

についてはどう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時24分休憩

　　　午後３時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　なぜ、政党の皆さん方がいわゆる県

内に固執するか、これはいわゆる革新政党の中でも県

外と国外では大きな違いがあるんですよ。３党集まっ

て議論をすれば、いわゆる県外でもいいという人たち

と、いや、県外では絶対だめで、国外にもっていかな

いとだめだといういわゆるイデオロギー的な、政治闘

争的な政策を持っている皆さん方もおいでになるわけ

ですよ。この人たちが議論をしてやっていくと、どこ

に落ちつくかというと、県外移設ということになる

と、ここであつれきが生まれるから、これをチャラに

するためにはどうしても県内反対という着地点を探し

てここで頑張らないと、この議論が成り立たないんで

すよ。だから今議会でも彼らが知事に県内反対を言い

なさいというのは、そこに私は目的があるというの

か、目線があるわけですよ。そういうことももろもろ

踏まえて知事はどう考えるかということを聞きたいと

思っているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君）　基地問題全般についてでは

なく、普天間の基地の例で申し上げますと、普天間に

つきましては、文字どおり一日も早い危険性の除去、

そのためには今度の日米共同発表の見直しを迫る。見

直しの中身というのは、辺野古への移設というものを

県外移設というふうに求めていくと、こういうことな

んですね。そのときに確かにいろんな方から、なぜ県

内反対と言わないかという話がありました。これに対

しては、これも何度も申し上げましたが、我々行政を

あずかる身としては、反対とか賛成という表現のもの

も無論あるんですが、私どもは条件つき賛成とか条件

つき反対というのは世の中の事象にはたくさんありま

すと。この件もそれに近い。したがって現実、事実上

は不可能とさえ言えそうな、不可能に近い、こういう

言い方を我々はしているんであって、思いはほとんど

同じですよと言っているわけです。ですから、思いは

ほとんど同じものを我々の表現は、事実上不可能に近

いというようなことを申し上げているんで、政党の皆

さんと同じように県内反対と言わなきゃいけないとは

思っておりません。思いはまず同じだと思っているん

ですが。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　私は、知事のいわゆる県外移設とい

うのは、これはある意味では県民の総体の総意として

はこれは私は正しい判断だと思っているんです。何も

県内移設反対と言わないから、基地に対して弱腰だと

か、知事の考えが政府に対してもっと強く出るべき

じゃないか、意見等々ありますけれども、私はここ

を、この県外移設だけで十分知事のいわゆる基地に対

する姿勢というものは理解できると思っております。

　それともう一つ、危険性の除去ですけれども、どう

も移設先ばかりに目がいって、現実に普天間の危険性

というのがまだ顧みられてないんです。私は、いつヘ

リが落ちてもおかしくないと思っているんです。国際

大学に落ちたのも、これは必然性があったんですよ。

これまでいろんな事件・事故が起きて、そして国際大

学に落ちたんです。あれから５年ですよ。いろんな事

故が起きてますよ、まだヘリの事故は、米軍関係のも

のは。こういったことを考えると、一日も早い危険性

の除去というものに県民が目を向けてこの議論をしっ

かりやっていって、具体的にどうするというものが出

てこないと、私は政治的責任は大きいと思っているん

です。知事、どう考えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　一日も早い危険性の除去と

いうことで、自由民主党、公明党さんが政権をとって

いるとき、県内移設も名護も長年かけて条件つきとは

いえ受け入れてもいいよというときには、それも一つ

の選択肢だということで賛成もしておりました。さら

にまた、３年めどの閉鎖状態ということでいろんな議

員から、まだ何もできてないじゃないかと言われまし

たけれども、これも粘り強く日米両政府と折衝を続け

ております。そういう中で今度の政策協議会の負担の

軽減の中にも、新しい菅政権になったあそこの中にも

一日も早い危険性の除去というのもここにつないで、

これは粘り強く、しかもなるべく早くこれを可能な限

り実現できるように取り組みはしっかりと続けており

ます。そういう中で技術的に危険性を除去する方法も

あるし、分散することによって危険性を確率的に落と

すという方法もあるし、向こうの2700メートル、2800

メートルのあの飛行場を1600ぐらいしか使わない。あ

とをあけるというようなテクニカルな方法も実はまだ

まだいろいろあるんですよね。ここをもっと軍事技術

者、軍事システム専門家とよくよく相談すればいろん

な案が私、あり得るとまだ思っています。ですから、

これは確かに３年めどというので大分いろいろと追及

されましたが、これもテクニカルな面ではまだ頑張り

抜いて今の政策協議会にも入れて、ここでも協議する

ことになっているわけです。ですからもっともっとこ

こは私のほうでも力を入れて案をつくり、日米両政府

と実現できるようにまとめていきたいという思いは今

強く持って、なお手を打っているつもりです。

○翁長　政俊君　頑張ってください。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　こんにちは。

　では、一般質問をさせていただきます。

　まずその前に冒頭、皆さんに御報告を申し上げたい

んですけれども、我が公明会派と一緒にこれまで頑

張ってきていただいた内間清六さん――先輩ＯＢでご

ざいますけれども――残念ながら先日お亡くなりにな

りました。この場をかりてお見舞いを申し上げたいと

思います。

　まず基地問題について伺います。

　日米安保条約、日米同盟についてでございます。

　日米安保条約、日米地位協定締結から50年が経過し

ました。日米安保条約は、御存じのように10カ条から

できており、日米の平和と安定、経済発展のために両

国が相協力することを誓い合っており、そのために日

本は、陸・海・空などアメリカの軍隊が日本における

施設・区域の使用を許可するとなっております。そし

て、その第６条に基づいて日米地位協定が別途定めら
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れております。

　私は、日本の安全を考える上で日米安保条約、日米

同盟を認める立場であります。しかしながら、戦後65

年、日米安保条約締結50年が経過した今日、すべてが

良好であり、今後もそのまま継続すべしというわけに

はいかないという思いを強くしております。特に、不

平等協定とも言われる日米地位協定は大きな問題があ

り、その見直しは重要課題であります。また、0.6％

の国土面積に74％の米軍専用施設が集中していること

も異常であります。

　日米安保のメリットの部分は全国民で享受し、デメ

リットの部分は沖縄に押しつけるという現在の日本政

府のやり方は明らかに間違っております。日米同盟を

基軸とするという外交政策は今後も大事にすることを

前提にしながらも、その内容は、国民の特に沖縄県民

の意向もきちんとしんしゃくしながら日米交渉に臨む

ことが迫られていると考えております。

　先日、民主党政権が初めてつくった平成22年度版防

衛白書が発表されましたが、その内容は、自民党時代

とほとんど変わっていないようであります。アメリカ

追従を批判し、対等な日米関係を高らかに訴えた割に

は、特徴らしい変化は何もありません。

　私は、今、沖縄から問いたいことは、日米安保条約

の役割と評価をいま一度検証し直すことが必要ではな

いかと思います。そこから新しい発想で考え直したと

きに、対等な日米関係の構築はできるのではないかと

思います。

　以下、質問します。

　茨、日米安保条約、日米同盟について。

　ア、在日米軍基地の存在価値を米国側から見てどう

考えますか。

　イ、在日米軍基地の存在価値を日本側から見てどう

考えますか。

　ウ、在日米軍基地の機能をどう考えますか。

　エ、対等な日米関係をつくるには何が重要と考えま

すか。

　オ、日米地位協定が見直されてこなかった理由をど

のように考えますか。

　芋、国家安全保障について、日本の教育のあり方、

調査研究のあり方をどう考えますか。

　鰯、普天間飛行場の辺野古移設は不可能でありま

す。県外移設を主張すべきではありませんか。

　２、東部海浜開発事業について伺います。

　茨、国交大臣が事業再開を表明しました。再開への

スケジュールはどうでしょうか。

　芋、事業計画の内容や取りつけ道路の本数の問題に

県はどのようにかかわりますか。

　３、中城湾港新港地区物流拠点形成について。

　茨、定期船就航実験の進瀧状況はどうですか。

　芋、東埠頭整備の進瀧状況はどうですか。

　４、ＩＴ津梁パークの進瀧状況について。

　茨、整備の進瀧状況はどうですか。

　芋、企業誘致の進瀧状況はどうですか。

　鰯、雇用についての年次目標はどうですか。

　５、「沖縄国際アジア音楽祭」について。

　茨、第２回目の開催日程はどうですか。

　芋、那覇市に偏り過ぎた計画を次回見直すべきでは

ないでしょうか。

　鰯、一般参加者の誘致、増員計画はどうですか。

　６、県営団地の建てかえ計画について。

　全県の団地建てかえスケジュールはどうなっており

ますか。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの金城勉君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時37分休憩

　　　午後４時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の金城勉君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城勉議員の質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、基地問題についての中で、普天間飛行

場の県外移設を求めることについてという御趣旨の御

質問ですがお答えいたします。

　県としましては、去る５月の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設案を受け入れる

ことは極めて厳しいと繰り返し申し上げてきたところ

であります。そして名護市長選挙や県議会の意見書議

決、県民大会など昨年９月以降の県内の諸状況を踏ま

えますと、地元の理解が得られない移設案を実現する

ことは極めて困難であると考え、政府に対し県民の納

得のいく説明と解決策を示すよう求めてきたところで

ございます。しかしながら、政府からこの間の県民の

怒りと失望にこたえ得る説明と方策は依然として示さ

れておりません。

　県としましては、このような状況にかんがみて、政

府に対し日米共同発表を見直し、普天間飛行場を県外
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に移設することを求めてまいりたいと考えておりま

す。

　東部海浜開発事業に係る御質問の中で、事業再開へ

のスケジュールについてという御質問にお答えいたし

ます。

　土地利用計画の見直し案につきましては、去る８月

３日に沖縄市長が沖縄担当大臣へ説明を行い、了承が

得られたところであります。

　県としましては、今後、市の計画案をもとに今年度

中に港湾計画の変更を行い、その後埋立免許の変更等

に係る手続を進め、来年度において工事再開できるよ

う努めてまいりたいと考えております。

　次に、「沖縄国際アジア音楽祭」に係る御質問の中

で、今年度の日程及び計画の見直しについての御質問

にお答えいたします。恐縮ですが、５の茨と５の芋が

関係いたしておりますので、一括して答弁させていた

だきます。

　今年度の「沖縄国際アジア音楽祭」は、ロック、

ジャズや民謡など幅広いジャンルの音楽を海外からの

ミュージシャンの参加も得まして開催することといた

しております。アジア文化交流の中心地として沖縄の

存在感をアピールしていきたいと考えております。

　開催日につきましては、同時期に行われます「沖縄

国際映画祭」との相乗効果も発揮できるよう、来年３

月18日から20日までの３日間の日程で実施する予定で

ございます。また、昨年度は那覇市会場を中心として

開催したところでありますが、第２回目となります今

年度の実施に当たりましては、音楽を通したまちづく

りを目指す中部圏域へ配慮をし、沖縄市などを中心と

した事業計画で準備を進めているところでございま

す。

　次に、県営団地の建てかえに係る御質問の中で、建

てかえスケジュールについての御質問にお答えいたし

ます。

　県営住宅の建てかえは、平成13年度から22年度まで

を期間とする「沖縄県公共賃貸住宅ストック総合活用

計画」に基づき、老朽化や耐震性等の観点から建てか

えが必要な団地につきまして順次建てかえを行ってま

いりました。これまでに６団地の建てかえを完了を

し、４団地の建てかえを実施中でございます。

　今後は、平成23年度を初年度といたします新たな10

カ年計画におきまして整備手法や事業スケジュールを

定めることといたしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題について、日

米両国から見た在日米軍基地の存在価値について、１

の茨のア、１の茨のイを一括してお答えいたします。

　昨年11月の日米首脳会談において、オバマ大統領は

「日米間の不朽のパートナーシップは、両国の繁栄と

平和をもたらし、日米同盟はアジア太平洋地域にとっ

てのたぐいまれな恩恵を確保した。」と発言してお

り、鳩山前総理も日米安保体制は、戦後今日まで、日

本の自由と民主主義のもとでの平和と繁栄に大きく貢

献してきたと発言しております。また、９月に発表さ

れた平成22年度防衛白書において、「日米両国は、日

米間の安全保障協力をさらに拡大・発展させ、日米安

保体制を中核とする日米同盟を深化させるためのプロ

セスを推進すること」が示されております。

　これらのことから、日米両政府はともに、戦後65年

にわたって存在してきた在日米軍基地が地域の平和と

安全に寄与しており、今後も引き続き東アジア情勢の

不安定化等に対処するためその役割を果たしていくと

認識しているものと考えております。

　次に、在日米軍基地の機能についてお答えいたしま

す。

　平成22年版防衛白書によれば、「日米両国が協力し

てわが国に対する武力攻撃などに対処するにあたって

は、米軍は主としていわゆる「矛」としての打撃力の

役割を担っているが、このような打撃力として米軍が

機能する際には、日本に駐留する米海軍、米空軍、米

海兵隊などが一体となって十分な機能を発揮するもの

と考えられる。」としております。

　次に、対等な日米関係には何が重要と考えるかにつ

いてお答えいたします。

　日米安保条約締結からことしで50年が経過します

が、県としましては、この間、日米安全保障体制を含

む日米同盟関係が我が国及び東アジアにおける国際の

平和と安定の維持に寄与してきたものと理解しており

ます。

　今後とも日米両政府においては、軍事のみならず経

済、文化等の分野において緊密な協力関係を構築する

ことが重要であり、そのためにも両政府が沖縄の過重

な基地負担の軽減に真摯に取り組むことが最も重要で

あると考えております。

　次に、日米地位協定が見直されなかった理由につい

てお答えいたします。

　政府は、日米地位協定について、「米軍及び在日米

軍施設・区域を巡る様々な問題を解決するためには、

その時々の問題について、地位協定の運用の改善に
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よって機敏に対応していくことが合理的と考えてい

る。」としておりました。このことが地位協定が見直

されなかった大きな理由と考えております。昨年９月

の政権交代後、政府は、新政権において「日米地位協

定の改定を提起する」という方針を示しております。

　県としましては、早急に方針に基づく具体的な道筋

を示し、見直し作業に着手するよう求めております。

　次に、国家安全保障に関する日本の教育のあり方等

についてお答えいたします。

　我が国の安全保障については、これまで十分な議論

がなされてきたとは言えず、今後、安定した安全保障

環境の構築に向け日本が果たすべき役割等について、

教育等も含め国民全体で議論していく必要があるもの

と認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　東部海浜開発事業に

ついての御質問で、計画内容及び取りつけ道路に係る

県のかかわりについてお答えいたします。

　沖縄市が作成した土地利用計画の見直し案において

は、第Ⅱ区域を中止し、第Ⅰ区域のみとなったことに

より埋立面積が半分程度に減少しております。

　県としましては、今後、市の計画案をもとに港湾計

画や埋立免許の変更等に係る手続を行い、道路や人工

ビーチ及び港湾施設等の整備を行う考えであります。

また、アクセス道路は、推計交通量より４車線道路１

路線で対応可能と考えております。

　次に、中城湾港新港地区物流拠点形成についての御

質問で、定期船就航実験の進瀧状況についてお答えい

たします。

　新港地区における定期船就航につきましては、沖縄

国際物流戦略チームにより中城湾港における流通加工

港湾の実現に向け、定期航路を就航させる社会実験を

行うことが提言されております。

　県としても、新港地区への企業誘致の促進や中部圏

域の活性化のため定期船就航が重要と考えており、現

在、社会実験事業を国に要望しているところでありま

す。

　同じく中城湾港新港地区物流拠点形成についての御

質問で、東埠頭整備の進瀧状況についてお答えいたし

ます。

　新港地区東埠頭については、水深7.5メートル岸壁

６バースと水深11メートル岸壁１バースが概成してお

ります。同埠頭の供用開始に向けて、国において泊

地・しゅんせつを平成21年度より進めてきましたが、

泡瀬地区の工事中断によりしゅんせつも中断しており

ます。

　県としては、沖縄市による土地利用計画見直しを踏

まえ、埋立免許の変更等の必要な手続を行い工事を再

開し、東埠頭の供用が早期に図られるよう努めていき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　ＩＴ津梁パークの進

瀧状況についての、ＩＴ津梁パークの整備と企業誘致

及び雇用の状況について一括してお答えいたします。

　沖縄ＩＴ津梁パークの整備につきましては、「中核

機能支援施設Ａ棟」が昨年６月に供用開始し、「中核

機能支援施設Ｂ棟」並びに「企業立地促進センター」

がことし９月に供用開始しております。この２棟の完

成により入居企業数は５社から11社に増加し、就業者

数も現在約100名から、次年度には最大約800名まで拡

大する見込みであります。

　県としましては、基本計画の目標である約8000名の

雇用の創出に向け、ＩＴ津梁パークの整備を推進し積

極的な企業誘致に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　「沖縄国際アジア音

楽祭」についての御質問の中で、来場者の増員計画に

ついてお答えいたします。

　音楽祭の成功については、来場者の増員確保が重要

な課題であると考えております。そのため、同時期に

開催される「沖縄国際映画祭」の来場者の誘客策の検

討をするとともに、旅行代理店の会合における音楽祭

を活用した旅行商品化の協力のお願いなどを行ってい

るところであります。また、出演者が決定次第、県外

事務所や海外事務所を通じて音楽祭情報を発信すると

ともに、台北市で開催される台湾観光協会主催のイベ

ントにおいても台湾側が発行する沖縄ガイド冊子に情

報を掲載し、音楽祭のＰＲを行う予定としておりま

す。

　今後ともあらゆる媒体を通してＰＲに努め、さらな

る来場者の誘致に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　知事、この日米同盟、日米安保条約

に係ることについて再質問をしたいと思います。
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　米軍再編が2005年に行われまして、いろんな形で世

界じゅうの在外米軍の見直しというものがなされてき

たんですけれども、アメリカは、日本を初めまた韓

国、当然ヨーロッパ、中東、それから中央アジア

等々、世界的にその在外米軍を置いてきたわけです。

その数を調べてみると50カ国以上にも上っておりまし

て、それはひとえにアメリカが世界のトップリーダー

としての立場を維持する、そういう考え方のもとに在

外米軍の基地の配置がなされているわけです。特に、

1991年のソビエト崩壊以降は、単独でそういう世界規

模の安全保障というものをアメリカが担いながらトッ

プリーダーとして君臨してきたわけです。

　ちなみに、その軍事予算の面から見たときに、本当

にびっくりするような数字になっているんですけれど

も、やはりアメリカが軍事費においては世界のナン

バーワンを誇っておりまして、60兆円を超える、年間

ですね。その後、２位に最近台頭してきた中国が９兆

円を超えると、そしてフランスが３位で５兆8000億

円。ちなみに、日本は――これは2009年度の資料です

けれども――４兆7000億円というふうな数字になって

おりまして、もうアメリカはけた違いに断トツの軍事

力を示しているということであります。

　そしてその中で、アメリカ側からしたときに、アメ

リカというのは、我々は大陸というふうに感覚的に見

ているんですけれども、アメリカの認識というのは、

西は大西洋、そして東は太平洋に囲まれた海洋国家と

いうふうな認識らしいんです。ですから、まずそうい

う世界戦略を考えたときに重要になってくるポイント

としては、大西洋側にはイギリスに置いて、そこに在

英米軍というものをキーステーションに置いている

と。そして東、太平洋側については、日本にその機能

を置いていると、これがいわゆる戦略的根拠地という

ふうに呼んでおりまして、そういうふうに２大拠点と

して世界を見渡しながらアメリカの戦略というものが

組み立てられているとそういうふうに言われているん

ですけれども、このことについての知事の認識はいか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時21分休憩

　　　午後４時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　アメリカが軍事費において

も世界のトップであることは、かねてより知っており

ましたが、今おっしゃったように西にイギリス、東に

日本というその戦略的な配置につきましては、今議員

からのお話でなるほどと思ったぐらいでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　実は、こういうことというのは、私

もいろいろと資料を調べてみてそういう認識に立った

んですけれども、意外と日本人というのはそういう認

識を持っていない。要するに、在日米軍というものは

世界の中のある一部であって、そしてアメリカが日本

を守ってくれているというぐらいの軽いタッチの認識

がほとんどなんですね。

　しかし、アメリカ側から見ると、調べれば調べるほ

どこのアメリカの世界戦略というもの、そしてそれに

果たす日本の役割というのが非常に大きな存在として

浮かび上がってくるんですよ。

　これは、やはり米軍の在外基地の機能というのはい

ろんな機能を持っておりまして、例えば、脅威対処

型、在韓米軍みたいに北朝鮮という具体的なそういう

脅威に対しての備えという形をとる場合、あるいはま

た、食料や燃料や弾薬等々の備蓄基地として機能する

場合、そういういろんな使い分けをしながら、最も戦

略的な重要度を持っているのは、イギリスや日本の在

外米軍基地みたいに戦略的に地球そのものをにらみな

がら、そしてその機能というものが組み立てられてい

るとこういう状況になっているんですね。ですから、

戦略的根拠地というふうに呼ばれているんですけれど

も、その状況は日本の場合には守備範囲がハワイか

ら、そして西はインド洋を越えて中東に至るまでの範

囲を守備範囲にしているんですね。これは日本でよく

極東条項の議論があるんですけれども、もはやこれは

もう極東条項という日米安保の６条の規定というのは

もう形骸化しているのは明らかであって、実態に即し

た議論というものが国会でなされていないんですね。

　ですから、そういう在日米軍の果たす役割というも

のがいかに大きな役割を果たしているか、こういうこ

とが日本国民にさえなかなかそれが理解されていな

い。そういう中で、日本の基地機能というのはそうい

う燃料の補給基地も兼ねている、そして弾薬の補給基

地も兼ねている、そして在外米軍に対するメンテナン

ス機能という高い技術力も提供している。さらには訓

練基地としての機能も当然ある。そういうふうなこと

が、いろんなそういう戦略の中に位置づけられてい

て、だからこそ西のイギリス、東の日本というくらい

の存在感を持っているんですよ。単なる先ほど知事公

室長が言ったような説明では、これはもう表をなでた

ぐらいにしかすぎない。そういうことを考えれば、こ

の軍事的価値というものはもう大変なものを持ってい

る。
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　ですから、そういう意味で、私はこの日米安保の果

たす役割、日米同盟の果たす役割、同時に日本が対ア

メリカとの外交交渉というそのことについてそういう

認識がなければ、常にアメリカに守ってもらっている

という片務条約という言葉がありますけれども、そう

いう認識に陥ってしまう。その片務条約という言葉、

知事はどういうふうに認識されておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まことにお粗末ですが、簡

単に言いますと、アメリカは日本を守る義務はあるん

ですが、日本はアメリカを守る義務がないという単純

な理解しか持っておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　そういうことが一般的な日本人の理

解なんですね。だからこそ、日本の外交というもの

は、弱腰でアメリカに物が言えない。対等な日米関係

をつくる、対米追従を許さない、こういうふうに大見

えを切った民主党でさえもわずかな期間でころっと変

わってしまって、辺野古に舞い戻ってしまうようなて

いたらく、こういうことが戦後この方続いているわけ

です。

　ですから、そういうことをきちっとした外交のあり

方というものに戻すためには、在日米軍の役割という

ものがいかに大きなものであるか、そしてこれは安保

条約の10条の中にありますからね、一方的にこれ破棄

できるんですよ、１年間の余裕を置いて。そして日米

交渉というものをそういう日米安保条約をもう要らな

いというところまでもし日本がそういうポーズでもい

いから見せたら、アメリカは大慌てしますよ。それぐ

らいに在日米軍の働きという、機能というものは世界

的に大きなものがある。そのことを踏まえて、外交交

渉というものをやっていったならば、日米地位協定

だってなぜ締結から50年も全く一字一句変わらないの

かと、こういう視点に立てるわけですね。

　ですから、そういう外務省や日本政府の国政の場に

おけるこういう議論が今まで聞いたことがない。そう

いう視点からの問題提起というものを起こすべきでは

ないかと思うんですけれどもいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　よく勉強されておられる金

城議員からのお話で、今すぐにお答えする能力に欠け

るわけですが、ただ、沖縄の現場にいろいろな実例が

たくさんありますから、こういうものを踏まえなが

ら、今の広域なグローバルな世界戦略といいますか、

軍事戦略といいますかそういうもの、そして日本の位

置づけ、アメリカの位置づけというものをきちっと国

会でといいますか、東京で議論をし、日本全国民が理

解をし認識するということというのは大きな意味があ

ると思いますが、それを沖縄側でリードしていけるか

どうかという点は、きょうはお話として受けとめさせ

ていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　日本政府あるいはまた外務省でさえ

も片務条約という言葉を口にするようなていたらくで

す。

　それはなぜかと言えば、やっぱり世界的なグローバ

ルな意味でのアメリカの在外米軍の基地機能というも

のの役割が理解されていない、認識されていない。私

は、そう思わざるを得ないんですね。外務省の役人が

あるいはわかっているのかわかりませんけれども、今

までの経緯を踏まえるならば、わかっているんだった

らそんなに弱腰の対米外交にはならないと思うんです

よ。ですから、そういうことをやはり日本国民がもっ

と理解した上で、国にも物申す、外務省にも物申す、

そういう姿勢というものが絶対必要だと思います。

　片務条約などということは言わしちゃいけない。こ

れほど世界的なグローバルな意味での大きな役割を果

たしている在日米軍が、アメリカの言いなりになって

たまるものかと、言いたいことは言う、そして不平等

なものは不平等と言う、見直すべきは見直しをしなさ

いという堂々としたそういう論拠のもとに要求をす

る、これが対等の日米外交ですよ。

　だから、そういう日本の持つ在日米軍の機能・役割

というものの理解が浅いために、それを具体的にアメ

リカに突きつけて外交交渉に臨めない、私はそういう

ふうに受けとめております。

　ですから、沖縄側から日本政府に対して、外務省に

対してのそういう今後の交渉のあり方、そういう視点

からの交渉のあり方をぜひとっていただきたい。いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　金城議員がよく研究されて

おられるお話ですので、私のほうできちっとお答えす

る能力にちょっと不安があるんですが、いずれにしま

しても、外交は国の外務省の専管だとか、防衛は防衛

省の専管という言葉がよく使われるんですが、今おっ

しゃったような意味において、私は、例えば基地が置

かれている沖縄にとっては当事者の一人でありますか

ら、我々は我々なりの、一つの省とか一つの組織で

もってそういうすべての責任を持ち得るとは思ってお

りませんし、我々は、そういう意味では、むしろ当事

者の一人として防衛・外交についても物を言うべきだ
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と私は思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　日本はそういう米軍に対する基地の

提供をしている上に、年間7000億円近くのそういう基

地の維持経費というものも日本側から負担しているん

ですよね。ですから、その沖縄の軍用地の賃貸料であ

るとか、あるいはまた基地周辺整備資金であるとかさ

まざまなそういう項目を並べると7000億円近いです

よ、毎年。それぐらいの基地負担もやっている、そし

て基地も場所も提供している、いろんな機能も提供し

て協力もしている。そういう中で、物も言えないとい

うのはもう本当に情けない、そういうことが言えると

思います。

　それで、そういうことを踏まえて、この普天間飛行

場の移設問題についても堂々とやはりそれだけのアメ

リカに対して物申すという視点から、この普天間移設

問題についてもこれ以上の過重な基地負担は0.6％

（国土面積）に74％（米軍専用施設）なんていうのは

もう異常だ、あり得ない話、そういうことをぜひ訴え

ていただいて、そしてもっと話したかったんですけれ

ども、時間がなくなりました。日米共同声明を見直し

県外移設を求める、このことはいろんな人から議論が

ありました。やはりそのことを知事のスタンスとして

いろんなことを想定しながら、この基地の負担軽減も

そしてまた基地問題以外のさまざまな県政の課題も含

めてのことですから、それを貫きながら知事選に臨ん

でいただきたい。公明党も全力で支援しますから、ま

た12月、一緒にここで相対しましょう。よろしくお願

いします。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

　　　〔新垣哲司君登壇〕

○新垣　哲司君　皆さん、こんにちは。

　今の時間帯は本当に眠たくなる時間帯でございます

が、あと２人でありますので、どうぞ御辛抱のほどよ

ろしくお願いします。

　さきの金城議員の発言にもありましたが、元同僚議

員である内間清六さんが突如死去されたということで

報道がございました。道半ばで大変残念なことだな

と、こういうふうに思っております。ブラジル、ペ

ルー、アルゼンチン、ボリビア、一緒に行って、内間

さんの方言、非常に感動したのがきのう、おとといの

ようで、本当に心から哀悼の意を表したいと、こうい

うふうに思っております。

　質問に入ります。

　私は、２点、「全国豊かな海づくり大会」の開催に

ついてと、それから我が党の辻野ヒロ子議員の尖閣問

題、２点について質問をさせていただきたいと思いま

す。

　まず、「全国豊かな海づくり大会」の開催につい

て。

　ここ沖縄県南部地域において、祖先から受け継いだ

豊かな海を育てながらその恵みを受けて、消費者に対

する安全で良質な水産物の安定供給を担うとともに、

漁場・漁村地域の健全な発展に努めてきたことと思い

ます。

　しかしながら、沿岸漁場の環境悪化等による水産資

源の減少、漁業の担い手の減少、高齢化、価格の低迷

など多くの課題を抱えており、厳しい現状に直面して

おります。

　漁村・漁場には安全で良質な水産物の安定供給に加

え、多様ですぐれた食文化をはぐくむとともに、美し

い豊かな自然環境や文化、人情味あふれる地域住民と

の触れ合い、親水性レクリエーション等の保養の場の

提供など多様な役割を果たすことが期待されておりま

す。

　このような状況の中で、南部豊かな海づくり実行委

員会では、水産資源の維持・拡大並びに漁場環境保全

の啓蒙を図り、つくり育てる漁場への理解を深め、南

部地域の水産業振興に寄与することを目的に「南部豊

かな海づくり大会」を開催し、稚魚放流や魚礁・産卵

礁を設置するなど南部海域の海づくりに努めてまいり

ました。

　このような水産資源を守り育て、恵みある海の環境

を保全し、末永く後世に伝えることを全国に訴え、水

産業に対する理解を深めていくため、「全国豊かな海

づくり大会」を開催する必要があります。

　そこで伺います。

　沖縄県の水産業を取り巻く環境は、水産資源の減

少、漁業環境の悪化などによる漁獲量の減少に加え、

生産コストの拡大、魚価の低迷、漁業就業者の減少、

高齢化による極めて厳しい状況であります。このた

め、海の環境を保全しつつ、水産資源の維持、培養を

図るとともに、後継者の確保等に取り組み、水産業の

振興を図る必要があります。特に広大な海に囲まれた

沖縄県において、復帰40周年の節目に「全国豊かな海

づくり大会」を開催することは大変重要と考えており

ます。そこで知事の御所見をいただきます。

　次に、尖閣問題についての質問をさせていただきま

す。その件につきましては、我が県議会においても全

会一致で抗議をいたしました。

　去る９月７日午前、尖閣諸島の久場島沖の日本国領

海において、違法操業の中国船が、退去命令を出した
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第11管区海上保安本部の巡視船に接触した上、逃走を

図り、さらに停船命令にも応じずに接触を繰り返す事

件が発生しました。

　尖閣諸島は、明治28年１月に日本政府が沖縄県への

所轄を決定して以来、漁業や林業、かつおぶし工場が

営まれた実績があることや、大正９年には中国政府が

石垣島の住民にあてた感謝状で「日本領」と明確に記

されていることなどから、尖閣諸島は石垣市に属する

我が国の固有の領土及び本県の行政区域であることは

疑問の余地がないところであります。

　ところが、近年、軍事力で漁船を将兵を使い、武装

護衛艦を登場させながらインドネシア、ベトナム、マ

レーシア、ブルネイ等そういう小島に、いわゆる人が

住んでいないところを占領しようということで、今中

国は軍事力を増強し、こういうふうに展開をしている

と言われているところでございます。

　その件につきましても、きのうのニュースでもござ

いました。私たちの石垣島の中山市長を先頭に、そし

て八重山地域の市町村首長、各議長、漁民代表などな

どが要請を４日に政府に訪ねていっております。尖閣

諸島周辺の監視強化や同諸島への緊急避難整備、上陸

して実地調査ができるように措置を求める要請書を渡

してきたようでございます。

　さきの我が座喜味一幸議員の質問にもあったんです

が、どうもある意味では県の対応が非常に鈍い。もっ

と積極的にやはり尖閣問題を大事にしていかなければ

ならんなというような感がしたわけでございます。

　我が党の代表質問の辻野さんの質問に対しては、尖

閣諸島周辺の日本国領海で中国漁船が違法操業をし、

海上保安庁の巡視船に衝突事故を起こしたことで船長

が逮捕されたことについて県の見解ということで伺っ

ておりますが、その答弁においては、日本政府に事件

の経緯や日本政府の措置について説明を求めていきた

いという考えであるようでございます。というような

ことで、また、今後このような事態が発生しないよ

う、進展するか不明でありますが、今後とも沖縄県の

領域において県民の生命財産や漁業を初めとする諸権

利が侵害されることがないよう、日本政府に対し外交

上の適切な対応をしていきたいというようなお話でご

ざいますが、毅然たることで、しっかり要請をやって

いただきたい。

　あとはまた再質問をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣哲司議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、「全国豊かな海づくり大会」の開催に

ついての御質問にお答えいたします。

　「全国豊かな海づくり大会」は、水産資源の維持、

培養と、そして海の環境の保全に対する意識の高揚を

図るとともに、水産業に対する認識を深めることを目

的として開催される国民的な行事でございます。

　「全国豊かな海づくり大会」の沖縄県開催につきま

しては、南部市町村会、糸満市、水産関係団体などか

ら要請があることや、復帰40周年記念事業としてもふ

さわしいと考えております。このことから、大会の誘

致を進めていきたいと考えております。

　次に、代表質問との関連の御質問で、尖閣諸島視察

についての御質問にお答えいたします。

　私は、かねてから視察を行う必要があると考えてお

ります。状況を見ながら、まずは私自身が視察を行い

たいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　まず、「全国豊かな海づくり大会」

の件から再質問をさせていただきます。

　糸満市は、県内の水産業のいわゆる中心的な役割、

また、前進的な役割を担ってきたと、こういうふうに

思っております。そして、県内唯一の第３種漁港があ

ります。水産研究所もあります。農業試験場もありま

す。水産高等学校も糸満にあるわけであります。水産

関係が整っているのは糸満であります。戦前戦後、漁

民の町として栄えた糸満でございますので、復帰40周

年記念事業の一環として開催される大会には、慣例と

して天皇陛下、皇后陛下の行幸啓のもとに糸満市に誘

致することがふさわしいと、こういうふうに思ってお

りますが、再度知事の明言をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今のこれは御質問、御要請

といいましょうか、確かに「全国豊かな海づくり大

会」の開催場所につきましては、今議員おっしゃった

ように、南部市町村会とか糸満市、そして水産関係団

体から強い要請を受けております。

　そして、糸満漁港が全国の漁船が利用する沖縄県唯

一の第３種漁港であること等、そしてもう一つ、ウミ

ンチュの町としての長い歴史、そして今おっしゃった

水産高校その他施設が非常に整っていることから考え

ますと、糸満市が最適であると考えております。

　なお、開催場所の決定につきましては所要の手続が

必要ですので、関係部局に対応させたいと思います

が、糸満市が最も適当だと考えているところでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。
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○新垣　哲司君　知事、それ以上の答弁はないものだ

と、大変糸満市を代表し、南部を代表して敬意を表す

るところでございます。ありがとうございます。

　尖閣の問題でありますが、それにつきましては、私

から質問をして知事に答弁させようと思ったんです

が、知事はさっきから時期を見て私自身上陸をしてい

きたいという、これは結論からすると、こんなまた立

派な答弁はないんですね。しかし、今までの流れから

聞いて、最後には一緒に上陸していきたいと思いま

す。今質問ですからちょっとお待ちください。

　やはり尖閣というのは、私は非常に危機感を感じ

て、10年前から漁船で２回行きました、宮古と八重山

から。大体７時間から８時間かかります。大変なとこ

ろでございます。また、魚もやはり非常にあれがいい

もんですから、素人でも投げたらすぐかかるぐらいで

すね、そういうこともありました。

　非常に向こうは警備が大変であります。海上保安庁

はしっかり警備をしているんだが、そのすきを見て一

度は上陸をして、大変難しいところであるんですが、

しかし、我が国の固有の領土である以上は、だれでも

やはり行けるようなところでなければいけない。アホ

ウドリとか、そして上陸すれば非常にここにしかいな

いという鳥もいるし、ランもそうです。聞けば、見た

ことないハブもいるようです。ヤギもいるし、ヤギが

繁殖して生態系も壊すくらいになっているようでござ

いますので、これも一日も早く整備をしなければなら

んなと、こういうふうに思っております。

　知事、上陸するんであれば、一人だけいい思いする

んじゃなく、ぜひ沖縄県の県議会も一緒になって、全

部で二、三百名ぐらい連れて船をチャーターして、そ

してあそこは近くなると風向きがあれした場合は上陸

できませんので、そこに漁船を幾つか置いて、ここか

ら上陸すると。上陸しない方はまた海で待っておく

と、これでも結構でございます。そういうふうに思っ

ておりますので、もし知事が上陸するならいつごろに

なりますか、教えていただけませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常に魅力的なお話とお誘

いを受けたのですが、これは私も県知事に就任して以

来、尖閣についてはずっと興味を持っていましたけれ

ども、なかなか沖縄県の圏域にありながら、結局きょ

うに至ってまだ行っておりません。ですから、必ず参

りたいとは思っていますが、ただ、上陸その他につき

ましては、なかなかいろんな制約といいますか、いろ

んなことがあるので、ひとつこれは私は今返答ができ

ませんが、議員のお考えを承ったということにしてお

いていただければと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　余り時間もないんですが、ぜひ知

事、できれば選挙前です。それがやはり沖縄を代表す

る知事だと認識をしなければならない。特にあの弱腰

の民主党政府には、きのうも八重山の陳情があるし、

この前もうちの政調会長が国会議員の超党派で大会に

も出ているんですが、非常にある意味で弱腰とこうい

うふうに聞いておりますので、知事を先頭にやるべき

だなとこういうふうに思っております。

　それから議長、出身が石垣でございますので、やは

り整理権はあっても答弁権はないんですが、どうぞ

我々は調査費もあるわけですから、みんなが調査費を

使って行くぐらいの気持ち、横に振ったらノーです

が、縦に振れば大体そういう感じかなと思っているん

ですが、なかなか振らないですね。そういう気持ちで

ぜひ議長にも要求・要請をしておきたいとこういうふ

うに思っております。

　時間がございません。

　先ほどちょっと言い忘れたんですが、海づくり大会

は２年後でございますので、これは今度の夏にも皇太

子殿下が御来県なさって、警察本部長を初め警察の皆

さん大変御苦労さまでございました。私たち地域も昭

和50年の火炎瓶事件以来、二度とこういう事件があっ

ちゃいかんなとこういうふうにみんなが思っています

ので、２年後に合わせて今後も警備体制、地域協力

会、立派にまた協力していきたいとこういうふうに

思っております。

　時間がございませんので、最後になりました。

　自民党の最後の質問でありますので、我が党の代表

質問に関連して、知事の再出馬についてお聞きをいた

します。

　知事は、その実績を評価するためにも、最低でも２

期８年というのが普通です。仲井眞知事の誕生は、将

来の展望をできない沖縄県の経済状況を打開できると

の県民の大きな期待が集まりました。しかし、普天間

問題に忙殺され、必ずしも経済の仲井眞の本領発揮と

はいかなかったとこう思います。

　グッショブ運動や企業誘致、観光誘客活動を積極的

に活動されて、ジョブの数も就業者も全国のトップク

ラスの伸びになりましたが、仲井眞知事の実力であれ

ばまだまだとの声がありますので、これからも産業の

振興や雇用の創出など、県民が将来に希望を持てる沖

縄県にするには、何といっても指導力、交渉力、実行

力を持った仲井眞知事の再選しかございません。この

４年間を振り返って、再選に向けた最後に力強い決意
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をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　こんにちは。

　何か非常に後がやりにくいような感じがありますけ

れども、最後の質問でございますので、しばらくおつ

き合いをお願いします。

　質問に入ります前に、答弁書をつくっていただいた

各部局の担当に大変申しわけないんですが、これまで

幾つか質問が重複しているのがありますので、何点か

は取り下げをしたいと思います。よろしくお願いいた

します。

　それでは、通告に基づき質問を行います。

　初めに、高齢者支援についてお尋ねします。

　我が国は、戦後半世紀をかけ世界に冠たる長寿大国

を構築しました。そのことは、医療や福祉、生活水準

が向上したことに起因するものと素直に喜び、世界に

誇るべきものと考えます。

　1963年、老人福祉法が制定され、初めて長寿者が公

表されました。そのときの100歳以上の高齢者は全国

で153人、現在は４万4449人、すごいことであり、隔

世の感を禁じ得ません。すべての高齢者の皆さんが健

康で安心して年を重ねられ、長生きしてよかったと思

える社会を築くことが行政に課せられた最重要課題で

あり、責任だと思います。

　しかしながら、長寿社会・高齢化が加速する中で、

さまざまなひずみが生まれています。お年寄りをね

らった悪徳商法や老人虐待、孤独死、介護や認知症へ

の不安、そして全国で次々と明るみになった高齢者の

所在不明問題など、モラルの崩壊から制度面の不備、

地域社会のありように至るまであらゆる角度から長寿

大国の現実をとらえ直し、超高齢時代にふさわしい仕

組みを再構築する必要があると考えます。

　そこで質問です。

　茨、高齢者の所在不明が社会問題化しているが、県

内の実態はどうなっているか。

　芋、ひとり暮らしの高齢者や高齢者世帯の推移を伺

います。

　鰯、孤立防止を図るため安否確認、生活相談支援、

地域見守りネットワーク等の体制強化が急務と考えま

す。対応を伺います。

　允、地域包括支援センターの役割、効果を伺いま

す。個人情報保護法で高齢者の安否確認ができない

ケースがあると聞くが現状はどうか。同センターの機

能強化が必要と考えるが対応を伺います。

　印、お年寄りや障害のある人が生活する小規模福祉

施設の防火対策で、沖縄県が全国で最も法令の違反率

が高いとのこと。現状と対策はどうなっているか。

　咽、３年間介護保険を利用せず元気に暮らした65歳

以上の高齢者や介護ボランティアに参加した高齢者に

「お元気ポイント」のような特典、介護保険料やサー

ビス利用料の負担を軽減するシステムを普及、導入で

きないか伺います。

　次に、子育て支援についてお尋ねします。

　全国の児童相談所が2009年度に相談を受けた児童虐

待の件数が過去最高を更新し、県内でも過去３番目に

多かったとのこと。去る７月末、母親がネグレクトい

わゆる育児放棄を理由に３歳と１歳の幼子を部屋に置

き去りにし、死体遺棄の疑いで逮捕された大阪の事件

は社会に大きな衝撃を与えました。県内でも５月末、

沖縄市で生後３カ月の乳児が父親に虐待され亡くなる

という痛ましい事件が発生しています。

　これまで事件が起きるたびに審議会などを開き対策

を講じてきたわけですが、虐待は減らず、幼い子供の

命が失われている現状に怒りと失望を禁じ得ません。

これまで以上の対策と抜本的見直しが必要と考えま

す。特に、安全確認の初動体制の強化や母親の育児不

安、孤立化解消に向けた取り組みは重要です。

　そこで質問です。

　茨、児童虐待の現状、対策を伺います。児童相談所

の体制強化、親支援プログラム等が必要と思うがどう

か。

　芋は取り下げます。

　鰯、子供の育ちを守るため認可外保育園の給食を認

可保育園と同等並みに支援できないか伺います。

　次に、医療、障害者支援についてお尋ねします。

　茨は取り下げます。

　芋、「沖縄県がん対策推進基本条例」の制定につい

て、県は、必要性を含め総合的に検討するとしていた

が議論はどうなっているか。実効性あるものにするた

めには県の積極的な取り組みが必要不可欠と考える

が、見解を伺います。

　鰯、子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成につい

て。

　ア、県は、安全性や有効性等の専門的判断が必要と

するとしているが、国が承認し、多くの専門家が接種

の必要性を訴え、厚労省は来年度予算の概算要求で公

費助成150億円を計上、既に全国126自治体で事業がス

タートしています。見解を伺います。

　イ、来年度の国のワクチン助成150億円は、自治体

の補助事業がある場合に国が３分の１を補助するもの

となっており、財政が厳しい市町村にとって県の積極
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的な財政措置が事業実施の後押しになると考えるが、

対応を伺います。

　允、現在、我が国では56の難病が特定疾患に指定さ

れているが、それ以外でも多くの難病で苦しんでいる

方々がいます。県内の実態、支援体制はどうなってい

るか。ウィルソン病の特定疾患への指定と医療費助成

について関係者から支援の要望があるが、命を守る観

点から取り組む必要があると考えます。対応を伺いま

す。

　印、うつ病対策に有効と言われる「認知行動療法」

の普及活動は大変重要と考えます。取り組み状況はど

うなっているか。専門家の育成、保険適用の拡充も急

務と考えます。取り組みを伺います。

　咽、「沖縄県障がい者の権利条例」の制定が必要と

考えます。県は、賛同しながらも国の動向を踏まえな

がら検討するとしています。議論は進んでいますか、

関係者との意見交換はされているのか伺います。

　員、重度の障害を持った子供たちや家族の皆さんが

安全に安心して地域で生活できるにはまだまだ厳しい

環境であり、さまざまな課題を解決する必要がありま

す。現場の課題、対策について県の認識、対応を伺い

ます。

　農業対策についてお尋ねします。

　茨は取り下げます。

　芋、戸別所得補償制度モデル事業について、県内へ

の効果、今後の見通しはどうなっているか。

　鰯、認定農業者事業について、国による事業仕分け

で大幅に事業が縮小され、関係者から厳しい指摘が寄

せられています。影響と今後の見通しを伺います。

　５、改正貸金業法についてお尋ねします。

　茨、県内への影響を伺います。

　芋、同法は、多重債務者の生活再建が目的だが、き

ちんと返済してきた方々も借りられなくなり、市場か

ら追い出されヤミ金融に流れるとの懸念の声が寄せら

れています。県の認識、実態を伺います。

　鰯、短期のつなぎ資金をノンバンクで資金調達して

いた零細事業主や生活資金をやりくりしていた専業主

婦等がヤミ金に流れることは本末転倒であり、廃業や

家庭崩壊につながるおそれがあります。相談窓口の強

化やヤミ金融に流れない受け皿づくりが必要と考える

が、対応を伺います。

　６、地デジ対策についてお尋ねします。

　茨、県内の難視地区の実態、課題、対策を伺いま

す。

　芋、地域によっては地デジ移行に伴い共同アンテナ

の設置が必要とされているところがありますが、設置

費用を住民に課すことがあってはならないと考える

が、県内の状況、対応はどうなっているか。

　７、国道、県道等の雑草についてお尋ねします。

　茨、雑草が伸び放題で昼間でも歩道を歩けない、運

転に支障がある、観光立県沖縄としては情けない、こ

れまでにない状況との声が多く寄せられています。早

急な対策が必要と考えますが、原因と対応を伺いま

す。

　芋、交通安全に影響はないか伺います。

　鰯、本県は、北海道や全国と比較して草が伸びやす

く、国に対し予算や除草回数をふやす要望はできない

か。

　允、地域や企業、県民参加の取り組みも重要と考え

ます。対応をお聞かせください。県のクリーンデーを

年何回か設ける運動も検討できないか伺います。

　８、事業棚卸しについてお尋ねします。

　茨、目的と課題、効果、今後の対応を伺います。

　芋は取り下げます。

　大きな９番も取り下げます。

　以上、答弁によりましては再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上原章議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、子育て支援に係る御質問の中で、認可

外保育施設への給食費の支援についてという御質問に

お答えいたします。

　認可外保育施設への給食費助成につきましては、平

成20年度から牛乳代に加えまして新たに米代の助成を

行うなど、これまで段階的に支援の拡充を図ってまい

りました。

　当該事業が入所児童の処遇向上に資するものである

ことを踏まえ、今後とも継続して充実に取り組んでま

いる所存でございます。

　次に、国道、県道に係る御質問の中で、国に対して

予算や除草回数をふやす要望についての御質問にお答

えいたします。

　国道の維持管理費は、行政刷新会議によります事業

仕分けにおきまして、維持管理水準の見直し等により

削減されたと聞いております。しかしながら、観光立

県として道路の良好な維持管理は重要であると考えて

おります。そのため、ことし９月に沖縄総合事務局に

対して沖縄県の気候特性を踏まえた適切な維持管理水

準が確保されるよう要請しているところでございま

す。

　事業棚卸しに係る御質問の中で、事業棚卸しの目的
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と課題、効果、今後の対応についての御質問にお答え

いたします。

　「県民視点による事業棚卸し」は、県民とともに事

業の必要性や実施主体のあり方等を検証するために行

うものでございます。

　事業棚卸しの効果といたしましては、公開の場で議

論することにより事業の非効率性などに外部の視点が

入ったことや多くの県民の参加があり、県の事業執行

について関心が高まった点などが挙げられます。

　今回実施した中で対象事業の選定方法などが課題と

して指摘されております。次年度に向け選定基準を再

検討し、より効果的な事業棚卸しが実施できるよう努

めてまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　高齢者支援についての御

質問の中で、県内の所在不明高齢者の実態についてお

答えいたします。

　県内市町村に住民登録がされている100歳以上の高

齢者について県内全市町村で調査を行った結果、平成

22年９月７日時点で所在不明者はいないとの報告を受

けております。

　次に、地デジ対策についての御質問の中で、県内の

難視地区の実態、課題、対策についてお答えいたしま

す。

　総務省によると、県内の地上デジタル放送移行に伴

う新たな難視地区は39地区、約1400世帯とされており

ます。

　対策方法は、中継局設置、共聴施設設置などがあ

り、国、放送事業者及び関係市町村において検討が進

められております。

　課題としては、共聴施設設置などで住民負担が生じ

る場合があるため、県としては、これらの住民負担を

住民税非課税世帯に対して実施している地上デジタル

放送受信者支援事業の新たな対象とするなど支援を検

討しております。

　次に、共同アンテナ設置費用の住民負担の県内の状

況、対応についてお答えします。

　新たな難視地区において共聴施設を設置する場合に

は、全国的に一定額の住民負担が必要とされておりま

す。負担額は、事業主体、施設規模、世帯数等の条件

により異なりますが、おおむね7000円から３万5000円

程度になると聞いております。県内においては13地

区、約300世帯に住民負担が生じる可能性があり、既

に対策が進められている地区もあります。

　地上デジタル放送移行については、国、放送事業者

を中心に対策が進められておりますが、県としては、

関係市町村と連携し取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　高齢者支援につい

ての御質問の中の、高齢者単身世帯や高齢者世帯の推

移についてお答えします。

　本県における過去５年の高齢者単身世帯の推移は、

平成17年４万2764世帯、18年に４万6104世帯、19年に

４万7140世帯、20年４万9516世帯、21年は５万2525世

帯と増加しております。また、高齢者世帯数は、平成

17年３万934世帯、18年２万9686世帯、19年３万2010

世帯、20年３万4604世帯、21年は３万4408世帯となっ

ております。

　次に、高齢者孤立防止の体制強化についての御質問

にお答えします。

　高齢者の孤立防止対策としては、市町村による要支

援高齢者を対象とした「福祉電話」の設置や「配食

サービス」、老人クラブによる「友愛訪問」、民生委

員による「訪問相談」等が行われております。また、

市町村の地域包括支援センターでは、高齢者本人やそ

の家族からの相談に応じ必要なサービスにつなげるな

ど包括的な支援を行っております。さらに、地域にお

いては、ボランティアや自治会役員、民生委員等が、

ひとり暮らし高齢者等の安否確認や見守りを初め買い

物や掃除等の生活支援、ふれあいサロン活動等小地域

福祉活動を展開しています。

　県においては、今後とも市町村と連携しながら、必

要な支援を行ってまいります。

　次に、地域包括支援センターの役割、効果等につい

てお答えします。

　地域包括支援センターは、介護保険法に基づき全市

町村に設置されており、高齢者やその家族を支える中

核的な機関であります。

　具体的には、高齢者の心身の健康保持や生活の安

定、保健・福祉・医療の向上、財産管理、虐待防止な

どさまざまな課題に対して地域における総合的なマネ

ジメントを担い、必要なサービス提供につなげていま

す。当センターが高齢者の安否確認を行う場合は、市

町村が設置主体であることから、特に問題なく実施さ

れていることを確認しております。

　今後の高齢者支援に当たっては、介護、医療、生活
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支援サービス、住まいの４つを一体化して提供してい

く地域包括ケアの考え方が示されており、当センター

の役割はますます重要となることから、県においても

引き続き必要な支援を行ってまいります。

　次に、ポイント特典や介護保険料等の負担軽減シス

テムについてお答えします。

　介護支援ボランティア活動の実績に応じてポイント

を交付し、実質的に保険料等の負担軽減をすること

は、保険者の意向により地域支援事業交付金を活用

し、実施できることとなっております。しかし、各保

険者においては、ボランティアの有償化に対する理

解、ボランティア受け入れ施設の確保・調整、管理体

制等の諸課題があることから導入に至っていない現状

であります。

　県としては、各保険者へ同交付金の活用について、

引き続き周知を図っていきたいと考えております。

　次に、子育て支援についての御質問の中で、児童虐

待の現状、対策についてお答えします。

　県の児童相談所が対応した児童虐待相談処理件数

は、平成19年度440件、20年度408件、21年度435件と

なっており、高どまりの状況にあると考えておりま

す。

　児童相談所の体制強化につきましては、これまで児

童福祉司等専門職の増員や八重山分室の設置などを

行ってきたところですが、今後もコザ児童相談所一時

保護所の設置やスーパーバイザーの養成、職員研修の

充実など、引き続き体制強化の取り組みを進めてまい

ります。

　また、児童相談所においては、親子の再統合を目的

に、虐待を行った親に対し親子の適切なかかわりにつ

いて適宜指導を行っているところでありますが、これ

らの指導をより効果的に行うため、親支援プログラム

等も参考にしながら親支援の取り組みを充実させてい

きたいと考えております。

　次に、医療、障害者支援についての御質問の中の、

がん条例の制定についてお答えします。

　県としましては、がん対策基本法に沿って策定され

た「沖縄県がん対策推進計画」及び「アクションプラ

ン」を着実に実施し、予防から医療提供に係る適切な

がん対策の充実強化を図っているところであります。

このような中で、がん条例については、制定済みの９

県と制定予定の２府県に対しその効果等を調査してい

るところであり、その結果等も踏まえて総合的に検討

していきたいと考えております。

　次に、子宮頸がん予防ワクチン接種に係る国の助成

事業に対する県の見解及び財政措置について一括して

お答えいたします。

　厚生労働省が予算要求している助成事業は、ワクチ

ン接種の対象年齢、教育のあり方などの情報を収集、

分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳代からはが

ん検診を受けるという一貫性のある子宮頸がん予防対

策を効果的・効率的に推進する方策を検討する目的で

実施されるものであります。その結果は、国の厚生科

学審議会において予防接種法上の位置づけを検討する

資料となるものであります。

　県としましては、予防接種への公的助成は、予防接

種法等の法制度に基づく定期接種として実施すること

が望ましいと考えており、引き続き国の審議を見守る

こととしております。

　次に、県内の難病患者の実態と支援体制及びウィル

ソン病の特定疾患への指定と医療費助成についてお答

えします。

　平成21年度の本県の特定疾患治療研究事業では56疾

患のうち50疾患が対象となり、医療受給者証の交付件

数は6700件となっております。また、医療費の助成総

額は約11億6200万円で、そのうち県の負担額は約８億

6200万円となっております。

　県では、難病患者及びその家族に対し日常生活や療

養上の悩み、医療に関する相談・指導等の療養支援な

どを行い、精神的な負担の軽減や療養生活の質の向上

などを図る事業を行っております。

　ウィルソン病については、原因が明確で治療方法が

確立しており、国が研究を進めている難病には指定さ

れておりませんが、小児慢性特定疾患治療研究事業の

対象疾患となっており、18歳未満までに診断されると

20歳未満まで医療費の助成が延長されます。20歳以上

のウィルソン病患者の医療費助成については、他の疾

患患者とのバランス等を考慮する必要があると考えて

おります。

　次に、うつ病対策としての認知行動療法の取り組み

についてお答えします。

　県総合精神保健福祉センターでは、民間医療機関へ

の技術移転・普及を目的としたパイロット事業として

「うつ病デイケア事業」を実施し、認知行動療法の普

及活動及び専門家の育成に取り組んでおります。技術

移転等については、平成22年７月末現在、７カ所の民

間医療機関で実施されております。

　また、認知行動療法の保険適用については、平成22

年度診療報酬改定により評価が新設されており、今後

その普及が図られるものと考えております。

　次に、障害者権利条例についてお答えします。

　国においては、障害者の権利擁護に関して「障害者
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基本法の改正」法案を平成23年通常国会に、「障害者

差別禁止法（仮称）」法案を平成25年通常国会に提出

することとしております。

　県としては、こうした国の動向を踏まえながら検討

していきたいと考えており、関係者との意見交換につ

いては、条例づくりを目指す市民団体が主催する地域

フォーラムなどに出席等をしております。

　次に、重度の障害児の地域生活のための課題、対策

についてお答えします。

　重症心身障害児等の地域生活に当たっては、対応可

能な訪問介護、児童デイサービス等の事業所の限定に

加え支援を担う人材不足など、重症心身障害児等の特

性に応じた課題があると考えております。

　県としては、重症心身障害児等の支援について、子

供の発達支援はもとより家族を含めたトータルな支援

を行っていくことが重要であると考えております。こ

のため、通園事業に加え巡回等による療育支援を含め

相談体制の整備促進や家族の負担感軽減のための

ショートステイの充実、専門的な人材育成など、福祉

サービスの向上に向け関係機関と連携をとりながら取

り組んでいるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　高齢者支援の中の、小

規模福祉施設の防火対策についての御質問にお答えい

たします。

　本年４月、総務省消防庁が実施した小規模社会福祉

施設の緊急調査によれば、県内の調査対象施設は208

施設となっており、そのうち167施設、80.3％におい

て、消防訓練の未実施や消防用設備の点検漏れなどの

消防法違反がありました。

　本県は、全国で最も違反率が高く、県としまして

は、高齢者や障害者等の社会的弱者の生命にかかわる

重大な問題であることから今回の調査結果を重く受け

とめており、県内の各消防本部に対し違反是正の徹底

を求めるとともに、防災部門と福祉部門が連携して小

規模社会福祉施設の防火安全対策に強力に取り組んで

いくこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業対策の中で、戸

別所得補償モデル対策の効果と今後の見通しについて

お答えします。

　国においては、戸別所得補償モデル対策として、水

田における米と転作作物の生産に対する助成事業を実

施しております。平成22年度に農家へ支払われる交付

額は、約１億9100万円を見込んでおります。

　平成23年度からの戸別所得補償制度については、畑

作の麦、大豆などを追加して本格実施する予定であり

ますが、本県での追加品目の栽培面積は極めて少ない

ことから、交付額は今年度並みが見込まれておりま

す。

　次に、認定農業者育成の影響と今後の見通しについ

てお答えします。

　県では、認定農業者を育成するため、市町村等と連

携して農地の集積による規模拡大、農業用機械・施設

に対する補助や融資、経営に関する研修等を促進して

いるところでございます。

　国の事業仕分けにより平成22年度から経営研修など

を行う担い手アクションサポート事業が廃止されまし

たが、農地関連事業の一環として今年度から農地の有

効利用などを行う農地制度実施円滑化事業が創設さ

れ、農業委員会において農家研修などが実施できるよ

うになっております。

　今後とも国や市町村等と連携して認定農業者の育成

に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　改正貸金業法につい

ての御質問で、法の施行による影響、それからヤミ金

融に流れるとの懸念について一括してお答えします。

　改正貸金業法は、深刻な多重債務問題の解決を図る

ため、上限金利の引き下げと個人が年収の３分の１を

超える新たな借り入れができなくなる総量規制を導入

しており、多重債務者の新たな発生の抑制が期待され

ております。

　改正貸金業法が完全施行された６月18日以後におい

て、借りられなくなった等の相談やヤミ金融に関する

相談が特にふえたということはございません。

　沖縄県では、今後とも県内の相談機関と連携を図り

ながら、法改正による影響を注視していきたいと考え

ております。

　同じく改正貸金業法についての質問の中で、相談窓

口の強化やヤミ金融に流れない受け皿づくりについて

お答えいたします。

　沖縄県では、改正貸金業法に対応するため、法改正

の広報啓発を行うとともに、相談窓口の周知を行い、

弁護士会、司法書士会や市町村と連携した無料相談会

等を開催し、債務整理の方法等についての助言や生活
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福祉資金貸付の相談窓口につなぐなど適切に対応して

おります。また、市町村や社会福祉協議会等相談機関

向けに改正貸金業法の説明会等を開催し、法改正に伴

う相談対応の強化を図るとともに、相談窓口が設置さ

れていない市町村については相談窓口の設置の働きか

けを継続して行い、ヤミ金融に流れない相談体制の充

実に取り組んでいるところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　国道、県道等の雑草

についての御質問で、雑草が伸び放題となっている原

因と対応についてお答えいたします。

　道路管理の目的は、道路を常に良好な状態に維持す

ることにより、安全、円滑で快適な交通を確保するこ

とであります。

　国道の維持管理費については、ことし３月に全国統

一の維持管理基準（案）が通達され、除草回数が年３

回程度から原則１回になったと聞いております。その

ため、県としては、ことし９月に沖縄総合事務局に対

して沖縄県の気候特性を踏まえた適切な維持管理水準

が確保されるよう要請しております。また、県道の維

持管理費については、厳しい財政事情のもと維持管理

に要する予算が少なく、十分な管理が行き届かない状

況にあります。

　今後は、維持管理費の少ない道路構造の工夫、道路

利用状況に応じた効果的な管理、さらに道路ボラン

ティア団体の協力も得ながら、適正な道路管理に努め

ていきたいと考えております。

　同じく国道、県道等の雑草についての御質問で、交

通安全への影響についてお答えいたします。

　交通安全への影響につきましては、交差点における

視距の確保や歩行者の通行等に支障が出ることが懸念

されます。そのため、交通安全上支障のある箇所につ

いては、その都度土木整備員等による除草を行ってお

ります。

　今後も交通安全が確保できるよう取り組んでいきた

いと考えております。

　同じく国道、県道等の雑草についての御質問で、県

民参加の対応、クリーンデー運動の検討についてお答

えいたします。

　県民参加の地域活動としては、８月の「道路ふれあ

い月間」の中で各出先土木事務所を中心に県下一斉に

企業、県民が参加する「道路クリーン作戦」を行って

おります。また、地域には道路の除草や清掃等を行う

道路ボランティア団体があり、その団体数は年々増加

しており、現在254団体、約5900名の方々がボラン

ティアとして活動しております。

　今後、さらに県民参加の取り組みを拡大し、良好な

道路管理に努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　御答弁ありがとうございました。

　何点か再質問をさせていただきたいと思います。

　まず、高齢者支援の対策なんですが、先ほど100歳

以上の所在不明を調査したということで１件もなかっ

たと、これは一安心なんですが、この高齢化社会、

100歳以上というよりも75歳以上、私は調査をする必

要があるんじゃないかなと思っております。

　名古屋市では、緊急実態調査として75歳以上の安否

確認、健康調査を行ったということを聞いております

ので、ぜひ我々長寿県としても、今の高齢者が置かれ

ている状況というのはしっかり確認をする、そして対

応するということが大事だと思うんですがどうでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　例年、100歳以上

につきましては、市町村に対して確認して、今回は特

にいろんな所在不明という事件がございましたので、

特にきちんと本人を確認するようにということを徹底

いたしました。その結果、県内においてはそういう所

在が不明の方はいらっしゃらなかったということで、

75歳以上となりますとかなりの数になると理解してお

ります。ただ、今回ひとり暮らし等につきましては、

地域において、先ほど申し上げましたように見守り等

を通して市町村が個別に確認というか、そういう支援

はやっているというふうに理解しております。家族の

いる分についても含めてとなると、かなりの作業にな

るのかなと思っておりますので、この辺は可能性はあ

るのかどうかも含めて市町村とのいろいろ話し合いも

必要かなと思っておりますので、現在のところどうい

うふうにできるかは答弁はしかねます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　75歳以上を一度にというのが大変で

あれば、90歳、80歳と段階的に、私はぜひ高齢者を守

る立場からやっていただきたいと一応要望したいと思

います。

　それから児童虐待、これも県内でも非常に痛ましい

事件が相次ぐ、それに対してなかなか解決の道筋がで

きていないような気がします。そこで、県に虐待防止

のための24時間ホットラインという形で、県民がすぐ

その虐待が起きている、もしくはその節があるという
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のが県のほうに伝わるそういう仕組みはありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　平成17年４月に中

央児童相談所のほうに「おきなわ子ども虐待ホットラ

イン」が開設されておりまして、日中は児相の職員の

対応になりますが、24時間・365日体制で相談できる

ような体制はとっております。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　これは番号はわかりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ちょっと今手元に

ないんでわかりませんが、一応児童相談所に通じるよ

うに日中と区別してやっているのかと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　部長が即答できないということは、

多くの県民にも現実に近くでそういうのがあっても知

らせるすべがないわけですよね。ですから、私は、県

民だれもが――例えば♯8000とか――本当に覚えやす

い、認識できる、そういった体制は必要じゃないかな

と思うんですがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かに覚えやすい

というか、そういう意味での必要はあると思います

が、平成17年４月に設置されまして、その間折に触

れ、何かにつけてパンフレットなり、ちょっとした

カードとかそういうものもかなりの数発行して配って

おります。そして相談件数もふえてきておりますの

で、そういう意味では周知も図られたかなとは思いま

すが、今後もっと一層そういう周知は努めていきたい

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　ぜひその件も検討していただきたい

と思います。

　あと今回議会で陳情にも虐待防止のための児童相談

所の強化を求めている要請がありました。特に、職員

の３分の１が非正規雇用ということで、本当に一生懸

命児童虐待また子供たちを守る中核拠点として頑張っ

ていただいている現場の職員の方々が嘱託員また賃金

職員ということで、本当に大変厳しい中で頑張ってい

ることは部長も認識していると思うんですが、その辺

の処遇改善を私はやるべきじゃないかなと思うんです

がいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　直接処遇する児童

福祉司につきましては、正職員でございます。虐待対

応とか、それから一時保護所の相談・支援とか、そう

いう意味で正職員じゃなくても対応できるような形と

か勤務形態とかその辺につきましては、嘱託員という

対応をさせていただいている状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　この方々は、児童虐待対応協力員、

保育士、心理判定員、里親対応専門員等々半数以上が

月収15万円以下という中で必死に頑張っているわけで

す。しかも契約年数が１年から３年という非常に不安

定な雇用環境で、一生懸命家族やまた子供を守る仕事

をされているわけです。その辺はしっかり県は認識し

て、もう一度現場の児童相談所の状況を確認して、本

当にこの方々がしっかり一日一日の仕事をやれる状況

というのは、私は、県がやっていくことが大事じゃな

いかと思っていますがどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　児童処遇の立場か

らも、やっぱり職員の安定的な勤務環境の整備という

のは必要だというふうには認識しております。また、

職員の意見の中にも、やはりずっと長期間雇用してほ

しいとか、常勤化してほしいという形の要望もあると

いうことは重々承知しています。ただ、先ほど申し上

げましたように、この職種とか職務の内容とかその形

態によってはやはり嘱託でいいという部分もございま

すので、ただ、内容によってはやっぱり常勤で正職員

という形でのものも中にはございますので、今後、そ

ういうものにつきましては常勤化の検討もさせていた

だきますが、現在のところ、勤務形態とか勤務内容等

に応じた配置ということでやっているという状況でご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　ぜひ前向きにやっていただきたいと

思います。

　それから子宮頸がんなんですが、先ほど部長は、定

期接種に国がもっていけばというような話をしていま

したけれども、今回150億円、国がこういう形でワク

チン接種の予算をつけた中で、今本当に世界で見ても

ワクチン後進国と言われるこの日本という中で、10代

でワクチンを打てば10年後、20年後、20代、30代で発

症すると言われているがんの73％が抑えられると言わ

れているんですよね。そういう意味では、今、市町村

が独自で女性のがんをなくしていこうと、唯一検診と

ワクチンで治せるがんであると聞いています。沖縄県

は、特に全国の倍に匹敵する罹患率があるとも聞いて

います。

　部長、ぜひ来年、各市町村で手を挙げたところを国

は補助すると言っているわけです。そういう意味で
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は、逆に地域格差も生まれる可能性があります。です

から、これは県がぜひ先頭に立って私はやるべきじゃ

ないかなと思うんですがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　現在、来年度の国

の予算化を含めて、県内においても数カ所が実施に向

けて予算化を検討しているという情報もございます。

　ただ、基本的には市町村の事業ということと、それ

から予防接種に関しましては、先ほど来申し上げてい

るように、やはり国の定期接種という形での実施とい

うのが、我々県として基本的にやるべきだというふう

に考えております。それは、いろんな副作用等その辺

のこともございます。そういう意味では、やはりきち

んと予防接種法の中での定期接種としての位置づけと

いうことが望ましいというふうに考えておりますの

で、これにつきましては、随時定期接種化に向けて要

請しているところでありまして、国のほうでも対象に

持っていくということでワクチンについてもそういう

検討が進められているということですので、その辺の

国の動向を見守っていきたいというふうに考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　非常に消極的で、ちょっともう少し

頑張っていただきたいなと思います。これは今後、ま

たやっていきたいと思います。

　それから、もう時間がありませんので、部長、今回

がんの対策基本条例、また障害者の権利条例、あと重

度の障害を持った子供たち、いろんな団体関係者から

もっともっと現場の声を聞いてほしいんだと、いろん

なアクションプランをつくったとしても現場で何が起

きているか本当に県はしっかり認識してほしいという

のが、この人たちの思いだと思うんですよね。そうい

う人たちを含めた協議会もつくってほしいと各団体が

言っております。この辺の認識はありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　おっしゃるよう

に、今いろんな条例とか、それからその対策について

の要請がたくさんございます。その中には、おっしゃ

るように、やはり当然金銭的な、財政的な支援も含め

ていろんな支援を要望しているところですけれども、

それ以上にやはり思いは、おっしゃるように、自分た

ちの実情・現状を理解してほしい、わかってほしいと

いうのが本当に根底にある思いだというふうには承知

しております。これから――今もやっているんですけ

れども――今まで以上にそういう現場の声を聞くよう

な体制で、今後業務を進めていきたいというふうに

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　どんな立派な計画を立てても、本当

にその利用者の人たちの意に沿わないと何の意味もな

いと思いますので、よろしくお願いします。

　あと知事、認可外保育園の給食費、子供たちの成長

は待ったなしなんですね。知事は、今後の振興計画に

も道筋をつくりたいとおっしゃっていました。また、

これまでの道筋も本当に評価しますけれども、私は来

年、目に見える形で拡充するべき内容だと思うんです

がいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時49分休憩

　　　午後５時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　すぐれて予算の話に尽きる

わけで、確かにこれまで非常に少ないことしかできな

かったことはじくじたるものがあるんですが、何とか

前へ前へ、徐々にかもしれませんが増加させていきた

いと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　あと雑草の問題、部長、もうひど

い。もうハブも出るんじゃないかということで地域の

人も手が出せない。それから331号、慰霊の日の行進

の皆さんも車道に出る。あと知事、本土から来た美ら

島総体の子供たちも車道に出る、歩道を歩けない、こ

んな状況なんですよ。県はどのぐらい予算をつけてい

るか、この３年ぐらいのものを教えてもらえません

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　県の除草に関する予

算でございますが、これは平成17年度が４億5700万

円、間は飛びますが、平成22年度は３億7400万円でご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　もう時間もないので、最後に済みま

せん。

　県警本部長、例のヤミ金融の件なんですが、武富士

が更生法を適用されまして、この６カ月で消費者金融

大手が全部行き詰まるんじゃないかという声も出てお

ります。そういう意味ではヤミ金融に対する対策とい

うのは事前に打つべきじゃないかなと思いますがどう

でしょうか、最後に。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　改正されました貸金業
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法によれば、今まで借りられた人が借りられなくなり

ます。したがいまして、その一部がヤミ金融に流れる

のは極めて自然の道理でありまして、そういった認識

に基づきまして、９月13日に県下の生活安全課長会議

――まさに一線でこういった事案の摘発に当たる責任

者ですけれども――がございましたので、この認識を

徹底するとともに、相談事案の適切な対応であると

か、あるいは関係機関との情報交換等の連携の強化で

あるとか、あるいは関連情報の収集に力を入れていこ

うと、そういった意味で取り締まりの強化を改めて指

示したところであります。

　以上です。

○上原　　章君　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　決算については、９月10日の議会運営委員会におい

て17人から成る決算特別委員会を設置して審議するこ

とに意見の一致を見ております。

　よって、ただいま議題となっております議案のう

ち、認定第１号から認定第23号までについては、17人

の委員をもって構成する決算特別委員会を設置し、こ

れに付託の上審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま設置されました決算特別委員会の委員の選

任については、委員会条例第５条第１項の規定により

お手元に配付してあります名簿のとおり指名いたした

いと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、決算特別委員会の委員は、お手元に配付し

てあります名簿のとおり選任することに決定いたしま

した。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔決算特別委員名簿　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま決算特別委員会に付

託されました決算を除く甲第１号議案、甲第２号議

案、乙第１号議案から乙第８号議案まで及び乙第10号

議案については、お手元に配付してあります議案付託

表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしま

す。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　甲第３号議案を議

題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事追加提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平成22年第４回沖縄県議会

（定例会）に追加提出いたしました議案につきまし

て、その概要及び提案の理由を御説明申し上げます。

　今回提出しました議案は、予算議案１件でございま

す。

　甲第３号議案「平成22年度沖縄県一般会計補正予算

（第３号）」は、現下の社会経済情勢を踏まえ、国の

「新成長戦略」実現に向けた三段構えの経済対策に対

応し、雇用対策の拡充や地域の防災対策などの経費に

つきまして、歳入歳出予算に36億500万円を追加する

ものであります。

　その概要につきまして御説明申し上げます。

　雇用対策として、緊急雇用創出事業等臨時特例基金

への積み立てが27億5000万円、当該基金を活用した雇

用創出に係る事業の経費として２億4000万円、また、

地域の防災対策として農地の湛水被害等の防止対策や

橋梁の耐震補強などで６億1500万円となっておりま

す。

　以上、今回提出いたしました予算議案について、そ

の概要及び提案の理由を御説明申し上げました。

　慎重な御審議の上、議決を賜りますようお願い申し

上げます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております甲第３号議案は、総

務企画委員会に付託いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――
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○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時57分休憩

　　　午後５時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第４　陳情第172号及び第184号の付託の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情２件のうち、陳情第184号について

は米軍基地関係特別委員会に、陳情第172号について

は観光振興・新石垣空港建設促進特別委員会にそれぞ

れ付託の上、審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明10月６日から13

日までの８日間休会とすることにいたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明10月６日から13日までの８日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、10月14日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時０分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

新 垣 良 俊

当 銘 勝 雄

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成22年10月14日

　　　　　　　    平成22年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成22年10月14日（木曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案（文教厚生委員長報告）

第２　乙第10号議案（総務企画委員長報告）

第３　乙第２号議案から乙第８号議案まで（土木文化環境委員長報告）

第４　甲第１号議案及び甲第３号議案（総務企画委員長報告）

第５　甲第２号議案（土木文化環境委員長報告）

第６　不発弾等問題の早期解決に関する意見書

當間　 盛夫君　　島袋　　 大君

吉元　 義彦君　　照屋　 守之君

浦崎　 唯昭君　　崎山　 嗣幸君

新里　 米吉君　　前田　 政明君　　提出　議員提出議案第３号

金城　　 勉君　　糸洲　 朝則君

新垣　 清涼君　　山内　 末子さん

玉城　 義和君　　租田　 勝廣君

第７　駐留軍等労働者の雇用の確保等に関する意見書

玉城ノブ子さん　中川　 京貴君

座喜味一幸君　　辻野ヒロ子さん

具志　 孝助君　　仲宗根　 悟君

当銘　 勝雄君　　渡久地　 修君　　提出　議員提出議案第４号

前島　 明男君　　瑞慶覧　 功君

玉城　　 満君　　上里　 直司君

租田　 勝廣君　　玉城　 義和君

第８　嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関する意見書

渡嘉敷喜代子さん　桑江朝千夫君

吉元　 義彦君　　仲田　 弘毅君

具志　 孝助君　　照屋　 大河君

前田　 政明君　　上原　　 章君　　提出　議員提出議案第５号

新垣　 清涼君　　玉城　　 満君

山内　 末子さん　租田　 勝廣君

玉城　 義和君

第９　嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関する抗議決議

渡嘉敷喜代子さん　桑江朝千夫君

吉元　 義彦君　　仲田　 弘毅君

具志　 孝助君　　照屋　 大河君

前田　 政明君　　上原　　 章君　　提出　議員提出議案第６号

新垣　 清涼君　　玉城　　 満君

山内　 末子さん　租田　 勝廣君

　　　　　　平成22年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成 22 年 10月 14 日（木曜日）午前 10 時２分開議
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玉城　 義和君

第10　陳情平成20年第139号、同第158号、陳情平成21年第48号、同第53号、陳情第158号の２、第161号及び第

182号（経済労働委員長報告）

第11　陳情第41号、第81号、第94号、第100号、第138号、第152号及び第178号（文教厚生委員長報告）

第12　陳情第105号及び第168号の２（土木文化環境委員長報告）

第13　陳情第74号、第124号、第140号、第151号、第157号、第165号及び第171号（米軍基地関係特別委員長報

告）

第14　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案

乙第１号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止する条例

日程第２　乙第10号議案

乙第10号議案　沖縄県土地利用審査会委員の任命について

日程第３　乙第２号議案から乙第８号議案まで

乙第２号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第３号議案　財産の取得について

乙第４号議案　債権の放棄について

乙第５号議案　訴えの提起について

乙第６号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第７号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第８号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

日程第４　甲第１号議案及び甲第３号議案

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第３号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

日程第５　甲第２号議案

甲第２号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

日程第６　不発弾等問題の早期解決に関する意見書

日程第７　駐留軍等労働者の雇用の確保等に関する意見書

日程第８　嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関する意見書

日程第９　嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関する抗議決議

日程第10　陳情平成20年第139号、同第158号、陳情平成21年第48号、同第53号、陳情第158号の２、第161号及び

第182号

陳情平成20年第139号　沖縄県の森林の整備・林業の振興に関する陳情

陳情平成20年第158号　沖縄県の森林の整備・林業の振興に関する陳情

陳情平成21年第48号　ヤンバルの森林・林業の活性化に関する陳情

陳情平成21年第53号　ヤンバルの森林・林業の活性化に関する陳情

陳情第158号の２　美ぎ島美しゃ（先島）圏域の振興発展に関する陳情

陳情第161号　沖縄県産酒類に対する酒税の軽減措置の期限延長等に関する陳情

陳情第182号　海外留学生受入事業の継続に関する陳情

日程第11　陳情第41号、第81号、第94号、第100号、第138号、第152号及び第178号

陳情第41号　子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成を求める陳情

陳情第81号　がん対策推進条例制定に関する陳情

陳情第94号　子宮頸がん予防及び早期発見の施策推進を求める陳情

陳情第100号　発声障害の認知と治療の保険適用を求める陳情

陳情第138号　子宮頸がんワクチンの定期接種と公費助成を求める陳情
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陳情第152号　子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成を求める陳情

陳情第178号　ウィルソン病にかかる医療費の助成を求める陳情

日程第12　陳情第105号及び第168号の２

陳情第105号　沖縄県立郷土劇場の早期再建に関する陳情

陳情第168号の２　八重山観光振興に関する陳情

日程第13　陳情第74号、第124号、第140号、第151号、第157号、第165号及び第171号

陳情第74号　政府による「勝連沖埋め立て案」の検討取りやめ等に関する陳情

陳情第124号　米軍ヘリコプターの松田布流石原海岸不時着に関する陳情

陳情第140号　米軍ゴルフ場での日本人利用禁止の対策に関する陳情

陳情第151号　米軍ヘリコプターの松田区布流石原海岸不時着に対する陳情

陳情第157号　米軍大型トレーラーによる事故に対する陳情

陳情第165号　米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に対する陳情

陳情第171号　米国原子力潜水艦のホワイト・ビーチ寄港に反対する陳情

日程第14　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君 次　　　　　長　　新　城　　　博　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　10月５日の会議において設置されました決算特別委

員会の委員長から、同日の委員会において委員長に奥

平一夫君、副委員長に仲宗根悟君を互選したとの報告

がありました。

　次に、昨日、當間盛夫君外13人から、議員提出議案

第３号「不発弾等問題の早期解決に関する意見書」、

玉城ノブ子さん外13人から、議員提出議案第４号「駐

留軍等労働者の雇用の確保等に関する意見書」、渡嘉

敷喜代子さん外12人から、議員提出議案第５号「嘉手

納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及び那覇

空港等へのダイバートに関する意見書」及び議員提出

議案第６号「嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天

間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関する抗議

決議」の提出がありました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第１号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　名護市立屋部小学校の皆さん、ようこそ県議会へ。

　これより委員会における報告をいたします。

　ただいま議題となりました乙第１号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第１号議案「沖縄県立看護学校の設置及び管理に

関する条例を廃止する条例」は、県立浦添看護学校を

民間に移譲することに伴い条例を廃止するものであ

り、平成24年４月１日から施行するとの説明がありま

した。

　本案に関し、県立浦添看護学校の果たしてきた役割

はどうか、民間に移譲する理由は何かとの質疑があり

ました。

　これに対し、県立浦添看護学校は、昭和52年に看護

師の確保のために設立された。設立当時は民間看護師

養成所はなく、県立浦添看護学校の果たしてきた役割

は大きなものがある。その後、民間看護師養成所が設

立され、公立看護師養成校に劣らない実績を上げてき

ており、今後県としては、民ができるものは民でやる

という行財政改革の趣旨に基づき、専門性の高い看護

師養成は県の役割として県立看護大学で行い、県立浦

添看護学校については民営化するものであるとの答弁

がありました。

　次に、民間看護師養成所の授業料等の状況はどう

なっているか、授業料等の準備ができない者は看護師

になる夢をあきらめるのではないかとの質疑がありま

した。

　これに対し、民間看護師養成所は、平均授業料の年

額約42万円に加え、入学金、施設使用料を合わせて約

90万円から100万円であり、県立浦添看護学校（３年課

程）の授業料等は約24万円である。看護師を目指す学

生の就学を支援するため、看護師等就学資金の予算を

本年度は3000万円から7000万円に拡充したとの答弁が

ありました。

　次に、条例を廃止する前に民間事業者と移譲のため

の協定を締結した理由は何か、移譲後の職員及び在校

生に対する処遇はどうか、県と移譲先とのかかわりは

どうなるかとの質疑がありました。

　これに対し、県立浦添看護学校を民間移譲するため

には民間事業者が浦添看護学校を維持、運営できるか

どうかを見定める必要があり、平成21年度に移譲のた

めの協定を締結し、民間事業者と協力して教師の確保

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

政務調査課長　　城　間　正　彦　君

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君
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を行うとともに、現在、平成24年４月の開学に向け文

部科学省及び厚生労働省に対して学校開設のための申

請準備を行っているところである。移譲後、先生方は

県立病院に異動となり、在学生については民間看護師

養成所の学生となるが、授業料は据え置きとなる。移

譲後の県と移譲先とのかかわりは、県が民間看護師養

成所の運営費に対して助成を行うとともに、県立病院

や民間病院と実習指導先の調整などを行っていく予定

であるとの答弁がありました。

　そのほか、民間移譲に対する保護者等の理解の有

無、九州各県における公立看護学校の設置状況、県内

の看護師数及び准看護師数の状況、准看護師から看護

師への希望者数の状況、在校生がいる中での学校設置

者変更の事例、県民所得が低い本県における公立看護

学校の意義、二度にわたる県立浦添看護学校の存続に

関する決議の受けとめ度合いなどについて質疑があり

ました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、乙

第１号議案の採決に先立ち自由民主党所属委員から継

続審査の動議が提出され、採決の結果、継続審査の動

議は可否同数となり、委員長裁決により継続審査とし

ないことに決定いたしました。

　次に、採決の結果、乙第１号議案は、可否同数とな

り、委員長裁決により否決すべきものと決定いたしま

した。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

○上里　直司君　議長。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　この際、動議を提出いたします。

　ただいま議題となっております乙第１号議案につき

ましては、なお慎重に審議する必要があると考えます

ので、本案につきましては文教厚生委員会に再付託の

上、閉会中の継続審査に付されんことを望みます。

○ 田　勝廣君　議長、12番。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　私は、ただいまの上里直司君の動議

に賛成いたします。

　以上。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま上里直司君から、乙

第１号議案については、文教厚生委員会に再付託の

上、閉会中の継続審査に付されたいとの動議が提出さ

れ、所定の賛成者がありますので、動議は成立いたし

ました。

　よって、本動議を議題とし、これより討論に入りま

す。

　討論の通告がありますので順次発言を許します。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　おはようございます。

　ただいま沖縄県立浦添看護学校を民間移譲するため

の乙第１号議案に対する継続審議を求める動議が出さ

れました。私は、日本共産党県議団を代表して、「沖

縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止す

る条例」の継続審議の動議に対して反対の討論を行い

ます。

　前自民・公明政権による構造改革路線は、福祉と暮

らしのための予算を削る行財政改革を地方自治体に押

しつけ、「官から民へ」と民間委託と民営化を誘導し

加速させてきました。全国的には各自治体で構造改革

路線が破綻し、見直しが進められています。ところ

が、仲井眞知事は、構造改革路線を強行し福祉を削減

する行財政改革を推進して、2012年度に県立浦添看護

学校を民間に移譲する計画を進めてきました。県議会

は、過去２回にわたり全会一致で県立浦添看護学校の

存続決議を行ってきました。

　2005年７月14日の県議会決議は次のように記述して

います。「近年は、安心・安全な医療を提供するため

の高度な専門的知識と技術を備えた看護職員の配置が

望まれていること、24時間いつでも治療が受けられる

体制づくりが急務であること、介護等新たな需要に対

応するため、看護職ヘのニーズが高まっていることな

どから、同校の存在価値はますます高まる一方であ

る。」と県立存続を全会一致で決議し、同年10月13日

にも再び全会一致で存続決議を行いました。仲井眞知

事は、これら２回の県議会決議を無視して、今回、民

間移譲のための議案を提案したのです。

　委員会審議では、浦添看護学校の保護者から意見を

聴取しました。「今の授業料、安い授業料だったら、

生活が苦しくても看護師の夢を持てる。」、「県立で

学費も安くて、頑張れば夢がかなうという志を高く持

てる」、「早朝から夜遅くまでの授業なので、アルバ

イトはできない。今の授業料で安くても奨学金を受け

る人が半数はいる。」、「県立は指導者のキャリアが

手厚いので民間とは違う。」、「地方公務員で妻が学
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生だが、生活が苦しいので土・日にアルバイトをした

ら、疲れて朝６時に出て夜７時までの実習が厳し

い」、「娘は、24年度の県立廃止に戸惑っている。県

立で卒業したいと学生が全体会を持った」など、不安

と動揺が起こっているなど切実な訴えがありました。

民間の高額な授業料がつくれないため看護師になる夢

をあきらめることがないように、県立浦添看護学校の

存続は、学生、父母の切実で県民的な願いです。

　看護師養成は県政の重要課題です。南部医療セン

ターと中部病院の県立病院が看護師不足のため入院患

者を受け入れることができない、病院経営にも悪影響

があるという問題が改善されないままとなっていま

す。民間病院を含め医療現場では、看護師不足のため

長時間・過密労働によって労働環境が厳しさを増し、

離職者が多くなり看護師不足が加速する悪循環となっ

ています。看護職員にアンケートをとったら８割が慢

性疲労を訴え、７割が健康に不安があり、７割近くが

辞職を考えているという深刻な事態となっています。

患者の安全の問題でも看護師不足は医療ミスを誘発す

るおそれが懸念され、過酷な医療現場の改善は急務と

なっています。

　民間移譲に対する浦添看護学校の現場の声は、ナイ

チンゲールの崇高な奉仕精神を教育理念に掲げ、看護

師の自覚と誇りを堅持することが民間でできるかどう

か。また、老朽化した看護学校の改築は高額な学生負

担としてのしかかるのではないかと懸念が出ていま

す。

　浦添看護学校後援会の要請は次のように訴えていま

す。県立浦添看護学校は、昭和52年創立以来、2700名

余の看護師を養成して、県立病院や県内外の医療、福

祉の現場で貢献しています。県立浦添看護学校は、進

学のために高い入学金や準備金を用意しなければ入学

できない民間の看護学校とは大きく違います。看護の

道に進みたいと熱い思いと夢を持つ若者たちが安心し

て進学できる学校です。格差社会と言われる今日、民

間移譲は県立に進学したいと心待ちにしている多くの

高校生の進学のチャンスを奪いかねませんと、県立看

護学校の存続を要請しています。

　当時、県立看護学校存続を求める12万2000人余の署

名、沖縄県看護協会や県医師会など多くの関係団体か

ら存続要請がなされました。当時の當山県医師会副会

長の主張を御紹介します。「県の2007年度に６次の看

護師不足解消策が出されたが、毎回「看護師が足り

た」という結論は出ていない。「原因は、行政無策と

政治の貧弱にある」。県内の歴史では、コザ看護学校

と那覇看護学校の統合から県立看護大学の設置、屋我

地准看護師養成所や那覇衛生看護学校の廃止など公的

養成所の後ろ向き的対応に看護師不足の解決策を模索

しているか疑問が多い。一貫した看護師養成施策に欠

ける。」と言及しています。

　以上、県立浦添看護学校の民間移譲の議案の継続審

議の動議に反対の討論といたします。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　おはようございます。

　私は、「沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する

条例を廃止する条例」の重要性にかんがみ、慎重審議

を願うすべての会派を代表して継続の審査を求める動

議に対して賛成の立場から討論を行います。

　県内の看護師の要請は、かつては県主導で進められ

てきたところでありますが、平成７年以降からは民間

養成所で主体的に看護師養成がなされてきておりま

す。

　現在、民間が主導となって看護師養成を行っている

状況の中、そして行財政の改革が求められている中、

県の今後の役割をどうするのか、民間の役割及びこれ

まで果たしてきた評価をどうするか、また、看護師養

成における理想とされる県と民の協働の姿はどうある

べきか。看護師不足を今後改善していく中で、県の限

りある財源の使い方を含め果たす施策はどうあるべき

かなど、そして、看護師を目指す学生の支援はまこと

に重要であります。

　今回のこの条例案は、このような状況を踏まえ、単

に県立浦添看護学校を民間に移譲するのではありませ

ん。看護師の養成・確保が今後の本県の医療供給体制

並びに県民福祉の向上に大きくつながっていることを

考えつつ、これらの点、文教厚生委員会では議論はさ

れたとはいえ、県当局の説明不足、誠意、情熱、熱意

が伝わらなかった点は否めません。

　しかし今回、文教厚生委員会に所属をしていない議

員、民主党から継続審査を求める動議が出され、無所

属議員からも賛成された。そのことは、さらに慎重審

議を深めたいというあらわれであり、これらのことか

ら、会派内においてもさらに研究を深め、当局側とも

議論を進めていき、納得できる結論が出るまで今少々

の時間を要するという、その民主党からの意見等は議

員として尊重すべきだと考えます。

　これらのことから、「沖縄県立看護学校の設置及び

管理に関する条例を廃止する条例」案の継続の審査を

していただくことをお願いを申し上げ、強行な採決は

いかぬ、そういうことを訴えながら賛成の立場から議

員諸兄の御賛同をお願いするものであります。
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○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　乙第１号議案「沖縄県立看護学校

の設置及び管理に関する条例を廃止する条例」の継続

審査を求める動議に反対の立場から討論を行います。

　我々社民・護憲ネットは、文教厚生委員会に付託さ

れました同議案について審査を行った結果、県立看護

学校の存続意義は何ら薄れていないという結論に至り

ました。

　県当局は、今定例会への議案提案に当たって、2012

年４月の民間移譲に向けては国等との間でるる手続が

あり、今議会がタイムリミットだとの認識を繰り返し

示していました。委員会での我が会派の質疑に対して

も、明快に今回がタイムリミットだから提案したと述

べていました。

　これを受け我々は、今定例会の代表質問、委員会審

査などを通じながら県当局の行革に臨む基本姿勢や民

間移譲の必要性、県立看護学校の公的役割を一つ一つ

議論し、真摯に検証・検討を進め判断してまいりまし

た。しかし、その中において、この議案が委員会で可

決しない見通しがいよいよ濃厚となったところ、まさ

に採決の直前になって継続してほしいとの意向が自民

党から示された経過があります。国との調整のために

今回がタイムリミットだと説明してきた当局側は、今

回、議会によって採決を引き延ばされることになると

支障が生じることになるのでしょう。

　さらに、県当局は委員会の答弁で、議会がこの議案

を否決することは想定していないとも発言しました。

我々は、当局の追認機関ではありません。県行政が進

める行革の内容をすべて手放して認めているという前

提はありません。議案として上がった場合は、一つ一

つの課題ごとに必要性、優先性などを審査するのは当

然であり、特に県立看護学校については2005年全会一

致で存続決議がなされた経過を見れば、県の行革方針

とは相入れない要求が議会、つまり県民の中にあるこ

とに当局は当然のこととして気づいているはずです。

　ちょうどきのう、県立浦添看護学校に通うある学生

の母親からお話を聞いてほしいとのお電話がありまし

た。息子さんが今１年生であると。５年間会社勤めを

していましたが、看護師になりたいとの夢を持って進

学を決意したということでした。母親としては、せっ

かく会社に入って安定した仕事をしているのにととて

も心配したが、看護師になって頑張りたいという息子

の決意を応援してきたと。ある日、通っている病院で

看護師さんに息子の転身のことを話したら、県立に

入ったんですか、すごい優秀なんですねと言われ驚い

たと。看護学校のことはよくわからなかったが、県立

は難関だと知り、夢に挑戦した息子の頑張りが誇らし

かった。しかし、入学するとしばらくして卒業証書は

別の学校になる、県立学校ではなくなると聞かされ、

天と地がひっくり返るほどの思いだった。どうしてと

県に聞いてもわかるような説明がなく、入学前から既

に決まっていることだからと余り取り合ってもらえな

かったと。沖縄にはこんなにすばらしい学校はなかな

かないと思う。講師陣もすばらしくて、学生たちは生

き生きと一生懸命勉強している。何といっても学費が

安いのは、息子のように途中からでも頑張ろうという

人たちを支えている。本当にありがたかった。経済的

には厳しいので、県立がなかったら看護師の道にチャ

レンジができなかったかもしれない。こういった人材

育成の場を支えるのが、県として次の世代のためにも

大事な役割じゃないですか。どうか、私たち一県民の

声も聞いてほしい。県立学校をなくさないでほしいと

の訴えでした。そのお母さんが語ってくださったこと

は、まさに私たちが審査を通じて得た公の果たす役割

の核心をつく内容だったと思っています。

　地域医療を守ることの重要性は論をまちません。島

嶼県沖縄において、学生たちの進学の機会を保障し人

材を養成していくことは、地域医療を守ることそのも

のです。その立場から、今回、もし議案が委員会に差

し戻されるということになっても、我々会派は、県立

看護学校を存続させていくことに迷いはありません。

看護学校に通う学生や保護者、関係者の皆様が一日も

早く学校の存続をめぐる不安から解消され、充実した

環境の中での学習に当たってたくましい人材となって

活躍することを願います。

　以上の趣旨を述べ、継続審査動議への反対討論とい

たします。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　おはようございます。

　乙第１号議案「沖縄県立看護学校の設置及び管理に

関する条例を廃止する条例」の継続審議に対する、た

だいま乙第１号議案が継続審議を求める動議に対しま

して、社大・結会派を代表いたしまして反対の立場で

討論をいたします。

　結論から申し上げます。継続審議をすることによる

メリットを挙げることができないほどデメリットが甚

大であると言わなければなりません。その理由につい

て、次の３点を述べます。その前に、まず何といって

も議会に対する当局の議会軽視を指摘しなければなり

ません。
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　議会は、これまで浦添看護学校の県立としての存続

を全会一致で２度も決議していることからして、この

議案が今議会で可決する可能性は極めて厳しいとの認

識を当局は持つべきであります。その認識の欠落は著

しく甘さを如実にあらわすものとして、委員会におけ

る当局の答弁の中で、可決してもらわなければ困ると

いうような趣旨の発言が見られました。このような認

識は、議会軽視以外の何物でもなく、議会に対する背

任行為であると言っても過言ではありません。当局に

とって議会は追認機関なのでしょうか。

　議会の議決案件でありながら議案提出を今日までお

くらせ、先に民間移譲の手続を進めてきたとするなら

本末転倒であり、それによって県民の税金が万が一使

われるようなことが派生するならば許されるものでは

ありません。

　さて、継続した後、民間移譲となった場合、最大の

問題は、来年度からの生徒募集への影響です。文部科

学省への開学申請は通常10カ月はかかるとされ、その

ためには今議会はぎりぎりの期限となっているとの認

識をしています。来年度の生徒募集を通常どおりする

ならば文部科学省の申請は三、四カ月で許可されなけ

ればならず、そのことが本県の要求どおりにならない

可能性が大きいことを考えますと、今議会における継

続は大変重大な意味を持つものと危惧するものであり

ます。

　何よりも受験生にとって、夏休み明けになっても浦

添看護学校を選んでよいものかどうか判断しかねる状

況を与えることは、行政の不作為と言わなければなり

ません。

　２点目に、民間移譲によって家庭の経済状況に左右

されることなく看護師を目指す学生の道を閉ざしては

ならないということであります。

　看護学生は、実習や卒業時に国家試験に合格しなけ

ればならず、アルバイトができない環境にあります。

そのため、浦添看護学校は安い授業料を目当てに優秀

な人材が集まり、県立病院初め県内の医療界をリード

する人材を輩出してきた実績があります。さらに教授

陣は、医者、看護教諭ともに県立６病院から選ばれた

ベテランの優秀な人材であり、県立病院の業務内容を

熟知して指導に当たっていることから、卒業生の県立

病院の中途退職者が少ないことも見過ごしてはなりま

せん。

　３点目に、看護師不足のため県立病院の66ものベッ

ドが休床に追い込まれており、収益が２億4000万円減

収になっています。毎年繰り返されているこの状況

は、県立病院の看護師を政策的に養成していない結果

であり、実効性ある施策を持たない県政の医療行政の

失策と言わなければなりません。66のベッドを開床

し、中部病院の７対１看護体制を実施する見通しはい

まだ立っておりません。このような状況を打開する方

法は、県立看護学校でこそ県立病院の看護師を養成す

るという発想の転換であります。県立宮古・八重山病

院では、地元出身の看護師が三、四割と少数なため、

他の県立病院からの派遣で維持されております。それ

こそ県立看護学校は離島枠を設け、地元出身者をふや

す施策が必要です。

　このような考えに真っ向から相反する県の施策があ

ります。県立看護師等修学資金貸与、いわゆる看護を

目指す学生への本県の修学資金の貸与に関して、卒業

後の手続の中で返還免除対象となる条項があります。

その条件として、県立病院に勤務すると借りた修学金

が免除にならないようになっているんです。辛うじ

て、ことしから宮古・八重山の県立病院が免除になる

対象として採用されましたけれども、これまで５つの

病院に勤務するならば修学資金が免除にならないとい

うことを長いこと続けてきたことを、県はどのように

私たちに説明をするんでしょうか。

　そもそも県立看護学校の民間移譲は行革が目的で進

められてきましたが、行革の意味が全く達成されない

ということを最後に申し上げておきます。

　これまでの質疑の中で、県立看護学校の運営費は２

億4000万円とのことであります。しかしながら、きの

う要請をして私は書類を入手しましたが、国からの交

付税措置が１億6000万円あることから、実質的には

8000万円の持ち出しとなります。さらに県は今回、民

間移譲する学校へ年間約4500万円の助成をし、修学資

金を3000万円から7000万円へ4000万円増額するとの答

弁がありました。

　以上のことから、経済的な行政改革でないことは明

白です。

　この条例の継続審議のデメリットと県立堅持の必要

性を申し上げてきましたが、継続の後に民間移譲とな

れば、学生募集要項の準備の時間的猶予がないこと、

ひいては来年度の募集を見送る可能性さえも起こり得

ると指摘をしておきます。さらにこれ以上受験生への

不安をあおることは許されません。看護師不足は、医

療の衰退のみならず医療崩壊の道です。

　議員各位とともに、離島・僻地医療、高度・多機能

医療、不採算医療を公的責任で守っていくために、県

立病院の存亡を左右する看護師養成を政策的に行い、

実効性のある県立病院の看護師確保を呼びかけ、継続

審議に反対する討論といたします。
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○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　これより乙第１号議案については、文教厚生委員会

に再付託の上、閉会中の継続審査に付されたいとの動

議について採決いたします。

　お諮りいたします。

　本動議のとおり決することに賛成の諸君の起立を求

めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第１号議案については、文教厚生委員会

に再付託の上、閉会中の継続審査に付されたいとの動

議は可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時35分休憩

　　　午前10時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第２　乙第10号議案を議題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第10号議案の同意議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　乙第10号議案「沖縄県土地利用審査会委員の任命に

ついて」は、土地利用審査会委員７名が平成22年10月

で任期満了することに伴い、その後任を任命するため

国土利用計画法第39条第４項の規定により議会の同意

を求めるものである。

　土地利用審査会委員は、国土利用計画法により土地

利用、地価その他の土地に関する事項についてすぐれ

た経験と知識を有し、公共の福祉に関し公正な判断を

することができる者のうちから知事が議会の同意を得

て任命するものであるとの説明がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第10号議案は、全会一致をもってこれに

同意すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第10号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、これに同意することに御異議ありません

か。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第10号議案は、これに同意することに決

定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第２号議案から

乙第８号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第２号議案から乙第８

号議案までの議決議案７件について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長及び企業局長

の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第２号議案「工事請負契約についての議決

内容の一部変更について」は、平成20年第４回沖縄県

議会（定例会）で議決された工事請負契約に係る議決

内容の一部を変更するため議会の議決を求めるもので

ある。

　変更の主な内容は、伊良部大橋橋梁整備第４期工事

（上部工その３）について、耐久性の向上を図るため

設計を一部変更する必要が生じたことに伴い、契約金

額を当初の12億3879万円から13億3299万6000円に変更

することであるとの説明がありました。
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　次に、乙第３号議案「財産の取得について」は、与

那国空港に配備されている化学消防車を買いかえるた

め、「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例」第２条の規定に基づき議会の議決

を求めるものである。

　契約の主な内容は、品名及び数量は空港用化学消防

車（3000リットル級）１台、契約金額は１億5120万

円、契約の相手方は帝国繊維株式会社であるとの説明

がありました。

　本案に関し、空港用化学消防車の耐用年数は何年

か、耐用年数を超過した場合、買いかえる必要がある

のか、配備基準はどうか、平均的な購入代金は幾らか

との質疑がありました。

　これに対し、耐用年数はおおむね15年である。同車

両は非常に高価なものであることから、耐用年数が超

過した後もふぐあいや使用状況等を勘案した上で買い

かえの必要性や継続使用の可否を検討し、使用可能な

場合は継続して使用している。空港での消防能力につ

いては国が定めた基準があり、それに基づいて化学消

防車を配備している。化学消防車の能力により購入代

金は異なっており、今回購入する3000リットル級では

約１億5000万円であるが、１万2500リットル級では約

２億4000万円になるとの答弁がありました。

　そのほか、県管理の空港用化学消防車の数、入札の

方法、化学消防車の管理方法などについて質疑があり

ました。

　次に、乙第４号議案「債権の放棄について」は、県

発注工事に係る違約金等について、県に申し立てられ

ている民事調停内容に権利の放棄が含まれていること

から、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の

議決を求めるものである。

　主な内容は、連帯債務を免除し、Ａ企業には賠償を

求めないこと、延滞金などの本債務以外の負担を免除

することであるとの説明がありました。

　本案に関し、当該債権放棄については、知事部局分

と一緒に６月定例会で提案すべき事案であったと思う

がどうかとの質疑がありました。

　これに対し、公営企業においては、地方公営企業法

第40条第２項の規定に基づき、調停が議会承認の適用

除外になっていることから提案を見送った経緯があ

る。その後、総務省への照会の結果、調停の内容に債

権の放棄が含まれている場合、公営企業の場合は、債

権の放棄について議会の承認が必要であることが判明

したため今議会に提案することとなったとの答弁があ

りました。

　そのほか、債権放棄の対象企業の数と合計金額、延

滞金の割合が異なる場合の違いなどについて質疑があ

りました。

　次に、乙第５号議案「訴えの提起について」は、県

営住宅に入居する長期家賃滞納者に対し建物の明け渡

しと滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起するた

め、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の議

決を求めるものである。

　訴えの主な内容は、入居している県営住宅を明け渡

すこと、未納の家賃及び損害賠償金を支払うこと、訴

訟費用は被告らの負担とすることであるとの説明があ

りました。

　本案に関し、家賃減免制度を適用していた者が減免

事由の解消によりその適用から外れたが、再度生活困

窮に陥ったため改めて減免制度を申請しても認められ

なかった事例があるが、承知しているかとの質疑があ

りました。

　これに対し、具体的な話は承知していないが、減免

制度は一時的に収入の減少が著しい場合、状況に応じ

最長１年間、現在の家賃からさらに減額を行うもので

あることから、基本的には、同一の理由による場合は

再度の適用は行われないとの答弁がありました。

　そのほか、減免制度の適用状況、強制執行の際の職

員の立ち会いの有無などについて質疑がありました。

　次に、乙第６号議案及び乙第７号議案「違約金存否

確認等請求調停事件の調停について」は、県発注工事

に係る違約金等に関し、乙第６号議案については、継

続中の調停事件の調停を成立させるため、乙第７号議

案については、県に対して新たに申し立てられた調停

を成立させるため、それぞれ地方自治法第96条第１項

の規定により議会の議決を求めるものである。

　主な内容は、乙第６号議案については、沖縄県は賠

償金債権を放棄し、調停費用は各自の負担とすること

であり、乙第７号議案については、賠償率は５％とす

ること、連帯債務を免除し、Ａ企業には賠償を求めな

いこと、分割払いを認めること、延滞金などの本債務

以外の負担を免除することなどであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、今定例会で議決を求めている議案に係

る業者を除けば、和解に至っていない企業は何社か、

今後の見通しはどうかとの質疑がありました。

　これに対し、損害賠償あるいは違約金を請求した業

者で、今定例会で議決を求めている議案に係る業者を

除けば、和解に至っていない企業は16社ある。そのう

ち２社は、本議案提案後に新たに調停を申し立ててい

ることから、次期定例会での議決をお願いしたいと考

えている。残り14社は、倒産するなど実態がつかめな
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い企業もあることから、今後実態調査を行うととも

に、調停の申し立てなどを呼びかけて解決に向けて取

り組んでいきたいとの答弁がありました。

　そのほか、全体的な請求事件数、損害賠償金として

納付すべき合計金額などについて質疑がありました。

　次に、乙第８号議案「那覇港管理組合規約の一部変

更について」は、那覇港港湾計画の変更に伴い、那覇

港管理組合規約の一部を変更することについて那覇市

及び浦添市と協議するため、地方自治法第290条の規

定に基づき議会の議決を求めるものである。

　変更の主な内容は、港湾計画変更に伴い、埋め立て

を行わないこととなった「浦添ふ頭北緑地」を規約か

ら削除することであるとの説明がありました。

　本案に関し、那覇港港湾計画変更の具体的な内容は

何かとの質疑がありました。

　これに対し、港湾計画変更の内容は、浦添埠頭地区

の自然環境の保全を図るため、臨港道路浦添線の北側

の一部を橋梁タイプに変更するとともに、その背後地

及び前面の埋め立てを行わないで自然海岸を残すこと

にしたことから、「浦添ふ頭北緑地」における埋立予

定箇所が削除されるものであるとの答弁がありまし

た。

　そのほか、人工ビーチとのかかわりなどについて質

疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち乙第５号議案については、共産党

所属委員から、家賃減免措置制度が経済的弱者に無慈

悲でしゃくし定規な運用であり問題が多いことから反

対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第５号議案については、賛成多数を

もって可決すべきものと決定いたしました。

　乙第２号議案から乙第４号議案まで及び乙第６号議

案から乙第８号議案までの６件は、全会一致をもって

可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時50分休憩

　　　午前10時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第２号議案から乙第８号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず乙第２号議案から乙第４号議案ま

で及び乙第６号議案から乙第８号議案までの６件を一

括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案６件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第２号議案から乙第４号議案まで及び乙

第６号議案から乙第８号議案までは、委員長の報告の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第５号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第５号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　甲第１号議案及び

甲第３号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案及び甲第３号議案の予算議案２

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第１号議案「平成22年度沖縄県一般会計補正予算

（第２号）」は、沖縄特別振興対策調整費に係る事業

のほか、当初予算編成後の事情変更により緊急に対応

を要する経費について、補正予算を編成するものであ



－ 346 －

る。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに11億8022万

5000円で、これを既決予算額6105億5552万2000円に加

えると、改予算額は6117億3574万7000円となる。

　補正予算の財源内訳は、国庫支出金が３億8144万

9000円、県債が１億7680万円、その他の特定財源が３

億9277万7000円及び一般財源が２億2919万9000円であ

る。

　歳出の主な項目は、離島地域における産業廃棄物の

効率的なリサイクル化の推進や、サンゴの移植等に係

る概況調査などに要する経費、安心こども基金事業と

して行うＩＴを活用したひとり親家庭等の在宅就業支

援体制構築等に要する経費、認可外保育施設に対する

施設改善費の助成に要する経費などであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、緊急雇用創出事業臨時特例基金の執行

状況はどうなっているか、基金の残高は幾らか、これ

までの基金を活用した事業に伴う雇用創出効果はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、緊急雇用創出事業臨時特例基金は国か

ら88億5000万円の配分を受け、平成21年度では約13億

円を執行し、平成22年度では約57億8000万円の執行を

予定し、合計70億8000万円を執行する予定となってい

る。差し引き残高は約18億円で、平成23年度までには

全額執行したい。事業に伴う雇用効果として、平成21

年度が1932名、平成22年度が2999名、合計で4931名の

雇用創出を予定しているとの答弁がありました。

　次に、安心こども基金事業に係るＩＴを活用したひ

とり親家庭等の在宅就業支援事業とはどのような事業

か、予算内訳はどうなっているか、事業の費用対効果

をどう見込んでいるかとの質疑がありました。

　これに対し、ＩＴを活用したひとり親家庭等の在宅

就業支援事業は、ひとり親家庭の親や障害者及び高齢

者、計約120人を対象に、ＩＴを用いた在宅就業に必

要な訓練を実施し、在宅就業に従事させることを目的

とする事業である。予算の内訳は、訓練手当費が約

2500万円、機器の整備費が約8000万円、企業に委託す

る委託料がそれらを含めた約１億8000万円等となって

いる。事業の費用対効果については、対象者としては

120名の３年間で360名であるが、この事業が一つの

きっかけになって在宅就業の機会開拓になり得ること

と、支援センターは事業終了後も継続する予定となっ

ているため、継続的な事業効果が見込まれるとの答弁

がありました。

　次に、保育所入所待機児童対策特別事業基金に係る

指導監督基準未達成認可外保育施設に対する助成事業

について、指導監督基準が満たされない施設は幾つあ

るか、今年度、助成対象となる施設は幾つかとの質疑

がありました。

　これに対し、認可外保育施設440施設のうち、基準

を満たしていない施設は308施設で、全体の69％であ

る。このうち、当初予算で20施設を助成対象とした

が、希望者が多いため、今回の補正で措置し、今年度

で計56施設を助成対象とするものであるとの答弁があ

りました。

　次に、島しょ地域循環資源活用促進事業とはどのよ

うな事業か、離島内でリサイクル事業を実施できない

のはなぜかとの質疑がありました。

　これに対し、島しょ地域循環資源活用促進事業と

は、宮古・八重山地域での建設廃棄物のリサイクルが

進まない現状を踏まえ、宮古・八重山地域から沖縄本

島までの海上輸送コストの低減化を図ることと、沖縄

本島で徹底してリサイクルを進めることによってリサ

イクル資源の効率的活用を図るための事業である。離

島内でリサイクルできないのは、処理施設の建設コス

トがかかることと、リサイクル製品の市場が沖縄本島

に比べ小さく、需要が少ないためであるとの答弁があ

りました。

　そのほか、サンゴ礁保全再生事業の内容、オニヒト

デ駆除事業の実施状況、環境保全営農支援モデル事業

における赤土流出防止対策の効果、ミュージックスサ

ポーター雇用創出事業の内容と事業実施における地域

間バランスの必要性、ＰＣＢ廃棄物処理事業の内容と

対象施設、ＰＣＢをこれまで処理できなかった理由、

新生児集中治療室運営費補助の内容と現況、学校施設

防音対策事業の対象校、県営住宅の火災に係る補修経

費の内容、奥武山弓道場改築事業の内容、クレー射撃

場の県内施設整備の見込み、工事雑費の国庫補助金廃

止に伴う補正の理由などについて質疑がありました。

　次に、追加提案した甲第３号議案「平成22年度沖縄

県一般会計補正予算（第３号）」は、国の経済対策と

して「経済危機対応・地域活性化予備費」の活用が９

月24日に閣議決定されたことに伴い、当該予備費を活

用して行う、雇用創造事業の拡充、農地湛水被害等の

防止対策、道路・河川等の防災・震災対策に要する経

費について所要額を計上するものである。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに36億500万

円で、これを既決予算額6117億3574万7000円に加える

と、改予算額は6153億4074万7000円となる。

　補正予算の財源内訳は、国庫支出金が31億9400万

円、県債が１億5230万円、その他の特定財源が２億

5870万円である。
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　歳出の主な項目は、緊急雇用創出事業等臨時特例基

金への積立金や環境、観光、農林水産業等の重点分野

における雇用創出を図るための経費などであるとの説

明がありました。

　本案に関し、甲第３号議案の補正予算約36億円のう

ち、27億5000万円が緊急雇用創出事業臨時特例基金へ

の積み立てであるが、県として今後どのように執行し

ていく予定かとの質疑がありました。

　これに対し、今回の補正予算は、国の追加経済対策

としての予備費の活用に伴うものであるが、平成23年

度まで執行可能なことから、今後成長が見込める医療

や介護、環境、観光及び農林水産業などの分野で事業

を選定しながら、雇用創出事業を展開していきたいと

の答弁がありました。

　次に、今回の補正予算は国道や県道の草刈り事業に

は使えないかとの質疑がありました。

　これに対し、当初の緊急雇用創出事業の中には、そ

のような事業に充当できるものもあったが、今回の補

正予算については医療や介護などの重点分野事業に充

当するものであるとの説明がありました。

　そのほか、今後の国の経済対策の予定と県の執行体

制、知事公約の４万人の雇用達成と基金事業の活用と

の関連などについて質疑がありました。

　なお、委員から、基金を活用しての雇用創出事業に

ついて、その活用方法については、県として十分検討

がなされるべきであるとの指摘がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、甲第１号議案及び甲第３号議案の予算議案

２件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第１号議案及び甲第３号議案を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第１号議案及び甲第３号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　甲第２号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題

となりました甲第２号議案の予算議案１件について、

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　まず、甲第２号議案「平成22年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第１号）」は、中部流域下水道宜

野湾浄化センター送風機棟建築工事に係る経費として

1000万円を補正するものであるとの説明がありまし

た。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、甲第２号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第２号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　議員提出議案第３
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号　不発弾等問題の早期解決に関する意見書を議題と

いたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　ただいま議題となりました議員提出

議案第３号につきましては、10月６日に開催した総務

企画委員会の委員等により協議した結果、議員提出議

案として提出することに意見の一致を見ましたので、

提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、不発弾等問題の早期解決について関係

要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。

　　　〔不発弾等問題の早期解決に関する意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「不発弾等問題の早期解決に関する意見書」を採決い

たします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第３号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　議員提出議案第４

号　駐留軍等労働者の雇用の確保等に関する意見書を

議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第４号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　ただいま議題となりました議員

提出議案第４号につきましては、経済労働委員会の委

員等により協議した結果、議員提出議案として提出す

ることに意見の一致を見ましたので、提出者を代表し

て提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、駐留軍等労働者の雇用の確保等につい

て関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

　　　〔駐留軍等労働者の雇用の確保等に関する意見

書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第４号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第４号

「駐留軍等労働者の雇用の確保等に関する意見書」を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第４号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第８　議員提出

議案第５号　嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天

間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関する意見

書及び日程第９　議員提出議案第６号　嘉手納飛行場

滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及び那覇空港等へ

のダイバートに関する抗議決議を一括議題といたしま

す。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第５号及び第６号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　ただいま議題となりました議員

提出議案第５号及び同第６号の２件につきましては、

米軍基地関係特別委員会の委員等により協議した結

果、議員提出議案として提出することに意見の一致を

見ましたので、提出者を代表して提案理由を御説明申

し上げます。

　提案理由は、嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普

天間飛行場及び那覇空港等へのダイバートについて関

係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第５号を朗読いたします。

　　　〔嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛

行場及び那覇空港等へのダイバートに関する

意見書朗読〕

　次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同

じでありますのであて先だけを申し上げます。

　　　〔嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛

行場及び那覇空港等へのダイバートに関する

抗議決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、抗議決議のあて先で在日米軍沖縄地域調整

官、在沖米国総領事及び第18航空団司令官につきまし

ては、その趣旨を要請するために米軍基地関係特別委

員会委員を派遣する必要があるとの意見の一致を見て

おりますので、議長におかれましてはしかるべく取り

計らっていただきますようお願い申し上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第５号

及び第６号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第５号

「嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴う普天間飛行場及

び那覇空港等へのダイバートに関する意見書」及び議

員提出議案第６号「嘉手納飛行場滑走路改修工事に伴

う普天間飛行場及び那覇空港等へのダイバートに関す

る抗議決議」の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第５号及び第６号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第６号に関し、提案理由の説明の際提出者か

ら、在日米軍沖縄地域調整官、在沖米国総領事及び第

18航空団司令官については、その趣旨を要請するため

米軍基地関係特別委員会委員を派遣してもらいたいと

の要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第６号の趣旨を在日米軍沖縄地域調整

官、在沖米国総領事及び第18航空団司令官に要請する

ため、米軍基地関係特別委員会委員を派遣することと

し、その期間及び人選については議長に一任すること

に御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第10　陳情７件を議題と

いたします。
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　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情７件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情７件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情７件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第11　陳情７件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました陳情７件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております陳情７件を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情７件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第12　陳情２件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題

となりました陳情２件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情２件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情２件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第13　陳情７件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長渡嘉敷喜代子さん。
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　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔米軍基地関係特別委員長　渡嘉敷喜代子さん

登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（渡嘉敷喜代子さん）　た

だいま議題となりました陳情７件につきましては、慎

重に審査いたしました結果、お手元に配付してありま

す審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしま

した。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情７件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情７件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第14　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成22年第４回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午前11時29分閉会
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